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施策別自次・予算額一覧(令和2年度当初) 単位百万円
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施策の推進を支えるた刷こ、

行政運営
1 rみえt政県改民革力のピ推ジ進ョンに」よの，推進 307 276 

2行財 る県行政の自立運営 821 280 

3行財政改革の推進による県財政の的確な運営 115"，865 284 

4適正な会計事務の確保 285 288 

5広聴広報の充実 1，238 
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6スマト自治体の推進 1.504 

7公共事業推進の支擦 4，591 300 
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注) 人件費
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(事業中の人件費は、該当の施策に計上しています白) その他
2621e.02013 7 

2予算額は、四給五入の関係で、合計と合わない場合があります.

3一般会計、特別会計、企業会計の全てを含んでいます白 合計 1，118.351 
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令和2年度政策別部別予算表(当初予算)

{一般会計]

政 策 防災対策部

1 -1防災・滅災、国土強靭化 6，449，156 

1 -2命を守る 13，235 

1 -3支え古いの福祉社会 。
1 -4暮らしの安全を守る 。
1 -5環境を守る 。
][ -1人権の尊重とずイパーシティ社舎の推進 。
][-2学びの充実 。
][ -3希望がかなう少子化対策の推進 。
Eω4~ュ重とこわか盟し休た三ス重ポーとこツわのか推大進会の成功と

レガシーを生か
。

][ -5地域の活力の向上 。
盟寸持続可能なもうかる農林水産業 。
ill-2強じんで多様な産業 。
ill-3世界の三重、三重から世界へ 。
ill-4多様な人材が活躍できる雇用の推進 。
ill-5安心と活力を生み出す基盤 。

行政運営 1，011 

行政委員会 。
その他 573，299 

〔うち人件費) 573，173 

(うち公債費) 。
部 買IJ 計 7，036，701 

戦絡企函部 総務部・部外 医療保健部

。 。 60，604 
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。 。3，311，508 
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。 14，300 。
。 。 。
。 。 15，555 

。 。 。
。 。 。
。 。 。

1，459，475 116，276，706 。
。 26.142 。

971，617 118，954，019 3，888，836 

971，236 8，134，341 3，888，758 

01109，323，301 。
2，460，681 235，290，342 93，813，650 

子ども福祉部 環境生活部 地域連携部 農林水産部

。 8，288 。5，315，530 

。 。 。 。
21，267，764 。 。 27，650 

。 158，338 。 940，613 

。3，023，009 。 386，573 

130.823 515，716 。 973 

。6，982，750 。 。
17，980，939 2，925，361 。 。

57，249 。4，405，183 。
。 。3，014，574 5，440，981 

。 。 01 15，841，698 

日 。 。 。
。 83，796 。 。
。 。 。 。
。2，173，844 1，208，711 。
。 85，399 。 。
。 。 9，040 5，325 

2，479，536 2，499，905 2，642，387 7，656，918 

2，479，458 2，473，324 2，642，233 7，656，821 

。 。 。 。
41，916，311 18，456，406 11，279，895 35，616，261 

注 1 rその他(うち人件費)J欄は、事業費支弁以外の人件費を記載しています。(事業中の人件費は、該当の政策調に記載しています。)

2議会費は、総務部・部外「その他j欄に含んでいます。

(単位ー子円)

雇用経済部 県土整備部 警察本部 教育委員会 政策加計

01 37，712，029 283，953 1，935，561 51，765，121 

。 。 。 E 85，408，879 

。 。 。 E 24，606，922 

8，806 。6，894，924 E 8，714，551 

41，950 4，790，912 。 E 8，257，245 

552 39，702 。 141，07C 833，728 

。 。 。8，820，431 15，832，770 

。 。 。4，271，00C 25，606，415 

。 。 。 【 4，462，432 

13，152 。 。 f 8，483，007 

。 。 。 。15，841，698 

7，145，970 。 。 匂 7，161，525 

817，330 。 。 。 901.126 

1，027，042 。 。 。1，027，042 

01 35，574，790 。 011 38，957，345 

。4，589，187 1，317 011 122，413，095 

2，452 。 。 。 42，959 

2，311，951 6，502，603 31，589，224 140，271，920 320，342，215 

2，311，821 6，502，531 31，589，224 140，271，778 209，494，698 

。 。 。 011109，323，301 

11，369，205 89，209，223 38，769，418 155，439，982 740，658，075 
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主担当部局別 B 次

防災対策部

災害から地域を守る自助・共助の推進(111) 

紡災・減災対策を進める体制づくり (11 2) 

戦略企画部

. 2頁 0

・8真

地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関の充実 (22 6) ・・ 138頁

「みえ県民カビジョン」の推進 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 276頁

広聴広報の充実 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 292頁

総務部

行財政改革の推進による県行政の自立運営

行財政改革の推進による県財政の的確な運営 ・・

スマート自治体の推進

医療保健部

地域医療提供体制の確保 (12 1 ) 

介護の基盤整備と人材の育成・確保(122)

がん対策の推進(123) 

. 280頁

・284夏

. 296頁

. 1 8頁

・26賞

・32頁

健康づくりの推進 (12 4) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 36頁

医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進(144) ・・・・・・ 70頁

食の安全・安心の確保(145) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 74頁

感染症の予防と拡大紡止対策の推進(146) ・・・・・・・・・・・ 78頁

子ども・福祉部

地域福祉の推進(131)

障がい者の自立と共生 (13 2) 

児童虐待の紡止と社会的養育の推進(133)

県民の皆さんと進める少子化対策 (23 1) 

結婚・妊娠・出産の支援 (23 2) 

子育て支援と幼児教育・保育の充実 (23 3) 

'40頁

・46頁

・54頁

.. 148頁

・152頁

'156]{ 
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環境生活部

交通事故ゼ口、飲酒運転o(ゼロ)をめざす安全なまちづくり(142)62頁

消費生活の安全の確保 (14 3) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 66頁

環境への負荷が少ない持続可能な社会づ、くり(15 1) ・......86:& 

廃棄物総合対策の推進 (15 2) ・・・・・・・・・・・. . . . . . 9 0頁

生活環境保全の確保 (15 4) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 98頁

人権が尊重される社会づくり (21 1) ・・・・・・・・・・・・・ 10 2頁

あらゆる分野における女性活躍とダイバーシティの推進 (21 2) ・106頁

多文化共生社会づくり (21 3) ・・・・・・・・・・・・・・・・ 11 0頁

文化と生涯学習の振興 (227) ・・・・・・・・・・・・・・・・ 142頁

地域連携部

競技スポーツの推進 (24 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 164貰

地域スポーツと障がい者スポーツの推進 (242) ・・・・・・・・ 168頁

南部地域の活性化 (25 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 172頁

東紀州地域の活性化 (25 2) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 176頁

移住の促進 (254) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 186頁

市町との連携による地域活性化 (25 5) ・・・・・・・・・・・・ 190頁

安心を支え未来につなげる公共交通の充実 (35 2) 

水資源の確保と土地の計画的な利用 (354)

農林水産部

獣害対策の推進 (14 7) 

. 262頁

・270頁

• 8 2頁

豊かな自然環境の保全と活用(15 3) ・・・・・・・・・・・・・・ 94頁

農山漁村の振興 (25 3) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 180頁

農林水産業の多様なイノベーションの促進とブランド力の向上 (31 1) 

農業の振興 (31 2) 

林業の振興と森林づくり (31 3) 

水産業の振興 (31 4) 

.194頁

. 200頁

-ー 206頁

. 212頁
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雇用経済部

中小企業・小規模企業の振興 (32 1 ) ・・・・・・・・・・・・・ 220頁

ものづくり産業の振興 (32 2) ・・・・・・・・・・・・・・・・ 224頁

Sociely 5.0時代の産業の創出 (32 3) ・・・・・・・・・・・・ 228頁

戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進 (324) ・・・・・・ 23. 4頁

世界から選ばれる三重の観光 (33 1 ) ・・・・・・・・・・・・.238頁

三重の戦略的な営業活動 (33 2) ・・・・・・・・・・・・・・・ 242頁

国際展開の推進 (33 3) 

次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援 (34 1) 

多様な働き方の推進 (342) 

県土整備部

災害に強い県土づくり (11 3) 

道路網・港湾整備の推進 (351) 

安全で快適な住まいまちづくり (35 3) 

公共事業推進の支援 ・・・・

出納局

. 246頁

・250頁

. 254頁

. 1 4貰

・258頁

. 266頁

・300頁

適正な会計事務の確保 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 288頁

教育委員会

子どもの未来の礎となる「確かな学力・豊かな心・健やかな身体Jの育成 (221) 

. 114頁

個性を生かし他者と協働して米来を創造する力の育成 (22 2) ・・ 120頁

特別支援教育の推進 (22 3) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 126頁

安全で安心な学びの場づくり (224) 

地域との協働と信頼される学校づくり (22 5) 

警察本部

. 130頁

134頁

犯罪に強いまちづくり(141) ・・・・・・・・・・・・・・・・・ 58実

議会事務局

分権時代を先導する議会をめざして ・・・・・・・・・・・・・・・ 304頁
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令和 2年度当初予算施策取組概要

R2.2.12全員協議会提出資料



施策 11 1 災害から地域を守る自助・共助の推進

{主担当部局:防災対策部】

議議議議事言語紙議繍桜義謀総量i議言語議
県民の皆さんがB頃から防災に関心を持って正しく理解し、災害!こ備えることで、適切な避難行動

をとることができるようになっているとともに、地域や学校、職場等で防災!こ関する取組が継続的に

行われています。

呂襟項目 |過去1年濁に地域・職場での防災活動に参加したことがある県民の劃l合(防災に関する県民
の説明 |意識識変)

2年度目標値 j防災活動に参加する県民の割合について、毎年約 2.5%高めることを白標として設定しまし
の考え方 |た。

地区防災計画等 ~ 14市町

を作成している

市町数

「防災みえ JPJ ~ 26.7% 
から防災情報等
を入手している
集民の割合

大雨等の際に避|
難行動をとろう

~ 87.0% 

とする県民の寄j

ム'" 

家庭や地域と連 ~ 94.0% 
携した防災の取

組を実施してい
る学校の割合

耐震性のない木 ~ 300件
造住宅の耐震改
修と除却の補助
件数(累計)

2 
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①近い将来に発生が予想される南海トラフ地震や頻発する風水害に儀えるため、「みえ防災・減災セン

ターJと連携し、「自助Jr共助」の活性化や環境づくりを支援する妨災人材の育成をはじめ、県民

の防災意識の醸成、市町の支援など!こ取り組んできました。気候変動や妨災・減災に関する技術革

新、近年の災害等から得られた検証結果をふまえて、さまざまな防災関係機関、県民等が相互に連

携して、引き続き、防災対策に取り組む必要があります。

②災害時の県民の適切な避難行動を促進するために、わかりやすい情報提供に取り組んできたところ

です。新たに発生した災警の経験や教訓をふまえ、今後も、避難を必要とする人が適切に避難を行

えるよう、新たな情報提供ツールや手法なども検討し、「共助」につながる活動も促進しながら、取

組を進めていく必要があります。

③自然災害から子どもたちの命を守るため、学校における紡災教育を推進する必要があります。また、

子どもたちの発達段階に応じて地域の一員として行動できる力を育成することが求められています。

さらに、南海トラフ地震等の大規模災害の発生に備え、教職員の実践的な災害対応力の向上を図る

とともに、学校教育を速やかに復18させる体制を整える必要があります。

④大規模災害発生時に、県内外からのボランテイアや専門性を有したNPO等が、円滑かつ効果的に

支援活動ができる環境を充実・強化していく必要があります。

⑤住宅 建築物の耐震化促進のため、耐震診断や耐震改修等に対する支援を行ってきました。引き続

き、住宅・建築物の耐震化や危険な空き家対策等の取組を進め、地震災害などに対するまちの安全

性を確保する必要があります。

環境づくりを支援するみえ防災コーディネ-5ーを育成するとともに、みえ防災人材バンクへの受

録を進め、防災活動!こ取り組む地域等へ登録した人材の派遣を行います。また、県民の防災意識の

醸成につながるシンポジウムや研修会を開催するほか、みえ防災・減災ア カイブを活用した普及

啓発に取り組みます。さらに、「みえ防災・減災センヲーJのハブ機能・シンクヲンク機能の充実を

図り、企業や市町 自主妨災組織等の活動支援を行います。

②企業の防災力の向上に向けて、「みえ防災・減災センタ-Jにおいて、「みえ企業等防災ネットワー

ク」を通じた企業関連携の促進や、企業BCP等の策定につながる余業内研修の開催などを支援し

ます。

③地域の防災力の向上を図るため、これまでの地震・津波災害蓄に、新たに風水害、土砂災害を追加し

た避難計画策定支援ツール等を作成し、適切な避難行動や地区防災計画の策定を促進します。あわ

せて、「避難所運営マニュアル」策定に向けた取組等を支援します。

④災害時に避難所へ避難することを欝踏することがないよう、だれもが過ごしやすい避難所のあり方

を検討し、必要となる取組を実施します。また、知事が代表世話人を務める「南海トラフ地震によ

る超広域災害への備えを強力iこ進める 10県知事会議」の活動として、関係累と連携して国への提

言及び普及啓発活動等を通じて、巨大地震 a津波の被害を最小限にとどめるための対策を進めます。

⑤頻発する風水害から住民の命を守るため、適切な避難行動につながる「共助j の取組を総合的・ー

体的に実施しようとする市町を支援するとともに、南海ドラフ地震対策等の充実・強化のための取

組を促進します。また、県北部海抜ゼ口メートル地帯における市町の避難対策を支援します。

3 
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⑥家族同士の呼びかけによる避難行動の促進や、水防団員等から収集した情報を災害対策活動に活用

するため、 AI等を活用して「自助Jr共助Jの取組を促進する仕組みを構築します。また、「防災

みえ JP Jのホームページやメールにより、気象情報や災害情報を提供するとともに、 SN S (L 

INE、ツイッター)で県民!こわかりやすい表現で防災情報等を伝えるなど、防災情報プラットフ

オームの活用を図ります。

l教育委員会 11

⑦県内の小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等に防災ノートを配布し、学校における防災教育

を推進します。また、防災ノートの家庭への持ち帰りを促進じ、保護者と話し合うことで、児童生

徒が理解を深めるとともに、家庭における防災の取組を進めます。

⑧家庭や地域と連携した体験型防災学習等の実施を支援するとともに、「みえj坊災・減災センター」と

連携して、学校防災リーダ一等教職員を対象とする防災研修を行い、教織員の防災にかかる資質の

向上を図ります。また、県内の中高生を東日本大震災の被災地に派遣して現地の方との交流や学習

を行い、災害詩に地域で自ら行動できる防災人材の育成に取り組みます。

⑨災害時の学校運営等についての専門知識と実践約な対応能力を備える教職員を育成し、災害時に学

校を支援するため、これら教職員により構成される「三霊泉災害害時学校支援チーム(仮称)Jを設霞

します。また、民間団体・企業等と連携し、災害時の子どもの居場所の確保、学習支援や心のケア

等に取り紐みます。

i|環境生活部 1
⑩大規模災害時において県内外からの災害ボランテイアを円滑に受け入れられるよう、「みえ災害ボラ

ンテイア支援センター」の運営に参箇します。また、「協働プラットフォームj構築のための実践的

な訓練等を通じ、市町・社会福祉協議会 .NPO等と連携して受援体制の整備を図ります。

l県土整備部 i
⑪戸別訪問やさまざまな防災イベント等の機会に、住宅所有者に木造住宅の耐震化を直接働きかける

とともに、設計者や施工者等に対して耐震化支援制度や適切な補強工法の普及を図ります。引き続

き、無料耐震診断や補強工事等に対する補助事業を実施し、木造住宅の耐震化を促進するとともに、

耐震性がない危険な空き家対策に取り組む市町に対する支援を行います。

⑫建築物の耐震改修の促進に関する法律により耐震化を促進している不特定多数の者が利用する大規

模建築物等については、早期!こ耐震改修工事が完了するよう、また、第一次緊急輸送道路を閉塞す

るおそれのある沿道建築物については、耐震診断および耐震改修工事等を実施するよう、引き続き、

市町と連携して所有者等に必要な支援を行います。
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① (一部新)rみえ妨災・減災センター」事業

【基本事業名 11101 多様な主体が連携した防災活動の促進]

(第2款 総務費第B項 防 災 費 1 防災総務費)

予算額・ (R1) 1 4， 4 0 0千円 → (R2) 2 1， 0 0 7千円

事業概要:rみえ紡災・滅災センヲーJにおいて、妨災に関する人材の育成・活用、地域・企業

支援、情報収集・瞥発、調査・研究の取組を通して、県内の防災・滅災対策を推進し

ます。

また、地域の防災人材や市町職員と連携し、デジタルマップで自然災害リスクの確認

や避難経路作成が可能となる rMyまっぷラン+(プラス)Jにより、億人の避難計画

の策定から地区妨災計画の策定までを支援し、地域の防災力の向土を図ります。

② (新)みんなでつくる避難所プロジェクト事業

【基本事業名:111 01 多様な主体が連携した紡災活動の促進】

(第2款 総務費第8項 妨 災 費 1 防災総務費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 9， 9 0 3千円※みんつく予算

事業概要避難所生活がイメージできずに避難行動を跨蕗する事例があることから、子育て世代

等の参箇を得て、だれもが過ごしやすい避難所づくりをめざし、避難所グッズや避難

所体験ゲ ムの開発、防災レシピコンテストなどを実施します。

③ (一部新)地震対策推進事業

{基本事業名 11101 多様な主体が連携した防災活動の促進】

(第2款総務費第8項 防 災 費 1 訪災総務費)

予算額:(R1) 1 4， 9 8 6千円 → (R2) 2 1， 6 3 5千円

事業概要:地震の揺れを再現できる防災啓発車を活用した体験裂の妨災啓発を実施するとともに、

知事が代表世話人を務める「南海トラフ地震による超広域災害への備えを強力に進め

る 10県知事会議」の活動として、関係県と連携して国への提言および普及啓発等を

行います。

④地域減災対策推進事業【基本事業名 :11101 多様な主体が遠携した防災活動の促進】

(第2款 総務費第8項 紡 災 費 1 防災総務費)

予算額:(R1) 7 6， 1 1 9千円 → (罰2) 6 5， 8 2 3千円

事業概要:頻発する風水害や南海トラフ地震から県民の生命を守るため、適切な避難行動につな

がる「共助Jの取組を総合的・一体的に実施しようとする市町を支援します。また、

県北部海抜ゼロメートル地帯における市町の避難対策を支援します。

⑤ (一部新)防災情報プラットフオーム事業

【基本事業名 11102 県民の適切な避難行動を促進するための妨災情報の提供】

(第2款 総務費第8項 防 災 費 1 防災総務費)

予算額:(R1) 3 7， 9 7 7千円 → (R2) 6 7， 0 5 5千円

事業概主主.新たに、南海トラフ地震臨時情報の電子メールでの配信や市町が発令する警戒レベル

をホームページで毘覧できるようにするなど、県民にわかりやすい情報の提供を行い

ます。
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⑤ (新)避難行動促進事業

[基本事業名:11102 県民の適切な避難行動を促進するための防災情報の提供】

(第2款総務費第8項 防 災 費 1 防災総務費)

予算額・ (R1) 一 千円→ (R2) 24， 84 1千円

事業概要 :SNSやAI技術を活用して、水防団員・ j可J11巡視員等から収集した発災前後の情報

をマッピングすることで、災害対策活動の充実や効果的な避難情報の提供につなげる

とともに、 AIスピーカーやスマートフォンを活用して、高齢者を含む家族同士の避

難の呼びかけの促進を図るなど、県民の適切な避難につながる取組を進めます。

i教育委員会 i
⑦学校防災推進事業【基本事業名:11103 学校における防災教育の推進】

(第 10款教脊費第1項教育総務費 2 事務局費)

予算額:(R1) 1 3， 4 6 7千円 → (R2) 1 3， 3 3 2千円

事業概要:防災ノ トを新入生等!こ配付するとともに、体験型防災学習等の支援、学校紡災リー

ダ一等教職員を対象とした妨災研修、中高生による東日本大震災の被災地でのボラン

ティア活動や交流学習を実施します。

⑧ (一部新)災害時学校支援事業【基本事業名:11103 学校における防災教育の推進}

(第 10款教育費第1項教育総務費 2 事務局費)

予算額:(R1) 7 9 7千円 → (R2) 2， 2 64千円

事業概婆:災害時における学校教育の早期復旧を図るため、学校の早期再開、児童芝生徒の心のケ

ア等、災害持の学校運営に関する専門的な知識や実践的な対応能力を備える教職員を

育成し、学校を支援する体制を整備します。

また、民間団体・企業等との連携による災害時の子ども支援の仕組みづくりを進め、

市町との連携につなげていきます。

il環境生活部 l
⑨災害ボランテイア支援等事業[基本事業名:11104 災害ボランティアの活動環境の充実・強化]

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額:(R1) 7， 9 8 9千円 → (R2) 8， 2 8 4千円

事業概要 関係包体との連携を図り、「みえ災害ボランティア支援センヲー」やNPOによる円

滑かっ効果的な活動が実施されるよう経費を支援するとともに、市町における受援体

制が整備されるよう協働プラットフオーム構築のための実践的な訓練を行います。

1黒土重量備部 l
⑩待ったなし!耐震化プロジェクト[基本事業名 :11105 住宅・建築物の耐震化の促進】

(第B款土木費第6項 住 宅 費 1 住宅管理費)

予算額:(R1) 9 4， 7 0 9千円 → (R2) 9 2， 1 2 9千円

事業概要:戸別訪問等により住宅耐震化を促進するとともに、木造住宅の鮒震診断、耐震補強、

除却等を支援します。
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⑪建築物耐震対策促進事業【基本事業名:11105 住宅・建築物の耐震化の促進】

(第8款 土木費第1項土木管理費 3 建築指導費)

予算額・ (R1) 54， 1 50千円 → (R2) 6 7， 9 2 8千円

事業概要:大規模建築物の耐震改修、避難路沿道建築物の耐震診断や耐震改修等!こ対する支援を

f守います。
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施策 11 2 防災・減災対策を進める体制づくり

【主担当部局:防災対策部]

言語暴露議溺言語録暴言暴言語議選議選議室i踊議 駁線認泌童三|
災害への備えから復IB・復興までの防災・減災対策の新たなステージへの進化に向けて、県、市町、

防災関係機関などのさまざまな主体が、それぞれの役割を果たすとともに、各機関の連携，協力体制

がより強化され、県民の皆さんの命と暮らしを守る災害に強い社会づくりが進んでいます。

目標項目 I i三重県防災 F 減災対策行動計画」における「公助」を対象とした行動項呂の進捗本の平均
の説明 |値

2年度毘標値 j計画を毎年度着実に進め、毎年度設定した呂標値を 100%達成することを目標に設定しまし
の考え方 iた。

町、防災関係機 / 13図

関と連携して継

続的に実施して
13困

いる訓練等の回 (30年度)
数

業務継続計画 ~ 43. 0% 
(臼cp)を整

備する病院の割

il-コ

消防団員の条例|
//1 92.8% 

定数の充足率 92.4% 
(30年度)
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①東日本大震災や紀伊半島大水害、熊本地震といった大規模災害で明らかになった課題や教訓等をふ

まえて策定した各種の計画に基づき、地域の防災・減災対策を推進してきました。近い将来に発生

が予想される南海トラフ地震や激甚化 頻発化する風水害等に備え、今後、計画の見直しも進め、

災害対応に携わる人材の育成等を含めた防災・;威災体制の強化を進める必要があります。

②「三重県広域受援計画」や「三重県版タイムラインj等の策定、それに基づく訓練の実施など、災

害持に的確な対策を実践できるよう国、市町、妨災関係機関等と連携して取組を進めてきました。

気候変動や防災・滅災に関する技術革新等もふまえ、県民の生命・財産を守るため、さまざまな関

係機関との連携をさらに進め、災害対策活動体制の充実・強化に取り組む必要があります。

③災害拠点病院における施設整備の支援や、保健医療活動を支える人材の育成などに取り組んでいま

す。今後も引き続き、南海トラフ地震等の大規模災害発生時における保健医療体制の充実・強化に

取り組んでいく必要があります。

④学校施設においては、建内運動場等の天井等洛下防止対策、ブロック塀等の撤去、猛暑に備えるた

めの空調整備などの防災・安全対策の取組を進めてきました。今後も、子どもたちが安全に安心し

て学校生活を送れるよう、学校施設の防災目安全対策を進めていく必要があります。

⑤消防団の入団促進や消防本部の連携強化に取り組んできたところですが、近年の大規模な災害の発

生により、消防に寄せられる県民の期待はますます大きくなっていることから、消防体制lおよび消

防力のさらなる充実・強化に取り絡んでいく必要があります。

また、高圧ガス等の保安の確保に向けた取組を行っていますが、高圧ガス施設等において事故が発

生していることから、高圧ガス等の取扱事業者に対して保安検査および立入検査等を実施し、適正

な保安管理等の徹底を指導することにより、事業者の自主保安を推進し、産業保安の確保を[gjる必

要があります。

や三重県防災・滅災対策行動計画に基づく防災・減災対策の取組を進めて

おり、引き続き着実に取組の推進を図ります。また、前年度の取組状況をまとめた実績レポートを

作成し、的確な進捗管理を行います。さらに、県の業務の継続体制を定めた「三重県業務継続計画

(三重県BC P)Jについて、各部局における検証と見直しを行います。

②南海トラフ地震による津波を早期に検知し、県民に速やかな避難を促す緊急速報メ ルの発信や津

波到達時間等の情報把握を行う rD0 N E Tを活用した津波予測・伝達システム」を運用します。

③令和元年度に策定する「三重県職員妨災人材育成指針」をふまえて作成する研修計画!こ基づき、災

害(被災)イメージカの向上等を図るための研修教材の作成、および役割や階層に応じた研修を実

施し、県民とともに「防災の日常化j に取り組む職員の育成を図ります。

④災害対策活動体制について、国・県・市町・防災関係機関等が連携したさまざまな訓練等を通して、

充実・強化を殴っていきます。

⑤市町において、避難所までの物資輸送、他県等から市町への応援職員やボランティアの受け入れ等

が円滑に進むよう、「三重県市町受援計頭策定手引書」を活用して、市町における受援体制の整備支

援を引き続き進めます。

⑤「三重県版タイムライン」を運用し、台風接近時の適切な災害対策活動を行うとともに、住民の適

切な避難行動につなげるため、「市町タイムライン基本モデルJを活用して、全ての市町でタイムラ

インが策定されるよう支援していきます。
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⑦物資の備蓄について、現物備蓄の適切な管理を行うとともに、地震等でライフラインが断絶した場

合でも、水・燃料等を使わずに授乳することができる乳児用液体ミルクや水道・下水道等を使わず

に使用できる携帯=笥易トイレをはじめとする発災初期に必要な備蓄の確保を進めます。また、市

町に対して、備蓄の確保や食品アレルギーへの対応を働きかけます。さらに、民間事業者の協力を

得て行う流通備蓄の確保!こ向けて協定締結先の拡大などを進めます。

⑧広域妨災拠点について、必要な点検のほか、適切な維持管理を行います。

⑨広域避難について、海抜ゼロメートル地帯対策の取組として、引き続き、桑員地域2市2町と連携

し、広域避難に係る訓練と検証を進めるとともに、「桑員地域広域避難タイムライン(仮称)Jの策

定を支援します。

⑬「南海トラフ地震臨時情報」が発表された場合に備えて、市町と連携して、県民に対して、妨災対

応の必要性を普及啓発するとともに、県、市町、関係機関、企業、県民等がそれぞれ行うべき対策

を検討するなど、地域の防災対応力の充実・強化につなげます。

⑪地震、台風などの非常災害時にも必要な通信を確保するため、!坊災通信ネットワークにおける設備

の適正な維持管理を行うとともに、地上系妨災行政無線設備および有線系通信設備等について、よ

り信頼性の高い設備に更新する等の再整備を計画的に行いますo

⑫震度情報の収集により、関係機関が地震対策の分析や地震発生時に迅速な災害対応等が行えるよう、

震度情報システムについて適正な維持管理を行うとともに、より信頼性の高い設備に更新する等の

再構築を行います。

⑬有事への対応をより迅速かつ的確に行うため、三重黒国民保護計箇の所要の見直しを行うとともに、

計調に慕づき、雷、関係機関と連携した自民保護共向訓練を実施します。また、ホームページ等に

より県民へわかりやすく情報提供していきます。

⑭減少傾向にある消防団員を確保するため、市町および三重県消防協会と連携し、機能別消防団員制

度の導入及び女性消防団員加入促進の取組を誘導するとともに、幅広い層を対象に消防団員の裾野

を広げる取組を積極的に進め、消防団の充実・強化を図ります。また、「三重県消防広域化及び連携・

協力に関する推進計画Jに基づき、消防の広域化および連携・協力の推進等に取り組みます。

⑬高圧ガス等の産業保安については、適正な保安管理等を徹底するため、引き続き保安検査、立入検

査等を実施するとともに、自主保安の推進を支援するための研修等を行います。また、「三重県石油

コンビナート等防災計画」に基づき、コンビナート事業者の防災対策を促進します。

|j医療保健部 11

⑬災害時においても全ての病院で必要な医療が提供できるよう、引き続き、 BCPの考え方に基づく

災害医療マニュアルの整備促進と定着化を図ります。また、災害医療を支える人材育成を進めるた

め、災害医療コーディネ-)1-研修等の内容を充実するとともに、 DMATの訓練への参加促進や、

災害看護研修を実施します。さらに、 DPATについては、研修会の開催やDMAT等との連携を

推進するとともに、災害拠点精神科病院を指定するなど、災害精神医療体制の強化を図ります。加

えて、災害薬事コーディネーターの継続的な研修を行うなど、災害時の円滑な医薬品等の供給体制

の充実を図るとともに、 DHEATの体制強化のため、県職員が構成員となるための専門研修の受

講や、 DHEATを理解し、受援等を円滑化するための研修会を開催します。

l教育委員会 l
⑫県立学校施設の老朽化に伴う危険を防止するため、老朽化対策に計画的に取り組むとともに、猛暑

に備えるための空調整備を進めます。
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E霊宝コ
⑬県警察では、大規模災害発生時において、被害状況を早期に把握し、救助体制を確保するために必

要な装備資機材を配備します。また、救出救助等の災害警備活動を迅速かつ的確に実施するため、

各種計図等に関する関係機関との協議・検討を進めるほか、装備資機材を活用した実戦的な訓練を

実施します。

① DONETを活用した津波予測・伝達システム等展開事業

[基本事業名:11201 妨災・減災対策の計画的な推進】

(第2款総務費第8項 紡 災 費 1 防災総務費)

予算額 (R1) 4， 1 8 4千円 → (R2) 2 4， 54 1千円

事業概要:南海トラフ地震による津波対策として、 fDONETを活用した津波予測・伝達シス

テムJの運用等を行うとともに、システム機器の更新および冗長化・安定化のための

整備を行います。

② (新)職員防災人材育成事業{基本事業名:11201 紡災・減災対策の計画的な推進】

(第2款 総務費第8項防 災 費 1 妨災総務費)

予算額・ (R1) 一 千円→ (R2) 5， 3 54子同

事業概要:県民を災害から守るためにa要となる知識や心憎えを身に付けるため、令和元年度に

策定する「三重県職員防災人材育成指針j をもとに、職員の役害IJや階層lこ応じた研修

を体系的に実施します。

③防災訓練費【基本事業名:11202 災害対策活動体制jの充実・強化]

(第2款総務費第8項防 災 費 1 紡災総務費)

予算額・(則) 38，733千円 → (R2) し 076千円

事業概要:南海トラフ地震を想定した総合防災訓練および総合図上訓練等を実施し、災害対策活

動の充実・強化を図ります。

④ (一部新)災害対応力強化事業[基本事業名 11202 災害対策活動体制の充実・強化】

(第2款 総務費第8項防 災 費 1 防災総務費)

予算額:(R1) 3 9， 2 1 0千円 → (R2) 3 9， 646千円

事業概要局地的豪雨や台風、地震をはじめとする大規模災害に備えるため、発災初期に必要と

なる乳児用液体ミルクや携帯・笥易トイレの確保を行います。また、市町における受

援計画やヲイムラインの作成を支援するほか、南海トラフ地震臨時情報に関する防災

対応について、各地域で普及啓発を図るなど、地域の災害対応力を強化します。

⑤防災行政無線整備事業{基本事業名 11202 災害対策汚動体制の充実 強化】

(第2款 総務費第8項 妨 災 費 1 防災総務費)

予算額・ (R1) 7 6 5， 9 0 0千円→ (R2) 5， 1 2 5， 1 0 1子円

事業概要:救助・救援に必要な情報の伝達・共有を確実にし、災害時における県 市町や防災関

係機関との通信を確保するための防災通信ネットワークについて、より信頼性の高い

設備に更新するなどの再整備を行います。
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⑤気象情報収集事業【基本事業名・ 11202 災害対策活動体制の充実・強化】

(第2款総務費第8項 防 災 費 1 防災総務費)

予算額:(R1) 1 4 4， 4 3 8千円 → (R2) 2 1 2， 2 0 6千円

事業概要:県内の震度情報の収集と関係機関への伝達・共有を図る震度情報システムについて、

より信頼性の高い設備に更新するなどの再構築を行います。

⑦国民保護対策費[基本事業名・ 11202 災害対策活動体制の充実・強化】

(第2款総務費第81頁紡災費 1 防災総務費)

予算額:(れ) 4 1 6千円 → (R2) 1， 45 2千円

事業概婆:有事への対応を迅速かつ的確に行うため、三重県国民保護計画の所要の見直しを行う

とともに、国および関係機関と連携した国民保護訓練を実施し、緊急対処事態等にお

ける対応力の強化を図ります。

⑧ (一部新)消防行政指導事業【基本事業名:11205 消防・保安対策の充実・強化】

(第2款総務費第8項 防 災 費 2 )向妨指導費)

予算額ー (R1) 7， 2 3 0千円 → (R2) 1 2， 49 3千円

事業概要:機能別消紡座員制度の導入や女性消防団員の加入促進に取り組む市町を支援するとと

もに、三重県消i坊協会の活動を支援するなど、消防団の充実強化に取り組みます。ま

た、県内消防本部聞の相互応援や緊急消防援助隊との連携強化など、消防体制の強化

!こ取り組みます。

⑨高圧ガス指導事業[基本事業名:11205 消防・保安対策の充実・強化】

(第2款総務費第8項 防 災 費 3 銃砲火薬ガス等取締費)

予算額 (引) 18，779千円 → (R2) 1 6， 00 8千円

事業概要:高庄ガスによる災害を防止するため、高圧ガス事業所等の保安管理に関する指導を徹

底するとともに、許認可申請に対する審査および保安検査、立入検査により安全を確

保します。また、企業による自支保安の推進を目的とした研修を行います。

i医療保健部 1
⑩災害医療体制強化推進事業【基本事業名・ 11203 災害保健医療体制の整備】

(第3款民生費第4項災害救助費 1 救助費)

予算額 (R1) 36，391千円 → (R2) 5 1， 0 6 4千円

事業概要:災害時においても病!房機能が維持され、必要な医療が提供されるよう、病院における

BCPの考え方に慕づく災害医療マニュアルの策定と定着化を促進するとともに、災

害控室療コーディネーター研修や災害看護研修等を実施することにより、災害医療に精

通した人材の育成を進めます。また、 DHEATの体制強化のため、専門研修の受講

や受援等を円滑化するための研修会を開催します。
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⑬ (一部新)激甚災害特医薬品等備蓄，供給体制整備費

【基本事業名:11203 災害保健医療体制の撃備]

(第4款衛生費第41頁医薬費 4 薬務費)

予算額 (R1) 5. 00 8千円 → (R2) 7. 1 40千円

事業概要:関係団体と連携し、災害時においても、医薬品が適切に供給できるよう、医薬品の備

蓄や設備の充実を図るとともに、災害薬事コーディネーターの養成、委嘱を行うこと

などにより、災害時の円滑な医薬品等の供給体制の充実を図ります。

⑫ (一部新) DPAT (災害派遣精神医療チーム)体制整備事業

【基本事業名:11203 災害保健医療体制の整備】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 4 精神衛生費)

予算額:(則) 1.716千円 → (R2) し 881千円

事業概要:災害時において、専門的なこころのケアや精神科医療の提供が円滑に行われるよう、

DPAT構成員を対象に研修・訓練を実施するとともに、新たに災害拠点精神科病院

を指定し、災害時の精神科医療体制の強化を図ります。

l教育委員会 1
⑬校舎その他建築費【慕本事業名:11204 教育施設の紡災対策]

(第 10款教育費第4項高等学校費 3 学校建設費)

予算額・ (R1) 1. 9 0 6. 2 2 3千円 → (R2) 1. 7 4 6. 5 1 4千円

事業概要:巣立高等学校について、施設の安全性を維持するため、県立学校筋設の長寿命化計画

(令和元年度策定予定)Iニ基づき、トイレの洋式化など設備面での機能の向上も含め、

計蘭的!こ老朽化対策に取り組みます。また、猛暑から子どもたちの命を守るため、空

調設備が未整備の普通教室について、空調設備整備工事に取り組みます。

警察本部

⑬ (一部新)災害警備対策費【基本事業名:11202 災害対策活動体制の充実・強化}

(第9款警察費第2項警察活動費 2 刑事警察費)

予算額・ (R1) 2. 4 1 7千円 → (R2) 7. 00 9千円

事業概要:大規模災害時における被害状況の早期把握等のため、緊急走行を可能とするオフロー

ドバイクを配備します。また、災害警備活動を継続するために必要な物資を購入しま

す。
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(施策113 (!時株…
【主担当部局:県土整備部】

|属議議議議I論言禅譲委員踊議選雲I主
自然災害からの被害を軽減させる r;，威災jの観点から、地域の実情をふまえた施設整備や適切な維

持管理が符われ、自然災害への対策が講じられている人家数が増加しています。また、黒民の皆さん

の主体的な警戒避難に資する取組が進むとともに、災害発生侍に対応できる緊急輸送道路等の機能確

保を図ることで、災害に対して安全・安心な県土づくりが進んでいます。

目標項隠
の説明

2年度目標値
の考え方

洪水浸水懇定区|

域図作成河川数

(累計)

河川、砂防、海岸、治山事業により闘然災害から守られる人家数

河川、砂防、海岸、治山事業の事業計画等をふまえて、令和2年度に 900戸増加させること
をめざして目標値を設定しました。

~ 129河川

要配慮者利用施 I~ 303施設

設、避難所の保

全施設数(累計)

緊急輸送道路上| ~ 86.0% 

の橋梁の耐震補

強進捗率 84. 0% 
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①令和元 (2019)年台風第 19号や平成 30(2018)年7月豪雨など頻発・激甚化する水害・土砂災害

や大規模地震から、県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防災・減災、国土強靭化のため

の3か年緊急対策」を活用し、湾川・海岸・治山"土砂災害妨止施設の整備や橋梁の耐震対策等を

進めています。これらのi防災・減災対策の必要性は依然として高く、さらなる推進が求められてい

ます。

②「施設では妨ぎきれない洪水は必ず発生するもの」へ意識を変革し、社会全体で洪水に備える「水

防災意識社会」を構築する取組とじて、洪水浸水想定区域図の作成や高潮浸水想定区域図の作成、

土砂災害警戒区域等の指定などのソフト対策を進めています。これらの対策!立、県民の皆さんがリ

スクを把握し主体的な避難行動をとるための情報として、継続して取り組むことが求められていま

す。

③河)11堆積土砂および河川内の樹木繁茂により浸水被害が助長されるおそれがあることから、河)11の

流下能力を回復するため、堆積土砂撤去および樹木伐採を進めています。また、老朽化が進んでい

る河川・海岸・治山・土砂災害防止施設の機能を確保するため、修繕・更新を実施しています。引

き続き、適切な維持管理と施設の老朽化対策が求められています。

④南海トラフ地震の発生が懸念されている中、大規模地震発生後の津波・高潮等による浸水被害を軽

滅するため、海抜ゼロメートル地帯などにおける河)11 .海岸堤防や河口部の大型水門、ダム等の耐

震対策を進めています。引き続き、河川管理施設や海岸保全施設等の機能の確保と強化が求められ

ています。

⑤災害発生時に災害対応を迅速かつ効率的に実施するため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の

防災対策を重点的に進めてきました。引き続き、災害対応力の充実・強化に取り組むことが求めら

れています。

l!黒土整備部 11

①令和元 (2019)年台風第 19号や9月上旬に本県北部を中心に発生した大雨など、頻発'激甚化す

る水害・土砂災害や大規模地震から県民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「妨災・減災、国

土強靭化のための3か年緊急対策」を活用し、湾)11.海岸土砂災害防止施設の整備や橋梁の耐震

対策等を推進します。河川については、重要度や緊急性の高い河川を中心に改修を進めるとともに、

治水上ネック点となっている橋梁・堰等の河川横断構造物を重点的に改築することにより、治水安

全度の向上を図ります。砂防については、土砂災害防止施設の整備により要配慮者利用施設、避難

所、国道および県道等の保全に取り組みます。海岸については、高潮・侵食対策による堤防背後住

民の生命・財産の保全を進めます。また、河)11・海岸・砂防の国直轄事業や本体工事に着手した)11 

上ダムの早期完成を引き続き促進します。鳥羽河内ダムについては、引き続き、本体工事の着手に

向けた工事用道路の整備を進めます。また、令和元 (2019)年に被災した公共土木施設の早期復旧

に取り組みます。

②県民の皆さんがリスクを把握し主体的な避難行動に資するソフト対策として、洪水浸水想定区域図

の作成、水位・雨量情報システムの更新、簡易型j可川監視カメラの設置などを進めます。また、土

砂災害警戒区域等の指定については、令和3(2021)年中の完了をめざすとともに、地形改変など

再調査が必要となった箇所について、 2巡目の基礎誠査に取り組みます。
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③河川|堆積土砂および、河川内の樹木については、河積阻害により浸水被害を助長するおそれがあるこ

とから、関係市町と共に優先度等を検討しながら撤去・伐採を進めるとともに、新たに創設される

緊急没漆推進事業や災害復旧事業および砂利採取制度の活用も図りながら撤去を進めます。さらに、

治山部局との連携により、土砂の発生抑制に向けた取組を促進するとともに、市町管理区間の堆積

土砂撤去を含めた河川全体の情報共有を行い、撤去の連携を図ります。老朽化が進んでいる河J11・

海岸-土砂災害防止施設については、長寿命化計画に墓づく計画的な施設の修繕・更新を行います。

また、あわせて定期点検などにより施設の状態把握に努め、適切な維持管理を行います。

④地震・津波による被害軽減のため、県管理の河J11 .海岸堤防や河口部の大型水門、宮川!ダムの洪水

枕ゲ トの耐震対策を進めます。また、県南部においては短時間で大きな津波に襲われることが想

定される海岸堤防を津波に対して粘り強い構造とする海岸堤防強靭化対策を進めます。

⑤災害発生時に対応できる輸送機能確保のため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の防災対策を

引き続き進めます。

1農林水産部 j

⑥頻発・激甚化する自然災害や大規模地震から察民の皆さんの生命と財産を守るため、国の「防災・

減災、国土強靭化のための3か年緊急対策」を活用し、治山施設の整備や海岸保全施設の整備を進

めます。

⑦台風等による山地災害や被災した治山施設の早期復旧に取り組むとともに、土砂流出防止機能が低

下した保安林内の森林整備を進めます。また、山地災害危険地区の施設整備未着手筋所で治山事業

を実施し、災害の未然防止を進めるとともに、過去に整備した治山施設の長寿命化計画を策定し、

考朽化した治山施設の機能回復を図るため、改修等を実施します。

⑧農地・漁港海岸堤防については、海岸堤防等の耐震・耐津波対策を計画的に実施するとともに、長

寿命化計画に慕づき適切な機能維持に取り組み、大規模地震や津波・高潮などに対する安全性の縫

保を図ります。

i議議議選 言泌総経路援護総雲議三塁 Z 
l県土整備部 i
①湾J11事業【墓本事業名:11301 洪水対策の推進]

(第8款土木費第3項河J11海岸費 2 河川i改良費)など

予算額:(R1) 1 0， 0 5 7， 8 6 8千円 → (R2) 1 0， 3 1 1， 0 5 0千円

(11，335，868千円 → 13，675，050千円 ※2月補正含みベース)

事業概要:河川改修等により治水安全度の向上を図るとともに、大型水門・ダム等の耐震対策や、

長寿命化計画!こ慕づく計画的な施設の修繕・更新を進めます。また、避難に資するソフ

ト対策として、洪水浸水想定区域留の作成、水位・雨量情報システムの更新、簡易型河

川監視カメラの設置を進めます。

②河川堆積土砂対策事業【葵本事業名:11301 洪水対策の推進】

(第8款土木費第3項河J11海岸費 2 河川改良費)など

予算額 (R1) 1， 0 5 1， 6 3 5千円 → (R2) 1， 7 4 8， 9 1 1千円

事業概要:河川|堆積土砂の撤去および河川内の樹木の伐採を、関係市町と優先度を検討しながら、

連携して実施します。
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③砂防事業【基本事業名:11302 土砂災害対策の推進]

(第8款土木費第3項河J[1海岸費 3 砂紡費)など

予算額:(R1) 3，952，823千円 → (R2) 4 ， 7 7 7， 0 3 3千円

(4， 729，423千円 → 5，229，908千円 ※2月補正含みベース)

事業概要‘砂妨えん堤や擁壁等の土砂災害防止施設の整備を進めるとともに、砂防えん堤の堆積土

砂撤去を行います。また、避難に資するソフト対策として、土砂災害警戒区域の指定等

を進めるとともに、地形改変など再調査が必要となった笛所について、 2巡自の基礎調

査に取り組みます。

④海岸事業【基本事業名:11303 高潮・地震・津波対策の推進]

(第8款土 木費第3t頁河川海岸愛 4 海岸保全費)など

予算額:(R1). 3， 5 1 6， 1 1 6千円 → (R2) 3 ， 5 0 4， 2 5 2千円

(4， 1 1 2， 1 1 6子円 → ヰ， 370， 252千円 ※2月補正含みベース)

事業概要'堤紡等の高潮・侵食対策、鮒鷺対策、海岸堤防強靭化対策を進めます。

⑤緊急輸送道路機能確保事業【基本事業名 11305 緊急輪送道路等の機能確保】

(第8款土 木費第2項道路橋りょう費 3 道路橋りょう新設改良費)など

予算額 (R1) 8， 9 9 4， 3 1 7千円 → (R2) 8 ， 1 3 0， 0 6 3千円

(13，699，012千円 → 8，298，063千円 ※2.Fl補正含みベース)

事業概要‘災害発生時!こ対応できる輸送機能確保のため、緊急輸送道路等の橋梁耐震化やのり面の

防災対策を進めます。

1農林水産部 l
⑤海岸保全施設整備事業【基本事業名:11303 高潮冒地震・津波対策の推進]

(第6款農林水産業費第3項農 地費 3 農地防災事業費)

予算額 (R1) 1 8 0， 5 0 0千円 → (R2) 2 8 8， 0 0 0千円

事業概要:高潮等から海岸保全区域の背後農地を紡護するため、堤i坊など老朽化した海岸保全施設

の改修等を行います。

⑦県営漁港海岸保全事業【基本事業名:11303 高潮・地震・津波対策の推進】

(第6款農 林 水 産 業 費 第5項水産業愛 6 水産基盤整備費)

予算額:(R1) 3 1 6， 9 0 0千円 → (R2) 5 5 0， 2 5 0千円

事業概要大規模自然災害に備えるため、海岸保全施設の改修等の実施により施設の機能強化を図

るとともに、長寿命化計画の策定を行います。

⑧治山事業【基本事業名:11304 山地災害対策の推進]

(第6款農林水産業費第4項 林 業費 7 治山費)

予算額ー (R1) 3， 393，453子門 → (R2) 3， 7 0 4， 5 6 3千円

(3， 575， 953千円 → 3，877，063千円 ※2月補正含みベース)

事業概要 山地災害の復旧や予防を図る治山施設の整備を進めるとともに、公益的機能が低下した

保安林の森林整備や老朽化した治山施設の改修等を行います。
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(施策12 1 。域壁療提供体|の確保

{主担当部局 医療保健部】

li藤属議:縫議謀議議議議言語(嘉義露
病床の機能分化・連携、医療従事者の確保等、地域の医療提供体制の充実!こ取り組むとともに、県

民の皆さんと将来のあるべき医療提供体制を共有することで、患者の状態に応じた適切な医療が提供

される体制の整備が進んでいます。

目標項目

の説明

2年度目標伎

の考え方

地域医療構想の

進捗度

看護師等学校養

成所の定員に対

する県内就業者

の割合

県内の病院で勤務する常勤医師数

55. 0% 

70. 7% 

①「団塊の世代jが全て 75歳以上となる令和7(2025)年を見据え、地域における効率的かつ質の高

い医療提供体制を構築するため、病床の機能分化・連携、在宅医療等の充実に向けた取組をさらに

進めていく必要があります。
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②医師確保対策を総合的に進めてきたところ、過去 10年間(平成 20(2008) ~平成 30 (2018)年)

の医師数の増加が全国 11位となるなど、若手医飾を中心に、県内の医師数は着実に増加しています。

一方、人口 10万人あたりの医師数は、依然として全国平均を下回っているなど、医師不足の状況は

続いており、また、地域偏在や看護職員の不足等も課題となっていることから、地域医療に従事す

る医師・看護職員の確保・定着を図っていく必要があります。

③救急搬送件数が増加する中、高齢化の進展等をふまえ、救急医療体制をより一層、充実・強化して

いく必要があります。また、安全 安心な医療を確保するため、県内医療機関における医療安全体

制の強化を図っていく必要があります。

④こころの医療センタ一、一志病院および志摩病院においては、地域医療構想など病院を取り巻く状

況をふまえながら、県立病院に求められる役叡を適切に担うとともに、より一層健全な病院経営に

努めていく必要があります。

⑤国民健康保険の財政運営の責任主体として、市町と共に各市町の保険財政の安定化や医療費適正化

を図っていく必要があります。

①地域医療構想の達成に向け、県内8地域の地域医療構想読整会議および病床を有する医療機関等の

意見交換会において、各医療機関の令和 7 (2025)年に向けた具体的対応方針に係る合意形成を進

めるとともに、地域医療介護総合確保基金を活用し、病床の機能転換や病床規模の適正化に対する

支援を行うことで、病床の機能分化・連携を促進します。また、「第7次三葉県医療計画J(計画期

間:平成30(2018)年度から令和 5 (2023)年度)について、中鶴見直しに取り組みます。

②地域における在宅医療・介護連携体制の構築に向け、市町ヒアリングで把握した現状や課題等をふ

まえ、在宅医療・介護遼携アドバイザーの派遣、地域連携体制の強化に向けた研修、普及啓発等に

取り組みます。

③医師の確保について、地域における医療提供体制の確保を図るため、「三重県医師確保計画j に基

づき、医師の偏在解消に向けた取組を進めます。また、三重県地域医療支援センタ のキャリア形

成プログラムに基づく、地域枠医師および医師修学資金貸与者等に対するキャリア支援や医師不足

地域への医師派遣を確実なものとするため、三重県地域医療支援センターの体制の強化 E 充実を図

ります。

④看護職員の確保について、三重県ナースセンターにおいて、求職者への就業斡旋を実施するととも

に、免許保持者の届出制度に基づき把握した情報をもとに、情報発信や就業相談など再就業に向け

た支援を行います。また、在宅医療等を担う看護職員の育成のため、一志病院に設置した三重県プ

ライマリ・ケアセンターにおいて、プライマリ・ケアエキスパートナースの育成に取り組むとと

もに、特定行為研修の受講促進にも取り組みます。さらに、助産街については、助産実践能力の向

上等に向けて、助産自市出向システムの取絡を進めます。

⑤次世代の医療人材の育成に向けて、県内の中・高校生等を対象に地域医療の魅力を伝える機会を提

供するなど、将来の地域医療を担う医師や看護職員の確保・育成に取り総みます。また、医療分野

の層際連携など察内の関係大学との連携を図りながら、看護職のリーダー養成など医療人材の育成

!こ取り組みます。
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⑥医師や看護軍量員の勤務環境改善に向けて、医療勤務環境改善支援センターの医療労務管理アドバイ

ザ一等による医療機関への助言・支援に取り絡むともに、引き続き、「女性が働きやすい医療機関J

認証制度により、女性の医療従事者が働きやすい環境づくりの促進を図ります。

⑦三重県医師会等の関係機関と連携し、新規際業震を中心に救急医療情報システムへの参加を働きか

け、より充実した初期救急医療体制の提供に努めます。また、かかりつけ医の必要性や適切な受診

行動の普及啓発を行います。

⑧重症患者の救急医療体制lを確保するため、引き続き、救命数急センターの運営、ドクターへリの運

航等に対し支援します。また、高度救命救急センターの整備に向けて検討します。

⑨安心して産み育てる環境づくりのため、引き続き、周産期母子医療センターや小児救急医療機関の

運営に対する支援を行うとともに、新生児ドク亨ーカーの運用、 fみえ子ども医療ダイヤル(#

8000) Jによる電話相談を実施します。また、小児在宅医療については、関係団体とも連携しなが

ら、医療従事者の資質向上に取り組み、在宅療養を支える医療資源の充実に取り組みます。

⑬医療に関する患者・家族等からの相談や苦情!こ引き続き対応していくとともに、医療安全推進協議

会や院内感染対策を支援する三重県感染対策支援ネットワーク運営会議等において取組の検討を

進めながら、県内医療機演における医療安全体制の推進に向けて必要な支援を行います。

⑪国民健康保険の財政運営の責任主体として市町や関係団体と連携し、安定的な財政運営や効率的な

事業の実施に努めますo また、国保制度をさらに持続可能なものとするために三重県国民健康保険

運営方針等に沿って、市町の国保事業の安定的な運営を支援しながら、保険者努力支援制度等を最

大限活用し、特定健診受診率の向上、後発医薬品の使用促進などの医療費適正化や収納率の向上等

に資する市町の取組を促進します。

⑫引き続き、家庭の経済状況に関わらず、全ての子どもが安心して医療を受けることができるよう、

セーフテイネットの拡充を呂的とした子どもの医療費の窓口無料(現物給付)化に取り組むなど、

市町が実施する子どもー一人親家庭等・障がい者医療費助成事業を支援します。

l妨災対策部 l
⑬救命率の向上を図るため、引き続き、消防職員の救急救命士養成機関への入校を支援し、救急救命

士の養成に取り組むとともに、指導救命士の養成講習や救急救命士が行う特定行為を円滑に行うた

めの講習等を実施するなど救急救命士の資質向上に取り組みます。

l病院事業庁 l
⑬県立こころの医療センターについては、本県における精神科医療の中核病院として、政策的医療や

専門的医療に取り組むとともに、訪問看護やデイケア等の地域生活支援を実施し、多様な医療ニー

ズに応じたサービスを提供します。

⑬巣立 志病院については、総合診療医を中心としたプライマリ・ケアの実践や研究、プライマリ・

ケア人材の育成等に取り組むとともに、地域包括ケアシステムの構築に向けた医療'介護・予防等

の多職種連携の促進に取り組みます。

⑬県立志摩病院については、引き続き、志摩地域の中核病院としての役割を果たせるよう、指定管理

者と密接に連携し、地域の医療ニーズをふまえながら、診療機能の回復 充実に取り組みます。ま

た、現行の指定期間が令和3 (2021)年度で終了することから、次期指定に向けて取り組みます。
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①医療審議会費【墓本事業名:12101 地域医療構想の実現]

(第4款 衛生費第4項医 薬 費 1 医務費)

予算額:(Rl) 7， 42 2千円 → (R2) 6， 2 6.5千円

事業概要:地域医療構想の遠成に向けて、地域医療構想調整会議において各医療機関の令和 7

(2025)年に向けた異体約対応方針に係る協議を行うとともに、「第 7次三重県医療計

画」について、中間見直しに取り組みます。また、三重県地域医療介護総合確保懇話

会を開催し、地域医療介護総合確保基金に係る令和2年度県計画を策定します。

②(  昔日新)病床機能分化推進基盤整備事業【基本事業名:12101 地域医療構想の実現]

(第4款 衛生費第4項医 薬 費 1 医務費)

予算額:(R1) 2 2， 8 0 2千円 → (R2) 1 0 5， 2 2 2千円

事業概要町地域復療構想の達成に向け、地域で不足する医療機能への転換や病床規模の適正化に

必要となる施設の整備を支援し、病床の機能分化・連携を促進します。

③(一部新)医療介護連携体制整備事業【基本事業名:12101 地域医療構想の実現】

(第4款 衛生費第4項 医 薬 費 1 医務費)

予算額:(R1) 1， 8 1 5千円 → (R2) 3 6， 8 8 9千円

事業概要・一志病院を中心とした多職種連携の取結成果を、医療 介護等の社会資源が不十分な

地域を抱える市町に対し、研修会等を通じて展開するとともに、医師不足地域等の~

療提供体制の充実を図るため、 ICTを活用した医療機関のネットワ ク構築を進め

ます。

④在宅医療体制整備推進事業【基本事業名:12101 地域医療構想の笑現】

(第3款 民生愛第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額:(R1) 2 1， 3 6 9千円 → (R2) 2 5， 6 1 1千円

事業概要・地域における在宅医療体制の構築に向け、在宅~療・介護連携アドバイザーの派遣、

住民への普及啓発、人材育成等の事業に取り組みます。また、在宅医療・介護連携の

推進にかかる研修等を行うとともに、訪問看護ステーションの運営の安定化・効率化

を図るための相談窓口の設置、アドバイザ の派遣等に取り組みます。

⑤医師確保対策事業【慕本事業名:12102 医療分野の人材確保}

(第4款 衛生費第4項医 薬 費 1 君主務費)

予算額 (R1) 5 8 7， 7 9 7千円 → (R2) 5 5 4， 3 3 3千円

事業概要.医師の不足・偏在の解消を図るため、医師修学資金貸与制度の運用、臨床研修医の定

着支援、総合診療医の育成支援、みえ地域医療メデイカルスクール等に取り組むとと

もに、「女性が働きやすい医療機関」認証制度等により医療機関の勤務環境改善の促進

を図ります。
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⑥(  部新)医師等キャリア形成支援事業【基本事業名:12102 医療分野の人材確保}

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 1 医務費)

予算額 (R1) 5 9. 5 1 0千円 → (R2) 6 3. 7 2 7千円

事業概要 「三葉県医姉確保計額j に基づき、医師の偏在解消を図るため、三重県地域医療支援セ

ンターの体制の強化・充実を図り、地域枠~飾および~師修学資金貸与者等に対する

キャリア支援や医師不足地域への医師派遣調整に取り組みます。

⑦ナースセンタ一事業【基本事業名:12102 医療分野の人材確保]

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 2 医療従事者確保対策費)

予算額・ (R1) 3 7. 67 3千円→ (R2) 4 2. 5 0 7千円

事業概要:未就業の看護師等に対して、無料就業斡旋等による再就業支援を行うとともに、看護

の魅力の普及啓発を通じて、医療機関等の看護職員不足の解消を図ります。また、免

許保持者の届出制度に基づ、き把握した情報をもとに、再就業に向けた取組を進めます。

⑧看護職員確保対策事業[基本事業名:12102 医療分野の人材確保】

(第4款衛生重量第4項 医薬費 2 医療従事者確保対策費)

予算額:(R1) 1 9 1. 2 8 7千円 → (R2) 1 7 O. 2 0 8千円

事業概要:病院内保育所に対する運営支援を行うとともに、医療勤務環境改善支援センヲーにお

ける医療機関のニーズに応じた相談、専門家派遣等の取組を通じて、医療従事者の離

職防止、復職支援を図ります。また、効産師の助産実践能力の向上を図るため、引き

続き助産自市出向システムの取組を進めます。

⑨(一部新)救急医療体制推進・医療情報提供充実事業【基本事業名:12103 救急医療等の確保】

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 1 医務費)

予算額・ (R1) 1 6 1. 3 7 6千円 → (R2) 1 6 3. 8 6 7千円

事業概要目三重県救急医療情報システムを活用し、引き続き、適切な救急医療情報の提供に努め

るとともに、かかりつけ涯の必要性や適切な受診行動の普及啓発を行います。また、

外霞人患者が安心して受診できるよう、医療機関における多言語対応を促進します。

⑮三次救急医療体制強化推進事業【基本事業名:12103 救急医療等の確保】

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 1 医務費)

予算額・ (R1) 4 5 6. 2 3 0千円 → (R2) 4 5 7. 4 4 1千円

事業概要重疲患者の救急医療体制を確保するため、救命救急セン亨ーの運営、 ドクターへリの

運航に必要な経費を支援します。また、高度救命救急センターの整備に向けて検討し

ます。
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⑪小児・周産期医療体制強化推進事業【基本事業名:12103 救急医療等の確保]

(第4款 衛生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額 (R1) 2 4 7. 6 1 4千円 → (R2) 2 7 4. 4 8 4千円

事業概要・屑産期母子医療センヲーや小児医療機関の運営および設備整備を支援するとともに、

照度期死亡率のさらなる改善に向け、周産期医療に係るネットワーク体制jの構築や多

職種連携のための研修会等を開催し‘安心して産み育てることができる環境づくりを

推進します。

⑫医療安全支援事業{基本事業名:12103 救急医療等の確保]

(第4款 衛生資第41頁医薬愛 1 医務費)

予算額・ (R1) 7. 749千円 → (R2) 7. 7 5 6千円

事業概要:医療安全支援センヲーにおいて医療に関する相談窓口事業を実施するほか、院内感染

対策にかかる県内関連施設のネットワーク化を推進するなど、県内医療機関における

医療安全体制の推進のために必要な支援を行います。

⑬国民健康保険事業特別会計繰出金【基本事業名:12105 適正な医療保険制度の確保}

(第3款 民生費第11頁社会福祉費 6 自民健康保険指導費)

予算額:(R1) 1 O. 1 6 4. 8 4 5千円 → (R2) 1 O. 1 7 2. 6 4 6千円

事業概要:国民健康保検財政の安定化を図るため、国民健康保検運営事業に必要な経費について、

国民健康保険法等で定められた額を県国民健康保険事業特別会計に繰り入れたうえで

市町等へ交付します。

⑬子ども医療費補助金【基本事業名:12105 適正な医療保険制度の確保]

(第3款 民生費第21頁児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額 (R1) 2. 2 4 7. 0 9 4千円 → (R2) 2. 2 5 5. 7 7 2千円

事業概要司子どもが必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療費助成

事業に要する経費について補助を行います。

⑬一人親家庭等医療費補助金【基本事業名:12105 適正な医療保険制度の確保】

(第3款 民生費第2項児童福祉費 3 母子福祉費)

予算額:(R1) 449. 8 9 9千円 → (R2) 4 4 4. 6 5 6千円

事業概要 一人親家庭等が必要な医療を安心して受けることができるよう、市町が実施する医療

費助成事業に要する経費について補助を行います。

⑬障がい者医療費補助金【基本事業名:12105 適正な医療保険制度の確保】

(第3款 民生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額:(R1) 2. 1 7 2. 2 0 2千円 → (R2) 2. 1 8 6. 2 0 4千円

事業概要 障がい者が必要な医療を安心じて受けることができるよう、市町が実施する医療費助

成事業に要する経費について補助を行います。
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|i防災対策部 l
⑫救急救命活動向上事業[慕本事業名:12103 救急医療等の確保}

(第2款総 務費第8項 防 災 費 2 消防指導費)

予算額:(R1) 3， 48 6千円 → (R2) 2， 9 5 5千円

事業概要・救命率の向上に向け、メデイカルコントロール体制lのもとで指導救命士の養成講習や、

救急救命士が行う特定行為を円滑に行うための講習等を実施します。

i病院事業庁 i

⑬病焼施設設備整備事業

【基本事業名:12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供】

(第1款資本的支出第1項建設改良費 1病院増改築工事費)

予算額:(R1) 2 5 7， 7 3 6千円 吋 (R2) 4 0 9， 7 1 8千円

事業概要 安全・安心な療養環境の整備・向上を図るため、察立志摩病院の病棟屋上妨水・外壁

の改修や県立こころの医療センタ の厨房洗浄室の改修、県立一志病焼の外壁ヲイ

)(.， .外部階段の補修を実施するとともに、県立こころの医療センターの病棟改修に係

る設計等を実施します。

⑮志摩病院管理運営事業

【基本事業名:12104 県立病院による良質で満足度の高い医療サービスの提供】

(第 1款病院事業費用第1項医業費用 3経費等)

予算額:(R1) し 143， 1 95千円 → (R2) 1， 1 7 6， 0 8 1千円

事業概要:県立志摩病院の指定管理者に対して、政策的医療を実施するために必要な経費(指定

管理料)を交付するとともに、安定的、継続的な病院運営を実施するための資金の貸

付を行います。また、令和4 (2022)年度から令和 13(2031)年度までの次期運営に

係る指定管理料について、債務負担行為を設定します。(限度額 6，488， 605千円)
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(施策122 。護の基盤蹴 人向成確保

{支担当部局.医療保健部]

|重量喜重盗霊童謡菌室菱重量室長重量謀議選.益三選盛皇室I三.怒箆刻|
利用者のニーズに応じた介護サービス等が一体的に提供されるとともに、地域住民等による見守り

や多様な生活支援が行われるなど、地域の特性に応じた地域包括ケアシステムが構築され、高齢者が

介護が必要な状態となっても、住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らしています。また、介護基

盤の整備と介護人材の確保等により、特別養護老人ホームへの入所待機者が解消されています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

特別養護老人ホ

ーム施設整備定

員数(累計)

察内の介護職員

数

介護度が重度で在宅の特別養護老人ホームの入所待機者数〔入所在辞退した者等を除く実質
的な待機者数)

施設利用者数の見込みゃ市町の意向等をふまえつつ、施設サーピスを必要とする高齢者が円
滑に入所できるよう特別養護老人ホームを護備するとともに、介護人材の確保等により、待

されることを目標に数値を設定しまし

10， 855床

30， 948人

(元年度)

①団塊の世代が 75歳以上となる令和 7 (2025)年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた

地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・介護'予防・住まい・

生活支援が一体的に提供される体制(地域包括ケアシステム)を深化・推進していく必要がありま

す。
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②施設サ ビスを必要とする方の増加が見込まれる中で、市町と連携し、介護基盤の整備を進めるこ

とにより、特別養護老人ホームの入所待機者の解消を図る必要があります。

③介護ニーズが増加する中で、介護サービスの担い手となる介護人材の確保が課題となっており、市

町や関係団体と協働して、総合的な対策を行っていく必要があります。

④認知症高齢者の増加が見込まれることから、早期から適切な診断や対応ができるよう医療と介護の

連携を図るとともに、若年性認知症の方も含め、住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、

それぞれの地域で本人と家族を支えるための支援体制を構築していく必要があります。

⑤高齢者が地域において自立したB常生活を営むことができるよう、まちづくり活動と連携し、それ

ぞれの地域特性に応じた介護予妨・重度化防止の取組や生活支援サービスの充実を図る必要があり

ます。

接話1謹離器範援醗E瞳輔盟盤轟轟轟轟輯麗甑麗輯種鑓鑑灘輯癒艦購議郵糧援鱒鑑蕗灘路盤麟艶灘輯躍額鰻

①「第7期三重県介護保険事業支援計画・第8次三重県高齢者福祉計画(計商期間 平成30(2018) 

年度~令和2(2020)年度)Jに基づき、「第7次三重県医療計爾」と一体となって、地域包括ケア

システムの深化・推進を図るとともに、同計画に基づく取組や実績等を検証し、令和3(2021)年

度から令和 5(2023)年度を計画期間とする新たな計画の策定に取り組みます。

②施設サービスを必要とする高齢者が依然として多いことから、優先度の高い方が円滑に施設へ入

所できるよう、入所基準の適正な運用!こ向けた取組を行うとともに、介護人材の確保の取総をふま

えた特別養護老人ホーム等の介護基盤の整備を進めます。また、住み慣れた地域で必要なサービス

が受けられるよう、地域密着型サービスの充実に向けて市町を支援します。

③介護従事者を確保するため、引き続き、県福祉人材センヲーによる無料職業紹介、マッチング支援

等の取組や介護福祉±修学資金等の貸付、介護職場の魅力発信の取組を実施するとともに、地域医

療介護総合確保基金を活用し、退職者や外国人材などの参入促進、資質向上・労働環境の改善等に

取り組みます。また、介護職員の業務負担軽減に資する介護ロポットや生産性向上につながる

ICTの導入促進に向けて取り組むとともに、引き続き、職場環境の改善に積極的に取り組んでい

る介護事業所が社会的に評価される仕組みの運用や、平成30(2018)年度に作成したマニュアルの

活用!こよる介護職場における「介護劫手jの取紐の導入・定着に向けた支援、処遇改善の円滑な実

施に取り紐みます。

④認知症について、「認知疲サミット i n M i eJにおける「パール宣言」に係るフォ口一アップ

誠査の結果をふまえつつ、「共生」と「予防」を車の両輪として、認知症サポーターのステップア

ップによるチームオレンジの立ち上げ支援、認知症の人によるピアサポート活動の支援を行うとと

もに、市町との協働による SIBを活用した認知症予防に係る取締の検討等を行います。また、地

域における棺談支援体制の充実を図るため、認知症疾患医療センヲーの更新、認知症コールセンヲ

ーの設置、若年性認知症コ ヂィネーターの配置等を引き続き行うとともに、成年後見制度利用促

進に係る中核機関設置等の市町の取絡を支援します。

⑤介護予防・重度化防止等に係る市町・地域包括支援センターの取組を支援するため、地域支援事業

に係る研修会の開催や地域ケア会議へのアドバイザーの派遣等を行います。また、地域の生活支援

サーピスの充実に向け、生活支援コーディネ-)1ーやサービスの担い手となる高齢者団体の育成等

を行い、市町の取組を支援します。

27 

R2.2.12全員協議会提出資料



|言語義薫議
①(一部新)介護保険制度施行経費【基本事業名:12201 介護基盤の整備促進】

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額:(R1) 5， 5 6 6千円 → (R2) 5， 5 9 6千円

事業概要:介護保険制度の円滑な運営と介護給付の適正化に向け、介護保険審査会の実施やアド

パイザ一派遣による市町の支援を行います。また、令和3(2021)年度から令和 5(2023) 

年度を計画期間とする「第8期三重県介護保険事業支援計画・第9次三重県高齢者福

祉計画j を策定します。

②介護サーピス基盤整備補助金{基本事業名:12201 介護基盤の整備促進】

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額 (R1) 4 3 8， 9 1 6千円 → (R2) 5 8 3， 2 1 5千円

事業概要:施設サービスを必要とする高齢者が、できるだけ円滑に入所できるよう、特別養護老

人ホーム等の整備を支援します。

③介護サービス施設・設備整備等推進事業【基本事業名:12201 介護基盤の整備促進】

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額:(R1) 6 8 3， 4 4 2千円 → (R2) 8 4 4， 4 9 5千円

( (R1) 6 8 3， 4 4 2千円 → (R2) 9 5 0， 9 9 5千円※2月補正含みベース)

事業概要.高齢者が住み慣れた地域で必要なサービスが受けられるよう、地域医療介護総合確保

基金を活用し、地域密着型サ ビスの整備や療養病床から介護医療院への円滑な転換

等を支援します。

④介護給付費県負担金【基本事業名ー 12201 介護基盤の整備促進}

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額:(R1) 2 3， 5 0 5， 9 0 3千円 → (R2) 2 3， 8 3 7， 6 8 6千円

事業概要・介護保険財政の安定化を図るため、各市町等保険者が行う介護給付等に要する費用の

うち、介護保険法の定めるところにより、都道府県分を負担します。また、令和元(2019)

年 10月から開始している処遇改善について、介護サービス事業所に周知を行うなど、

円滑な実胞に取り組みます。

⑤(一部新)福祉人材センター運営事業【基本事業名:12202 介護人材の確保】

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額 (R1) 3 7， 7 1 3千円 → (R2) 3 9， 2 1 4千円

事業概要 複主l上人材センターに福祉・介護職場に係る求人・求毅情報を集約し、無料職業紹介や

福祉職場説明会、法人向け研修を実施するなど、福祉・介護職場での就労を希望する

人や事業者への支援を行います。また、外国人介護人材の受け入れに関心のある事業

者に対してセミナー・相談会を実施します。
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⑤(一部新)福祉・介護人材確保対策事業【慕本事業名:12202 介護人材の確保】

(第3款 民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 9 7. 4 8 5千円 吋 (R2) 7 5. 1 6 5千円

事業概要:若者や離職者等に対する介護職員初任者研修の実施と就労支援、学生等に対する福祉且

介護の魅力発信や介護フェアの開催、小規模事業所等lこ対する人材確保と定着のため

の支援、潜在的有資格者の介護職場への再就業促進、働きやすい介護職場の応援制度

の運用等を行います。また、入門的研修を新設し、介護未経験者の新規参入につなげ

る取組を行います。

⑦(  部新)外国人介護人材確保対策事業【基本事業名:12202 介護人材の確保]

(第3款民生費第 11頁社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 2. 4 3 5千円 → (R2) 1 5. 2 5 9千円

事業概要:外国人技能実習生等を対象とした介護技術の向上を図るための集合研修を行います。

また、外国人留学生の就労予定先の介護施設等が実施する奨学金制度を支援します。

⑧(一部新)三重県介護従事者確保事業費補助金【基本事業名:12202 介護人材の確保]

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 4 9. 5 7 3千円 → (R2) 7 2. 04 2千円

事業概要:地域医療介護総合確保基金を汚用し、介護従事者確保のため、「参入促進」、「資質向上ム

「労働環境 処遇の改善」に取り組む市町や介護関係団体等を支援します。また、介

護施設等が行う介護口ボットや ICTの導入を支援します。

⑨認知症ケア医療介護連携事業{基本事業名:12203 認知症施策先進県に向けた取組】

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 考人福祉費)

予算額・ (R1) 4 1. 8 7 1千円 → (R2) 4 1. 3 7 9千円

事業概要:認知症の早期発見・早期治療につなげるため、認知症疾患医療センターの更新、認知

症サポート医の養成等を行います。また、三重大学医学部附属病院が行う II丁スク

リーニング」や、レセプトデ タの調査・分析の取組等を支援します。

⑬(一部新)認知症地域生活安心サポ 卜事業

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 考人福祉費)

{基本事業名 12203 認知疲施策先進県に向けた取組】

予算額:(R1) 1 8. 3 7 8千円 → (R2) . 1 5. 5 4 1千円

事業概要:認知症サポーターの養成を行うとともに、その活動の促進に箔]け、サポーターを組織

化して認知症の人や家族への支援につなげる仕組み(オレンジリンク)の構築に取り

組む市町を支援します。また、市町!こおける成年後見制度の利用促進にかかる中核機

関の設置の取組を促進するため、アドバイザーの派遣、研修会 E 報告会の開催に取り

組みます。

⑪地域包括ケア推進・支援事業【慕本事業名:12204 介護予防且生活支援サービスの充実]

(第3款 民生受第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額ー (R1) 4. 5 3 6千円 → (R2) 3. 9 1 0千円

事業概要:地域包括支援センタ の機能強化や介護予防・自立支援の取組の推進に向け、研修や

地域ケア会議へのアドバイザ一派遣等を行います。
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⑫高齢者健康・生きがいづくり支援事業[基本事業名:12204 介護予防-生活支援サービスの充実】

(第3款民生費第1項社会福祉費 3 老人福祉費)

予算額・ (R1) 16，927千円吋 (R2) 1 7， 6 2 5千円

事業概要元気な高齢者が生活支援の担い手となるよう、地域で自主的に活動する高齢者団体や

生活支援コーディネーターを養成する研修を実施するとともに、全国健康福祉祭(ね

んりんピック)に三重県選手間を派遣します。
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(醐123 Q{ん間推進

{主担当部局:医療保健部】

言謀議重量暴言語量養護選議議総厳重議論議員選滋綴言務思議凝議議議総倒|
がんの予防・早期発見から治療・予後までのそれぞれの段階に応じたがん対策が進み、がんにかか

る人ゃがんで亡くなる人が減少するとともに、がんと向き合って生活していく患者やその家族への支

援が進んでいます。

75歳未満の人
口 10万人あた

りのがんによ

る死亡者数(年
齢調整後)

目標項目 |がんによる 75歳未満の死亡状況について、年齢構成を調整した県の人口 10万人あたりの死
の説明 |亡者数

2年度自標値 iがんによる死亡者数のさらなる低減をめざし、全国トップクラス(全週平均の死亡者数の予
の考え方 i盟IJ値より 10.5%低い状態)に拘lナ、 63.3人を目標値として設定しました。

がん検診受診率

(乳がん、子宮

頚がん、大腸が

ん)

がん診療連携拠

点病院および三

重県がん診療連

携準拠点病院指

定数

ヲ
(30年度)

46. 7時
子宮頚がん

50. 6明
大腸がん

36. 0国

(元年度)

8か所
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がん患者等の就
労について理解
を得られた企業
数(累計)

①がんは、県内における死亡原因の第1位であり、重要な健康問題のーっとなっています。[三重県が

ん対策推進条例」に基づき、さまざまな主体が連携・協力して、「がん予防JIがん医療の充実JIが

んとの共生」など、それぞれの段階に応じた総合的ながん対策を推進していく必要があります

②がんの予防や竿期発見を推進するためには、生活習慣の改善や、がん検診および精密検査の受診率

向上を図る必要があります。また、学習指導要領の改訂をふまえたがん教育を推進する必要があり

ます。

③閣のがん診療連携拠点病院の整備指針をふまえ、県内のがん診療連携体制を整備するとともに、蓄

積されたがん登録データを活用して、がんの早期発見ゃがん治療の推進につなげる必要があります。

④がん患者やその家族の持つ不安や悩みを軽減し、がんと共生しながら可能な限り質の高い療養生活

を送ることができるように、緩和ケアの推進や、相談支援体制、情報提供等の充実が必要です。

①がん対策のさらなる推進をめざし、「三葉県がん対策推進計箇(第4期三重県がん対策戦略プラン)J

における、「がん予防」や「がん医療の充実」、「がんとの共生Jなど、それぞれの段階に応じた総

合的ながん対策を実施することで、より効果的な事業の展開を図ります。

②イベント等のあらゆる機会をとらえて、県民に対してがんに関する正しい知識の普及啓発を行いま

す。また、学習指導要領の改訂によるがん教育の全菌実施i二向け、医療関係者や教湾関係者と連携

し、学校におけるがん教育の円滑な導入のための支援を進めます。

③各種がん検診や精密検査における受診率向よを図るため、ナッジ理論などの新たな手法を活用した

がん検診の受診勧奨に取り組む市町への支援や、「三重とこわか県民健康会議」において企業、関

係機関・団体、市町との連携による取組を実施します。また、市町や保険者等の取組状況の情報提

供や市町担当者に対する研修会を実施します。

④がん医療の一層の充実を図るため、がん医療に携わる医療機関の施設・設備整備等を引き続き支援

するとともに、国のがん診療連携拠点病院の整備指針をふまえ、三重県がん対策推進協議会等!こお

いて県のがん診療連携体制の検討を行います。

⑤がん対策をより効果的に推進するため、三重大学護学部附属病院等関係機関と逮携して、がん登録

により得られた怪患率、死亡率等のデーヲを分析し、市町、医療機関等への情報の提供や県民への

地域のがん状況の発信など、情報の利活用を進めます。

⑥医師、看護飾等が緩和ケアの専門的な知識や技術を習得するため、がん診療遥傷拠点病院等!こおい

て実施される緩和ケア研修への参加が促進されるよう関係者に働きかけを行います。また、緩和ケ

アに関する正しい知識を広く県民に啓発するため、地域の緩和ケアネットワ クにおける活動を引

き続き支援します。
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⑦三重擦がん相談支援センタ一等において、引き続きがん患者とその家族のための相談を実施すると

ともに、治療早期から支援を受けられるよう相談窓口の周知を行います。また、医療機関や労働局

等の関係機関と連携し、がん患者が治療と仕事を荷立できるよう柔軟な勤務体制など労働環境の整

備について働きかけます。今後も、三重県がん相談支援センター等との情報交換会を開催するなど、

がん患者とその家族への相談支援や、治療と仕事の両立支援ができる環境づくりを進めます。

l葉樹議 慾怒凝議凝室長髪I
①(一部新)がん予防・早期発見事業【慕本事業名:12301 がん予防・早期発見の推進】

(第4款衛 生費第1項公衆衛生費 3 予防費)

予算額:(R1) 8. 5 1 5千円 → (R2) 1 6. 2 6 1千円

事業概要目がん検診および精密検査の受診率向上のため、行動経済学で用いられる理論のひとつ

で「選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘導する方法」であるナッジ理論に

基づき、県独自の受診勧奨資材を作成するなど、市町の取組を支援します。また、が

んに対する県民の理解を深めるため、企業、関係機関・悶体等と連携し、がん検診や

がんに対する正しい知識の普及啓発を進めるとともに、小中学校の児童生徒を対象と

したがん教育を実施します。

②がん医療基盤整備事業[基本事業名:12302 がん医療の充実】

(第4款衛生費第11頁公衆衛生費 3 予妨費)

予算額:(R1) 1 5 9. 5 9 0千円 → (R2) 1 4 5. 4 8 7千円

事業概要:がんの実態を把援するため、三重大学涯学部附属病院と連携し、精度の高いがん擢患

情報の収集・集計(がん登録)に取り組みます。また、蓄積されたがん登録情報をも

とに、県民を対象とした公開講座等開催時におけるヂ タの活用や、市町、医療機関

への集計・分析結果の情報提供、がん対策にかかる施策の検討および効果の検証を行

います。また、がん診療に携わる医療機関の施設・設備の整備を支援するなど、がん

医療提供体制の充実を図ります。

③がん患者支援事業{墓本事業名:12303 がんとの共生]

(第4款衛生費第1工員公衆衛生費 3 予防費)

予算額:(R1) 4 2. 0 2 7千円吋 (R2) 42. 030千円

事業概要・がん診療連携拠点病院における相談支援センヲーの運営や、緩和ケアに関する知識・

技能を持った医療従事者等を養成するための研修等の事業実施を支援します。また、

三重県がん相談支援センタ一等の相談窓口を淘知するとともに、がん患者とその家族

のための相談を実施します。さらに、がん患者が治療と仕事を両立できるよう、就労

等の社会生活への支援や、企業への訪問、説明会の開催を通じて、がんに対する正し

い知識の普及を進め、治療と仕事が両立できる環境の護備に取り組みます。
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(蹴124~康…推進
【主担当部局 医療保健部】

|議選議暴露言語厳選 i菱重i総滋i護言語議機 議I
企業、関係機関・団体、市町と連携して健康づくりに取り組み、病気の予妨、早期発見、治療、療

養生活の質の維持向上のための対策が進み、県民一人ひとりが適lEな生活習慣を身につけることによ

り、生涯を通じて健康的な生活を送っています。また、県民の皆さんが生活習慣病や難病等にかかっ

た持も、適切な治療や支援を受けています。

健康寿命

目標項呂
の説明

2年度目標値
の考え方

特定縫康診査受

診率

フッ化物洗口を

実施している施

設数(累計)

国の定める健康づくザの基本的方針である「鍵康日本 21(第2次)1の隠的のひとつであり、
県民が日常的に介護を必要とせず、自立して心身ともに健康的な日常生活を送ることができ
る期間

平均寿命と健康寿命の差を縮めるため、健康寿命の伸びの目標値を平均寿命の伸びを 1郡上

回る値(男性 O.23歳、女性 O.11歳)を岳標値として設定しました。

199施設

①「人生 100年詩代Jを迎える中、県民の皆さんの健康への関心がより 層高まっている一方で、祭

民の皆さんの約半数が健康づくりに取り組んでいないことが課題となっています。
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②糖尿病については、年齢調整受療率!ま全国第2位となっているものの、新規透析患者数は減少傾向

にあります。糖尿病などの生汚習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、企業、関係機関問団

体、市町と連携し、健康づくりの取組を進めるとともに、県民による主体的な健康づくりの推進に

取り組んでいます。

③人口減少が進む中、地方倉j生を推進し、若者に選ばれる三重につなげるためには、企業における健

康経営の推進が必要です。

④「全国トップクラスの健康づくり県」をめざすため、 Society5， 0やSDGsなどの新しい考え方を取

り入れ、さまざまなデ一世や最新テクノロジーを活用しながら、健康無関心層を含めた全ての県民

に対して、健康づくりの取組を推進するとともに、企業における主体的な健康経営の取組を推進す

ることが必要です。

⑤むし歯のない 12歳児の割合が全国平均を下回る状況が続いていることから、効果的なむし歯予防対

策が必要です。また、さまざまなニーズに対応するため、在宅歯科医療や障がい児(者)歯科診療、

医科歯科連携の推進が必要です。

⑥難病医療費助成制度の円滑な遥営のために、難病指定医の育成や指定医療機関の増加!こ取り組むと

ともに、難病患者が身近な医療機関で適切な治療を継続できるように、拠点病院、協力病院が連携

し、さまざまなニーズに対応できる医療提供体制の拡充に取り組む必要があります。

酪鑓i!瞬麟離毅艦艇~麟箇醸輔艶韻麗蟻樟纏灘額議録醸露顕磁灘漉灘轟磁器轟轟轟誌面語轟離鱒線総鶴欝語

①「三重とこわか健康マイレージ事業」の周知を引き続き図り、企業や市町と連携して県民の主体的

な健康づくりを推進します。また、企業、関係機関‘団体、市町等で構成される「三重とこわか県

民健康会議」を通じて、社会全体で健康づくりに継続して取り紐む気遣の醸成を図るとともに、「三

重とこわか健康経営カンパニー(ホワイトみえ)J認定制度の普及定着や、「三重とこわか健康経営

大賞」による表彰、インセンチィブ制度の創設iこより、企業における健康経営を推進します。

②健康無関心層を対象とし、ウェアラブル機器による食事や運動データの見える化や SNS等での健

康情報の発信を行うなど、望ましい食生活や運動への意識づけを行い、エビデンスを蓄積 分析し

て、得られた効果を「三重とこわか県民健康会議」等を通じて横展開します。

③さまざまな主体と連携して食育活動を推進することで、バランスのとれた食事の大切さをはじめ、

野菜摂取や減塩の必要性について広く県民に啓発を行います。

④糖尿病の発症予妨や重症化予防についての取組を推進するため、引き続き保健、医療関係者の人材

育成を図ります。また、早期からの介入により対策を進めるために、関係機関・団体、市町と連携

し、生活習慣病予防の啓発や糖尿病予妨の相談会を実施するなど、重症化予防の取組を進めます。

⑤健康増進法の改正に伴う受動喫煙防止対策について、引き続き事業者等からの相談に対応します。

また、「三重とこわか県民健康会議j等を通じて、事業者に受動喫煙i坊止の取組について啓発を行う

とともに、助言・指導などに取り組みます。

⑥市町等と連携し、フッ化物洗ロモデル事業を促進するなど、フッ化物洗口の拡大に取り組みます。

また、地域口腔ケアステーションを窓口とし、在宅歯科医療や障がい児(者)歯科診療、医科歯科

連携が推進されるよう、引き続き、連絡会議や研修会を開催し、医療、介護関係者等と連携した取

組を進めます。
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⑦難病医療費助成制度を円滑に運営するため、難病指定医研修による指定医等の育成や、指定医療機

関の増加に取り組みます。また、難病診療連携拠点病院および難病診療分野郎拠点病院を中心に医

療提供体制や棺談支援体制の充実を図るとともに、難病相談支援センターにおいて、難病患者やそ

の家族の療養生活のQOL向上を図るため、ハローワーク等と連携し、生活 療養根談、就労支援

を行います。

⑧骨髄バンクの円滑な実施に向け、 ドナー登録を推進するボランティア図体、三重県赤十字血液セン

ターや市町等の関係機関と連携を図りながら、若年腐を中心とした骨髄バンクに関する正しい知識

の普及啓発や骨髄提供希望者(ドナ )の確保に取り組むとともに、 ドナー休暇制度の普及等によ

り骨髄提供しやすい環境づくりを行います。

閣 議議選; 澄盗塁盗塁
①(一部新)三重とこわか健康推進事業

【基本事業名:12401 健康づくり・生活習慣病予防活動の推進]

(第4款衛 生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額:(R1) 3， 6 3 1千円 → (R2) 2 3， 1 30千円

事業概要:健康寿命の延伸や生活習慣病の予防!こ向けて、「三重とこわか健康マイレージ事業」を

引き続き推進します。また、ウェアラブル機器等の活用により得られたヂ-9を基に

ヱビデンスを構築するとともに、企業、関係機関・団体、市町と連携し、健康無関心

j醤を含めた全ての県民に対して、県民の主体的な健康づくりや、企業における健康経

営の取組を推進します。さらに、「三重とこわか県民健康会議」を開催し、「三重とこ

わか健康経営カンパニー(ホワイトみえ)J認定制度の普及定着や、 f三重とこわか健

康経営大賞」による表彰、インセンティブ制度の創設など、先進的な取組を横展開し

ます。

②三重の健康づくり推進事業

{基本事業名:12401 健康づくり・生活習慣病予防活動の推進】

(第4款衛 生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額:(R1) 1 1， 4 0 4千円 → (R2) 8， 54 3千円

事業概要:改正健康増進法の全面施行をふまえ、受動喫煙の防止や生活習慣病の予防、食育活動

の取組が各地域で促進されるよう関係機関と連携を図り、地域に応じた健康づくりを

推進します。

③糖尿病発症予防対策事業【基本事業名:12401 健康づくり・生活習慣病予防活動の推進】

(第4款衛 生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額 (R1) 1， 7 8 5千円 → (R2) 1， 3 7 7千円

事業概要:関係団体と締結した「糖尿病性腎症震症化予紡に係る三重県連携協定」等に基づき、

大学、医療機関等と連携し、糖尿病予防についての普及啓発や慢性腎臓病 (CK D) 

対策を引き続き実施するとともによ重症化予1坊の取組が身近な地域で効果約に行われ

るよう、糖尿病の治療や支援ができる人材の育成を行います。
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④健康増進事業{基本事業名:12401 健康づくり・生活習慣病予妨活動の推進】

(第4款 衛生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額・ (R1) 9 1， 5 1 8千円 → (R2) 9 3， 5 2 2千円

事業概要・生活習慣病予防や健康の保持増進のため、主に 40歳以上の住民を対象に実施する市町

の健康教育、健康相談、健康診査、訪問指導等の保健事業を支援します。

⑤歯科保健推進事業【基本事業名:12402 歯科保健対策の推進】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額:(R1) 8 8， 5 5 2千円 → (R2) 90， 3 0 3千円

事業概要・各地域の在宅口腔ケアや歯科治療の充実、介護予防、医科歯科連携に取り組むため、

地域口腔ケアステ ションの機能充実を図るとともに、口控歯科保健に関する啓発や

フッ化物洗口の実施施設数の拡大に向けて、市町、関係機関・団体等と連携して取り

まEみます。

⑤指定難病等対策事業【基本事業名目 12403 難病対策の推進】

(第4款 衛生費第1項公衆衛生費 3 予防費)

予算額 (R1 ) 2， 3 9 4， 0 4 9千円 → (R2) 2， 4 9 7， 1 8 3千円

事業概要:難病指定医の育成や指定医療機関の増加により、医療費助成制度を円滑に運営すると

ともに、拠点病院を中心とする医療提供体制の拡充に取り組みます。また、難病患者

等の療養生活の質の向上を図るため、生活・療養相談、就労支援を行います。

⑦(一部新)骨髄パンク事業{基本事業名:12403 難病対策の推進】

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 4 薬務費)

予算額:(R1) 1， 0 5 3千円 → (R2) 1， 1 7 2千円

事業概要:骨髄提供希望者(ドナー)登録を推進するボランティア団体や三重県赤十字血液セン

ター、市町等の関係機穏と連携を~りながら、若年層を中心とした骨髄バンクに関す

る正しい知識の普及啓発やドナ の確保に取り組むとともに、 ドナー休暇制度の普及

等により骨髄提供しやすい環境づくりを行います。
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【主担当部局:子ども・福祉部}

|議謀議語泌総量菱重主総言語謀議員議議議選j言誤 認 調|
地域における支え合い体制づくりが進み、高齢者、障がい者、子育て家庭、生活困窮者など、地域

でさまざまな課題を抱える人が、社会から孤立することなく、質の高い福祉サービスや必要とする支

援を受けながら、誰一人取り残されることなく、イ主み慣れた地域で安心して暮らすことができるとと

もに、一人ひとり個性や能力を発揮しながら、希望を持って日々自分らしく生活しています。

目標項目
の説明

地域共生社会の実現に向けた地域福祉計画を策定している市町数

2年度目標値
の考え方

まずは計画策定予定の市町に対し、今後策定を検討している市町にとっての指針となるよう
な、包括的な支援体制の整備を盛り込んだ計画が策定されるよう支援するため、令和2年度
の目標値を設定しました。

13. 6 

40歳未満の自殺 I./' (元年度)

死亡率
14.2 

(30年度)

/1  9， 376件| / / 10，426件

関の面談 訪

間関行支援のi8， 736件
延べ件数 (30年度)

/1 7 パ/85. 0% 
ヘルプマークを

知っている県民

の割合 58.1% 
(30年度)
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①相互扶助としての地域コミュニティの機能が失われつつある中、社会的に弱い立場に置かれた人々

が社会から孤立し、地域で暮らし続けることが困難な状況が生じています。また、複数の課題を抱

えており、一つの側面からだけでは対応できないケースも見られます。高齢者や障がい者、子育て

家庭、生活因窮者などの支援を必要とする人を、地域住民やさまざまな主体が連携し、社会全体で

支え合う体制づくりを進めていくことが必要です。

②刑法犯認知件数が平成 14(2002)年をピークに年々減少している一方で、検挙者に占める再犯者の

割合は上昇し 50%を占めるに至っており、再犯を肪止し、県民の安全・安心を確保するには、犯罪

をした者等が地域で孤立せず、社会の 員として、地域社会とかかわりを持ちながらお常生活を営

めるよう支援することが必婆です。

③福祉サービスを提供する社会福祉法人等が増加する中、効率的、効果的な指導監査等の実施により、

適正な運営と健全な経営を確保するとともに、提供される福祉サービスの質の向上を図ることが必

要です。

④ひきこもりや自殺の背景にはさまざまな事情や原因がありますが、こうした生きづらさを抱えてい

る人にしっかりと寄り添いながら、個々の状況に応じた適切な支援につなげるため、関係機関の連

携による包括的な支援体制を整備し、誰一人取り残さない支援が必裳です。

⑤生活困窮状態!こ焔った背景にはさまざまな要因が考えられ、生活思窮者の個々の状態に応じた生活

の保障や自立に向けた支援が必婆です。

⑤ユニバーサルデザインの考え方をさらに広めるため、ユニバーサルデザインの考え方の浸透を図り、

さまざまな主体と連携して、ユニバーサルテ、ザインの意識づくりに取り組むことが必要です。また、

事業者・設計者等の理解、協力を得ながら、よりユニバーサルデザ、インに配慮した公共施設や商業

施設を整備することが必要です。

⑦戦後生まれの世代が人口の大部分を占めるようになっているため、戦争の悲惨さと平和の尊さを次

世代へ継承していくことが必要です。

図り、地域福祉活動の中核的な役割を担う民生委員 児童委員が活動しやすい環境づくりや、判断

能力が不十分な高齢者や障がい者が地域で安心して暮らせるよう、日常生活自立支援事業などの取

組を、市町とも連携しながら進めます。

②犯罪をした者等による再犯を防止するため、「三重県再犯防止推進計画JIこ基づき、高齢、または障

がいを有することにより福祉サービス等が必要な矯正施設退所予定者が、送所後、円滑に地域生活

!こ移行し、安定した生活を送れるように支援するなど、国や市防、民間面体と連携しながら、犯罪

や非行をした者に対する息の長い社会復帰支援に取り組みます。

③社会福祉法人や介護保険・俸がい福祉サービス事業者等への指導監査について、市町と連携しなが

ら、引き続き効果的、効率的な指導監査を実施します。また、社会福祉法人が制度改革の趣旨に基

づき適切に運営されるよう、所轄庁である市と連携して支援します。

④質の高い福祉サ ビスが安定的に提供されるよう、福祉施設の第三者評価の取組や福祉サービスに

関する利用者からの苦情に対応する適切な体制の整備を進めます。
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⑤高齢者、障がい者、生活殴窮者、ひきこもりなどで生きづらさを感じている人たちが社会から孤立

することなく、地域において自分らしく生活し続けられるよう、相談支援包括化推進員等の人材を

養成するなど、市町と連携して包指的な支援体制の整備を進め、誰一人取り残さない支援を行いま

す。

⑥生活困窮の程度に応じて必要な保護を行うとともに、被保護者の状況に応じ、就労による経済的自

立や健康管理支援事業の実施等による日常生活自立、社会生活自立に向けた支援に取り組みます。

生活困窮者支援については、三重県生活相談支援セン亨ーに新たにアウトリーチ支援員を配置し、

社会的孤立状態にある方への支援に取り組むとともに、引き続き、関係機関との連携を図り自立支

援に取り紐みます。また、福祉事務所設置自治体に対して、地域の実情に合わせた支援員等の資質

向上のための研修を実施するとともに、取組事例などの情報提供を行い、県内全体として生活困窮

者支援の取組が充実、強化されるよう進めていきます。

⑦ f第4次三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進計画 (2019-2022)Jに沿って、さまざまな

主体と連携し、ヘルプマーク、「三重おもいやり駐車場利用誌制度jの普及啓発や学校出前授業の実

施など、地域における身近なユニバーサルデザインの取組を進めます。

⑧県有施設のバリアフリー化の状況の調査'評価をふまえて、「県有施設のUD整備指針J(仮称)を

作成し、誰もが利用しやすい施設となるよう取り組みます。また、事業者・設計者等の理解、協カ

を得ながら、市町や関係機関等と連携し、ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例の整備基準

や適合証について普及啓発を行い、ユニバーサルデザインに配慮された施設整備を促進します。ま

た、交通事業者が行う釈舎のバリアフリー化の支援を行います。

⑨県戦没者追悼式および会菌戦没者追悼式等の戦没者慰霊事業に若い世代の参加を促し、戦争の悲惨

さと平和の尊さを次世代へ継承していきます。

j医療保健部 11

⑩総合的・計画的に自殺対策を推進するため、引き続き関係機関・民間団体、市町等と連携し、支援

者等の人材育成やうつ・自殺等のこころの健康問題に関する正しい知識の啓発に取り絶みます。ま

た、悩みを抱える人々を柏談機関iこつなげることができるよう、 ICTを活用し相談窓口を案内す

るなど、積極的な周知を図ります。引き続き、県内全域で各地域の実情に応じた自殺対策が展開さ

れるよう、市町自殺対策担当者への情報提供や人材育成等に取り組みます。

⑪ひきこもりへの支援として、ひきこもり地域支援センターにおいて、本人や家族への専門棺談、家

族教室、家族のつどいを開催するとともに、支援者の人材育成などに取り組みます。
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①地域福祉推進啓発事業

【基本事業名:13101 地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供]

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 1， 0 9 5千円 → (R2) 409千円

事業概要:福祉に対する理解を深めるとともに、「三重県地域福祉支援計@jJに基づく取組の進捗

管理を行います。

②民生委員活動費【基本事業名 13101 地域福祉活動の推進と質の高い福祉サ ピスの提供]

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 245， 103千円 → (R2) 2 4 4， 4 5 4千円

事業概要目地域住民や要援護者等!こ対して相談支援等を行う民生委員・児童委員に対し、活動費

を支給します。

③日常生活自立支援事業【基本事業名 13101 地域福祉活動の推進と質の高い福祉サ ビスの提供]

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 1 8 5， 0 9 6千円 → (R2) 1 7 8， 8 7 6千円

事業概要:判断能力に不安のある認知症高齢者や知的障がい者等の日常生活を支援するため、福祉

サービスの利用援助等を行う三重泉社会福祉協議会の活動を支援します。

④地域生活定着支援事業【基本事業名:13101 地域福祉活動の推進と質の高い福祉サ ビスの提供】

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) . 2 3， 4 2 6千円 → (R2) 23， 426千円

事業概要司高齢または障がいを有する矯正施設退所者が、再び罪を犯すことがないよう、「三重県

地域生活定着支援センタ jにおいて、退所者に対し適切な福祉サービスを受けられる

よう支援し、社会復帰および地域生活への定着を促進します。

⑤福祉サービス運営適正化事業補助金

【基本事業名‘ 13101 地域福祉活動の推進と質の高い福祉サービスの提供}

(第3款民生費第1t頁社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(引) 5， 745千円 → (R2) 5， 6 8 5千円

事業概要，三重県社会福祉協議会に運営適正化委員会を設置し、日常生活自立支援事業の適正な運

営の確保を図るとともに、福祉サ ビス利用者等からの苦情相談に適切に対応すること

で問題解決を支援します。
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⑥(新)相談支援包括化推進員等養成事業

【基本事業名:13102 生きづらさを抱えている人を受け止める社会づくり】

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(引) 千円 → (R2) 4， 0 3 1千円

事業概要市町が包括的な支援体制を整備するために必要な人員を確保できるよう、複合的な課題

を抱える相談者等の把握や適切な相談支援機関等との連絡調整、相談支援機関に対する

指導・助言等を行う相談支援包括化推進員等の人材養成を行います。

⑦生活保護扶助費【基本事業名:13103 生活困窮者の生活保障と自立支援]

(第3款民主主費第3項生活保護費 2 扶助費)

予算額・ (R1) 1， 9 4 5， 0 5 3千円 → (R2) 1， 9 6 9， 1 8 1千円

事業概要:生活に困窮する方に対して、健康で文化的な最低限度の生活を保障するため、生活保護

法に基づいて必要な扶助費を給付するとともに、被保護者の状況に応じ、就労、健康、

生活面等の自立に向けた支援を行います。

⑧(一部新)認定 審査 支払委託料[基本事業名:13103 生活困窮者の生活保障と自立支援]

(第3款民生費第3項生活保護費 2 扶助費)

予算額:(R1) 1 3， 9 1 1千円 → (R2) 2 1， 5 2 9千円

事業概要生活保護の医療扶助および介護扶劫の実施にあたって、診療報酬および介護報酬等の請

求明総書の審査、支払等を適切に実施します。また、被保護者の健康の保持および増進

を図るため、「被保護者健康管理支援事業」を実施します。

⑨(一部新)生活困窮者自立支援事業[基本事業名:13103 生活困窮者の生活保障と密立支援】

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額 (R1) 2 9， 7 5 0千円 → (R2) 32， 058千円

事業概要.県所管地域(多気町を除く郡部)において、さまざまな課題を抱えた生活困窮者の相談

に適切に応じ、自立に向けた支援!こ取り組むため、「三重県生活相談交媛センター」内

に棺談支援員等と新たにアウトリーチ支援員を配置します。また、県内すべての生活限

窮者自立相談支援機関の支援員等の資質向上のための研修や情報提供等を行います。

⑩ユニバーサルデザインのまちづくり推進事業

【基本事業名・ 13104 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進】

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 2， 9 9 5千円 → (R2) 2， 2 7 3千円

事業概裳ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例および条例に基づくユニバーサルデザイン

のまちづくり推進計画に沿って取組を進めます。また、ヘルプマークの普及啓発や f県

有施設のUD整備指針J(仮称)の作成等を進めます。
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⑪地域公共交通バリア解消促進事業

[基本事業名 13104 ユニバーサルデザインのまちづくりの推進】

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額・ (R1) 108，706千円 → (R2) 7 7， 9 2 4千円

事業概要:公共交通機関を利用する際に、だれもが安全で自由に移動できるよう、鉄道事業者が行

う駅舎のバリアフリー化〔段差解消、内方線整備等)に対する支援を行います。

⑫戦没者慰霊事業【慕本事業名 13105 戦没者遺族等の支援]

(第3款民生費第1環社会福祉費 4 遺族等援護費)

予算額田 (R1) 1， 9 0 8千円 → (R2) 2， 002千円

事業概要・戦没者、戦災死没者を追悼し、冥福を祈念するため、県戦没者追悼式を開催するととも

に、全国戦没者追悼式や沖縄「三重の塔j慰霊式に参事IJします。また、戦争の悲惨さや

平和の尊さを伝えるため、若年世代の参加を促します。

E盟 盟o
⑬(一昔日新)地域自殺対策緊急強化事業

【基本事業名ー 13102 生きづらさを抱えている人を受け止める社会づくり】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 4 精神衛生費)

予算額:(R1) 3 7， 9 7 8千円 → (R2) 4 3， 8 2 7千円

事業概要・自殺対策を推進するため、「第3次三重県自殺対策行動計画」に基づき、こころの健康問

題に対する正しい知識の普及や人材育成に取り組むとともに、関係機関・団体と連携し、

各課題の解決に向けた取組を行います。また、こころの悩みを抱える人々が適切な相談

窓口につながるようイン告 ネットにおける検索連動型広告を活用したこころの健康づ

くりに取り組みます。
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【主担当部局・子ども・福祉部】

|謀議議謀議言語重量議議員言雑緩議室j選言語 I 
障がい者がライフステージをとおして、どこで誰と生活するかを選択する機会が確保されています。

また、多様な働き方が選択でき、働くことを通じた自己実現の機会や、レクリエーション・文化活動

などに参加する機会が確保されるとともに、障がい者差別の解消および虐待の防止、障がい者の情報

保揮者など、障がい者の権利を守るための取組が進み、俸がい者が地域で生きがいを惑じながら安心し

て暮らすことができる社会づくりが進んでいます。

一
て
し
て
者

ホ
い
立
し
い

プ
お
自
を
が

一
に
で
活
障

ル
等
域
生
る

グ
ム
地
た
い
数

1，787人

目標項目
の説明

居住支援系サービスであるグル プホーム(共同生活援助)や自立生活援助を利用すること
で、地域で生活している障がい者数(出典:三重県罰民鍵康保険団体連合会 fサービス利用
状況集計J)

「みえ障がい者共生社会づくザプラン」におけるグループホームの利用者見込数やこれまで
の利用者数の実績等をふまえ、目標債を設定しました。

2年度目標値
の考え方

障がい児・者の

日中活動を支援

する事業所の利

用者数

14， 017人

12， 665人

(30年度)

農林水康業と福

祉との連携によ

る新たな就労人

数

70人 70人
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①障がい者の地域生活を支援するための取組を進めることで、グループホームなどの障害福祉サーピ

スの充実、工賃の向上や一般就労者数の増加など障がい者の自立に向けた環境整備は進みつつあり

ますが、引き続き居住の場や日中活動の場、地域生活を支える障害福祉サービス等の充実や、医療

的ケアが提供できる事業所の拡充を図る必要があります。また、工賃向上や多様な就労の場の確保

と定着への支援を強化し、さらには、社会的事業所をはじめとした障害者就労施設等からの優先調

達を推進することで、障がい者が住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよう、より一

層叡絡を進めることが必要です。

②農林水産分野における障がい者の就労の場の創出に取り組んでいます。今後、障がい者が農林水産

分野でさらに活躍できるよう、引き続き、就労支援の充実を図る必要があります。

③障がい者が身近な市町で相談が受けられる相談支援の提供体制構築と支援の質的向上のため、広域

的・専門的な相談支援体制の整備に取り組んでいますが、さまざまな障がい状況に対応し、誰もが

望む生活が送れるよう、引き続き相談支援の強化を図り、地域における人材育成体制の構築を推進

することが必要です。

④精神科病院の長期入院患者の地域生活への移行をさらに進めるとともに、精神障がい者が不調を来

した場合も早期かつ適切に医療や支援が受けられ、地域で安心して生活できる体制づくりの推進が

必要です。

c9障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する

社会の実現に向けて、園においては障害者差別解消法や樟害者虐待妨止法、また、県においては「障

がいの有無にかかわらず誰もが共iこ暮らしやすい三重県づくり条例」や「三重県手話言語条例」の

整備が進められてきましたが、障がいを理由とする差別の解消や障がい者虐待の防止、樺がい者の

情報保障など社会参加環境の整備のより一層の取組がa要です。

分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現をめざして、

多様性を認め合い、生きがいおよび安心を実感できる共生社会づくりのための障がい者施策を総合

的かつ計画的に推進します。また、 j奇プランが最終年度を迎えることから、これまでの取組をふま

え、令和3(2021)年度から令和5(2023)年度を計画期間とする次期プランの策定に取り組みます。

cz障がい者の地域生活を支援するための障害福祉サービスの確保を図るとともに、令和 2(2020)年度

社会福祉施設等整備方針に基づ、き、グループホーム等の整備促進に取り組みます。また、障がい福

祉分野の人材支援のため、国庫補助を活用して、障害者支援施設等における介護業務の負担軽減を

図るためのロボット等導入に対する支援!こ取り組みます。

③医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族が地域で安心して生活できるよう、各支援ネットワー

クにおけるスーパーバイズチ ム機能構築等の多織種連携や医療的ケア児・者の受け皿拡充を推進

します。

④福祉事業所における工賃向上等に向けて、専門家の派遣や共問受注窓口の運営支援を行うとともに、

民間企業への営業活動の強化や啓発等により受注拡大を促進します。また、障害者優先調達推進法

に基づく令和2(2020)年度調達方針を策定し、調達自標額達成のために各部局と連携し、発注内容

の切り分けや新たな発注の開拓など発注内容の多様化を進め、一層の調達拡大を図ります。
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⑤障がい者の地域生活を支援するため、専門的・広域的な相談支援を地域の相談支援と連携して行う

ことで、市町における相談支援提供体制構築と強化を図ります。また、「三重県障がい福祉従事者人

材育成ビジョンj に慕づく研修の実施や、基幹相談支援センターの設置と機能強化により、地域に

おける人材育成体制づくりを推進し、相談支援専門員の人材育成と相談支援の賓の向上に努めます。

⑥俸がいを理由とする差別の解消に向け、「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県

づくり条例Jの普及啓発を進めるとともに、障がい者差別解消専門相談員による相談対応、紛争解

決を図るための体制整備を進めます。また、相談事例や合理的な配慮の好事例などについて、三重

県樟がい者差別解消支援協議会において情報共有、検証を行うなど、社会的態壁の除去を促進する

取組を進めます。

⑦障がい者虐待の未然妨止、早期発見、迅速かっ適切な対応を行うため、市町や施設等職員に対し障

害者虐待防止・権利擁護研修を実施するとともに、専門家チームを活用しながら虐待事案の発生し

た施設等に対し改善に向けた指導を行い、障がい者虐待の防止に向けた取組を進めます。

⑧誰もが手話に親しみ、手話が広く利用される共生社会の実現につなげるため、「三重県手話施策推進

計頭」に基づき、引き続き、県民が手話を学習する機会の確保や手話通訳を行う人材の育成等を行

います。

⑨憶がい者の社会参加の促進を図るため、障がい者団体等と協働して「三重県障がい者芸術文化祭j

を開催するとともに、障がい者スポーツ教室やレクリエーション教室の開催など、障がい者が生き

がいを実感できる共生社会づくりのための取組を進めます。

l農林水産部 11

⑬障がい者等が農林水産分野で活躍できるよう、農福連携全国都道府県ネットワークや民潤協議会と

連携して、農福連携に取り組む福祉事業所や農林水産事業者の経営発展を促進するとともに、農林

水産業と福祉をつなぐ人材の育成やマッチングの仕組みづくりなどの支援体制を強化することで、

農林水産事業者等における施設外就労を促進するなど、樟がい者の就労機会の拡大に取り組みます。

また、ノウフク商品の開発や販路拡大、ノウフク JASの認証取得に向けた取組を促進します。さ

らに、生きづらさや働きづらさを感じている若者等を対象として、農作業を通じた就労・社会参加

支援の取組を進めます。

i医療保健部 11

⑪「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に向けて、アウトリーチ事業やピアサボー

ターを活用した地域移行・地域定着支援の取総について、実施圏域の拡大に努めるなど、さらなる

事業の充実を図ります。また、依存症対策として、アルコール依存症の自助グループと治療拠点機

関等による連携した早期介入の取組や、治療拠点機関と専門医療機関との連携による人材育成およ

び効果的な啓発を行います。さらに、ギャンブル等依存症対策として有識者会議を設置し、ギャン

ブル等依存疲対策推進計画を策定します。
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①(一部新)障がい福祉総務費

{基本事業名:13201 障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実}

(第3款民 生愛第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額・ (R1) 4，572千円 → (R2) 7， 4 9 7千円

事業概要:障害者基本法に基づく三重県障害者施策推進協議会や障害者総合支援法!こ基づく三重県

障害者自立支援協議会の開催を通じて、「みえ障がい者共生社会づくりプラン」等の進捗

を図りつつ、障がい者施策を適切に推進するとともに、令和 3(2021)年度から令和5

(2023)年度を計画期間とする次期プランの策定に取り組みます。

②障がい者の地域移行受け血整備事業

【基本事業名:13201 障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】

(第3款民 生愛第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額:(R1) 8 1， 0 3 9千円 → (R2) 8 4， 1 9 8千円

( 179，271千円 → 128，625千円 ※2月補正含みベース)

事業概要.障がい者の地域生活を支援するため、グループホーム等の整備促進に取り組みます。

③医療約ケアが必要な障がい児・者の受け皿整備事業

{基本事業名:13201 障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】

(第3款民 生費第n車社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額・ (R1) 3， 2 0 0千円 → (R2) 3， 2 0 2千円

事業概要:医療的ケアが必要な障がい児・者とその家族が地域で安心して生活できるよう、これま

でに各地域で構築された支援体制の強化と連携を図るため、地域ネットワークへの側面

的支援を行います。また、医療的ケア児 E 者コーディネータ の養成、障害福祉サービ

ス等事業所職員の医療的ケアスキルアップおよび医療的ケア児 者ス パ バイズチー

ムの育成を目的とした研修会を開催することにより人材育成面を強化するなどして、医

療的ケアが必要な障がい児・者の地域での受け血を拡充します。

④(一部新)障害者介護給付費負担金

【基本事業名:13201 俸がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実】

(第3款民生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額 (R1) 8， 0 7 4， 1 4 3千円 → (R2) 8， T 2 1， 3 2 0千円

事業概要.障害者総合支援法に基づき、市町が支出する介護給付費の一部を負担するとともに、障

がい福祉分野の人材支援のため、障害者支援施設等における介護業務の負担軽減を図る

ためのロボット等の導入を支援します。

⑤障がい者就労支援事業

【基本事業名:13201 障がい者の地域生活・就労の支援と福祉サービスの充実]

(第3款民生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額・ (R1) 1 8， 9 0 3千 円 → (R2) 1 4， 4 6 3千円

事業概要:経営コンサルタント等を活用した福祉事業所の経営改善等への支援を進めるとともに、

福祉事業所に対する受注の仲介、販路開拓等を行う共同受注窓口の取組を支援し、一層

の受注拡大を進めます。
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⑥憶がい者相談支援体制強化事業【基本事業名:13203 障がい者の相談支援体制の整備]

(第3款民生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額:(R1) 1 7 7， 0 8 2千円 → (R2) 1 7 5， 4 7 6千円

事業概要:各障害保健福祉圏域を勘案して、就業・生活相談を実施するとともに、障がい児等に対

する支援体制の機能強化を図ります。また、県内全域を対象とした自閉症・発達障がい、

高次脳機能障がい、重症心身障がい等の専門性の高い相談事業を行います。

⑦人材育成支援事業【基本事業名:13203 障がい者の相談支援体制の整備]

(第3款民主主費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額:(R1) 1 2， 3 8 0千円 → (R2) 2 5， 64 1千円

事業概要:障がい者の地域生活を支える人材を育成し、障害福祉サービス等の一層の質の向上を図

るため、相談支援従事者研修やサービス管理責任者・児童発逮支援管理責任者研修等の

各種研修事業を行います。

⑧障がい者権利擁護推進事業

【基本事業名 13205 障がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進】

(第3款民 生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額 (R1) 8， 1 3 6千円 → (罰2) 5， 7 7 2千円

事業概要:障がいを理由とする差別の解消のため、相談員の設置および紛争解決を図るための体制

整備を図るとともに、三重県障がい者差別解消支援協議会を構成する関係機関と連携し

て普及啓発等に取り組みます。また、研修の実施や専門家チームの活用により、障がい

者の虐待紡止や対応力の向上を図ります。さらに、「三葉県手話施策推進計厨」に基づき、

県民が手話を学習する機会の確保や手話通訳を行う人材の育成等を行い、手話を使用し

やすい環境の整備を進めます。

⑨(一部新)障がい者の持つ祭民力を発揮する事業

{基本事業名:13205 俸がい者の差別解消および虐待防止と社会参加の推進]

(第3款民生費第1項社会福祉費 2 障がい者福祉費)

予算額:(R1) 4， 090千円 → (R2) 4， 8 8 2千円

事業概要・芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加を促進し、地域における障がい者の多様な活

濯の場を広げていくため、さまざまな主体と連携して「三重県障がい者芸術文化祭」を

開催するとともに、関係者の活動支援や連携強化などを行う「三重県障がい者芸術文化

活動支援センヲー(仮称)J を設置します。

l 農林水産部 i
⑩(一部新)農福連携ネットワーク形成・強化事業

【基本事業名:13202 農林水産業と福祉との連携の促進]

(第6款農林水産業費第1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額:(R1) 1， 0 0 0千円吋 (R2) 8， 3 3 5千円

事業概要 「差是福連携全国都道府県ネットワークj との連携を強化する中で、全閣の先進事例や有

効施策の調査をふまえ、農福連携効果の発信などに取り組むとともに、民間協議会等と

連携した農林水産業と福祉をつなぐワンストップ窓口を整備し、県内推進体制の強化を

図ります。
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⑪ノウフク就労支援円滑化地域モデル構築事業

【基本事業名:13202 農林水産業と福祉との連携の促進】

(第6款農林水産業費第1項農業費 6農林漁業担い手対策費)

予算額:(R1) 4. 3 9 0千円 → (R2) 3. 0 7 4千円

事業概要目障がい者の施設外就労(農作業請負)の拡大・定着に向iナ、地域の社会福祉協議会や農

協等と連携しながら、福祉事業所と農業経営体等をマッチングする支援体制づくりに取

り組みます。

⑫ノウフク・ブランド確立支援事業【基本事業名:13202 農林水産業と福祉との連携の促進]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額 (R1) 6. 1 8 8千円 → (R2) 8. 9 4 1千円

事業概要:ノウフク・ブランドの構築!こ向けて、企業等との連携によるノウフク商品の販路開拓や

新商品の開発を支援するとともに、ノウフク・マルシェ等を活用しながら消費者に向け

たPR活動に取り組みます。また、福祉事務所の施設外就労の定着に向け、コーディネ

ータ 等の設置を支援します。

⑬(新)農福連携「福」の広がり創出促進事業

【基本事業名 13202 農林水産業と福祉との連携の促進]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額 (完1) … 千円 → (R2) 6. 1 3 7千円

事業概要:農業への障がい者就労拡大に向け、特例子会社設立を通じた企業等の農業参入を促進す

るとともに、生きづらさや働きづらさを感じている若者等を対象にした、農業就業に向

けたプログラムの作成や就農体験などに取り組みます。また、ノウフク商品の認知度向

上に向け、福祉事業所等によるノウフク JASの認証取得を促進します。

⑬林福連携による新たな雇用創出促進事業{基本事業名:13202 農林水産業と福祉との連携の促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額:(R1) 6 2 9千円吋 (R2) 4 7 1千円

事業概要:キノコ栽培、木工、苗木生産などの分野において、生産者と福祉をつなぐ人材の膏成や

マッチングの仕組みづくりなどの支援体制を強化し、林業分野における施設外就労を促

進するなど、障がい者の就労機会の拡大に取り組みます。

⑬水福連携による次世代型水産業モデル構築事業

【基本事業名:13202 農林水産業と福祉との連携の促進】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 11水産業経営対策費)

予算額:(R1) 1. 1 2 9千円 → (R2) 6 9 2千円

事業概要:漁業者と福祉事業所等との連携のための総織を立ち上げ、地域が主体となって水福連携

に取り組む体制づくりを支援するとともに、福祉事業所の職員等を地域における水福連

携の推進等を担う指導者として育成するため、養成研修を行います。
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i医療保健部 i
⑬(一部新)精神障がい者保健福祉相談指導事業

【基本事業名:13204 精神障がい者の保健医療の確保】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 4 精神衛生費)

予算額:(R1) 2 6， 7 9 4千丹 → (R2) 36， 042千円

事業概要:アウトリーチ事業、ピアサボーターを活用した取組および地域住民への啓発により、精

神科病院入院患者の退院後の支援体制づくりを進めます。また、 f三重県アルコール健

康障害対策推進計画」に基づき、アルコール依存疲治療が必要な方を支援する取組を進

めます。さらに、ギャンブル等依存症対策基本法に基づき、県のギャンブル等依存症対

策推進計画を策定します。
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施策 133 児童虐待の防止と社会的養育の推進

【主担当部局:子ども・福祉部】

議議議室長義養護議論鵜選挙総論議言語 I 
地域社会全体の児童虐待防止に対する瑳解が進み、児童虐待の未然防止や早期発見 早期対応によ

り、虐待被害から子どものかけがえのない命や尊厳が守られています。また、全ての子どもが、家庭

あるいは良好な家庭的環境でできる線り養育されるよう、市町による子ども家庭支援の充実や、里親

委託の促進、施設の小規模グループケア化などの取組が進んでいます。

早
化
市

の
強
む

待
力
組

虐
応
り

重
対
取
数

児
期
に
陀

20市町

15市町
(30年度)

陵 墓雪望号覇 寄 龍 馬 家 言 書 :
県が派遣するスーパーバイザーやアドバイザーの専門的知克の活用などにより児童虐待の
早期発見、早期対応力の向上に取り組む市町数

早期に全市町で児薫虐待の早期対応力強化が図られることをめざし、子ども家庭総合支緩拠
点の設置状況や、スーパーバイザーやアドバイザーの活用状況をふまえ、令和2年度の目標
値を 20市町と設定しました。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

児童養護施設・

乳児院の多機能

化等の事業数

(累計) I 8事業
(30年度)

11事業

里親目ファミリ

ーホームでケア

を受けている要

保護児童の割合

30. 0% 

28.8% 

(30年度)
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①児童虐待相談対応件数は全国的に増加しており、その内容もより複雑化する中、これまで介入支援 1

機能や法的対応力の強化に向けた専門職の配置、全国に先駆けた独自のリスクアセスメントツ ル

の導入、相談業務へのAI活用に向けた実証実験、子どもの権利擁護のためのアドボケイトの養成

など、相談支援体制iの強化に取り絡んできました。さらに、県民全体で児童虐待の防止に取り組む

決意を改めて示すため、社会情勢の変化やこれまでの取絡をふまえ、 f子どもを虐待から守る条例」

の改正し、引き続き、児童相談所の機能の充実や市町や警察等との連携を強化し、社会全体で児薫

虐待の肪止に取り組んでいく必要があります。

②平成 23(2011)年3月、子どもの権利が尊重される社会の実現をめざして、「三葉県子ども条例j

を制定し、県民をあげて、子どもが豊かに育つことができる地域社会づくりに取り組んできました。

さらに、平成 27(2015)年3月には、家庭から離れてもより家庭的な環境で生活できるよう「三重

県家庭的養護推進計画」を策定し、施設や塁親関係者と協力し、里親委託の推進や施設の小規模化

および地域分散化を進めてきたところ、里親委託率は全国平均を上回るベースで伸びているととも

に、家庭的な養育環境の施設も年々増加しています。そのような中、平成 28(2016)年には、児童

福祉法が改正され、子どもが権利の主体であることに加え、家庭養育優先原則が明確に示されたこ

とから、今後は「新しい社会的養育ビジョンjの理念に沿って、社会的養育の推進に向け、里親委

託と施設環境の充実をさらに推進するとともに、子どもの権利擁護の取組、自立支援の推進、市町

の子ども家庭支援体制の構築を進める必要があります。

①児童相談所における対応力の強化のため、 AI技術の活用によるリスクアセスメントのさらなる精

度向上を図るとともに、その後の再発防止、家族再統合等の家族支援のため、ニ ズアセスメント

ツールの精度を高め、法的対応や介入型支援を推進します。

②令和4(2022)年度までの実現をめざし国が策定した「児童j蒙待防止対策体制総合強化プラン」に対

応するため、児童福祉司や児童心理司などの専門職の増員を進め、児童相談所の体制強化に努めま

す。

③市町をはじめとする関係機関との連携強化を図るため、要保護児童対策地域協議会の運営強化や子

ども家庭総会支援拠点の設置に向けて取り組む市町を支援するとともに、市町職員の相談対応スキ

ルの向上が図られるよう人材育成を支援することで、県全体での対応力強化を図ります。

④多機関連携、協詞面接、アドボケイ卜養成、家庭復帰プログラムなど、子どもの権利擁護を重視し

た取組の充実に努めます。

⑤「三重県校会的養育推進計画」に基づき、関係者との密接な連携・協力のもと、家庭養育の推進に

向けてフオスタリング体制の構築を進め、里親制度を多角的に普及・啓発するとともに、新たな里

親登録者の拡大、里親の養育技術の向上等の取組を進めます。

⑥施設養育においても家庭的な環境を提供できるよう、児童養護施設および乳児院の小規模グループ

ケア化や地域分散化等を推進するとともに、施設機能の高度化と、これまでのノウハウを活かした

多機能化!こ向けた取組を支援します。また、児童自立支援施設、児童心理治療施設等と連携し、児

童一人ひとりの特性に応じた適切な支援を行います。

⑦児童養護施設に入所している要保護児童等の自立支援に向けて、施設退所前から退所後まで切れ毘

のない支援休制を整備します。
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信義援護議 :三三I
①児童一時保護事業[~基本事業名・ 13301 児童虐待対応力の強化}

(第3款民 生費第2項児童福祉費 4 児童福祉施設費)

予算額:(R1) 2 1 7， 8 9 0千円 → (R2) 2 3 9， 0 3 6千円

事業概要・児童相談所に併設する一時保護所や施設等への委託一時保護において被虐待児童等を保

護じ、児童の安全の確保を図るとともに、専門職による心のケア等を行います。

②(一部新)児童虐待法的対応推進事業{慕本事業名:13301 児童虐待対応力の強化}

(第3款民 生費第2項児童福祉費 4 児童福祉施設費)

予算額 (R1) 4 6， 4 2 9千円 → (R2) 1 6 7， 8 5 3千円

事業概要:児童虐待に的確に対応するため、児童相談所の法的対応、介入裂支援を強化するととも

に、 AI技術の活用によりアセスメントの精度を高めます。また、子どもの権利擁護を

推進するため、多機関連携の推進や協同面接の確立、 1アドボケイト(代弁・擁護者)の

養成、適切な家庭復帰に向けた仕紹みづくりを進めます。

③(  部新)市町児童相談体制支援推進事業【基本事業名 13301 児童虐待対応力の強化】

(第3款民 生費第2項児童福祉費 4 児童福祉施設費)

予算額:(R1) 2， 3 1 9千円 → (R2) 7， 064千円

事業概要:市町との継続した定期協議を実施し、要保護児童対策地域協議会の運営強化のためのア

ドバイザ一派遣等を行うとともに、市町職員を対象とした研修の充実を図ります。また、

市町の子ども家庭総合支援拠点設置のための支援を行います。

④(一部新)家庭的養護推進事業[基本事業名 13302 社会的養育の推進】

(第3款民生費第2項児童福祉費 4 児童福祉施設費)

予算額‘ (R1) 1 4 0， 3 1 0千円 → (R2) 2 0 1， 2 7 3千円

事業概要.里親リクルートから里親研修、子どもとのマッチング、里親委託中から委託解除後の支

援までを行う里親養育包括支援体制の整備を進めます。また、児童養護施設等の人材確

保を支援するとともに、小規模グループケア化や多機能化、児童家庭支援センターの設

置を促進します。

⑤(一部新)家族再生・自立支援事業【基本事業名 13302 社会的養育の推進】

(第3款民生費第2項児童福祉費 4 児童福祉施設費)

予算額:(R1) 1 2， 7 5 7千円 → (R2) 3 5， 0 5 6千円

事業概要:入所児童の処遇向上を図るため、児叢養護施設磯員等の人材育成に取り組むとともに、

退所者に対し生活の場の提供や身元保証を行います。また、児童養護施設に専任の生活

相談員を配置するとともに、施設、企業、 NPOと連携・協力し、施設退所前から退所

後まで切れ芭のない支援体制を整備します。
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(施策141 08向いまちづり

【主担当部局 E 警察本部】

陸重量重盗逗鍾塗釜額五言語量挙議樋禅譲
市町や地域住民、ボランティア団体、事業者、学校等との連携による犯罪防止に向けた取組と、発

生した犯罪に対する検挙活動の推進により、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きに

くい社会が構築されています。また、社会全体で犯罪被害者等に対する支援が行われています。

刑法犯認知件数

民標項目
の説明

2年度目標値

の考え方
件未満とするよう、段階的に減少させることを目標

F子ども安全・

安心の庖j認定

事業所数

重要犯罪の検挙
率

90%以上

85か所以上

犯罪被害者等支
援施策集を作成
した市町数

11市町

市
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①県民の皆さんの安全と安心を確保するため、犯罪の防止と検挙jこ取り組んできた結果、令和元(2019)

年中の刑法犯認知件数は、戦後最少を記録しました。その一方で、被害者に重大な危害を及lます重

要犯罪注)1や、高齢者等を狙った特殊詐欺は後を絶たず、また、ストーカー・ DV事案の認知件数

や、サイバー犯罪等に関する相談件数が高止まりするなど、治安情勢iま、依然、予断を許さない状

況にあります。さらに、近年、下校中の女児が殺害される事件、登校中の児童らが殺傷される事件、

多数の社員が放火により殺害される事件など、社会の耳目を集める凶悪事件が全国的に棺次いで発

生していることもあいまって、治安に対する県民の皆さんの不安を解消するには至っていません。

②このような現状において、県民の皆さんが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築

するためには、自治体や地域住民、ボランティア団体など、さまざまな主体との連携による犯罪防

止に向けた取組と、重要犯罪をはじめ、特殊詐欺やストーカー・ DV事案、サイバー犯罪など、県

民の皆さん!こ不安を与える犯罪に対する検挙活動を一層推進する必要があります。

③犯罪被害者等を支える社会の形成を促進することを目的に「三重県犯罪被害者等支援条例j を制定

し、犯罪被害者等の経済的負担の軽減を図る「三重県犯罪被害者等見舞金」を創設しました。しか

し、犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援が適切に提供される必要があることや、必要な支援は

多岐にわたることから、市町をはじめとする関係機関等と連携を強化し、総合的な支援体制を整備

する必要があります。また、二次被害を防止するため、犯罪被害者等に対する県民の皆さんの理解

促進を図る必要があります。

注) 1 重要犯罪:殺人、強盗、強制性交等、強制わいせつ、放火、略取誘拐及び人身売賞をいう。

んが安全で安心して暮らせる、犯罪の起きにくい社会を構築するため、多様な主体と連

携・協働し、犯罪防止に向けた取組を推進します。そのため、自主防犯活動の活性化を図るための

支援、人身安全関連事案lこ対する被害者の安全確保を最優先とした対処、子どもの安全確保、少年

の非行防止、高齢者等を狙った特殊詐欺の予防対策などの取組を強化するとともに、サイバー空間

における脅威に対処するための人的および物的基盤の強化を図ります。

②迅速・的確な初動捜査の徹底、捜査支援システムの活用や科学捜査の推進など、客観証拠確保のた

めの取組を強化し、被害者に重大な危害を及ぼす重要犯罪をはじめ、県民の皆さんに不安を与える

各種犯罪の徹底検挙と暴力団対策の推進を図ります。

③警察活動を支える基盤を強化するため、地域住民の安全・安心のよりどころである交番・駐在所の

機能強化を推進するほか、警察署を含めた警察施設のセキュリティ強化!こも取り組むなど、警察活

動に必要な装備資機材等の整備充実を図ります。

④今後、県内外で開催される大規模行事を見据え、テ口の未然防止に向けて、引き続き、県民の皆さ

んの理解と協力を得つつ、官民一体となった各種テ口対策jこ加え、施設管理者と連携した集客施設、

公共交通機関等の警備強化を推進します。

i環境生活部 i
⑤多様な主体との協創による安全で安心な三重のまちづくりを総合的に推進していくため、市町と一

層の連携強化を図りつつ、「安全で安心な三重のまちづくりアクションプログラム」のさらなる具現

化を進めます。
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⑥「三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づき、犯罪被害者等の状況に応じた必要な支援を適切に

提供するため、市町をはじめとする関係機関等との連携を強化し、総合的な支援体制を整備すると

ともに、研修会の開催等により支援従事者を育成します。また、犯罪被害者等を支える社会の形成

を促進するため、犯罪被害者等に対する県民の皆さんの理解を深める取組を推進します。

随筆業譲 :雲滋総滋言言 語泌総
l 警察本部 1 
α地域安全活動推進費【基本事業名:14101 みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進]

(第9款警察費第2項警察活動費 2 刑事警察費)

予算額岨 (R1) 4， 4 3 6千円→ (R2) 5， 371千円

事業概要 登下校中の子どもの安全確保対策を推進します。

このため、子どもの見守り活動を行う「子ども安全・安心の庖」認定事業所に対し、活

動に必要な物品や地域安全情報を提供します。

②サイバー犯罪対処能力向上事業【基本事業名・14101 みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】

(第9款警察費第2項警察活動費 2 刑事警察費)

予算額・ (R1) 4， 647千円 → (R2) 5， 0 8 0千円

事業概要 サイバー犯罪捜査に用いる解析機器を整備するとともに、先進的な情報通信技術を習得

するため、各種部外研修に職員を参加させます。

③車両等整備・管理費[基本事業名:14103 県民の安全を守る活動基盤の整備】

(第9款警察費第1項警察管理費 3 装備費)

予算額:(R1) 4 5， 0 7 0千円 → (R2) 69， 696千円

事業概要・車両未配備の駐在所にミニパトを配備し、レスポンスタイムの短縮、その他機動力の向

上を図ります。

このほか、使用する全ての車両について適正な管理を行います。

④警察官駐在所等整備費【基本事業名:14103 県民の安全を守る活動基盤の整備】

(第9款警察愛第1項警察管理費 4 警察施設費)

予算額・ (R1) 5 1， 9 5 2千円 → (R2) 3 3 0， 9 1 6千円

事業概要 老朽化した駐在所の建て替え、リフオームを行い、機能性の向上とセキュリティの強化

を図ります。

全ての交番・駐在所に防犯カメラを設置します。

⑤(新)みえの宝!子ども見守り活動応援プロジェクト

【基本事業名:14101 みんなで進める犯罪防止に向けた取組の推進】

(第9款警察費第2項警察活動費 2 刑事警察費)

予算額:(R1) 一千円 → (限) 7，406千円※みんつく予算

事業概要:車両を用いて通学路のパトロールを行う防犯ボランテイア団体に対し、 ドライブレコー

ダ一等を貸与します。
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1環境生活部 1
⑥安全安心まちづくり事業【基本事業名:14101 みんなで進める犯罪抑止に向けた取組の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額 (R1) 1， 2 3 2千円 → (R2) 8 1 7千円

事業概要:i安全で安11)な三震のまちづくりアクションプログラム・第25単JIこ基づき、市町との

連携強化を図り、県民の皆さんや事業者等さまざまな主体と協創しながら、安全で安心

な三震のまちづくり実現に向けた取組を進めます。

⑦犯罪被害者等支援事業【基本事業名・ 14104 犯罪被害者等支援の充実】

(第2款総 務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額 (R1) 1 0， 6 1 3千円 → (R2) 1 0， 3 8 0千円

事業概要:i三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づき、犯罪被害者等に寄り添った各種支援施

策を推進するとともに、関係機関・団体が相互に連携する総合的な支援体制を整備しま

す。また、犯罪被害者等が二次被害を受けることがないよう県民の皆さんの理解促進を

図ります。
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施策 142 交通事故ゼ口、飲酒運転o(ゼロ)をめざす安全なまちづくり

【主担当部局:環境生活部}

:盤整監言語言語重量議 i重量泌総量言語唾 E 
県民の皆さんをはじめ、さまざまな主体と連携が進み、それぞれの特性を生かした交通事故防止対

策を実施するとともに、「飲酒運転をしない、させないj意識が高まり、安全運転サポート車や後付け

安全運転支援装置が普及することなどにより、幼児から高齢者!こ至るまで安全安心な交通環境が実現

し、交通事故死者数が減少しています。

目標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

交通事故死傷者 3

数

件数

数

「ゾーン 30J整 l

備地区数(累計)

停止率

~ I 4，3∞人以下

コニ|730件以下

二三|32件以下

36件

/ ~川区以上|

三三|…」
20. 7% 

ヤレン
2年度の目標値を 71人

I~ ~I~ //  //~地区以上

|/|/|/ 
//  //  印 0%以上
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①県内の交通事故死者数・交通事故死傷者数は、長期的に減少傾向が続き、過去最少レベルにありま

すが、県民の皆さんが安全安心に暮らしていくにはまだまだ厳しい情勢にあることから、現状の交

通事故抑止対策を維持しつつ、さらなる対策の推進が求められています。

②飲湾運転違反の厳罰化にも関わらず、飲j酉運転事故や飲沼運転違反者がなくならない現状にあり、

「欽酒運転はしない、させない」という意識の定着や、アルコール依存症などの関連問題を含めた

取組が求められています。

③全国的に子どもや高齢運転者が当事者となる交通事故が問題となる中、本県でも高齢者が当事者と

なる交通事故の占める割合が増加傾向にあり、また、次代を担う子どもを交通事故から守ることは

社会的要請であることから、子どもや高齢者の交通事故抑止対策の推進が喫緊の課題となっていま

す。

④人口 10万人あたりの死者数が、都道府県別にみて常に多いことから、交通事故死者数のさらなる

減少に向けて、交通安全意識や交通マナ の向上のための教育・啓発、交通指導取締りや交通安全

施設の整備など、ソフト・ハ ド両面から交通安全対策を一層強力に推進することが求められてい

ます。

①「三重県交通対策協議会」の構成機関・団体との連携・協力のもと、四季の交通安全運動等を通じ

て、高齢者の交通事故の防止や、横断歩道での歩行者優先の徹底、シートベルト着用の徹底など「第

10次三重県交通安全計箇」をふまえ、効果的な広報啓発活動を展開します。また、 f第 11次三重県

交通安全計画Jの策定に向けた検討とともに、交通安全の取組を総合的に推進していくため、「交

通安全の保持iこ関する条例」の改正を行います。

②飲酒運転根絶に向け、規範意識の定着のための教育および知識の普及啓発を行うとともに、再発

防止のため、飲酒運転違反者に対してアルコール依存症に関する受診促進および飲酒運転とアル

コール問題に関する相談等の取組を推進します。また、「第3次三重県飲酒運転o(ゼ口)をめざ

す基本計画」を策定するため、関係機関・団体を交え検討を行います。

③高齢者の交遂事故防止に向け、高齢者のニーズに応じて、安全運転サポート恵等の普及促進や、運

転免許証自主返納制度、自主返納サポートみえの一層の周知などに取り組むとともに、高齢運転者

を対象としたセミナ一等とあわせて進めていくことで相乗効果を高める取絶を推進します。

④県交通安全研修センヲ一等において、自転車シュミレ タ等を用いた小学生向けの研修や、身体能

力の変化を自覚できる高齢者向けの研修など、年代に応じた参加・体験=実践型の交通安全教育に

取り組みます。また、地域や職域で活動する交通安全教育指導者の育成や、出前方式の交通安全教

育などを展開するほか、次期指定管理者の選定を実施します。

i| 警察本部 i 
⑤子どもや高齢者等の交通弱者の安全な通行を確保するため、生活道路を中心に横断歩道等の塗り替

えを進めるとともに、老朽化した交通安全施設の更新 建替を推進します。

⑥交通事故の発生状況や地域住民からの要望等を占まえ、移動オーピス等の効果的な活用を図り、交

通安全の確保に取り組みます。また、あおり運転に関連する違反や横断歩行者等妨害等の悪質性・

危険性の高い交通違反に重点を置いた交通指導取締りを推進します。
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!議選議議
i環境生活部 l
①交通安全運動推進事業

【基本事業名・ 14201 交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】

(第2款総 務費第5項生活文化費 2 交通安全対策費)

予算額:(R1) 6， 245千円 → (R2) 5， 84 7千円

事業概要 関係機関・団体と連携して、四季の交通安全運動をはじめ年闘を通じて、ポスターの掲

示や、チラシ・啓発物品の配布、ラジオスポット放送による広報啓発などの交通安全啓

発活動を行い、交通事故防止を図ります。

②交通安全企画調整事業

【基本事業名:14201 交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進】

(第2款総 務費第5項生活文化費 2 交通安全対策費)

予算額:(R1) 7 3 9千円 → (R2) 7 54子円

事業概要.国が示す新たな 5か年計画案に基づき、より実効性の高い三重県らしい「第 11次三重

県交通安全計@jJを策定するため、関係機関 E 団体や有識者を交えた検討を行います。

また、交通安全の取組を総合的に推進していくため、「交通安全の保持に関する条例」の

改正も行います。

③欽酒運転すをめざす推進運動事業

【基本事業名:14202 飲潜運転o(ゼ口)をめざす教育・啓発および再発防止対策の推進】

(第2款総 務費第5r頁生活文化費 2 交通安全対策費)

予算額:(R1) 4， 63 3千円 → (R2) 3， 1 06千円
ゼロ

事業概要目「第2次三重集飲)!li運転Oをめざす基本計箇jをふまえ、飲酒運転の根絶に向けた教育、

普及啓発を行うとともに、次期計画の策定!こ向けた検討を行います。また、欽酒運転違

反者に対して、アルコール依存症に演する受診義務の通知を行うとともに、相談窓口を

運営します。

④(新)高齢運転者交通安全緊急対策事業

【義本事業名:14201 交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育・啓発の推進]

(第2款総 務費第5項生活文化費 2 交通安全対策費)

予算額 (R1) 一 千 円 吋 (R2) 1 8， 0 5 0千円

事業概要:高齢者の安全運転を支援する対策として、後付け安全運転支援装置の購入者に助成を行

う市町への補助を実施します。また、安全運転サポート車への買い替え促進や、運転免

許証自主返納制度、運転免許証自主返納サポートみえの周知を図るための啓発を実施し

ます。

⑤交通安全研修センヲー管理運営事業

【基本事業名:14201 交通安全意識と交通マナーの向上に向けた教育'啓発の推進]

(第2款総 務愛第5項生活文化費 2 交通安全対策費)

予算額田 (R1) 40，396千円 → (R2) 4 1， 0 5 6千円

事業概要:累交通安全研修センターにおいて、交通安全教育機器を活用し、幼児から高齢者までの

幅広い県民を対象にした参加体験・実践型の交通安全教育を効果的に実施するととも

に、交通安全教育指導者の養成ー資質向上に取り絶みます。また、次期指定管理者の選

定を行います。
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l 警察本部 l 
⑥交通安全施設整備事業{基本事業名:14203 安全で快適な交通環境の整備】

(第9款警察費第2項警察活動費 4 交通安全施設整備費)

予算額 (R1) 7 6 0， 5 4 5千円 → (R2) 9 8 7， 2 1 4千円

事業概要.三重とこわか国体・三重とこわか大会の安全対策、未就学児対策、生活道路ゾーン対策、

横断歩道の塗り替えを実施します。このほか、所定の更新時期を超えた施設のうち、著

しい老朽化が確認されたものを優先的に更新整備します。

⑦交通安全県民力向上事業【慕木事業名:14204 交通秩序の維持】

(第9款警察費第2項警察活動費 3 交通指導取締費)

予算額:(R1) 5，.8 9 5千円 → (R2) 4， 1 54千円

事業概要:関係機関・団体の協力を得て、交通安全教室を開催するほか、広報啓発活動を推進する.

ことにより、交通事故を抑止します。

③(新)高齢運転者交通事故緊急対策事業【基本事業名:14204 交通秩序の維持}

(第9款警察費第2項警察活動費 3 交通指導取締費)

予算額:(R1) 千円 → (買2) 3， 3 5 0千円

事業概要:自動車教習所において、交通事故を経験した高齢運転者を対象とする参加・体験・実践

型のセミナーを開催します。また、安全運転サポート車の試乗体験も行います。
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【主担当部局:環境生活部】

謀議議議選言語猛毒菱総線路義援義務繰踊 l 
県や市町、消費者団体、事業者団体、地域住民等さまざまな主体が連携することにより、消費者一

人ひとりが消費生活に関する正しい知識を得て、事業者との契約トラブル等を回避する自主的かつ合

理的な消費活動を行うとともに、単なるサービスの受け手としてではなく、社会、経済、環境などに

消費が与える影響を考えて商品・サービスを選ぶなど、公正で持続可能な社会の形成に寄与するよう

な消費生活を営んでいます。

65. 5% 

目標項目 |消費者トラブルに遭った詩に消費さ主活センヲーや市町の消費生活相談窓口を利用するとし
の説明 |た人の割合

2年度目標値 |令和5年度の目標達成に向け、段階的に割合を増やしていくこととし、これまでの実績等を
の考え方 |ふまえて目標値を設定しました。

に向けた消費生
6， 255人

5， 244人

した人数 (30年度)

消費生活相談に

おいてあっせん| / 93. 2% I / / 95.0% 

により消費者ト

ラブルが解決し| 92.1% 
(30年度)

た割合
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①高度情報通信社会の進展や新技術を活用した新たなビジネスの登場など、消費者の利便性が高まる

一方で、新たな消費者トラブルの発生が懸念されることから、一層の消費者教育、啓発活動を行う

とともに、消費者に身近な市町における相談体制の充実に向けた取絡が必要です。

② f民法jの改正により、令和4(2022)年4月から成年年齢が 18歳に引き下げられることに伴い、

これまで未成年者取消権で保護されてきた 18歳、 19歳の若年者が保護対象から外れることとなる

ため、若年者の消費者被害拡大防止に向けた取組の強化が必要です。

③消費生活相談件数に占める高齢者の割合が年々増加していることから、高齢者の消費者トラブル防

止のための取組を一層進めるとともに、消費者に身近な市町における見守り体制の充実に向けた取

組が必要です。

④不適正な取引行為等の排除と健全な市場の形成のため、関係機関等と連携して事業者の監視・指導

を行うほか、事業者における自主的な取組を支援していくことが必要です。

|樹立擁護機糊樹三重三 塁議選議滋I
①消費者団体、事業者団体等が参罰する fみえ・くらしのネットワーク」をはじめ、市町等、多様な

主体との連携を強め、子どもから高齢者まで各世代の特性に適した方法で、消費者トラブルの未然

i坊止、拡大防止に向けた取組を推進します。また、県消費生活センヲーにおいて専門的な相談対応

や、県・市町の相談員等を対象とした研修を行うとともに、県民の皆さんに身近な市陀で消費生活

根談に対応できるよう、相談体制の充実について市町に働きかけや助言を行います。

②「民法」改正による成年年齢引下げを見据え、若年者を対象とした出前講座等を行うとともに、教

育機関等と連携し、若年者向けの消費者教育に取り組みます。また、若年者が消費者トラブルに遭

うことなく、自立した消費者として行動するための知識と意識を高めるための取組を推進します。

③高齢者の消費者トラブルの妨止に向け、県内各地で出前講座を行うとともに、市町で実施される地

域の見守り力向上の取組とも連携し、「消費者啓発地域リーダ jによる地域における自主的な取組、

啓発活動を促進するための取組を推進します。

④雷、近隣県、警察、関係機関、関係部局等と連携して「悪質な頭取引jや「商品・サービスに係る

不適正な表示JIこついて事業者の監視・指導を行います。また、適正な商取引や言語品等の表示に向

けた事業者の自主的な取組を支援します。

①消費者行政推進事業[基本事業名:14301 自主的かつ合理的な消費活動への支援】

(第2款総務費第5t頁生活文化費 7 消費生活事業費)

予算額:(R1) 4 7. 9 1 7千円 → (R2) 2 5. 1 0 3千円

事業概要:弁護士等の活用により県消費生活センターの専門性を確保するとともに、県、市町の根

談員等を対象とした研修会を開催し、相談員の資質向よを留ります。また、消費生活相

談員資格取得支援講座を開催し、相談員有資格者の増加を図ります。

市町における消費者行政の推進を図るための支援を行います。

②相談対応強化事業[基本事業名:14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】

(第2款総務費第5項生活文化費 7 消費生活事業費)

予算額:(R1) 2 3. 0 9 0千円 → (R2) 2 3. 5 7 7千円

事業概要・県消費生活センターに消費生活相談員を配置するとともにその資質向上を図り、消費者

からの相談に対して迅速かつ適切に対応します。また、多重債務に関する相談に対して

関係機関と連携して、適切に対応します。

67 

R2.2.12全員協議会提出資料



③消費者啓発事業[基本事業名:14301 自主的かつ合理的な消費活動への支援】

(第2款総務費第5項生活文化費 7 消費生活事業費)

予算額:(R1) 1 6， 1 4 7千円 → (R2) 1 6， 3 3 5千円

事業概要:消費者トラブルの未然防止、拡大!坊止に向けて、若年者や高齢者をはじめとした幅広い

世代を対象として消費生活出前講座等を開催するとともに、市町、消費者団体、事業者

団体、関係機関、消費者啓発地域リーダ一等の多様な主体と連携した啓発活動や、講演

会、各種メディアの活用等により消費者啓発・消費者教育を実施します。

④事業者指導事業[基本事業名:14302 消費者被害の救済、適正な取引の確保】

(第2款総務費第5項生活文化費 7 消費生活事業費)

予算額:(R1) 5， 904千円 → (R2) 5， 7 8 2千円

事業概要:事業者指導の実効性を高めるため、不当商取引指導専門員を配置するとともに、国、近

鱗果、警察、関係機関、関係部局等と連携して、悪質な取引や商品・サービスに係る不

適正な表示について事業者の監視・指導を行います。また、適正な商取引や商品等の表

示に向けた事業者の自主的な取組を支援します。
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施策 144 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進

{主担当部局:医療保健部】

難語議室長総選義援議議長議選言語議議員総量
医薬品や医療機器なと、の品質管理体制の整備により医薬品等の安全が確保されるとともに、生活衛

生営業施設等の衛生が確保され、安全なサーピスや製品が提供されています。

また、さまざまな主体と連携し地域全体で取り組むことで、動物の殺処分がなくなるとともに、薬

物が容易に入手できない環境が整備されています。

目標項目 i保健所に収容した犬・猫のうち、やむを得ず殺処分在行った犬"猫の数(治癒の見込みがな
の説明 !い病気などの理由により殺処分した数を除く)

2年度回標値 i令和5年度までに殺処分数がなくなることをめざし、段階的に減少するよう令和2年度の目
の考え方 |標値を設定しました。

100% 
垣胞訳υJつり 1/

不良医薬品等を

出さなかった施 98. 8% 

設の割合 (30年度)

2， 400人
献血を行った 10

代の人数

薬物乱用防止に

関する知識と理 / 55， 950人| / / 58， 000人

解を深めた県内

学校の児童生徒

等の人数

健康被害が発生|
しなかった生活

~ 1∞%1 ~ ~ 100% 

衛生営業施設の|
割合 (30年度)
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①医薬品等製造業者等への監視指導や、集民の皆さんへの医薬品等の適正使用のための情報提供など

を行うとともに、患者本位の医薬分業の実現等をめざし「かかりつけ薬剤師・薬局」を推進してい

ます。引き続き、医薬品等の品質、有効性および安全性の確保を図るとともに、将来にわたり安全

な血液製剤を安定的に確保するため、若年層に対する獄血啓発などに取り組む必要があります。

②動物愛護管理の拠点として三重渠動物愛護推進センタ-iあすまいる」を平成 29(2017)年5月に

開所し、動物愛護教室などの普及啓発活動、飼い主への終生飼養の指導や飼い主のいない猫の不妊・

去勢手術などの引取り数を減らす取組、譲渡事業等に取り組んだところ、犬.~i苗の殺処分数が大幅

に減少しました。引き続き、人と動物が安全・快適に共生できる社会をめざし、取組を推進する必

要があります。

③民間団体、学校、市町等の関係機関と連携し、薬物乱用妨止に関する啓発、取締りなどに取り組ん

でいます。近年、若年j嘗を中心に大麻事犯検挙者数が増加していることから、これまで以上に薬物

乱用防止対策を進める必婆があります。

④生活衛生営業施設等に対する監視指導や衛生管理に関する講習会等を行っています。引き続き、施

設における衛生確保を図るため、監視指導などに取り組む必要があります。

髄勝義援瀦蹴縦三三 I護 怒盗塁議.雲類自
①医薬品等の安全確保のため、医薬品製造業者等の歎視指導や製品検査を実施し、製造業者等の品質

管理に関する技能の向上を図るとともに、医薬品等を使用する側の県民の皆さんに対して医薬品の

副作用等に関する正しい知識の啓発に取り組みます。引き続き、後発医薬品の製造施設の監視や製

品検査に取り組むとともに、関係団体と連携し、後発医薬品の適正使用の推進!こ取り組みます。

②在宅医療への参画や多職種との連携等に取り組む薬局目薬剤師を支援するとともに、女性薬剤師の

復職支援等、薬剤師の確保支援を進めます。また、薬剤師会と連携し、研修会の開催等により、災

害薬事コーディネーターの養成に努めます。

③将来的に安定して血液を供給するためには、若年層の協力が必要不可欠であることから、高等学校

における献血セミナーの開催や高校生、大学生等の献血ボラン子イアとの連携を推進するとともに、

献血セミナーの受講者等が実際に献血者に結び付く取組の充実を図ります。

④「あすまいるJを動物愛護管理の拠点として、殺処分ゼロに向け、犬 猫の譲渡や、飼い主のいな

い猫の減少に向けた不妊 去勢手術、動物愛護教室の普及啓発活動等を推進します。また、県獣医

師会等関係団体と逮燐し、災害時などの危機管理対応に取り組むとともに、ボランテイア等のさま

ざまな主体との協創の取組を推進するなど、 3つの取組をさらに充実します。

⑤薬物乱用防止対策の推進は、関係機関が連携して取組を進めていくことが重要であることから、引

き続き、 f三重県薬物乱用対策推進本部」等を活用し、計画的な啓発、取締りや再乱用防止等を実施

することにより、大麻等の薬物乱用防止に取り組みます。

⑥生活衛生営業施設等における衛生確保を図るため、施設の監視指導等を行うとともに、県生活衛生

営業指導センヲーと達携して自主的な衛生管理の推進を図ります。
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|謀議議議
①薬事審査指導費{基本事業名:14401 医薬品等の安全な製造・供給の確保】

(第4款衛生費第4項医 薬 費 4 薬務費)

予算額:(R1) 1 7. 1 3 7千円 → (R2) 1 3. 9 7 7千円

事業概要:医薬品等の品質、有効性および安全性を確保するための蛍祝等を行うとともに、県民

に対して医薬品等の正しい知識を提供し、適正な使用の推進に取り組みます。

②薬害事経済調査費[基本事業名:14401 医薬品等の安全な製造・供給の確保】

(第4款衛生費第4項 医 薬 蓑 4 薬務費)

予算額:(R1) 12.250千円 → (R2) 1 5. 9 1 6千円

事業概要.医薬品、医療機器等の安定供給と、適切な価格設定等に貢献するため、薬価調査、医

薬品需給状況調査を実施するとともに、後発医薬品の品質確保や適正使用の推進に取

り組みます。また、患者本位の医薬分業の実現に向け、患者のためのかかりつけ薬剤

師・薬局の推進等の事業を実施します。

③(一部新)薬局機能強化事業【基本事業名・ 14401 医薬品等の安全な製造・供給の確保】

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 4 薬務費)

予算額・ (R1) 6. 99 5千円→ (R2) 7. 5 0 0千円

事業概要:rかかりつけ薬剤師，薬局」を推進するため、在宅医療への参画や多職種との連携等に

取り組む薬剤師 薬局を支援します。また、女性薬剤師の復職支援や、中・高校生へ

の啓発等の薬剤師への魅力を高める取組により薬剤師の確保支援を進めます。

④血液事業推進費【基本事業名:14401 医薬品等の安全な製造，供給の確保]

(第4款衛生費第4項医 薬 費 4 薬務費)

予算額:(R1) 2. 59 5千円 → (R2) 2. 6 04千円

事業概要:将来的に安定して血液を供給するためには、若年層の協力が必要不可欠であることか

ら、高等学校における献血セミナーの開催や高校生、大学生等の献血ボランティアと

の連携を推進するとともに、献血セミナーの受講者等が実際に献血者に結び付く取組

の充実を図ります。また、医療機関における血液製剤使用の適正化を図ります。

⑤動物愛護管理推進事業【基本事業名・ 14402 人と動物との共生環境づくり】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 3 予防費)

予算額:(R1) 130.268千円 → (R2) 1 3 3. 1 8 3千円

事業概要:関係団体等と連携し、動物愛護教案等の普及啓発活動等に取り組むとともに、「あすま

いる」を動物愛護管理の拠点とし、クラウドファンディングを活用した飼い主のいな

い猫の不妊・去勢手術や犬・猫の譲渡等の殺処分数ゼロに向けた取組、ペットに関す

る防災対策の取組等を推進します。また、 f第3次三重県動物愛護管理推進計画」の策

定に取り組みます。
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⑥薬物乱用防止対策事業[慕本事業名・ 14403 薬物乱用防止対策の推進]

(第4款衛生費第4項医薬費 4 薬務費)

予算額 (R1) 1 1， 1 4 6千円 → (R2) 9， 6 3 8千円

事業概要・警察本部等の関係機関と連携し、若年層を対象とした薬物乱用防止教室等による啓発

活動、違法薬物等の取締りや薬物依存症者等に対する回復支援を中心とした再乱用防

止に取り組みます。

⑦生活衛生関係営業指導費{基本事業名:14404 生活衛生営業施設等の衛生確保】

(第4款 衛生費第2項環境衛生費 2 環境衛生指導費)

予算額:(R 1) 2 8， 1 1 9千円 → (R2) 2 7， 6 0 7千円

事業概要 生活苦言生営業施設等の監視指導や講習会等を行います。また、住宅宿泊事業が適正に

運営されるよう、関係機関と連携を図り的確に対応します。
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(跡 45 (1¥tの安全安心の確保

[主担当部局:医療保健部】

皇室蓮華:重差益j重量菱重:三重軽経華経重量~嘉言語
農水産物の生産や食品の製造・加工'流通から消費に至る全ての過程において監視指導等を行うと

ともに、家畜伝染病等の食に関わる課題に対して、県民の皆さんへの影響を最小限に抑えられている

体制が整備され、安全で安心な食品が供給されています。

目標項呂 IHACCPに沿った衛生管理が適切に運用されていることを監視等により確認した施設(不
の説明 |適切であったが指導等により改善したものを含む)の欝合

2年度呂標値 |食の安全・安心の確保を図るためには、 HACCPに沿った衛生管理が適切に運用されてい
の考え方 |る必要があることから、目標値を 100%としました。

特定家畜伝染病

発生防止率
81.9% 

100% 

100% 

①食の安全・安心の確保のためには、食品関連事業者や生産者のコンブライアンス意識の向上を図る

とともに、自主的な取組を促進することが必要です。また、消費者自らが食品に対する知識と理解

を深め、判断・選択することが必要なことから、食品関連事業者、生産者および行政の取絡を知る

機会を増やし、相互理解を促進することが必要です。

②食品の製造・加工・流通から消費に至る過程において、衛生管理や食品表示等の監視指導、食品の

検査等に取り組んでいます。引き続きこれらの取組を実施し、県内に流通する食品の安全性を確保

する必要があります
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③食品事業者は、「食品衛生法」の改正に伴う HACCPに沿った衛生管理や、「食品表示法」の経過

措置期間終了による新制度に基づく食品表示に対応する必要があることから、 HACCPに沿った

適切な衛生管理や新制度に基づく適切な食品表示が行われていることを確認する必要があります。

④食の安全目安心に対する消費者の不安を解消するため、農薬、肥料、動物 水産用医薬品や飼料等

の適正使用の管理および安全・安心な農水産物生産システムの構築を図る必要があります。

⑤家畜伝染病の発生紡止に向け、県内畜産農場!こおける紡疫体制の強化を図る必要があります。特に、

県内での野生イノシシへのCSF感染をふまえ、各農場における飼養衛生管理基準の遵守・徹底な

ど、発生|坊止に向けた取組を進めるとともに、家畜伝染病の発生による畜産物への風評被害対策に

取り組む!O、要があります。

隊機義義援謀議欄疑緩慢 綴遺言I

l医療保健部 1
①「三重県食品監視指導計爾Jに基づき、食品による健康被害の防止や食晶表示の適正化のための監

視指導を実施するとともに、食品中の残留農薬や微生物等について検査を実施し、衛生基準等に不

適合があった場合lま、事業者に対して改善するよう指導します。また、食肉の安全性を確保するた

め、と畜検査・食鳥検査を全頭(羽)実施します。

②会での食品事業者がHACCPに沿った衛生管理等に対応する必要があることから、引き続き、改

正食品衛生法を周知するほか、説明会の開催や県食品衛生協会と連携した相談対応等必要な支援を

行います。

③令和2 (2020)年の三重とこわか国体競技別リハーサル大会や、令和 3 (2021)年の三重とこわか

国体・三重とこわか大会に向け、宿泊施設や弁当調製施設における監視指導を実施します。

1農林水産部 l
④食品に対する県民の信頼確保を図るため、食品の科学約な検査や食品事業者等を対象とした研修会

などを通じて関係法令等の遵守 徹底や、食品関連事業者のコンブライアンス意識の醸成を図ると

ともに、出前トーク等により消費者に対する積極的な情報提供に努めます。また、「三三重県食の安全・

安心確保のための検討会議」における委員の意見をふまえながら、食の安全・安心確保のための施

策を進めます。

⑤安全・安心な農水産物の生産と安定供給に向けて、農薬、肥料、動物ー水産用医薬品、飼料等生産資

材の適正な生産・販売および使用が確保されるよう監視ー指導を実施します。

⑥家畜伝染病の発生妨止に向けて、生産者に対する飼養衛生管理基準の遵守・徹底を指導します。ま

た、万一の発生時に迅速な対応ができるよラ防疫体制の強化!こ向けて、引き続き、関係機関などに

対する防疫研修等を実施するとともに、精度の高い検査体制の整備に取り組みます。特に、 CSF

対策については、鍋養豚!こ対する予妨的ワクチン接種の取組を進めるとともに、野生イノシシによ

るCSF感染拡大の防止を図るため、経口ワクチンの散布や野生イノシシの生息数の低減に取り組

みます。さらに、 CSF等家畜伝染病の発生による畜産物への底評被害の未然防止対策に取り組み

ます。
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①(一部新)食の安全総合監視指導事業【基本事業名:14501 食品の安全・安心の確保】

(第4款衛生費第2項環境衛生費 1 食品衛生指導費)

予算額:(R1) 5 5. 8 9 3千円 → (R2) 1 0 6. 8 9 7千円

事業概要:食の安全・安心を確保するため、「三重県食品監視指導計画j に基づき、食品関係施設

の監視指導や食品中の残留農薬・微生物等の検査、食品表示の適正化等!こ取り組みま

す。また、関係屈体と連携し食品事業者のHACCPに沿った衛生管理の取組を支援

するとともに、台帳管理システムを再構築するなど、改正法!こ円滑に対応します。さ

らに、三重とこわか毘体競技別リハーサル大会や、令和 3 (2021)年の三重とこわが

国体・三重とこわか大会に向け、宿泊施設や弁当調製施設における監視指導を実施し

ます。

②食の安全食肉衛生事業{基本事業名:14501 食品の安全・安心の確保]

(第4款衛生費第2項環境衛生費 1 食品衛生指導費)

予算額:(R1) 2 5. 7 0 5千円吋 (R2) 2 O. 0 3 3千円

事業概要:安全で安心な食肉・食鳥肉を提供するため、と畜検査・食鳥検査を全頭(羽)実施し

ます。

1農林水産部 11

③食の安全 安心確保推進事業【基本事業名・ 14502 農審水産物の安全'安心の確保】

(第6款農ネヰ水産業費第1項農業費 1農業総務費)

予算額 (R1) 6 3 3千円 → (R2) 2. 1 6 7千円

事業概要 「食の安全安心が確保された三重県」を実現するため、条例および基本方針に基づく

施策を総合的に推進するとともに、米トレーサビリティ法等に係る監視指導等に取り

絡みます。また、 CSF等を含めた食の安全・安心に関する正しい知識と理解を深め、

判断、選択を行えるよう情報提供の充実を図ります。

④農作物等適正管理推進事業{慕本事業名:14502 農畜水産物の安全・安心の確保]

(第6款農林水産業費第1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額ー (R1) 1 6. 7 3 2千円 → (R2) 1 9. 8 7 0千円

事業概要:病害虫の発生時期・発生量等の予測情報や防除技術の普及、新病害虫の感染拡大防止

に取り組むとともに、堆砲などの活用による土づくりの促進、土壌の適正管理の推進

等を行うことにより、安全 安心で環境にやさしい農業生産体制の構築を進めます。
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⑤家畜衛生防疫事業【基本事業名・ 14502 農畜水産物の安全・安心の確保】

(第6款農林水産業費第2項畜産業費 2家畜保健衛生受)

予算額:(R1) 6 O. 8 8 6千円 → (R2) 3 7 5. 7 1 8千円

事業概要.家畜伝染病の発生予防とまん延防止など、飼料や動物用医薬品等の適正利用を推進す

るため、定期巡回や立入検査等による監視指導を強化するとともに、家畜衛生技術の

指導lこより家畜の健康維持と生産性向上を図ります。また、飼養豚に対する予防的ワ

クチンの接種を進めるとともに、今後のCSF等家畜伝染病の発生に備え、迅速な妨

疫措置に向けた体制の強化を図ります。

⑥家畜衛生危機管淫体制維持事業【基本事業名:14502 農畜水産物の安全・安心の確保】

(第6款農林水産業費第2項資産業費 2家畜保健衛生費)

予算額:(R1) 2 1. 5 0 2千円 → (R2) 1 2 3. 2 1 5千円

事業概要・家畜伝染病の発生に備えて、家畜保健衛生所における危機管理体制を維持するため、

設備・備品の設置およびメンテナンスを行います。また、野生イノシシによる感染拡

大の防止を~るため、 CSF検査を実施するとともに、捕獲強化による生息数の低減

に取り組みます。

⑦消費者に安心される養殖水産物の生産体制整備事業

【基本事業名:14502 農畜水産物の安全・安心の確保】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 1. 1 9 2千円 → (R2) 1. 3 7 2千円

事業概要:水産物の安全・安心の確保を図るため、新規疾病を含む魚病診断や水産局医薬品の残

留検査等の養殖衛生管理指導に加え、水産調係団体等と連携した貝毒検査を実施しま

す。
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施策 146 感染症の予坊と拡大防止対策の推進

【主担当部局，医療保健部】

ヨ重語通量言語言語き蓮華 E論議j重量秘義重量議 議長話I
県民一人ひとりが感染予防に自主的に取り組むとともに、感染疲が発生した際!ま、地域社会全体が

的確な情報に基づき、速やかに感染拡大妨止策をとることにより、県民が安心して暮らせる濠境が整

っています。

目標項毘
の説明

2年度目標値
の考え方

感染症危機管環

に関する訓練実

施率

定期接穣におけ

る麻しん、嵐し

んワクチンの接

種率

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく、 、二、三三類感染
症発生数のうち、集団発生が抑止できた害Ij合

一 一 =額融染症の集団発生を起こさな1.'..もしくは小規模に抑えることが重要であるた

95. 6% 
(30年度)

うち、集団発生を抑止できた数の割合を 1∞%とすることを毘標として設

100% 

100% 

①感染症予防を普及啓発するための人材の養成や感染症発生動向調査システムの活用による情報発信

等を行うことで、危検性の高い感染症の集団発生の抑止に取り紹んでいます。今後も感染疲の流行

状況に応じた情報発信や普及啓発が必要であることから、感染予防に関する研修会の開催やシステ

ム活用による情報発信等、感染予防 e 拡大紡止の取組を推進していくことが必要です。
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②エボラ出血熱や新型インフルエンザ等、発生すると社会的影響の大きい感染症について、適切な治

療や防疫措置を講じるため、感染症指定医療機関の運営や設備整備への支援、防疫用品等の備蓄・

更新、発生に備えた関係機関と連携した訓練を行っています。今後も、関係機関と連携した訓練を

行うなど、紡疫体制jの充実を図る必要があります。

③H I V (エイズの原因となるウイルス)や肝炎に対しては、無料検査や相談により、早期発見・早

期治療を促進するとともに、風しんについては、妊娠を希望する女性等を対象に無料の抗体検査等

を実施し、感染予防につなげる取絡を行っています。引き続き、無料検査や相談についての広報を

行うなど、感染予妨・拡大防止に向けた取組を行っていく必婆があります。

言葉き駿難重量厳重. 議議議 建 議総綴溜.議議自
①感染症の予防や感染拡大防止については、その知識の普及啓発や流行状況に応じた情報発信が必要

であることから、感染予防に関する研修会の開催や感染症発生動向調査システム等を活用した情報

発信等に取り組みます。

②発生すると社会的に影響の大きい感染症の発生!こ備え、感染症指定医療機関等の運営や設備整備へ

の補助、備蓄している抗インフルエンザウイルス薬等の更新を行います。また、感染症発生時は、

医療機関、消防、警察等の関係機関との連携した対応が重要となることから、関係機関と協力し、

県内の全保健所で訓練を実施するなど連携体制の充実を図ります。

③HIVや肝炎については、感染の早期発見に向け、保健所が実施している HIV検査や肝炎ウイル

ス検査の普及啓発を行い、検査受診者数の増加をめざします。また、正しい知識や検査の必要性を

啓発することにより感染拡大防止を図るとともに、陽性者が安心して治療を受けることができるよ

う、相談体制の充実に取り組みます。加えて、肝炎ウイルス検査陽性者等を対象に、重症化予訪の

ためのフォローアップ事業や検査費用の助成を実施するとともに、啓発を行うことで制度利用者の

増加を図ります。

④結核については、早期発見と適切な治療につながるよう、引き続き、健康診断や医療費の助成、訪

問指導、服薬支援 (DOT8)、接触者健診、結核菌分子疫学的解析等を実施します。なお、増加

する高齢者や外国人の結核患者については、研修会等を開催するとともに関係者と連携し、治療完

遂に向けた支援の充実を図ります。

⑤三重県予妨接種センヲーにおいて、予防接穣要注意者および渡航者等に対する相談対応や予防接種

を実施していきます。また、風しんや輸入症例による患者が増加している麻しんについては、医療

機関等を対象に研修会の開催やワクチン接種などの予防対策の普及替発lこ取り組みます。なお、先

天性風じん症候群の発生予防のため、引き続き、妊娠を希望する女性等を対象にした無料の風しん

抗体検査に取り組むとともに、市町と連携し、昭和 37(1962)年4月2臼から昭和 54(1979)年

4月1B生まれの男性を対象とした嵐しんの追加的対策が円滑に進むよう取り組みます。
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擁護養護 富三三( E雲- 喜蕊護霊雲
①感染症対策基盤整備事業【基本事業名:14601 感染予防のための普及啓発の推進]

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 3 予紡費)

予算額:(R1) 5 7 1千円 → (R2) 4 8 9千円

事業概要:感染症予妨や感染拡大防止については、知識の普及啓発や流行状況に応じた情報発信

が必要であることから、感染予妨に関する研修会を凋催するとともに、感染症発生動

向調査システムを活用し、情報をホームベ ジに掲載するなど、知識の普及啓発に取

り組みます。

②結核・感染症発生動向調査事業{基本事業名:14601 感染予防のための普及啓発の推進】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 3 予防費)

予算額:(R1) 1 4， 5 7 5千円 → (R2) 14， 3 3 5千円

事業概要:医療機関等からの感染症情報等を収集・分析するとともに、関係機関や県民に情報提

供を行うことで、感染症の発生や感染拡大の朱然防止を図ります。

③(一部新)防疫対策事業【基本事業名:14602 感染症危機管理体制の整備]

(第4款衛生費第1t頁公衆衛生費 3 予防費)

予算額:(R1) 3 2 1， 0 9 3千円 → (R2) 74， 70 3千円

事業概要 県民が感染症!こ催怠した!擦には適切な医療に導くとともに、保健所等関係機関が迅速

に対応することにより、感染拡大を防止します。また、治療困難な感染疫の拡大防止

対策として、新たに薬剤耐性菌の出現を抑えるための抗菌薬の適正使用に関する普及

啓発を行います。さらに、感染症患者移送車の維持や医薬品等の備蓄更新を実施する

とともに、新型インフルエンザ等対策訓練、研修等を行い、感染疲の発生時に備えま

す。

④エイズ等対策費【基本事業名:14603 感染症対策のための相談・検査の推進】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 3 予紡費)

予算額:(R1) 1 0， 1 9 9千円 → (R2) 1 2， 7 2 5千円

事業概要目エイズや肝炎等の無料検査の実施、正しい知識の普及啓発、相談・指導体制の充実等

により、感染拡大防止を図ります。また、肝炎ウイルス検査陽性者等のフォローアッ

プ事業や検査費用の助成を行い、重疲化予防を図ります。

⑤結核対策事業{慕本事業名:14603 感染症対策のための相談・検査の推進]

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 2 結核対策費)

予算額:(R1) 1 8， 3 6 7千円 → (R2) 1 8， 404千円

事業概要:訪問指導、服薬支援 (DOT8)、接触者健診、結核菌分子疫学的解析等を実施すると

ともに、高齢者や外医人等に対して正しい知識の普及啓発を行い、結核患者の早期発

見や適切な治療につなげるための支援を行います。また、結核医療に従事する医師や

医療従事者の確保を図るため、人材育成や研修に取り組みます。
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⑥予防接種対策事業[墓本事業名:14603 感染症対策のための相談 検査の推進】

(第4款 衛生費第1項公衆衛生費 3 予防費)

予算額‘ (R1) 3 7， .2 6 0千円 → (R2) 4 1， 90 5千円

事業概要.三重県予紡接種センヲーにおいて、県民や市町等からの相談対応や海外渡航者等への

予紡接種を実施するとともに、市町と遥携し、健康被害者の救済や接種率向上、接穣

間違いの!坊止等を図ります。また、風しん麻しん対策として医療機関等を対象にした

研修会の開催や無料の風しん抗体検査を推進するとともに、国の風しんの追加的対策

が円滑に進むよう市町と連携して取り組みます。
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(施策 147 (lW¥害対策の推進

【主担当部局.農林水産部】

言葉謀議重量挙選議議委譲~綿織議議選豪語調議員掛 言総総 司
さまざまな主体がそれぞれの役割分担のもと、獣害対策に取り組み、被害が減少することにより、

人と獣との共生社会が実現し、県民の皆さんが安心して暮らし続けられる三重につながっています。

野生鳥獣によ
る農林水産業
被害金額

目標項震

の説明

2年度呂標値
の考え方

ニホンジカの推 1

定生患頭数

食肉処理施設

(みえジビエ登

録施設)で解体

処理された野生

獣の頭数(ニホ

ンジ力、イノシ

シ)

イノシシ、二ホンジ力、ニホンザル、カワウ等による農林水産業の被害金額

過去、最も被害の大きかった平成 23年度の被害金額の半減をめざし、 4年間で 48百万円減
少させることを百襟に、毎年度 12否万円減少させることとしました。

33.0% 

29.5% 
(30年度)

//| 7 7 32， 500頭

46， 200頚

(30年度)

/ 1，310頚 i / / 1 ， 640~Ji 

1， 200頭
(30年度)
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①獣害対策を集落ぐるみで行う「体制づくり」、侵入防止柵の整備などを行う f被害対策」、捕獲など

を進める「生息管理j、捕獲した野生獣を有効に生かす「獣肉等の利活用Jに取り組んできた結果、

農林水産業被害金額は着実に減少しています。しかしながら、依然として被害軽減が実感されてい

ない集落があることや、自動車等との衝突事故など生活の安全・安心が脅かされており、さらなる

獣害対策の推進が求められています。

②侵入防止楠整備後の管理など継続的な獣害対策活動を支援するとともに、地域の実情に応じたきめ

細かな対策を進め、被害防止効果の高い取組にしていく必要があります。

③ ICTを活用した効果的 効率的な捕獲の推進や、新たに被害が発生した地域における初期対応の

徹底など、状況に応じた捕獲の強化を図っていくことが必要です。

④CSFの感染源と考えられている野生イノシシについては、捕獲の強化により、生息数の減少に向

けた対策を講じていく必要があります。

⑤野生鳥獣の管理目標を定め、計画的な生息管還を行うことにより、被害を軽減し、人との共生を進

めていくことが必要です。

⑤捕獲した野生獣のジビヱ利用が1割程度にとどまっている中、捕獲した野生獣のより 層のジビ工

利用と農山村地域の所得向上につながる地域資源としての活用が求められています。

陸塑撃墜塑重重量豊 三.綴禁固
①集落ぐるみで獣害対策を進める集落を拡大するため、引き続き、集落リーダーとの話し合いや集落

座談会、研修会等を開催するとともに、獣害対策に取り組む集落の優れた活動の表彰や、「獣害に

つよい三重づくりフォーラムjの開催により、機運の醸成を図ります。また、獣害対策の必要な 25

市町が策定した被害防止計画の遠成に向け、侵入防止欄整備や有害捕獲の取組を支援します。さら

に、生活被害対策として、関係機関による被害情報連絡会議や鉄道沿線での捕獲を実施し、安全

安心の確保を図ります。

②整備した侵入防止柵の補強補修を推進するとともに、簡易で省力的な柵の維持管理方法の実証を

行います。

③近年、増えているわな免許取得者を対象に捕獲力を強化するための研修を実施し、効果的・効率的

な捕獲を進めます。また、わなの見回り労力を軽減する ICTを活用した捕獲システムの現地実証

を行い、普及・瞥発を図ります。

④CSFの感染拡大防止!こ向けた野生イノシシ対策は、捕獲重点エリアを設定し、経ロワクチン対策

協議会と協力しながら、近隣地域も含めたさらなる捕獲強化を図ります。

⑤野生鳥獣の生息数管理を適切に行うため、生息状況のモニタリングを着実に行い、ニホンジカ等の

計画的な個体数調整により被害の減少に取り組みます。

⑥「みえジビヱフードシステム衛生・品質管瑳マニュアル」の普及や「みえジピエフードシステム登

録制度」の適正な運用により、みえジピエのさらなる安全性や品質の確保に努め、安定供給に取り

まEみます。また、 CSFの発生に係るジピヱの風評被害対策を進めるとともに、みえジピエの消費

拡大に向け、「みえジビエ推進協議会」と連携して、商品開発や販路拡大に取り組みます。
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|量挙義挙霧 雲-I 
①獣害対策推進体制強化事業{基本事業名岨 14701 地域に応じた獣著書対策による被害防止の推進】

(第6款農林水産業費第1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額:(R1) 1 0， 2 2 2千円 → (R2) 1 3， 0 8 7千円

事業概要 集落ぐるみによる取組を実施するための体制づくりや地域におけるリーダー育成を行う

とともに、被害対策の支援となる新技術の繍発・実証を行います。

②獣寮につよい地域づくり推進事業

【基本事業名目 14701 地域!こ応じた獣害対策による被害防止の推進]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額:(R1) 2 5 2， 1 1 9千円 → (R2) 3 1 1， 2 1 2千円

事業概要:獣害につよい地域づくりを推進するために、効果的な被害防止対策や有著書鳥獣の捕獲に

対して支援を行います。

③(新)野生イノシシ捕獲強化事業【基本事業名:14702 野生鳥獣の生患数管理の推進】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額:(R1) … 千円 → (R2) 40， 50 0千円

事業概要 :CSFの感染拡大を防止するため、 CSFの感染源と考えられている野生イノシシの捕

獲活動への支援に取り組むとともに、県が主体となって捕獲強化を図ります。

④野生鳥獣捕獲管理事業[基本事業名:14702 野生鳥獣の生息数管理の推進】

(第6款農林水産業費第1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額 (R1) 30， 9 5 7千円 → (R2) 3 3， 9 9 0千円

事業概要:野生鳥獣の捕獲の適正化を図るため、鳥獣保護管理員による狩猟の取締や指導および、

狩猟免許試験や更新時講習、指定管理鳥獣の捕獲などを実施します。

⑤野生鳥獣生息管理事業【基本事業名:14702 野生鳥獣の生息数管理の推進】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額:(R1) . 1， 9 0 5千円 → (R2) し 913千円

事業概要.第 12次鳥獣保護管理事業計画および第二種特定鳥獣管理計画の進捗管理等を行います。

また、これら計画に基づいた鳥獣保護区等の指定やニホンジカ等のモニタリング調査な

ど、野生鳥獣の生息数管理を進めます。

⑤みえジピエの消費拡大に向けた fみえモデル」構築事業

【基本事業名目 14703 獣肉等利活用の促進]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額・ (R1) 1 1， 1 0 0千円 → (R2) 1 7， 1 1 8千円

事業概要:みえジビヱのビジネスモデルの確立に向け、解体処理、加工、販売等に関わる事業者と

連携し商品開発や販路拡大を進めるとともに、野生イノシシの簡便かつ適正なCSF検

査方法を検証するなど、みえジビヱのさらなる安全性や品質の確保に取り組みます。
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施策 15 1 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり

【主担当部局:環境生活部}

議議寝言語露議 I議事通言語豪華議議議議選三選言I
県民一人ひとりや事業者などのさまざまな主体が、 SD G s (持続可能な開発白標)の考え方をふ

まえ、環境保全や地球温暖化の緩和、気候変動影響への適応に取り組み、環境への負荷が少ない持続

可能な社会づくりが進んでいます。

カ
ニ
出

電
る
排

の
よ
棄

で
に
山
反

庭
費
化

家
消
酸
且
旦

思標項目
の説明

家庭での電力消費による二酸化炭素排出量の2年間移動平均値

2年度呂標値
の考え方

国では、令和 12(2030)年度に平成 25(2013)年度比で家庭部門の温室効果ガス排出量を
約4害Ij削減することを目標としています。国の目標と整合するよう、目標値を設定しました。

100% 

む酬を示した|
91. 1% 

(30年度)
参加者の割合

大規模事業所に

おける地球混暖| /' 80.0% I /' /' 80. 0% 

化対策計図書制

度に基づく目標| 79.1% 

(29年度)
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①平成 27(2015)年9月、 8DGsが国連総会において採択され、地球環境の持続可能性に対する国

際的な危機感が高まっています。環境への負荷が少ない持続可能な社会の実現に向け、さまざまな

主体の協創により環境に係る課題の解決に取り組むとともに、環境教育・環境学習の充実が求めら

れています。

②大規模な開発事業等の実施にあたっては、環境影響の回避や低減等の壕境保全措置を講じるなど、

適切な環境配慮が求められています。

③温室効果ガス削減のための国際枠組みである fパリ協定Jの取組が令和2(2020)年に始まり、国

内では、令和 12(2030)年度に温室効果ガス排出量を平成 25(2013)年度比で 26%削減すること

としています。県では令和元 (2019)年 12月に、 2050年までに県域からの混室効果ガスの排出実

質ゼロをめざす脱炭素宣言「ミッシヨンゼ口 2050 みえ~脱炭素社会の実現を呂指して~J を行いま

した。

④三重県域からの温室効果ガス排出量(森林吸収量を含む)I立、平成 28(2016)年度には平成 25(2013) 

年度比 2.7%減となっています。排出割合が最も多い産業部門では削減が進んでいますが、民生業

務その他部門(オフィス、庖餓等)と民生家庭部門については削減が進んでいないことから、一層

の取組が必要で、す。

⑤混室効果ガスの排出削減等を行う地球温媛化の「緩和」だけでなく、既にあらわれている気候変動

の影響や中長期的に避けられない影響を回避 軽減する「適応j の取組を進めることが必要です。

医欝類獲量産損壊議議題 喜三重 : 議選 線 終綴警護軍
①E8Dの考え方をベース!こ、県環境学習情報センター等を活用して環境教青・環境学習を推進し、

持続可能な社会の実現!こ向け自ら行動する人づくりを進めます。

②環境に与える負荷を低減し、持続可能な社会を構築していくため、環境に著しい影響を及ぼすおそ

れのある事業が、環境の保全に十分に配慮して行われるように環境影響評価等の取組を進めます。

③「三重県地球浪暖化対策推進条例」や「三重県地球温暖化対策実行計画jに基づき、温室効果ガス

の排出削減の取組を推進するとともに、脱炭素社会の実現に向け、オール三重で地球温緩化対策に

取り組む体制づくりを進め、現行の実行計画の改定にあわせ、気候変動適応策を盛り込んだ「三重

県地球温暖化対策総合計画(仮称)Jを策定します。

④温室効果ガスの排出削減を進めるため、大規模事業所に対し地球温暖化対策計蘭書jこ基づく自主的

な削減取組を促進するとともに、脱炭素化を見据えた環境経営の促進を殴ります。

⑤「三重県地球温暖化防止活動推進セン合一」等と連携し、家庭における省エネの取組、電気自動車

等や省エネ住宅の普及、エコ通勤など、低炭素なライフスタイルへの転換を促進します。

⑥「三重県気候変動適応センターj を拠点とし、地球温暖化による本県の気候変化やその影響につい

て情報収集および分析を行うとともに、県民の皆さんの気候変動に対する理解を深めるため、情報

提供等を行います。
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|塗!議議業主Z三三三重三.霊童三三
①環境学習情報センター運営事業

【基本事業名:15101 持続可能な社会を実現するための基盤づくり】

(第4款衛 生費第6項環境保全費 1 環境総務費)

予算額・ (R1) 40. 3 2 6千円 → (R2) 40. 90 5千円

事業概要・県環境学習情報センターを拠点として、環境講座や環境保全に関するイベントの開催等

を通じて、環境教育・環境学習を進めるとともに、指導者の育成や情報提供等を行いま

す。また、次期指定管理者の選定を行います。

②環境影響・公害審査事業【基本事業名目 15101 持続可能な社会を実現するための基盤づくり】

(第4款衛生費第6項環境保全費 1 環境総務費)

予算額・ (R1) 7 3 6千円 → (R2) 6 6 4千円

事業概要環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業等について、事業者により適切な濠境配慮

が行われるよう、環境影響評価の取組を促進します。また、公害事前審査や公害紛争処

理に係る制度を適切に運用します。

③(一部新)脱炭素社会推進事業[基本事業名:15102 地球温暖化対策の推進】

(第4款衛 生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額:(R1) 8. 732千円 → (R2) 1 6. 0 1 3千円

事業概要:脱炭素社会の実現に向けた気運穣成のため、知事をトップとする推進チームを立ち上げ、

意見交換や推進施策の検討を行うとともに、実務担当者による「アクションチーム」に

おいて、モデル事業などの推進施策の検討を行います。また、キックオフイベントとし

て専門家を招きシンポジウムを開催するほか、世界的にESG投資が広がっている潮流

を受け、専門のアドバイザ一派遣により、県内の企業における脱炭素経営の取組や再生

可能エネルギ導入等を支援します。

④地球温暖化対策普及事業【基本事業名:15102 地球温暖化対策の推進】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額・ (R1) 11.704千円 → (R2) 1 3. 47 6千円

事業概要・温寒効果ガスの排出削減に向けた取組を進めるとともに、 f三重県気候変動適応セン

告一」と連携し、気候変動影響への適応の取組を促進します。また、 f三重県地球温暖

化対策実行計画Jに気候変動適応策を盛り込んだ「三重県地球温暖化対策総合計画(仮

称)Jを策定します。

⑤環境行動促進事業{基本事業名:15102 地球混暖化対策の推進]

(第4款衛生費第6項環境保全費 1 環境総務費)

予算額:(R1) 4.885千円 → (R2) 4. 7 7 3千円

事業概要:I三震黒地球温暖化防止活動推進センター」を拠点とした地球温緩化防止活動推進員に

よる活動や、学校、企業と連携した啓発活動を通じて、家庭における温室効果ガスの排

出削減に取り組みます。

88 

R2.2.12全員協議会提出資料



89 

R2.2.12全員協議会提出資料



進
一

推

一
の-一

策
一
一

対
一

ム
門
一
一

総
一

物

一

棄

一

F

廃
¥
」

一
2

一

一

F
O

一

目

4

Z

E

E

l

-

一
-
策
-
一

一ー施:ー一

{主担当部局:環境生活部廃棄物対策局】

瞬韓盟嘩騨輔擁鶴轄盟轍韓関醸襲欝覇麟麟輯龍購鱒購鱒輯盤鶴輯轟轟轟鱒轟轟覇軍
ごみの発生・排出抑制が進むとともに、廃棄物が資源として最適な規模で一層循環していくことに

より、最終処分される廃棄物が減少しています。また、産業廃棄物の排出事業者の処理責任の徹底や

監視指導により、不法投棄等不適正処理の未然防止や早期対応が進むとともに、不適宜処理4事案が

着実に是正されています。

328千 t
廃棄物の最終
処分量

毘標項目
の説明

最終処分された一般廃棄物と産業廃棄物の総量(速報値)

2年度目標値
の考え方

令平日 5年度目標達成に向It、段階的に削減していくこととし、呂擦債を設定しました。

933g/人目

排出量)

建設系廃棄物の

不法投棄件数

10件以下

不適正処理4事

案に係る環境修

復の進捗率

70. 0% 

「資源のスマー

トな利用」を宣

言した事業所数

250件

90 

R2.2.12全員協議会提出資料



①県民の皆さん、事業者、行政などさまざまな主体が連携した 3R (発生抑制、再使用、再生利用)

の取組により、一般廃棄物の排出量、最終処分量は着実に削減されてきましたが、近年は横ばい傾

向にあることから、循環型社会の実現に向けた取組を 層推進する必要があります。

②産業廃棄物については、事業者による 3Rの叡組が進められていますが、排出量や最終処分量lま事

業活動の影響を受けることもあり、明確な削減傾向は見られない状況です。今後、資源生産性の高

い循環型社会の実現に向けて、事業者による 3Rの取組を一層促進する必要があります。

③産業廃棄物の不法投棄等不適正処理については、依然として後を絶たず、特に建設系廃棄物に係る

不適正処理の割合が高い状況です。引き続き、排出事業者責任の徹底、処理状況の透明化や厳正な

殿視-指導など、県民の皆さんが安全・安心を実感で、きる取組の推進が必要です。また、南海トラ

フ地震等の大規模災害時においても速やかに対応できるよう、災害廃棄物処理体制の強化が必要で

す。

④過去に産業廃棄物が不適正処理され、行政代執行により生活環境保全上の支障等の除去を行ってい

る4事業(四日市市大矢知・平津、桑名市源十郎新困、桑名市五反田、四日市市内山)については、

着実に環境修復を行うことが必要です。

⑤現在、大きな社会問題となっている海洋プラスチックを含むプラスチックごみ対策や食品ロスの削

減対策については、さまざまな主体と連携し、廃棄物の発生抑制や資源の有効活用などに重点的に

取り組む必要があります。

隣室主i綿き筆頭鰍;繍三塁緩綴総議 .護霊 議.
||環境生活部 l
①現行の「三重県廃楽物処理計画J(計画期間:平成28(2016)年度~令和2(2020)年度)の計画

期間が満了するため、持続可能な循環型社会の実現に向けて新たな廃棄物処理計画を策定します。

また、一般廃棄物の 3Rや適正処理を進めるため、市町や事業者等と連携した食品ロスの削減やポ

スト RDFに向けて必要となる施設整備に対する支援等を行います。

②産業廃棄物の 3Rを進めるため、地域において廃棄物を資源として最大限活用する地域循環圏の

形成に向けて、排出事業者と活用する事業者のマッチングを行うなど、廃プラスチックのマテリ

アルリサイクルの促進などに取り組みます。

③産業廃棄物の適正処理!こ向け、電子マニフェストの普及促進等による排出事業者の処理責任の徹

底を図るとともに、不法投棄案件の中で件数・量ともに大半を占めている建設系廃棄物について、

法令に基づく排出事業者等の意識向上に資する取組や厳正な監視指導を進めます。さらに、

PCB廃棄物について処理期限までに適正に処理されるよう指導を行うとともに、大規模災害に

備え災害廃棄物が適正かつ円滑に処理されるよう、引き続き人材育成や関係機関との連携強化に

取り組みます。

④産業溌棄物の不適E処理!こより生活環境保全上の支障等がある 4事案について、令和4(2022) 

年度末までに対策工事を完了させるよう、着実に工事を実施し、対策工事の効果確認を行います。

⑤海洋プラスチック問題を含めたプラスチックごみ対策については、河川でのプラスチックごみの

流出実態調査結果をふまえた取組やコンビニエンスストア等事業者と連携したワンウェイプラス

チックの使用を削減する取組をモデル地域で実施するとともに、食品口スの削減対策については、

食品提供企業とフードバンク図体等をつなぎ、ネットワ ク化を促進する取組等を行います。ま

た、ワンウェイプラスチックや食品ロスの削減などの取総を県内全域に広げていくため、これら

、を推進する事業所の拡大に取り組みます。
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①産業廃棄物適正処理推進事業【基本事業名:15203 廃棄物処理の安全・安心の確保】

(第4款衛生費第6項潔境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 9 2， 9 8 9千円 → (R2) 1 0 6， 8 7 4千円

事業概要廃棄物処理法に基づき、廃棄物の 3Rと適正処理に関する施策を総合的かつ計画的に推

進するため策定している「三重県廃棄物処理計画」について、令和2年度に計画期間が

満了することから、新たな計画を策定します。また、産業廃棄物処理業および施設設置

!こ係る許可申請等の厳正な審査や、廃棄物処理施設への立入検査を行います。

②「ごみぜ口社会」実現推進事業[基本事業名:15201 ごみゼロ社会の実現】

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 6 1， 2 0 2千円 → (R2) 24， 7 7 9千円

事業概要:市町等が設置する一般廃棄物処理施設の円滑な整備および適正な維持管理を図るための

技術的支援等を行い、廃棄物の適正処理を推進します。また、 RDF製造団体の新たな

ごみ処理体制への円滑な移行のために、ポスト RDFに向けて必要となる施設整備等に

対する支援を行います。

③地域循環高度化促進事業【基本事業名:15202 産業廃棄物の 3Rの推進}

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 4 8， 8 7 3千円 → (R2) 2 6， 1 8 3千円

事業概要.地域!こおいて廃棄物を資源として最大限循環させる地域循環圏の形成に資する取組とし

て、県内で排出された廃プラスチックを製品の製造等に活用できる企業等と結びつける

など、マテリアルリサイクルを促進します。

④不法投棄等の未然防止・早期発見推進事業{基本事業名:15203 廃棄物処理の安全・安心の確保】

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 84，608千円 → (R2) 5 9， 7 5 9千円

事業概要:市町、事業者、地域の活動団体等と連携した不法投棄の防止および早期発見の体制づく

りを推進するとともに、監視カメラや無人航空機(ドローン)を活用した間隙のない監

視を行います。

⑤災害廃棄物適E処理促進事業{基本事業名:15203 廃棄物処理の安全‘安心の確保】

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額 (R1) 6， 46 7千円 → (R2) 1， 6 1 8千円

事業概要:r三重県災害廃棄物処理計画jの実効性を高めるための図上演習、セミナ一等を開催し、

人材育成や関係機関との連携強化に取り組みます。
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⑤環境修復事業【基本事業名:15204 不適正処理の是正措置の推進】

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 9 9 6. 8 0 5千円 → (R2) し 629.708千円

事業概要回生活環境保全上の支障等がある 4つの産業廃棄物不適正処理事案(四日市市大矢知・

平津、桑名市源十郎新回、桑名市五反盟、沼田市市内山)について、産廃特措法に基

づく国の支援を得て、令和4 (2022)年度末までに対策を完了させるよう、事業計画

に基づき着実に対策工事を実施するとともに、その効果を確認するため、モニヲリン

グを実施します。

⑦(新)プラスチック対策等推進事業

【基本事業名:15205 プラスチック等資源のスマートな利用の推進}

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(引) 一千円→ (R2) 1 6. 7 9 3千円

事業概要:モヂル地域において総合的な事業を展開する「みえプラスチックスマートプロジェクトj

として、さまざまな主体が参画する推進体制を設置するとともに、ワンウェイプラス

チック使用量の削減!こ資する取組や代替品の開発・普及等について検討し推進します。

また、県内事業者におけるワンウェイプラスチックの削減などの取組を促進するととも

に、それらの活動が県内全域で展開できるよう支援を行います。

⑧(新)食品口ス削減推進事業【基本事業名:15205 プラスチック等資源のスマートな利用の推進}

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額・ (R1) 千 円 → (R2) 5. 0 2 0千円

事業概要・未利用食品の活用に向けて、食品提供企業とフードパンク回体等をつなぐためのマッ

チングセミナーを開催し、ネットワーク化を促進します。

⑨(新)県民参加・体験型食品ロスゼロ啓発プロジェクト事業

【基本事業名:15205 プラスチック等資源のスマートな利用の推進】

(第4款衛生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額田 (R1) 千円 → (R2) 7. 3 5 5千円※みんつく予算

事業概要:県民参加・体験型イベントを開催し、県民運動としての機運の醸成を図ります。
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(施策153 (~かな自然環境の保全と活用
【主担当部局.農林水産部】

!議議言語言語言語録護婦語言語重量秘義暴言語 I 
県民の皆さんや NPO、事業者などさまざまな主体が、生物多様性をはじめとする自然環境を自主

的!こ保全・再生する社会が形成され、三重県の豊かな自然が継承されています。また、県民の皆さん

が、自然とのふれあいや自然資源の持続可能な活用を通じて、自然からの恩恵を享受しています。

巨標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

種の保全活動や i

貴重な生態系の

維持回復活動の

実施率

絶滅のおそれのある野生動植物穫の保全活動および里地目里山田塁海等の保全活動を継続し
ている実施包体数の合計

令和5年度に活動団体を現状値から 10団体増やすことを目標としており、豊かな自然環境
の保全と活用をより門滑に進めるため、令和2年度は目標値の4害1)に当たる 4団体を増加さ
せることを羽標として設定しました。

ノ/ 73.0% 

67. 0% 

1，494千人

一施設等~ | 
(元年度)

の利用者数 1，481千人
(30年度)
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①NPO等によって自主的に行われている生物多様性の保全活動は広がりを見せており、こうした保

全活動が持続的に展開されることが重要です。また、県内の希少野生動植物種の生息・生育状況を

継続的に調査し、県民の皆さんと情報を共有するとともに、保全活動者に対して事業者等がサポー

トする「みえ生物多様性パートナーシップ協定」を進めることで、これまで以上に、持続可能な生

物多様性の保全活動を促進する必要があります。

②県内の野生動植物が置かれている環境は依然厳しい状況であることから、希少野生動植物種の生

患・生育環境の保全!こ向け、太陽光発電施設や風力発電施設の設置などの開発等に伴う吉然環境へ

の影響を軽減してい〈必要があります。

③県内各地で、さまざまな活動団体によるエコツーリズムの取組が行われています。引き続き、エコ

ツーリズムの質の向上やガイド等の育成を進めることで、取組を一層広め、定着させる必要があり

ます。

④県民の皆さんに自然とのふれあいの場を提供するため、自然公閣の施設整備や森林公閣の適正な維

持管理を進めています。引き続き、自然公園施設の整備を進めるとともに、ニーズにあった公園管

理やイベントの実胞などを通じて、利用者数の増加や満足度の向上に取り組む必要があります。

議事首選繰議議題遊説議穏 議鑓怒 週
①生物多様性の保全を推進するため、「第3期生物多様性推進プラン」に基づき、自然環境保全上蓑

要な地域の明確化や外来生物対策の強化、人材育成に取り組みます。自然環境の保全や希少野生動

植物種の保護を図るため、身近な自然環境や生物多様性の重要性を啓発するほか、さまざまな主体

による自主的な保全活動が継続できるよう、専門的な知識や必要な情報等の提供を行います。また、

「みえ生物多様性パ トナ シップ協定」の新たな締結に向けた取綴を進めるほか、学校への出前

授業や各種イベントを通じて生物多様性の重要性に対する理解促進を図ります。

cz優れた自然環境を将来にわたって保全するため、生態系の回復が必要な地域等について、県民の皆

さんとともに、調査や維持回復活動を実施します。また、太陽光発電施設や風力発電施設の設置な

ど、自然環境に影響を及ぼす開発等については、三重県自然潔境保全条例等の関係法令!こ基づ、き、

事業者等への適切な指導、助言に努めます。

③伊勢志摩国立公園への屋内外からの誘客を促進するため、地元事業者におけるインバウンドの受け

入れ態勢の充実や、「伊勢志摩国立公題エコツーリズム推進協議会」を核とした農林漁業者や観光

事業者等と連携したエコツアーのブラッシュアップなどに取り組みます。また、伊勢志摩地域が誇

る自然や景観などの保全に向け、地域住民を主体としたナショナルトラスト活動等を推進するとと

もに、ビューポイントの整備を進めます。

④県民の皆さんに密然とのふれあいの場を提供するため、国立・固定公闘の闘地や東海・近畿自然歩

道、大杉谷登山歩道などの自然公属施設の適切な維持管理や施設整備を進めます。また、生態系の

保全と持続可能な活用をめざすユネスコエコパ ク、国立・国定公園の園地や自然歩道、三重県民

の森や三重県上野森林公園など県民が自然とふれあう拠点において、市町や活動団体などと連携し、

魅力ある自然体験プログラム等を実施します。
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属議言 語三議 ヨ
①(一部新)野生生物保護事業【慕本事業名:15301 嚢重な生態系と生物多様性の保全】

(第6款農林水産業費第4項林業費 1 1野生生物共生費)

予算額:(R1) 1， 64 7千円 → (R2) 5， 5 4 2千円

事業概要.生物多様性の保全を推進し、生態系ネットワークの形成を促進するため、保全活動や普

及啓発、アドバイザーの派遣などによる人材育成に取り組みます。また、貴重な自然環

境の保全や野生生物の保護を図るため、自然環境保全指導員による巡視活動や傷病野生

鳥獣の救護等を行うほか、死亡野鳥等の高病原性鳥インフルヱンザウイルスの保有状況

調査を実施します。

②自然環境保全対策事業【慕本事業名:15301 貴重な生態系と生物多様性の保全}

(第 6款農林水産業費第4~貫林業費 1 2自然公冨愛)

予算額:(R1) 1 1 0千円 → (R2) 84千円

事業概要:豊かな自然を将来にわたって維持していくため、国定公園および県立自然公園の適正な

保全等を行います。また、自然公園等において、生態系の維持'回復が必要な地域の調

査や対策に関係者と協力して取り組みます。

③自然公閤利用促進事業【慕本事業名:15302 自然とのふれあいの促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 1 2自然公園費)

予算額 (R1) 1 8， 2 1 0千円 → (R2) . 1 7， 3 3 4千円

事業概要:県民の自然とのふれあいを促進するため、東海および近畿自然歩遂や登茂山園地、大杉

谷登山歩道など自然公園施設等の適切な維持管理を行います。

④森林公園利用促進事業【基本事業名:15302 自然とのふれあいの促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 8緑化対策費)

予算額・ (R1) 5 1， 3 0 9千円 → (R2) 5 1， 7 7 5千円

事業概要:森林環境教育や自然とのふれあいの場の拠点、施設として、 f三重県民の森j および f三

重県上野森林公園jの適切な維持管理を行うとともに、利用者のニ ズにあわせたイベ

ント等を開催し、利用の場進を図ります。

⑤自然公匿ナショナルパーク化促進事業【基本事業名:15302 自然とのふれあいの促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 1 2自然公園費)

予算額:(R1) . 5 2， 9 7 6千円 → (R2) 7 5， 5 9 5千円

事業概要ナショナルパーク化をめざす伊勢志摩国立公園において、美しい自然景観等の魅力を国

内外から訪れる利用者に十分体験していただけるよう、国立公園内のビューポイントの

整備や地域資源の保全・活用に取り組みます。

⑤自然に親しむ施設整備事業【基本事業名:15302 自然とのふれあいの促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 1 2自然公園費)

予算額:(R1) 一 千円→ (R2) 4 8， 1 4 8千円

(51，985千円→ 48， 148千円 ※2月補正含みベ ス)

事業概要:利用者が、優れた自然環境や自然景観に親しむことができるよう、国立・国定公密およ

び長距離自然歩道において、適切かつ安全な利活用を促進するための施設整備を行いま

す。
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【主担当部局目環境生活部}

|謀議義援滋議室幾重重量言語厳重量議選言語
大気や水環境などの身近な暮らしの環境問題に対する県民の皆さんの意識が高まり、お互い協力し

ながら自ら環境の保全に取り組むことで、良好な生活環境が保たれています。このことから、安全・

安心で、快適で豊かな生活を営める社会となっています。

目標項目
の説明

大気環境測定地点および河川=海域水域における環境基準の達成割合

2年度目標値
の考え方

全地点および全水域で環境基準を達成することを前提とし、令和5年度の邑標達成に向けて
段階的に水質改善を図ることとして毘標値を設定しました。

大気・水質の排 1

/ 100% 

出基準適合率

(竺L|
87.4% 

設の整備率

海岸漂着物対策| ~ 36， 500人
等の水環境の保

全活動に参加し 35， 063人

の数 (30年度)

。件
無許可による土

砂等の搬入件数
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①大気環境はおおむね良好な状態を維持していますが、健康に影響を与える光化学スモッグについて

は、依然として、その濃度上昇に備えるための予報等を発令している状況です。

②河川の水質は、環境基準 (60D)の達成率が 90%以上で推移しており、改善傾向!こあります。

一方、海域の水質については環境基準 (C0 D)の達成率が 50%前後で推移しており、伊勢湾に

おいては貧酸素氷塊等が毎年発生している状況です。水質汚濁の主な嬰底である工場開事業場排水

や生活排水について、汚濁負荷量の管理による水質改善が求められています。

③生活排水処理施設の整備は着実に進展してきましたが、整備率は全国平均と比較して低く、引き続

き未整備人口の解消が必要です。

④伊勢湾等の海岸域では、河川を経由して流入したごみの漂着により、砂浜等の景観の悪化のほか、

漁業や生態系への影響が懸念されています。このような課題の解決!こ向けて、流域圏での発生抑制

対策も含めた環境保全活動の拡大と活性化が必要です。

⑤港湾を経由して、大量に搬入される土砂等の無秩序な堆積による崩落事故の発生や、有害物質の混

入等による生活環境の影響について地域住民に不安が広がっています。その不安を解消するため、

土砂等の埋立地を把握し、無秩序な埋立て等を抑止する f三重県土砂等の埋立て等の規制に関する

条例」により必要な規制を行っていくことが必婆です。

①工場・事業場からの大気環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図りま

す。また、 j去に基づき大気の常時監視を行い環境基準等の適合状況を確認します。光化学スモッグ

やPM2.5の濃度が上昇した際は予報等を発令し、県民の皆さんに情報提供を行います。自動車環

境対策では、 NOx.PM法対策地域内におけるこ酸化皇室素や浮遊粒子状物質の背IJ滅状況を調査し、

三重県総量削減計画の進行管理と地域全体での環境慕準の達成状況を把握します。光化学オキシダ

ントの原悶物質に関する調査研究を行い、研究成果を公表します。悪臭対策では、雷Tの区域におい

て臭気指数による規制地域指定等の検討を行います。

②工場・事業場からの水環境への負荷を削減するため、立入検査により法令遵守の徹底等を図ります。

また、法に基づき公共用水域(河川、海域)および地下水の常時監視を行い環境基準等の適合状況

を確認するとともに、平成 29(2017)年度に策定した第8次総量削減計箇に基つ、き伊勢湾の汚濁

負荷削減に取り組みます。貧酸素水塊発生メカニズムの解明jこ関する研究事業を行い、研究成果を

公表します。

③生活排水対策については、 f生活排水処理アクションプログラム」に基づき、市町と連携して下水

道、浄化槽および集落排水施設等の効率的 効果的な整備を進め、未整備人口の解消を図ります。

④伊勢湾の再生に向け、「三重県海岸漂着物対策推進計画」に基づき、海岸管理者、県民の皆さん、

民間関体、企業等による協力体制を拡充していきます。「伊勢湾 森・川・海のクリ ンアップ大

作戦」の取組を三県一市の連携により展開し、参加者の拡大を図ります。引き続き、匿の予算を活

用して阻収且処理および発生抑制対策事業を実施するとともに、複数自治体連携による効果的な対

策を進めます。

⑤県内において、土砂等の埋立て等が適正に行われるよう、 f三重県土砂等の埋立て等の規制に関す

る条例」の周知啓発や同条例に基づく土砂等の壕立て等を行う者などへの監視ー指導を行います。
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|謀議襲撃 滋滋滋緊議録芸援総 ; ヨ
①大気テレメータ維持管理事業【基本事業名:15401 大気環境の保全】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額田 (R1) 1 1 9. 8 0 4千円 → (R2) 1 3 8. 2 8 2千円

事業概要・大気環境測定局の自動測定機器等の保守および更新を行い、大気汚染の状況をモ二合リ

ングするほか、排出ガス量が多い工場の常持監視をします。また、濃度上昇の際!ま予報

等の発令を行い、大気環境の保全を図ります。

②自動車NOx等対策推進事業【基本事業名:15401 大気環境の保全】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額:(R1) 4. 54 3千円 → (R2) 6. 1 47千円

事業概要 :NOx.PM法対策地域内において、自動車から排出されるこ酸化窒素および浮遊粒子

状物質の排出量調査ならびに沿道のNOx調査を実施し、総量削減計画の進行管理等を

行います。

③騒音、振動、悪臭等対策事業【基本事業名:15401 大気環境の保全】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額:(制) 2.611千円 → (R2) 4. 5 5 0千円

事業概要:r三震県生活環境の保全に関する条例J(騒音・振動)に基づき、工場置事業場に遵守指

導を行います。また、悪臭防止法に基づき、町の区域において規制地域の指定および規

制基準の検討を行います。

④河川等公共用水域水質監視事業【基本事業名 15402 7)<.環境の保全】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額:(R1) 3 3. 2 9 9千円 → (託2) 34. 083千円

事業概要.公共用水域および地下水の水質常時監視を行うほか、伊勢湾に流入する汚濁負荷量

(OOD、窒素、りん)の総量規制に係る調査等を実施し、河川、海域等の水質保全を

図ります。

⑤浄化槽設置促進事業【基本事業名:15402 水環境の保全]

(第4款衛生費第6項環境保全費 3 環境指導費)

予算額:(R 1 ) 1 5 7. 1 6 9千円 → (R2) 1 3 7. 4 8 1千円

事業概要:市町が浄化槽を設置する事業および浄化槽設置者に補助を行う事業等に対し助成を行い、

生活排水処理施設の整備率の向上および水環境の保全を鴎ります。

⑤伊勢湾行動計画推進事業【基本事業名:15403 伊勢湾の再生]

(第4款衛生費第6項環境保全資 3 環境指導費)

予算額・ (R1) 54. 5 0 1千円 → (R2) 7 O. 1 8 5千円

事業概要・海岸漂着物対策として、市町等が取り紐む回収・処理および発生抑制対策事業に助成し

ます。また、「伊勢湾 森・川 海のクリーンアップ大作戦J等の発生抑制対策を広域

的に展開するとともに、きれいで豊かな海の怨点を取り入れた調査研究を実施します。

100 

R2.2.12全員協議会提出資料



⑦(新)土砂条例監視・指導事業【基本事業名:15404 土壌 土砂等の対策の推進】

(第4款衛 生費第6項環境保全費 2 廃棄物対策費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 4， 94 3千円

事業概要:r三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例」に係る説明会を開催するとともに、新

たに「土砂対策監」を設置し、土砂等の埋立て場所や発生場所等へ立入検査を実施し、

監視指導等を行います。
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(施策211 凶器開一
{主担当部局.環境生活部】

時議議選言語言語養護妥当筆頭言語謀総量i議員義援 滋縫誌議長お劉|
さまざまな主体と連携した人権施策が展開され、県民一人ひとりが、互いの人権を尊重まし、多様性

を認める意識を高めるとともに、あらゆる差別の解潟が進み、個性や能力を発揮していきいきと活動

できる社会になっています。

目標項目 I rみえ県民意識調査」で、県民 人ひとりの人権が尊震されている社会になっていると f感
の説明 |じるj、「どちらかといえば感じる」と図答した県民の割合

2年度目標値 i令和5年度の目標達成に向け、段階的に割合を増やしていくこととし、これまでの実緩や閲
の考え方 jの調査等をふまえて自標債を設定しました。

人権研修等を受|

講した県民が、
/ 100% 

人権尊重の視点

で行動しようと 97. 7% 
感じた割合 (見込)

人権学習によっ

て人権を守るた| / 91.0% I .-/' .-/' 98. 5% 

めの行動をした

いと感じるよう

になった子ども i 88. 5% 
たちの割合

人権に関わる相

談員を対象とし j / 100% I / / 100% 
た資質向上研修

会受講者が、研

修内容を今後の

業務に生かした| 96.8% 
いと感じた割合

102 

R2.2.12全員協議会提出資料



①人権が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進しましたが、偏見等による差別や人

権侵害!立発生しています。

②人権尊重社会の実現には、住民のあらゆる活動のベースに人権尊重の視点が根づき、人権が尊重さ

れるまちづくりが県内全域で実施される必要があります。

③県民の皆さんに人権に関する知識や情報を提供し、理解の促進を図ります。また、あらゆる人権課

題について自分自身の問題としてとらえることができるような啓発を行うとともに、人権啓発イベ

ント・講演会などに、より多くの県民の皆さんに参加いただくことで、人権意識の高揚を図る必要

があります。

④子どもたちが自分の人権を守り、他者の人権を守るための実践行動ができる力を身につけられるよ

う教育を進める必要があります。

⑤人権相談の内容が多様化複雑化してきていることから、相談機関の相談員の資質向上が求められ

るとともに、相談機関相互が連携できる体制づくりが必要ですo

⑥新たな人権課題について認識を深め、社会の動向を注視しながら、課題に対応していく必要があり

ます。

|環境生活部 11

①差別のない人権が尊重される社会の実現に向け、令和2 (2020)年3月に策定(予定)する「第四

次人権が尊重される三重をつくる行動プラン」に基づき、さまざまな主体と連携・協働して、人権

が尊重されるまちづくりや啓発・教育等の人権施策を推進します。

②人権が尊重されるまちづくりの取組が祭内全域に広がるよう、講師派遣の支援を行うとともに、優

れた取組事例を積極的jこ周知することにより、人権が尊重されるまちづくりに取り組む団体の拡大

をめざします。

③県民一人ひとりの人権意識の高揚をめざし、国や市町、さまざまな主体とも連携しながら、人権課

題や年齢層、関心の度合いに応じた多様な手段と機会を通じて、人権に関する知識や情報を提供し、

理解や共感を得るための人権啓発を推進します。

④多様化する人権相談に的確に対応することができるよう、相談員等に対する研修を行い、資質向上

を図るとともに、情報共有の場づくりなどを通して、県の関係機関をはじめ国や市町等相廷の連携

強化に取り組みます。

⑤人権をめぐる社会の動向やさまざまな人権課題の把握に努め、現状への理解と新たな人権課題の認

識を深めるとともに、必要に応じた取組を進めます。

l教育委員会 11

⑤子どもたちの発達段階に応じた人権教育カリキュラムの活用等を促進し、教育活動全体を通じた人

権教育を行い、一人ひとりの存在や思いが大切にされる学校づくりを進めます。また、子どもたち

が安心して学び、生活できるよう、人権教育推進協議会や子ども支援ネットワ ク等の取組をさら

に活性化し、学校・家庭・地域の連携を深めていきます。
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|講義議事 滋総妥結4
①人権施策総合推進事業【基本事業名:21101 人権が尊愛されるまちづくりと人権啓発の推進]

(第2款総 務費第5項生活文化費 4 人権施策推進費)

予算額:(R1) 7. 7 3 2千円 → (R2) 2. 1 52千円

事業概婆:人権が尊重される社会を実現していくため、令和元年度に策定する「第四次人権が尊重

される三重をつくる行動プラン」に基づき、人権施策の進捗管理を行い、人権尊重の視

点に立った行政を推進します。

②人権文化のまちづくり創造事業

【慕本事業名:21101 人権が尊重重されるまちづくりと人権啓発の推進]

(第2款総務費第5項生活文化費 4 人権施策推進費)

予算額 (R1) 8 1 7千円 → (R2) 8 1 5千円

事業概要・人権が尊重されるまちづくりの取組が察内全域において展開されるよう、地域の団体等

が主体的に調催する研修会等への講姉派遣による支援を行います。

③隣保館運営費等補助金【基本事業名:21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 4 人権施策推進費)

予算額:(R1) 2 5 O. 2 3 3千円 → (R2) 2 5 3. 6 3 5千円

事業概要・市町が設置する隣保館において、相談事業、啓発および広報活動、地域交流などの隣保

事業が推進されるよう支援します。

④人権啓発事業[基本事業名:21101 人権が尊重されるまちづくりと人権啓発の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 4 人権施策推進費)

予算額:(R1) 2 O. 7 2 5千円 → (R2) 1 9. 8 7 8千円

事業概要・県民一人ひとりの人権意識の高揚を図るため、講演会等の開催やスポーツ紐織との連携

による啓発等を行うとともに、地域の実情に応じた啓発活動を展開することができるよ

う、市町の取組に対する支援を行います。

⑤地域人権相談支援事業{基本事業名:21103 人権擁護の推進]

(第2款総務費第6項生活文化費 4 人権施策推進費)

予算額・ (R1) 2 4 3千円 → (R2) 2 4 3千円

事業概要 人権に関する相談に的確に対応することができるよう、人権に関わる県・市町 .NPO
の相談員等を対象とした講座を開催し、資質向上を支援します。また、相談員等の交流

会を開催し、情報共有や意見交換を行うことにより、連携の強化を図っていきます。

l教育委員会 i
⑤人権感覚あふれる学校づくり事業【基本事業名 21102 人権教育の推進]

(第 10款教 育費第1項教育総務費 6 人権教育費)

予算額:(R1) 544千円 → (R2) 540千円

事業概要:子ども一人ひとりの存夜や思いが大切にされる.r人権感覚あふれる学校づくり」が教育

活動全体を通じて進められるよう、個別的な人権問題を解決するための学習、人権が尊

重される授業づくり、人権尊重の地域づくり等について実践研究を行い、その成果を報

告書や研修会等で、全ての県立学校に広めていきます。
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⑦子ども支援ネットワーク E アクション事業【基本事業名:21102 人権教育の推進]

(第 10款教 育 費 第1項教育総務費 6 人権教育費)

予算額 (R1) 2， 5 0 9千円 → (R2) 2， 4 7 7千円

事業概要.教育的に不利な環境のもとにある子どもの自尊感情を高め、「人権尊重の地域づくり J

が促進されるよう、中学校区の「子ども支援ネットワーク」の活動を推進します。
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施策212 あらゆる分野iニおける女性活躍とダイパーシティの推進

【主担当部局.環境生活昔日】

議厳重量言語織委譲 i総長謀議選菱総~選言語 I
あらゆる分野における女性の参画・活躍が拡大するとともに、県民一人ひとりが性別に関わらず、

その偲性や能力を発揮し、それぞれに多様な生き方が認められる男女共同参画社会づくりが進んでい

ます。また、性別をはじめ年齢、国籍 文化的背景、障がいの有無、性的指向・性自認など多様性を

認め合い、誰もが希望を持って、挑戦し、参画 活躍できるダイバーシティ社会の実現!こ向け、県民

の皆さんの主体的な行動が広がっています。

毘標項目 I rみえ累民意識調資」で、「男は仕事、女は家庭」のように性別によって役割を固定する考
の説明 |え方について、「同感する」、「どちらかといえば同感する」と回答した県民の割合

2年度呂標値 |令和5年度の呂標達成に向け、段階的に割合を減少させていくこととし、これまでの実績等
の考え方 |をふまえて目標値を設定しました。

j舌における活躍

の推進に濁する| / 345団体| / / 397団体

法律」に規定す

る事業主行動計

00i等を策定す

310 [1l体

働者数 100人以 (30年度)

下の毘体数

ダイバーシティ

講康等の受講後| / 92.8% I / / 100% 

に、ダイパシ

予ィ推進に取り
89.1% 

組む意向を示し
(見込)

た受講者の割合

106 

R2.2.12全員協議会提出資料



①少子高齢化!こより人口減少が進む中、社会が成長し豊かさを維持していくためには、県民一人ひと

りが性別等に関わらず、個性と能力を十分に発揮し、参画・活躍できる社会を築いていくことが極

めて重要です。

②政策・方針決定過程への女性の参画は徐々に進んできているものの、指導的地位に占める女性の割

合は低く、地域活動等における女性の参画についても未だ十分とはいえない状況です。根強く残る

固定的な性別役割分担意識の解消に向け、男女共詞参画意識の一層の普及・啓発が必要です。また、

性犯罪、性暴力等の相談件数は増加の傾向にあり、 ドメスティック目バイオレンス(DV)の相談

件数も依然として多いことから、性犯罪・性暴力や DVを防止するための啓発や被害者支援の一層

の推進が求められています。

③職業生活における女性の活躍については、趣旨に賛同いただく企業等のネットワークが拡大するな

ど、気運は高まりを克せているものの、リーダ一層で活躍する女性の割合は未だ低く、真に女性が

活躍しているとはいえない状況です。働くことを希望する女性や職場でステップアップしたいと希

望する女性が、その希葉に応じた働き方を実現できるよう取り組んでいく必要があります。

④多様性を認め合い、誰もが参画 活躍するダイバーシティ社会に対する累畏の皆さんの理解や共感

が高まり、ダイパーシティ推進に係る主体的な行動につながることが必要です。

崎重踏襲議選議頬締:援 護霊童三 (雲 幾三雲.
1環境生活部 1
①男女共同参蘭施策の j醤の推進をめざし、各部局と連携して「第2次三雲重県男女共同参蘭慕本計画

(改定版)Jの着実な実行に取り組むとともに、「第3次三重県男女共同参画基本計画」を策定しま

す。市町!こ対しては、 f女性の職業生活における活躍の推進iこ関する法律j に基づく推進計雷の策

定などの取組が進むよう、それぞれの実情に応じた支援を行います。

②県男女共同参画センター「フレンテみえ」と密接な連携のもと、指定管理事業の実施などを通じ、

男女共同参画意識の一層の普及啓発に努めます。

③性犯罪'性暴力の被害者等が必要な支援を受けることができるよう、引き続き「みえ性暴力被害者

支援センター よりこ」の相談体制の充実と認知度向上に取り組みます。

④「女性の大活躍推進三重県会議」の取組等を通じ、県内企業団体において女性が活躍できる環境

整備が一層進むよう取り組みます。

⑤誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現に向けて、「ダイバーシティみえ推進方針~と

もに齢、多様な社会へ~J に基づき、県民の皆さんの理解や行動につなげられるようダイパーシ
ティに関する講座等を実施します。また、 LGBTをはじめ多様な性的指向や性自認について、啓

発を行うとともに、県内における相談対応に係る取組を行います。

1子ども・福祉部 11

⑤令和 2 (2020)年3月に策定(予定)する「三重県DV紡止及び被害者保護・支援基本計画第6次

計画」に基づき、 DV被害者の適切な保護 自立支援や性別にとらわれない相談を行えるよう関係

機関と連携した取組を進めるとともに、 DV対応と児童虐待対応とのさらなる連携強化を図ります。

また、 DVを許さない社会意識の醸成に向けて啓発を行います。
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三重議議議 認総隊縫畿自
l環境生活部 l
①男女共同参函連絡調整事業【基本事業名:21201 男女共同参画の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額:(R1) 2， 4 6 9千円 → (R2) 3， 3 6 9千円

事業概要:男女共凋参画社会の実現に向けて、県男女共同参薗審議会による外部評価を実施し、施

策の総合的な推進につなげるとともに、「第3次三重崇男女共問参画基本計酒Jを策定

します。また、市町!こ対しては、 f女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」

に基づく推進計画の策定等の取組が進むよう、働きかけや支援を行います。

②男女共伺参醤センタ一事業{基本事業名:21201 男女共同参画の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額:(R1) 8， 2 7 2千円 → (R2) 8， 5 8 8千円

事業概要:県男女共同参画センタ-rフレンテみえ」において、フォーラムやセミナ一等による参

酒・研修機会の提供や人材育成・情報誌等による情報発信、電話相談や調査研究事業等

を実施し、男女共同参画意識の普及を図ります。

③性犯罪・性暴力被害者支援事業【碁本事業名:21201 男女共同参画の推進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額: (R1) 1 0， 6 2 4千円 → (R2) 1 0， 7 8 8千円

事業概要:性犯罪・性暴力被害に遭われた方が安心して相談できるよう、「みえ性暴力被害者支援

センター よりこ」において、引き続き、電話相談・面接相談・付き添い支援や医療機

関の紹介等に取り組むとともに、関係機関・匡体と連携しながら、被害者の負担軽減・

心身の早期回復を図ります。また、相談体制の充実強化や、認知度向上のための広報啓

発を行います。

④(一部新)みえの輝く女子プロジェクト事業

{基本事業名・ 21202 職業生活における女性活躍の推進】

(第2款総務費第6項生活文化費 1 生活対策費)

予算額・ (R1) 3， 8 9 8千円 → (R2) 3， 9 3 9千円

事業概要・女性が活躍できる環境整備に向けて、「女性の磯業生活における活躍の推進に関する法

律」の改正をふまえ、中小企業等における一般事業主行動計障の策定支援や、企業等を

対象とした講演会 交流会など、「女性の大活躍推進三重県会議Jの取組を進めるとと

もに、引き続き再会議への加入促進に取り組みます。

⑤広げようダイバーシティみえ推進事業[基本事業名:21203 ダイパーシティ推進の気運醸成】

〔第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額:(Rl) 5，700千円 → (R2) 4， 5 3 0千円

事業概要:夕、イパーシティみえ推進方針に基づき、県民の皆さんのダイパーシティに係る理解や行

動につながるよう、ダイバーシティをテーマとしたワークショップの実施や高等教育機

関との連携による講座を開催します。
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⑤(新) L G B T等相談事業{基本事業名・ 21203 ダイバーシティ推進の気運醸成】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額制) 一千円→ (R2) 2， 9 9 2千円

事業概要 :LG包丁をはじめ多様な性的指向や性自認に関する県民の皆さんの悩みなどへの相談

対応の充実を図っていくために、相談人材の育成研修等に取り組みます。

i|子ども・福祉部 l
⑦DV対策基本計画推進事業【基本事業名 21201 男女共同参画の推進】

(第3款民生費第 1項社会福祉費 5 社会福祉施設費)

予算額 (R1) 2 3， 8 6 2千円 → (R2) 2 3， 5 6 6千円

事業概要:r三重県DV紡止及び被害者保護・支援基本計画第6次計画」に基づき、児童虐待対応職

員と DV対応職員がより一層の情報共有と連携強化を図るとともに、多様な相談に対応

する相談員等の資質向上のための研修会、 DV防止の街頭啓発を行うなど、市町や民間

団体と連携し、被害者相談・保護・自立支援等を行います。
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【主担当部局:環境生活部]

属議議言語議室謹厳重総量産総言語謀議選三 I 
外国人住民が抱える生活、就労、教育などの課題の解決!こ向け、国際交流協会、 NPO、経済団体、

県民、国・県・市町などのさまざまな主体が適切な役割分担のもと連携して取り総むことにより、多

様な文化的背景の人びとが、 2互いの文化の違いを認め合い、対等な関係のもとで、地域社会を一緒に

築いています。

目標項霞 I rみえ県民意識調査」で、外国人住民が地域社会の一員として共に暮らせる社会になってい
の説明 |ると「感じる」、「どちらかといえば感じるj と回答した県民の割合

2年度目標値 i令和5年度の目標達成に向!ナ、段階的に都合を増やしていくこととし、これまでの実績や国
の考え方 iの調査等をふまえて目標値を設定しました。

置や電話通訳のrs見/込4能)関 l 

17機関

活用により多言

語対応が可能な

Z車問'"日時']~茸凡

日本語指導が必

要な外国人児童| / 93.4% I / / 100% 

生徒に対して、

日本語指導が行

われている学校| 86. 8% 

の割合
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①県内の外国人住民数は、 50，643人(平成 31(2019)年1月1日現在)と黒人口の 2.78%を占め、

外国人比率は全国4位となっています。外罰人住民等は、地域経済を支える大きな力となっている

ものの、言葉の皇室や文化の違いなどから、地域でのコミュニケーションが十分に図られず、外国人

住民等の地域社会への参画が進んでいません。

②新たな在留資格「特定技能」の導入により、在留外国人の一層の増加が見込まれており、行政・生

活情報や相談対応のさらなる多言語化をはじめとした、新たなニーズの拡大が予想されます。

③言葉の壁や文化・慣習の違いは、外国人への誤解や差別を生む原因ともなっています。また、言語

による意思疎通の困難等から雇用が安定しない外国人労働者が多いといった状況は、依然として継

続しています。

③三重県は、毘本語指導が必要な外僅人児童生徒の在籍率が全国的にも高く、今後も増加が見込まれ

ます。このような子どもたちの保護者!こ対して、日本の学校制度や学校生活について周知を行うな

ど、子どもたちの就学を促進する必要があります。また、外国につながる子どもたちの就学前教育

を促進するとともに、学校における B本語習得の支援、進路実現に向けた学びの支援をより一層充

実させていく必要があります。

⑤外国人も含め、義務教育未修了の学齢超過者、不登校により中学校での学習が十分にできなかった

人など、さまざまな事情により学びを必要とする方の教育を受ける機会を確保していく必要があり

ます。

①外国人住民からの生活相談にきめ細かに対応する体制を「みえ外国人相談サポートセンヲー

(M i eCo)Jにおいて構築するとともに、県多言語ホ ムペ ジの情報内容の充実を図ります。

②外国人住民が地域で、安心して生活することができるよう、医療通訳者の育成や災害時に外国人住民

を支援する体制の整備、消費者被害の紡止のための啓発などに、市町、関係団体などさまざまな主

体と連携して取り絡みます。

③日本語教育の実態・課題を把援するとともに、地域における臼本語教育環境の強化に取り絡みます。

また、各種啓発活動や国際交流の機会等を通じて、多文化共生に関する意識の醸成を図ります。

j教管委員会 1
④外国人児童生徒lこ対する就学の促進を図るため、外国人児童生徒およびその保護者等に対して、日

本での学校生活や進学に関することなどの正確な情報を多言語で提供します。また、外国人住民等

を含め、さまざまな事情により十分な教育を受けられないまま中学校を卒業した方に対し、義務教

育を受ける機会を保障する夜間中学lこ関する調査研究を進めます。

⑤外国人児童生徒に対する教育の充実を図るため、市町が行う初期の日本語指導や学校生活への適応

指導等の取絶を支援します。外国人児童生徒巡回相談員を計画的効果的に学校へ派遣し、外国人

児童生徒への日本語指導適応指導や保護者への支援を行うとともに、通訳の派遣等により多言語

化に対応します。また、高等学校においては、外国人生徒の日本語支援や進路相談等を充実するた

め、拠点校への外国人生徒支援専門員の配置を拡充します。
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⑤市町等教育委員会担当者および教職員対象の研修会等において、日本語で学ぶ力を育む授業の普及

に加え、児童生徒の日本語能力に応じた特別の教育課程を編成・実施している事例等、優れた取組

の普及を図ります。また、外国人住民が多く在住する市町で開催される外国人の小中学生を対象に

した進銘ガイダンスの実施を支援します。さらに、l 外国人生徒および保護者がB本の学校制度や働

き方について理解を深め進路を選択できるよう、進学や就織に関するセミナーを実施します。

i義援襲業 議総滋滋言語1
j環境生活部 11

①外罰人住民の安全で安心な生活への支援事業

【基本事業名:21301 多文化共生に向けた外国人住民の生活支援]

(第2款総務費第S項生活文化費 6 国際化対応費)

予算額・ (R1) 1 4. 5 72千円 → (R2) 1 7. 0 8 7千円

事業概要:iみえ外国人相談サポートセンター (Mi eCo)Jにおける専門家による相談会の定期

開催や相談員に対する研修などにより、相談体制を充実させます。また、医療通訳者の

育成など医療機関における多言語対応を促進するとともに、災害時に外国人を支援する

人材の育成や支援体制の整備、消費者被害の妨止に係る啓発等を進めます。

②(一部新)外国人住民!こ対する情報や学習機会の提供事業

【基本事業名:21302 外国人住民に対する学習機会の提供】

(第2款総務費第5項生活文化費 6 額際化対応費)

予算額:(R1) 8. 8 2 1千円 → (R2) 1 5. 0 6 4千円

事業概要:地域における日本語教室の取組状況や学習者のニーズ、課題等を把握し、日本語教育の

実施に関する推進計画を策定するとともに、地域の日本語教室への支援を実施します。

また、多言語ホームページにより行政'生活情報を提供するとともに、多文化共生への

県民の皆さんの理解促進に取り組みます。

③(新)映画で知ろう Iiみえで活躍する外題人住民」事業

【慕本事業名:21302 外国人住民に対する学習機会の提供】

(第2款総務費第5項生活文化費 6 国際化対応費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 9. 8 0 0千円※みんつく予算

事業概要 :8本人と外国人住民が、共にワ クショップに参加して企画案を作成し、県内で活躍す

る外国人住民を紹介するドキュメンタリー映画を制作します。この映画を多文化共生に

関するシンポジウムで発表するとともに、市町や教育機関等で上映することで、県民の

皆さんの多文化共生意識を醸成します。
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|l教育委員会 i
④(一部新)多文化共生社会のための外国人児童生徒教育推進事業

【基本事業名:21303 日本語指導が必要な外霞人児童生徒への支援】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教青指導費)

予算額・ (R1) 2 6， 5 4 1千円 → (R2) 2 9， 6 3 4千円

事業概要・市町における外国人児童生徒の受入れや臼本語指導・適応指導に係る取組への支援を行

うとともに、小中学校に、学習支援を行う外国人児叢生徒巡回相談員や翻訳等を行う外

国人児童生徒巡回支援員を派遣します。また、外国人児童生徒の就学促進および教育を

受ける機会の確保のため、就学等に必要な情報を提供するとともに、夜間中学等に関す

る調査研究を進めます。

⑤社会的自立をめざす外国人生徒支援事業

[基本事業名:21303 日本語指導が必要な外国人児童生徒への支援】

(第 10款教育 費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額・ (R1) 4， 448千円 → (R2) 1 1， 1 1 7千円

事業概要外国人生徒が地域で社会的自立を果たし、社会の一員として活躍できるよう、課外授業

等による適応指導や進路相談、 5本語習得の支援等を行う外国人生徒支援専門員(ポル

トガル語、スペイン語、フィリピノ語等)を県立高校の拠点校に配置します。
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施策221
子どもの未来の礎となる「確かな学力・豊かな心・健やかな身体」

の育成

【主担当部局 教青委員会]

員事議事事泌総量菱重i編言語護菱重言語通事i盗塁 1 I鐙 l
子どもたちが、知識・技能、思考力・半IJ断力・表現力等の「確かな学力J、命を大切にする心、や他者

への恩いやりなどの f豊かな心」、心身の健康や体力などの「健やかな身体」を青み、自分のよさを認

識し、失敗を恐れず夢と志を持って可能性に挑戦していくために必要な力を身につけています。

自分には、ょい
ところがある
と思う子ども
たちの割合

瞳轟轟轟轟轟轟轟轟輔轟轟轟謹盤謹轟蓋醒轟轟轟轟轟轟輔輔轟轟輔轟轟轟轟輔

目標項呂 I r随分には、ょいところがあると患う」という質問に対じて、肯定的な回答をした公立小中
の説明 |学生の割合(文部科学省「全国学力・学習状況調査J)

2年度目標値 |小中学校においては、成果をあげている他県の状況をふまえて、令和5年度に現状億からお
の考え方 |おむね5ポイント高めることを目標として、段階的に設定しました。

「全国学力・学

習状況調査j に

おける本県の子

どもたちの学力

の伸び

道徳科の授業で

家庭や地域と連

携した取組を行

っている小中学

校の割合

小学校
78. 7田
中学校
48. 7国

(30年度)
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①「確かな学力」、「重量かな心」、「健やかな身体」が一体的・調和的に育まれる中で、一人ひとりの子

どもたちが自分のよさや可能l性を認識し、自己肯定感を高め、新たな時代に対応していくための力

の葵礎を形成していくことが必要です。

②新しい時代を生き抜いていくためには子どもたちに、 rj可を理解しているか、何ができるかJr理解

していること・できることをどう使うかJrどのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送る

かjの視点から必要な資質・能力を育成することが求められています。

③「みえの学カ向上県民運動」を実施し、家庭での生活習慣田学習習慣等の確立、地域による学習支援

等に取り組むとともに、みえスタディチェック等を活用した授業力の向上や教育支援事務所(平

成 28(2016)年設置)による小中学校へのオーダーメイドの支援を進めました。令和元 (2019)年

度の「全国学力学習状況調査j では、小中学校合わせた5教科中4教科で全国の平均正答率以上

となりましたが、基礎的・基本的な知識技能の定着や、説明したり自分の考えを書いたりする力な

どに諜題がみられ、道半ばであることから、引き続き、学校・家庭・地域・市町・燥が 体となりオー

ル三重で子どもたちの学力向上の取絶を推進していく必要があります。

④生命を軽視する事件や深刻ないじめ問題、インターネットでの誹誘中傷等が発生している中で、子

どもたちの生命倫理や情報モラルの確立、規範意識や人間関係を形成する力の向上が求められてい

ます。また、多様な価値観を認識しつつ、自ら感じ、考え、他者と協働してよりよく生きるための

基盤となる道徳性を養うことが、これまで以上に求められています。

⑤子どもたちの身近な遊び場の減少や交通手段の発達等の社会環境の変化、家庭のうイフスタイルの

多様化を背景として、子どもたちの健康づくりにつながる、運動・食事・睡眠等に関する基本的な

生活習慣の確立が難しくなってきています。

⑥「全国体力・運動能力、運動管慣等調査」の結果では、三重県の子どもたちの体力は、全国と同程

度に向上しましたが、 1週間の総運動時間が 60分未満の児童の割合が増加しており、学校におけ

る体育活動を通じ、運動することの楽しさに気づく機会を増やす必要があります。
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⑦「全国学力・学習状況調査」の結果では、授業時間以外に読書をする本県の子と、もたちの割合は全

国を下回っています。また、学校読書調査における不読者の割合は、年齢が上がるにつれ高くなる

傾向にあり、発達段階に応じた読書習慣を形成していく必要があります。さらに、美しいものや芸

術的なものにふれることで豊かな感性・情操を育むとともに、生涯にわたり文化や芸術l二親しみ、

その継承や創造に寄与しようとする意欲や態度を育むことが必要です。

|通主主主藤橋説経選三塁..三重
①子どもたちの基礎的・慕本的な知識・技能の定着や、文章を読むカ・伝えるカの育成を図るため、

全国学力・学習状況調査、みえスタディ・チェック等を活用した学校全体での計画的な取組を推進

します。また、子どもたちが課題の解決に向けて自ら進んで取り総み、考えの深まりや広がりを実

感できる授業が展開されるよう、授業改善を促進します。

②子ども一人ひとりの学習における課題を把援し、きめ細かな指導を行うとともに習熟の違いに応じ

た指導の工夫等についての研究を進めます。

③「みえの学力向上県民運動Jを引き続き実施し、生活習慣 学習習慣・読書習慣の確立等、学校・

家庭・地域が一体となって、子どもたちの学力向上に取り組みます。

④子どもたちが、公共心、規範意識、自尊感情を高め、命を大切にする心やよりよく生きようとする

意欲と実践力を身につけられるよう、道徳教育推進教師を中心、とした推進体制の充実に取り組みま

す。また、「考え、議論する道徳」の授業をとおして、子どもたちが多様な感じ方や考え方に接し、

考えを深め、判断し、表現することができるよう、指導方法や評価方法などについて道徳教育アド

バイザーによる指導・助言や研修会を実施します。

⑤子どもたちの基本約な生活習慣の確立や多様化する健康課題の解決に向けて、関係機関等と連携を

図りながら、むし歯予防やがん教育、性に演する教育、薬物乱用防止教育等の健康教育の取組を推

進します。

⑤学校における食育の一層の推進を図るため、教職員を対象とした講習会を開催するとともに、「朝

食メニューコンクール」等の実施により、家庭における正しい食生活について啓発します。また、

食中毒の発生や異物混入、食物アレルギーによる事故を防止するため、関係者等を対象とした講習

会の開催 給食施設の実地調査を行い、「学校給食衛生管理基準Jや「ヒヤリハット事例集」等の

周知徹底を図ります。

⑦子どもたちが授業をとおして運動の楽しさや喜びを味わい、発達段階に応じた体力や技能が養われ

るよう、授業の工夫や改善に向けた取組を進めるとともに、日常的な運動習慣が身につくよう、各

学校の状況に応じた 1学校 1運動の取組を推進します。

⑧運動部活動指導者スキルアップ研修会を鋳催し、指導者の指導力向上を図ります。引き続き運動部

活動サポーターを派遣するほか、運動部活動指導員の配置を進め、専門的な指導の充実と教職員の

負担軽減を図ります。

⑨令和2(2020)年度に本県で開催される全国中学校体育大会およびインターハイアーチェリー競技

大会の準備、運営を円滑に行えるよう支援します。また、オリンピックパラリンピックに向けて、

子どもたちの大会への興味・関心を高めていくため、県内の学校で、オリンピアン・パラリンピア

ンの講演や模範演技などを行いまする

⑬子どもたちが本を身近なものと感じ、読書を楽しむことができるよう、図書館、市町教育委員会等

と遠携し、同世代の子ども問土で本を紹介しあう読書経験の共有や、さまざまな図書にふれる読書

機会の拡充等を進めます。
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⑪生徒の豊かな感性や情操等を育むため、みえ高文祭を開催するとともに、全国高等学校総合文化祭

や近畿高等学校総合文化祭への生徒の派遣や作品の出展等を支援し、生徒の発表や交流を進めるこ

とで、文化芸術活動を推進します。

⑫中学校の文化部活動において、指導体制の充実および教員の負担軽減を図るため、専門的な指導や

引率を行う外部人材を新たに配霊します。また、高等学校の文化部活動において、主に実技指導を

行う外部指導者の配置について、支援します。

①みえの学力向上県民運動推進事業【墓本事業名・ 22101 学力の育成]

(第 10款教育費第1項教育総務費 2事務局費)

予算額:(R1) 1 9 6千円 → (R2) 2 34千円

事業概要学力の基盤となる子どもたちの生活習慣・学習習慣=読書習慣を確立するため、学校・

家庭・地域がともに考える機会として教育講演会を開催します。あわせて、県内イベン

ト等を活用して県民運動の周知・啓発を図るとともに、学校 家庭・地域における今後

の取組等を検討するため、みえの学力向上県民運動推進会議を開催します。

②(一部新)学力向上推進事業{基本事業名 22101 学力の育成]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 3 2， 7 0 2子円 → (R2) 3 1， 3 7 7千円

事業概要:みえスタディ・チェックを実施し、自校採点集計WEBシステムで、設問ごとの集計結

果や課題等の分析および子どもたちの学習内容の定着状況等を各学校に提供するとと

もに、当該学年で身につけておくべき基礎からの標準的な問題で構成したワークシート

集を、学校、市町教育委員会に提供します。また、子ども一人ひとりに対してきめ級か

な指導を行うため、実践推進校を指定し、学力向上アドバイザーの指導・助言を得なが

ら、習熟の違いに応じた指導の工夫等に係る研究を進め、その取組の成果について、研

修会等を通じて県内小中学校へ普及します。

③(新)新学習指導要領に対応した資質・能力育成推進事業【基本事業名:22101 学力の育成]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教青指導費)

予算額 (R1) 一千円→ (R2) 5 7 7千円

事業概要:全ての教科の基盤である読む力や伝える力の確実な習得につなげるため、指導資料「育

成カリキユラム(読む力・伝える力編)Jの活用を促進するとともに、それらの力を育

成するための授業改善について、国の調査官等を招へいした研修会を開催します。また、

「空間認識Jr平面図形Jr数的処理」等の数学的思考力を育成するWEB学習教材を活

用した実践研究を行い、その成果等をふまえて、民間企業と連携仏教材の研究開発

を行います。

④小中学校指導運営費{基本事業名:22101 学力の育成】

(第 10款 教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額 (R1) 3， 94 7千円 → (R2) 3， 60 2千円

事業概要本庁と教育支援事務所が連携し、市町教育委員会および小中学校を訪問して、地域の実

情に即した学力向上の取組を支援します。
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⑤遂徳教育総合支援事業[基本事業名:22102 道徳教育の推進】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 8. 543千円 → (R2) 9. 5 9 8千円

事業概婆:道徳教育の充実を図るため、学校等へ道徳教育アドバイザーを派遣し、「考え、議論す

る道徳Jの授業の効果的な指導方法等に係る具体的な指導・助言を行います。また、三

重県道徳教育推進会議や公開授業をとおして、道徳の教科化をふまえた道徳教青の効果

的な指導方法などを普及します。

⑥学校保健総合支援事業{基本事業名:22103 体力の向上と健康教育の推進】

(第 10款教育費第7項保健体育費 1保健体育総務費)

予算額:(R1) 1.945千円→ (買わ し 934千円

事業概要・子どもたちが健康に関する正しい知識を身につけ、理解を深めることができるよう、専

門医等を学校に派遣するなど、学校における健康教育の充実を図ります。

⑦がんの教育総合推進事業【基本事業名:22103 体力の向上と健康教育の推進}

(第 10款教育費第7項保健体育費 1保健体育総務費)

予算額・ (R1) 3 8 8千円 → (R2) 4 2 1千円

事業概要・教職員が、がんに関する教育の意義を理解し、指導内容・方法等についての専門的な知

識を習得できるよう、研修会等をとおして資質向上を図ります。

⑧学校給食・食育推進事業{基本事業名:22103 体力の向上と健康教育の推進】

(第 10款教育費第7項保健体育費 1保健体育総務費)

予算額:(R1) 1. 9 7 5千円 → (R2) 1. 7 7 3千円

事業概要・朝食メニューコンクールの実施等を遥じて食育を推進するとともに、学校給食の衛生管

理等の徹底を図ります。

⑨みえそ子どもの元気アップ体力向上推進事業【基本事業名:22103 体力の向上と健康教育の推進】

(第 10款教育費第7項保健体育費 2体育振興費)

予算額 (R1) 5. 2 7 3千円 → (R2) 5. 9 2 8千円

事業概要・就学前から高等学校まで、子どもの発達段階に応じた運動習慣や生活習慣等の改善を図

ります。また、各小中学校で作成した元気アップシートの取組を確実に実行するため、

市町教育委員会と連携し、教員対象の研修会や指導主事の学校訪問により、指導・劾言

を行います。さらに、オリンピック・パラリンピックに向けて、子どもたちの大会への

興味・関心を高めていくため、県内の学校でオリンピアン パラリンピアンによる講演

や模範演技などを行います。
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⑬みえ子どもの元気アップ部活動充実事業[慕本事業名・ 22103 体力の向上と健康教育の推進】

(第 10款教育費第7項保健体育費 2 体育振興費)

予算額:(R1) 1 4， 8 3 2千円 → (R2) 2 6， 9 5 3千円

事業概要・部活動の指導体制を充実して、教員の負担軽減を図るため、中学校・高等学校に、顧問

として単独で専門的な指導や引率を行える運動部活動指導員の配置を進めるとともに、

新たに中学校に文化部活動指導員を配置します。また、技術指導のみを行う外部指導者

(サボーター)を中学校目高等学校の運動部に派遣します。さらに、運動部活動の研修

会などを行い、「三重県部活動ガイドライン」の浸透や指導者の指導力向上を図るとと

もに、環境整備の必要な運動部がある県立高等学校に備品等を整備します。

⑪運動部活動支援事業【基本事業名ー 22103 体力の向よと健康教育の推進]

(第 10款教育費第7t頁保健体育費 2体育振興費)

予算額 (R1) 1 4 7， 3 8 0千円 → (R2) 1 5 3， 8 0 8千円

事業概要:中学校、高等学校の黒体育大会や東海大会の開催経費の負担および全国大会等の参加に

係る旅費等の経費を負扱します。また、全国中学校体育大会および全国高等学校総合体

育大会アーチェリー競技の開催準備を進めます。

⑫子どもと本をつなぐ環境整備促進事業

【基本事業名:22104 読書活動・文化芸術活動の推進]

(第 10款教育費第6項社会教官費 1社会教育総務費)

予算額:(R1) 9 0 5千円 → (R2) 7 5 8千円

事業概要.子どもたちの読書への関心が高まるよう、「第四次三重県子ども読書汚動推進計闘(仮

称)J Iこ基づき、読書機会の充実など、家庭や地域、学校等を通じた地域社会全体で読

書活動の推進に取り組みます。また、子どもたちが日常的に自ら進んで読書に親しむき

っかけをつくるため、ビブリオバトルを開催します。

⑬高校芸術文化祭費【基本事業名:22104 読書活動・文化芸術活動の推進]

(第 10款教青費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 4， 6 5 5千円 → (R2) 4， 1 6 2千円

事業概要:音楽、美術、演庫iなど高校生の芸術文化の技術と創造力を磨き、芸術文化活動の活性化

を図るとともに、生徒相互の交流を深め、豊かな人間性を育成するため、みえ高文祭の

開催や全国高等学校総合文化祭等への生徒派遣を支援します。
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施策222 個性を生かし他者と協働して未来を創造する力の育成

[主担当部局:教育委員会】

擁護j瀦言語総議議選:線路義蚕議室言語議員護..三 I 
子どもたちが、急速な技術革新等により変化が激しく予測困難な社会にあっても、変化を前向きに

受け止め、社会の一員としての自覚と責任を持ち、自らの感性や創造性を発揮して、他者との紳を大

切にしながら、豊かな未来を創っていく力を身につけています。

目標項毘
の説明

2年度目標値
の考え方

社会的な課題に

ついて話し合う

活動を行ってい

る

目標を持って学

習や活動に取り

組んでいる子ど

もたちの割合

62. 3国

2国
中学生
86. 6岡

高校生
65. 9出
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「函難だと思う

ことでも、前向

きに考えて挑戦

している」と答

えた高校生の婁l
必h
<=l 

73. 0出

71.8出

①「誰一人取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会、異なる個性や能力を持つ一人ひと

りが尊重され、設もが自分らしく参加 活躍できるダイパーシティ社会の実現が求められている中

で、これからの教育においては、子どもたちにこうした社会づくりに向けで小さなことでも変化を

起こし試行錯誤してやり切ろうとする素養を育んでいくことが必要です。

②平成28(2016)年から選挙権年齢が 18歳に、令和4(2022)年4月からは成年年齢が 18歳となる

中で、学校教育において、子どもたちが早い段階から自由・権利や責任・義務に向き合い、社会を

形成していく力を育んでいくことがより重要となっています。

③社会が急速に変化し雇用形態の多様化等が進む中、子どもたちが、将来、自らの能力等を発揮し、

自立した社会人として活躍することができるよう、自らの生き方や働き方について考えを深め、職

業生活に必要な知識や技能を育むことや、学習内容と社会のつながりを意識した教育の必要性が

層高まっています。

④グローパル化や人ロ減少が進む中、子どもたちに、異なる文化応対する理解や英語コミュニケーシ

ヨン力、地球的な視野で考え行動できる態度を養うとともに、郷土の豊かな自然や歴史、文化等に

ついて瑳解し、郷土への誇りや愛着を持ち、世界や地域で活躍できる力を育んでいくことが求めら

れています。

⑤AI、ビッグデ一安等をはじめとする技術革新が進み、これらの先端技術を社会生活等に取り入れ、

社会的課題の解決等を図る超スマート社会 (Society5.0)が進展する中、子どもたちに先端技術

を使いこなしながら人間ならではの考え方で課題を解決していくことができる力を育むことが必

要です。

①子どもたちに、社会の形成者としての自覚と責任を持ち、自ら考え判断し課題の解決に向けて主体

的に行動する力を育むため、発達段階に応じた主権者教育、消費者教育、環境教育等に取り組みま

す。

②地域の高校において、地域を学び場とした「地域課題解決型」のキャリア教育を進め、生徒が地域

課題や第一次産業・観光等の地域の特色ある産業を通じて、地域住民や職業人と関わりながら実社

会での実践活動に取り組み、さまざまな変化に積極的に向き合い、他者と協働する力や自己と社会

の関わりを深く考える力など、社会の変化に対応できる力を育みます。
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③児叢生徒が働くことの意義や大切さを理解し、社会的自立や毅業的自立に必要な能力や態度を身に

つけ、将来、地域社会で活躍できるよう、就業体験等をとおして地域の産業や仕事について学ぶ機

会の拡充など、発達段階に応じたキャリア教育に取り組みます。また、新規高等学校卒業者等が就

職した職場で能力を発揮しながら働くことができるよう、外部人材を活用した就職支援および職場

定着支援を行います。あわせて、県立高等学校が開催するライフプラン教育に関する保育実習、講

演会等について、関係団体等の協力を得て、各校の実態に応じた成果が得られるよう支援します。

④将来、国際的な視野を持ち、さまざまな分野で活躍していけるよう、留学や海外研修を促進すると

ともに、学校の枠を越えて議論する活動を充実します。

⑤小中学校をとおして、児童生徒が主体的に英語を用いてコミュニケーションを図る力を向上させる

ため、指導方法や評価方法についての実践研究を行い、その成果を普及します。中学校においては、

生徒が4技能6領域(潤くこと、読むこと、話すこと(やりとり・発表)、書くこと)の力を総合

的に伸ばせるよう媛業改善の支援に取り組みます。また、中学生が郷土三重の魅力を英語で発信す

る取組や、地域の伝統や産業、地域の人々との関わりをとおして、主体的に学ぶ取組を推進します。

⑥AI等を活用して社会で活躍する人材の育成を図るため、 EdTech(※ 1 )を効果的に活用した学習

によって課題解決裂学習の時潤を創出し、探究力や論E理的思考力を育成する STEAM教育(※ 2)を

進めます。

※ 1 EdTech 教育における AI、ピ、ツクデータ等のさまざまな新しいテクノロジーを活用した

あらゆる取組

※2 STEAM教育‘科学 (Science)、技術 CTechnology)、工学 (Engineering)、リベラルアーツ・

教養 (Arts)、数学 (Mathematics)等の学習を実社会での課題解決に生かしていくための

教科横断的な教育

i議襲撃三盗塁霊童三三重 総務 I ヨl
①高等学校学力向上推進事業【慕本事業名:22201 主体的に社会を形成するカの育成】

(第 10款教育費第 1項教育総務費 4 教育指導愛)

予算額 (R1) 2 0， 2 9 4千円 → (R2) 1 6， 496千円

事業概要・生徒の学力の定着・向上および自己実現を図るため、巣立高等学校に対して指導助言

等の支援を行うとともに、指導方法や評鏑方法の工夫改善に係る研究実践を推進します。

また、新学習指導要領の円滑な実施に向けて、教務担当者等を集めた会議を開催し、教

育課程の編成や指導方法等!こ関する研究協議を行います。さらに、主権者として、より

よい社会の実現を視野に課題を主体的に解決しようとする意欲や態度を育むため、実践

研究校を指定し、外部機関の協力を得て、効果的な学習プログラムを開発します。

②地域課題解決裂キャリア教青モデル構築事業

{基本事業名 22201 主体的に社会を形成する力の育成]

(第 10款教育費第1項教育総務費 2 事務局費)

予算額 (R1) 2 8， 8 9 4千円 → (R2) 2 4， 2 2 2千円

事業概要:実践パイロット校を指定し、生徒が地域課題や地域の特色ある産業を題材に地域住民や

職業人と関わりながら、実社会での実践活動に取り組むことで、地域の魅力と課題を知

り、解決方策を考え実践する人材を育成します。また、学校と地域をつなぐコーディネ

ーターを配置します。これら実践パイロット校での取組をふまえ、学識経験者や地域関

係者等で構成する推進委員会を設鷺し、他者と協働する力や自己と社会の関わりを考え

る力など、これからの社会の変化に対応するために必婆なカを育成する「地域課題解決

型キャリア教育Jのモデルを構築します。
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③未来へつなぐキャリア教育推進事業【基本事業名岨 22202 キャリア教育の充実】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額 (R1) 2 6， 3 9 7千円 → (R2) 2 2， 09 1千円

事業概要・課題解決型のインヲーンシップや地域の職業人による出前講座などをとおして、社会

的・職業的自立に必要な資質能力を育成するとともに、就職アドバイザーを高等学校に

配置して就職支援および職場定着支援を行います。また、外国人生徒および保護者が日

本の学校制度や働き方について理解を深め、将来の生活を見通して進路を選択できるよ

う、就職アドバイザーを巣立高校に配置するとともに、進学・就職に関する助言やセミ

ナ一等の支援を行います。さらに、高校生が将来の家庭生活や家族の大切さについて認

識を深められるよう、ライフデザインや結婚、子育てをテーマとした講演会等を実施し

ます。

④「挑戦・交流・進化」で紡ぐ職業教育推進事業[基本事業名:22202 キャリア教育の充実】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(引) 28，030千円 → (R2) 2 7， 2 2 1千円

事業概要:変化の激しい産業界で活躍できる人材を育成するため、全国規模の競技会への参加や看

護・介護の実習を支援するとともに、平成 31年4月に設置した伊賀臼鳳高等学校建築

ヂザイン科における学習環境の整備を進めます。また、農業学科の生徒が、 GAP (農

業生産工程管理)を生かした流通や叛売に関する学習の充実を図ります。

⑤世界へはばたく高校生育成支援事業【基本事業名・ 22203 グローカル教育の推進】

(第 10款教育費第 1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額・ (R1) 1 3， 8 4 7千円 → (R2) 1 8， 60 1千円

事業概要:高校生の長期 E 短期留学の促進および海外研修旅行の実施をとおして、グローバルな視

野を育み、主体性や積極性の向上を図るとともに、高校生を対象にした「レベル別英語

ヂィベ トセミナー」を開催し、英語での発信カや論理的思考力の向上を図ります。ま

た、高校生の科学lこ対する興味・関心を高める三重県高等学校科学オリンピック大会を

開催します。

⑥(一部新)英語教育推進事業【基本事業名:22203 グローカル教育の推進】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額:(R1) 8 1 0千円 → (R2) . 2， 3 9 1千円

事業概要 小学校においてモデル校を指定し、市町と連携して効巣的な指導方法等に係る実践研究

を行い、その成果を普及します。中学校においてモデル地域を指定し、多様な音声や教

材が利用できる英語教材作成支援システムを導入し、授業改善に取り組みます。また、

中学生が三重の魅力を英語で一枚紙にまとめて発信する「ワン目ペーパー・コンテスト」

を実施し、ふるさと三重を英語で発信できる力を育てます。
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⑦(一部新)課題解決型学習 (PB L)を通じた新しい郷土教育推進事業

【基本事業名:22203グローカル教育の推進]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額 (R1) 2 4 4千円 → (R2) 3 9 7千円

事業概要郷土について誇りと愛着を感じ、将来地域で活躍する意欲と態度を身につけることがで

きるよう、中学生が学校や地域の諜題について解決策を考え、提案する課題解決型学習

(P B L)の手法を取り入れた取組を支援するとともに、その成果を発表する実践発表

会を実施します。

③(新)学びの STEAM化推進事業

【基本事業名:22204知識を活用して新たな価値を創り出すカの育成]

(第 10款教育費第 1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額: (R1) 千円 → (R2) 4， 4 1 0千円

事業概要 Society5.0の時代を生き抜く人材を育成するため、 EdTech(Education+Technology)を

活用した個別最適裂の学びを推進するとともに、 SCfence、Technology、正ngineeri旬、

Arts、Mathematicsを活用した文環融合の課題解決型教育をとおして、探究力、論理的

思考力を育成する f学びの STEAM化jの実証研究を行います。また、その成果を発

表するとともに、県内の高等学校に広く周知を図るため、「三重STEAM教育フォー

ラム(仮称)J を開催します。

⑨ (一部新)情報教育充実支援事業

【基ホ事業名:22204知識を活用して新たな価値を創り出す力の育成]

(第 10款教育費 第41貰高等学校費 2 高等学校管理費)

予算額 (R1) 4 5 0， 2 0 8 千円吋 (R2) 9 9 2， 1 9 4千円

(450，208 千円 吋 2，268， 973千円※2月補正含みベース)

事業概要:日Techを活用できる基盤として、県立学校に無線LAN環境と電子黒板等の大型提示装

置、学習用パソコンを整備し、子どもたちが他者と協働して課題を解決する力等を育む

プロジェクト君主学習や、生徒一人ひとりの関心・理解度に応じた教科学習(個別最適化

学習)等を推進します。
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(施策223 C~時
【主担当部局.教育委員会】

l議;総量言語言語豪華議I繍縫議謀総量議鵜I議 劉|
俸がいのある子どもたちが、 人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において、継続的な指導・

支援を受けることにより、自立と社会参画のために必要なカを身につけています。また、障がいのあ

る子どもたちと障がいのない子どもたちが、授業で共に学ぶことや行事等の交流などをとおして、互

いに理解を深め、尊重する態度を身につけています。

自標項目 | 般企業への就職を希望している県立特別支援学校高等部の生徒の就職率(就労継続支援A
の説明 |型事業所在除く)

2年度目標値 !一般企業への就職を希慈している生徒全員の希望が実現できることを目標に、毎年 100自に設
の考え方 1:定しました。

小中学校の通常

の学級において

個別の教育支援

計調および個別

の指導計蘭を作

成した学校の割

A 
Eコ

支援計画
小学校 86.0判
中学校 70.2国

指導計画

小学校 91.5田
中学校 85.1同

(30年度)

支援計画
小学校
、92.0田
中学校
82. 0目

指導計箇
小学校
94. 0克
中学校
91. 0覧
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おける交流及び

共同学習の実施

件数

845閉
(30年度)

870回

①発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加しており、それぞれの学びの場におい

て、一人ひとりに応じた早期からの 賞した指導・支援を充実する必要があります。

②特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校にも在籍していることから、全ての教職員が特別支

援教育に関する知識=技能を高めることが求められます。

③特別支援学校においては、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を行っています。卒

業後も地域の中で自分らしくいきいきと生活していくことができるよう、職業教育や職場開拓など

を含めたキャリア教育の一層の充実が必要です。

④共生社会の実現に向けて、障がいの有無に関わらず、誰もが互い!こ理解を深め尊重し合いながら生

活していく態度を育むことが大切です。

⑤特別支援学校に在籍する子と、もたちが増加している地域もあることから、施設の狭隆化等への対応

が必要です。

①就学前、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等の簡で指導・支援に必要な情報が確実に引き

継がれるよう「パーソナルファイル」のさらなる活用を進め、切れ目ない支援を行う体制づくりに

取り組みます。

②医療的ケアを必要とする子どもが身体的に安定した状態で教育活動に参加できるよう、保護者、看

護部、教員の連携協力のもと医療的ケアを安全に実施し、保護者の負担軽減を図ります。また、

高度な医療的ケアを必要とする子どもが在籍する学校において、指導医・指導看護師が巡閲するこ

とにより、校内のサポート体制構築や看護師の不安軽減を図り、安全で安心な医療的ケアの充実を

図ります。

③特別支援学校高等部生徒の進路希望の実現と、地域生活への円滑な移行をめざして、引き続き職場

開拓および職場実習を進めるとともに、各特別支援学校のキャリア教育プログラムを活用して、計

箇的・組織的なキャリア教育を推進します。また、特別支援学校と農業経営体等との連携を進める

ことにより、特別支援学校における農業実習の充実を図ります。

④小・中 高等学校の教員の特別支援教育に係る専門性の向上をめざして、各特別支援学校のセンヲ

一的機能による教員への助言等を進めるとともに、かがやき特別支援学校において県立子ども心身

発達医療センターと連携した発達障がいに係る研修会等の取絶を進めます。また、小・中・高等学

校の通級指導担当教員等を対象にした研修講座を実施します。

⑤高等学校における遥級による指導において、自己理解やコミュニケーション能力の向上を図る指導

を進めるとともに、実施校の拡充について検討します。また、入院中の高校生の学習保障に係る仕

組みについて研究します。
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①早期からの 貫した教育支援体制整備事業

【基本事業名:22301 人ひとりの学びを支える教育の推進】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額:(R1) 2 3. 2 1 1千円 → (R2) 2 3. 57 3千円

事業概要・特別な支援を必要とする子ども 人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、自立と社

会参画を図るため、「パーソナルファイル」の活用促進や高等学校への発逮障がい支援

員の配置、通級による指導担当教員等の発達樟がいに係る専門性の向よや指導者育成

を図る研修を行うとともに、疾病により長期入院中の高校生に対する学習保障の仕絡

みについて研究を行います。また、特別支援学校に在籍する外国人児童生徒および保

護者を支援するため、翻訳 通訳を行う外国人児童生徒支援員を配置します。

②特別支援学校メデイカル・サポ ト事業

{基本事業名:22302 自立と社会参画に向けた教育の推進】

(第、10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 6. 6 8 5千円 → (R2) 5. 6 9 0千円

事業概要:医療的ケアの必要な子どもが身体的に安定した状態で教育活動に参加できるよう、常

勤講部(看護師免許脊)および教員が連携して医療約ケアを実施するとともに、研修

会の実施による専門性の向よや、指導医等の指導 助言を得ながら校内のサポート体

制の構築等に取り組みます。

③特)jIJ支援学校就労推進事業【基本事業名・ 22302 自立と社会参画に向けた教育の推進}

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額 (R1) 6. 2 5 8千円吋 (R2) 6. 6 0 7千円

事業概要:特別支援学校におけるキャリア教育を推進するため、特別支援学校版キャリア教育プ

口グラムの活用や外部人材による職場開拓を進めるとともに、企業、関係機関等と連

携した職場実習等を実施することで、高等部生徒の進路希望の実現を図ります。

④特別支援学校スクールパス等運行委託事業

【基本事業名 22302 自立と社会参画に向けた教育の推進}

(第 10款教育費第5項特別支援学校費 1特別支援学校費)

予算額:(R1) 2 9 O. 4 3 7千円 → (R2) 3 1 4. 5 4 0千円

事業概要 特別支援学校に在籍する子どもたちの通学に係る負担を軽減するため、スクールパス

を運行します。

⑤(新)特別支援学校学習環境等基盤整備事業

【基本事業名:22302 自立と社会参箇に向けた教育の推進】

(第 10款教官費第5項特別支援学校費 1特別支援学校費)

予算額:(R1)一千円→ (R2) 2 9. 1 1 5千円

事業概要: 入ひとりの障がいの特性や状況に応じた学習活動を充実させるため、学習用パソコ

ン等の端末の整備を進めます。
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(施策224 C:ti:~で安心な学ゆ幻
【主担当部局 w 教育委員会]

屋重謀議菱重言語録厳重通謀議選総長議議 滋絞芸雲隠怒網|
子どもたちにいじめや暴力を許さない心や、危険予測・危険回避能力が脊まれるとともに、いじめ

や暴力行為の妨止の取組やその解決に向けた組織的な対応、通学路等の安全対策や不登校児童生徒等

への支援が進み、子どもたちが安心して学ぶことができる環境が整っています。

学校生活に安
心を感じてい
る子どもたち
の割合 92. 0時

中学生
96. 5目

高校生
88. 9目

轟轟轟轟轟轟轟轟轟盤盤盤響盤盤醒輔轟轟轟轟聾麓覇罷轟轟轟轟轟轟轟轟

目標項毘
の説明

2年度目標値
の考え方

「学校で、いじめや暴力の心配がなく、安心して学習することができますかj という質問に
対して肯定的な図答をした公立小中学生および県立高校生の割合

学校生活において子どもたちが安心を感じている割合は、すでに小中学校においては 90%を
超えていますが、この割合は今後 1∞%をめざすべき大切な項目であると考えられることか
ら、令和 5年度に現状値から各校種とも 2~3%程度(年 o. 5~0: 9%)上昇させることを見
込んで、段階的に白標債を設定しました。

500団体
乙レ 1/

ていじめの防止

に取り組む団体 450団体

数

いじめの認知件||/3/0年度~ 100目| ~ ~ 100出
数に対して解消

したものの割合
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1出
中学生

制 i 1/ / 
88. 1国

不登校児童生徒レ/ 高校生
60. 7国が、学校内外の 54. 7% 

機関等での相
74. 1% 談・指導等を受
中学生

けた割合 68. 1百
高校生
50. 7話

30 

学校安全ボラン
/" 11人 i

ティアの中心と
/" / 29入

なるスクールガ

ード リーダー 5人

の登録者数

①平成 30(2018)年4月に施行された f三重県いじめ紡止条例」に基づき、学校の内外を問わずいじ

めがなくなることをめざして社会総がかりで取り組んでいく必要があります。

②いじめや暴力行為については、未然防止とともに、早期に発見し、早期!こ解決することが重要です。

子どもたちにいじめや暴力を許さない心を育むとともに、学校会体で組織的に対応することや、学

校内外の教育相談体制を充実し、適切かつ迅速に対応することが必要です。

③スマートフォン等の急激な普及に伴い、 SNS等でのトラブルやいじめの事案が多く発生している

ことから、子どもたちのインターネット利用に関わる情報モラルの向上や、家庭と連携した取組が

必要です。

④子どもたちが巻き込まれる痛ましい事故や事件が発生しています。今後も引き続き、さまざまな主

体が連携し、通学路等の安全確保に取り組むとともに、子どもたちの交通安全や防犯に対する意識

を高めていく必要があります。

⑤本県における小中学校の不登校児童生徒は年々増加傾向にあり、不登校の要因・背景はよザ多様

化-複雑化しています。子どもたちが安心して学ぶことができる居心地の良い学校づくりを進める

とともに、不登校の子どもたち一人ひとりの状況に応じた支援を行う必要があります。

①子どもたちがいじめを生まない、許さない意識や態度を身につけられるよう、子どもたちゃサポー

ヲーの主体的な取紐の発信・交流や弁護士によるいじめ予防授業等の取組を進めます。また、寄せ

られた相談のうち緊急に支援がJ必要な子どもたちに対しては、臨床心理士が心のケアにあたるとと

もに、社会福祉士精神保健福祉士を活用して関係機関と連携した支援を行います。
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②いじめや暴力行為、不登校に対して学校全体で取り組む体制を整備し、スク ルカウンセラー(以

下、 '8CJ)を効果的に活用した教育相談や、スクールソーシャルワーカー(以下、，88WJ)の

効果的な派遣および県立学校を拠点とした近隣中学校区への巡回による支援を行います。 88Wを

活用して不登校や 8Cの相談件数等が急増するなどの状況が見られる学校に対して巡回訪問を進

めるとともに、教育支援センターなどと連携した支援に取り組みます。また、学校だけでは解決が

難しい問題については、 8C、88W、生徒指導特別指導員等が連携してチームでの支援を行いま

す。

③インターネットを通じて行われるいじめを防止し、そのための必要な啓発を行うとともに、子ども

たちがインヲーネットによるいじめに巻き込まれていないかどうかを監視するなど、インターネッ

トを通じて行われるいじめの未然防止・早期発見・早期対応に努めます。

④地域社会全体で子どもたちの安全を守るため、スクールガード・リーダーが学校安全ボランティア

(スクールガード)への指導・助言を行うなど、スクールガード・リーダーを核とし学校と地域が

連携した学校安全体制の構築に取り組みます。さらに、子どもたちの危険予測、危険回避能力を

育成するため、教職員を対象とした妨犯教室講習会および交通安全教室講習会を開催し、各教織員

の指導力の向上に努めます。

⑤不登校の子どもたちそれぞれに応じた支援を行うため、不登校に係る現状を分析し、個々の不登校

児童生徒への支援方法を研究するとともに、専門家による訪問型支援を進めます。また、学校がフ

リースクール等の民間施設と相互に連携、情報共有しながら、不登校の子どもたちの多様な学びを

支援します。

機構義 :重量縫
①いじめ対策推進事業[基本事業名 22401 いじめや暴力のない学校づくり】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 1 7， 9 0 1千円 → (R2) 5， 9 1 0千円

事業概要:教育相談等で把握したいじめ相談のうち、早期に対応が必要な内容に対して、続床心理

土や社会福祉士等が演係機爾と連携して継続した支援を行うとともに、いじめなどの理

由によって登校が難しい子どもたちへの支援に取り組みます。また、子どもたちがいじ

めを許さない意識や態度を身につけられるよう、弁護士によるいじめ予防授業を実施し

ます。さらに、地域全体でいじめ防止等を考える「いじめ妨止サミット」を県内6地区

で開催することにより、児蒙生徒がいじめ防止に主体的に取り組む実践カを青みます。

②スクールカウンセラ一等活用事業【基本事業名 22401 いじめや暴力のない学校づくり】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 2 5 3， 1 9 8千円 → (R2) 2 7 9， 1 0 3千円

事業概要:スクールカウンセラー (8C)を、全中学校区に配置するとともに、校区内の小中学校

には同じ 8Cを配置し、小中学校障で途切れのない支援を行うことができるよう取り組

みます。また、スクールソーシャルワーカー (88W)を、各学校等からの要請に応じ

て派遣するとともに、その一部を県立高校の拠点校に配置し、近隣中学校区への巡回を

行います。
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③(新)子どもたちのインヲーネットトラブル防止事業

【基本事業名 22402 子どもたちの安全 安心の確保]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導愛)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 1 0， 000千円※みんつく予算

事業概要回大学生や高校生がインタ ネットに関して経験したことを基に、ネットトラブルやネッ

ト依存等に関する意見交換を行い、小-中・高校生および保護者にインターネッドの適

正利用について発信するとともに、県内大学生による「インヲーネットの適正利用促進

講座jを開催します。また、学校や教職員が気づけないネット上のトラブルやいじめを

把握するため、 SNSにおけるトラブル等に係る情報を投稿できるアプリを作成します。

④(一部新)学校安全推進事業【慕本事業名:22402 子どもたちの安全・安心の確保】

(第 10款教育費第7t頁保健体育費 1保健体育総務費)

予算額:(R1) 3， 3 0 5千円 → (R2) 3， 0 3 5千円

事業概要:学校や通学路等の安全確保を図るため、家庭や関係機関と連携し、スクールガード・リ

ーダーを地域の核とした学校安全体制づくりを推進するとともに、子どもたちの交通事

故や不審者被害等を防止するため、通学路安全対策アドバイザーおよび事故妨止アドバ

イザーを委嘱し、通学路等の安全対策を進めます。また、子どもたちの危険予測・危険

回避能力を育成するため、教員を対象とした防犯教室講習会および交通安全教室講習会

を開催し、指導力の向上に取り組みます。

⑤(  部新)財産管理事務費[基本事業名:22402 子どもたちの安全・安心の確保】

(第 10款教育費第4項高等学校費 2高等学校管理費)

予算額 (R1) 2 5 8， 3 9 3千円 → (R2) 2 8 1， 8 7 6千円

事業概要:県立学校の施設・設備の適切な維持管理を図るため、電気設備や浄化槽等の保守点検を

実施するとともに、休日や夜間に機械警備を行います。また、全ての県立学校における

空調設備の点検等に必要な費用を負担します。

⑥(  部新)不登校対策事業[基本事業名:22403 不登校児童生徒への支援】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額 (R1) し 218千円 → (R2) 7， 2 3 9千円

事業概要不登校児童生徒の実態を調査し、有識者の助言を得ながら、一人ひとりの状況に応じた

学習支援等の支援方法に係る研究を行います。また、不登校支援アドバイザーを委嘱し、

各教育支援センターの指導員に指導・助言を行うとともに、どの根談機関等ともつなが

りが持てていない不登校児童生徒!こ対して、臨床心理士や精神保健福祉士等の専門家に

よる訪問(アウトリーチ)型の支援に取り組みます。さらに、フリ スクール等の民間

施設と連携し、一人ひとりに応じた多様な学びを支援します。あわせて、全ての児童生

徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、推進中学校区を指定して、

小中学校の連携による「魅力ある学校づくり」の研究を進め、その成果を広く県内!こ普

及します。
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施策225 地域との協働と信頼される学校づくり

[主担当部局:教育委員会】

盤離職輯 輯盤轄欝鱒欄醸欝輯覇輔額融瞳鱒輯輔離鶴輯 購 霊
学校と保護者・地域の方々が、目標やビジョンを共有し、一体となった教育活動が進められ、子ど

もたちの学びと育ちを地域全体で支える体制lが整っています。また、学校の特色化・魅力化が進むこ

とや、教職員が指導力を高め意欲的な指導を実践することで、子どもたちが自分の興味・関心や将来

の目標に応じて主体的に学び、豊かな人間性や学ぶ力を身につける教育が行われ、県民からの信頼を

得ています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

授業で主体的・

対話的に学留に

取り組んでいる

と感じる子ども

たちの割合

コミュ二テイ・スクールまたはこれに類似した仕組みを導入している公立小中学校の割合
(文部科学省「コミュニティ・スウール及び地域学校協働活動実施状況調査J)

コミュニチイ スクールの導入が県民に認知され、その取総の充実を図るため、令和5
にコミュニティ・スウールを導入した県内の公立小中学校の割合が5害時になることを目標

主体的77.5国
対話的刃物

中学生
主体的77.6国
対話的 74.2目

高校生
主体的・対話的

73. 5出

主体的 79.0国
対話的 74.9同

中学生
主体的 79.1国
対話的 75.7出

高校生
主体的，対話的

75. 0見

134 

主体的皮切
対話的 78.4出

中学生
主体的 82.6国
対話的 79.2出

高校生
主体的・対話的

78. 5出

R2.2.12全員協議会提出資料



と連携し、学校| / 40校

の特色化・魅力

化に取り組んで

いる県立高等学| 35校

校の数

新たな時代の要

請に応えた私立| / 71件| / / 106件

学校における特

色ある教青学| 66件
(30年度)

①子どもたちを取り巻く環境が変化し、教育諜題が多様化・複雑化する中で、学校・家庭 地域の関

係者が目標や課題を共有し、地域の実情に合わせてコミュニティ・スクール等に取り組み、地域全

体で子どもたちの豊かな育ちを支える必要があります。

②幼児期から小学校、中学校、高等学校への進学時においては、生活環境や学習環境の著しい変化か

ら、子どもたちが学校に十分に適応できない状況が生じやすい傾向があります。

③少子化の進行により、学校の小規模化が急速に進行しており、活力ある教育活動が維持しにくくな

っている状況があります。

④地域の活性化が求められている中で、県内大学や企業、地域住民や職業人等と連携した教育を一層

推進し、地域社会の諜題を解決する活動等を通じて、子どもたちに将来地域を担っていく力を育む

必要があります。

⑤多様化・複雑化する教育課題に綴織的に対応できるよう、教職員が専門性をより高めるとともに、

教職生活全体を通じて探究心をもって学び続ける必要があります。また、多くの経験量豊かな教職員

が退職する中で、力量のある教職員の確保、知識等の継承、若手および中堅・中核教員の計画的な

育成を進める必要があります。

⑤子どもたちにどのような資質・能力を身!こつけさせる必要があるのかを教育課程において明確にす

るとともに、教育課程に基づき学校全体で子どもたちの状況に応じた教育活動の賓の向上を図って

いく必要があります。

の方々と固襟やビジョンを共有し、地域と一体となって子どもたちを育むため、コミュ

ニティ スクールの導入を促進するとともに、幅広い地域住民、団体等が参画し、目標を共有する

ことにより、地域と学校がパートナ として連携・協働する地域学校協働活動を推進します。

②小 中陣高等学校への進学時l二、児叢生徒がスムーズに適応できるよう、地域や学校の状況に応じ

て、校穫を越えて必要な情報を引き継ぎます。
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③四白市工業高等学校ものづくり創造専攻科については、生徒が生産現場でリーダーとなることがで

きる技術や知識の習得に向けて、実習設備等を導入し、学醤環境の整備を進めます。

④「県立高等学校活性化計画Jに基づき、高等学校の特色化 魅力化に取り組むとともに、地域協議

会を引き続き開催し、地域の声を聞きながら今後の高等学校のあり方について検討します。

⑤ f教員研修計覆JIこ基づき、すべての教職員がライフステージに応じた素養や、高い専門性を修得

できるよう、職種や経験に応じた研修を系統的かつ体系的に実施します。また、教職員が研修に参

加しやすい環境の整備を進めるため、市町等教育委員会や教育研究所との連携による研修や、イン

ターネットを活用した研修を実施します。

⑥いじめ等lこ関する SNS相談窓口について、子どもたちが自ら選択できる窓口のーっとなり、相談

件数の増加につながっていることから、引き続き年聞をとおして実施します。また、外国人生徒の

文化や生活習慣の違い、言葉が通じないことから生じる生活や学習に関する不安、悩みについて、

母国語での SNS相談を実施し、その対応について検証します。

1環境生活部 i
⑦公教育の一翼を担う私立学校の教育環境の維持が図られ、個性豊かで多様な教育サービスが 層拡

充されるよう、学校運営に係る経費等の助成を行います。また、私立高等学校における若者の県内

定着につながる取組に対して支援します。

1義議事業
i教育委員会 l
①地域と学校の連携・協働体制構築事業{基本事業名:22501 地域とともにある学校づくり】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 1 O. 3 7 1千円 → (R2) 7. 8 6 2千円

事業概要:I地域とともにある学校づくり」を進めるため、住民等が学校運営や教育活動に参画・

協働し一体となって子どもを育むコミュニティ・スクールや、これまでの学校支援地域

本部の活動を基盤とした地域学校協働活動の取組を支援します。

②専攻科整備事業【基本事業名:22502 学校の特色化・魅力化】

(第 10款教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額:(R1) 9 3. 0 6 7千円 → (R2) 40. 0 7 9千円

事業概要:四日市工業高等学校ものづくり創造専攻科の学習に必要な実習設備等を整備します。

③教育改革推進事業[基本事業名・ 22502 学校の特色化・魅力化}

(第 10款教育費第1項教育総務費 2事務局費)

予算額:(R1) 6. 62 9千円 → (R2) 7. 2 2 1千円

事業概要:次期「三震県教育ビジョン(仮称)Jの周知を図るとともに、教育改革推進会議や、伊

勢志摩地域・伊賀地域・紀南地域等に設置した地域協議会を開催し、高等学校の活性化

および今後のあり方を検討します。
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④教職員研修事業{基本事業名:22503 教職員の資質向上]

(第 10款教育費第1項教育総務費 5総合教育センター費)

予算額田 (R1) 3 1， 8 2 9千 円 吋 (R2) 2 9， 8 8 9千円

事業概要:教職員の資質および実践的指導力の向上をめざし、 f校長及び教員としての資質の向上

!こ関する指標j等をふまえて定めた「令和2年度三重県教員研修計画」に基づき、ライ

フステ ジおよび多様な教育課題に対応した研修を計画的に実施します。

⑤(一部新)教育相談事業【基本事業・ 22503 教職員の資質向上】

(第 10款教育費 第1項教育総務費 5総合教育センター費)

予算額・ (R1) 46， 84 6千円 → (R2) 5 8， 9 9 7千円

事業概要・子どもたちの心の問題の解決に向けた専門的教育相談を実施するとともに、学校の教育

相談体制を支援するため、臨床心理相談専門員を学校等に派遣します。また、教職員の

教育相談に係る力量の向上と、校内の教育相談体制づくりを推進する中核約リーダーの

育成をめざした教育相談研修を実施します。さらに、いじめ電話相談、「子ども S N 

S相談みえ」を引き続き実施するとともに、外国人生徒が母由語で相談できる SNS相

談を実施し、その対応について検証を行います。

⑥(  昔日新)学校における働き方改革推進事業[慕本事業:22503 教職員の資質向上]

(第 10款教育費第1項教育総務費 3教職員人事費)

予算額 (引) 17，072千円 → (R2) 6 0， 1 1 8千円

事業概要教職員の負担軽減を図り、限られた時慢の中で子どもたちと向き合う持聞を確保し、よ

り効果的な教育活動を持続的に行うため、教職員の業務支援を行うスクール・サポー

ト ス告ッフの小中学校への配置を拡充するとともに、新たに崇立学校に配置します。

また、教織員が効果的・効率的に授業の準備ができるよう、 ICTを活用したクラウド

上での教材の共有化に関する検討を進めます。

l環境生活部 1
⑦私立高等学校等振興補助金【基本事業名:22504 私学教育の振興】

(第 10款教育費第8項私学振興費 1 私学振興費)

予算額 (R1) 4， 8 4 0， 3 1 4千円 → (R2) 4 ， 8 7 7， 4 0 7千円

事業概要 公教育の一翼を担う私立学校(小学校・中学校・中等教育学校・高等学校)Iこおいて、

建学の精神に基づく倍性豊かで多様な教育が推進されるよう経常的経費への支援を行

います。また、私立高等学校における若者の県内定着につながる取組!こ対して支援しま

す。
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施策226 地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関の充実

【主担当部局:戦略企画部】

協議議i室長室議室委譲縦縞謀議選議議選繰 I
県内の高等教育機関における教育や研究等の充実により、一層魅力が高まるとともに、学びの選択

肢の拡大により、三重県で学び、働き、住み活躍する若者が増えています。

また、県内高等教青機関と産業界等地域との連携が進み、共同研究や地域の課題解決に向けた取組

が活発化し、若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上が実現しています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

察内高等教育機

関卒業生の県内

就職者の割合

県内高等教育機
関と取り組む産
学官連携の件数
(累計)

県内高等教育機関に入学した者のうち、県内からの入学者の割合(県内入学率)

現状値の平成 30年度実績値(平成 31年4月入学)から、毎年1%ずつ増加させることをめ
ざし、令和2年度の目標値(令和3年4月入学)を 60.0%としました。

48. 9% 
(30年度)

51.0% 

40件 190件

①平成28(2016)年に県内の高等教育機関と県で構成する「高等教育コンソーシアムみえJを創設し、

高等教育機関の魅力向上につながる取組を進めているものの、県内高等学校から県内高等教育機関

への進学者数は増加しておらず、県内高等教育機関のより一層の魅力向上およびその魅力を学生等

に伝えていくことが求められています。
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②平成 30(2018)年度の本県の大学収容力指数注)1は、 47.7で全国 46位と低く、県内の高等学校を

卒業した大学進学者が察内大学へ入学した割合も約2割と低くなっており、大学収容力の向上や、

魅力ある学部-学科の設置など学びの選択肢の拡大が求められています。

③県内高等教育機関の卒業生が県内企業iこ就職した害'11合は5割に満たないことから、就職時の若者の

県内定着が課題となっています。

④平成 28(2016)年度に創設した県内の過疎地域などの指定地域に居住すること等を条件に、大学生

等の奨学金返還額の一部を助成する制度については、若者の県内定着を促進するとともに、進学等

で三三重県を出た若者が再び三重県に戻り定着する流れをつくるため、より効果的な制度とすること

が必要です。

⑤平成 30(2018)年に県内の産業界、高等教育機関、県および市町で構成する「みえ地方創生多分野

産学官連携推進協議会」を創設し、産学官による連携に取り組んでいます。地域での若者の活躍に

つなげるためには、共同研究などの推進による若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上

が必要です。

注) 1 大学収容力指数.県内外からの県内大学への入学者数/前年度に県内高等学校を卒業した者のうち冨内大学への

入学者数xl00。

①三重で学び、働き、住み活躍する若者を増やすため、「高等教育コンソーシアムみえJにおける県内

高等教育機関相互の連携叡組や県内高等教育機関と県外大学との連携による研究目人材育成の促進

などを通じて、選ばれる高等教育機関としての一層の魅力向上を図るとともに、その情報発信に取

り絶みます。また、県内での学びの選択肢の拡大に向け、県外大学との連携に向けた情報収集や関

係づくりを進め、学生が地域を知り、グローバルな視点から地域の課題を考えられるような機会づ

くりに取り組みます。

②若者の県内定着をより一層促進するため、大学生等の奨学金返還額の一部を助成する制度について、

劫成対象婆件を拡充し、より効果的なものとなるよう取り組みます。

③若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上につながるよう、県内高等教育機関相互や産学

官のネットワークを活用して、分野の枠を越えて連携した取組を推進します。

①高等教育機関連携推進事業【基本事業名:22601 県内高等教育機関の魅力向よ・充実】

【慕本事業名目 22602 県内高等教育機関と取り組む産学官連携の推進}

(第2款総 務費第2項 企 画 費 3 企画費)

予算額:(R1) 7. 7 9 8千円 → (誌の 838千円

事業概要:三重で学ぶ学生を増やすため、 f高等教育コンソーシアムみえ」の取組や票内高等教育機

関について情報発信等を行うとともに、県内での学びの選択肢の拡大に向け、県外大学

との連携に向けた情報収集や関係づくりを進めます。

また、若者から選ばれるしごとの創出や働く場の魅力向上を図るため、県内外の高等教

育機関と連携・協力しながら、産学官が分野の枠組みを越えて連携した取組を推進しま

す。
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② (一部新)地域と若者の未来を拓く学生奨学金返還支援事業

【基本事業名目 22601 県内高等教育機関の魅力向上・充実]

(第2款総務費第2項 企 画 費 3 企画費)

予算額:(R1) 5， 4 3 3千円 → (R2) 2 8， 7 5 1千円

事業概要:若者の県内への定着を促進するため、県内学生及び県外へ進学した学生などが県内に居

住し、活躍することで、地域の活力を高め、地域活性化につながるよう、大学生等の奨

学金返還額の一部を助成します。
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(施策227 G1時学習の振興

【主担当部局.環境生活部】

謀議繕総言語総選 i繍言鎌審議室i議員総
年齢や障がいの有無、国籍などにとらわれず、全ての県民の皆さんが文化や地域の歴史等に学び親

しみ、豊かな感性や創造性等を育みながら、心豊かな生活を送っています。

また、生涯にわたって、あらゆる世代の県民の皆さんが、あらゆる機会に学習することができ、そ

の成果が社会に生かされています。

8標項B
の説明

2年度呂標値
の考え方

県立文化施設の

利用者数

新たな文化財保

存活用地域計画|

のもと、地域社

会が体となっ

て保存・活用田

継承に取り組む i
国 E 県指定等文

化財数

公民館等の社会

教育活動とし i
て、地域課題の

解決に向けた取

市町数

県立文化・生涯学習施設が実施した展覧会、講座、公演事業および渡史・文化資源を活用し
た事業におけるアンケート調査で、 f満足Jrやや満足Jrやや不満Jr不満j のうち、その内
容について「満足」と回答した人の割合

平成 29年度から平成 30年度までの伸び率 (0.8%)をよ回る 1%の上昇をめざして呂標値
を設定しました。

152. 3 7J人

/ 40件 i / / 160 j牛

。件

/ 16市町| / / 29市町

(30年度)
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①「新しいみえの文化振興方針JIこ基づき、「人材の育成」や「文化の拠点、機能の強化」など Sつの方

向で取組を展開し、年齢や障がいの有無、国籍などに関係なく、全ての県民の皆さんが主体的に文

化にふれ親しむ機会を提供するとともに、多様な分野と連携することにより、新たなみえの文化を

創造することができる環境を整備していく必要があります。

②過疎化 少子高齢化の進行、気候変動等に伴う自然環境の変化により、文化財の滅失や数逸等の紡

止が課題となっています。こうした中、特色ある歴史や風土に育まれ、地域の中で守り伝えられて

きた多くの有形・無形の文化財の適切な保存・活用と未来への継承を地域社会総がかりで進めてい

く必要があります。

③「人生 100年時代Jの到来を見据え、県民の皆さんが人生をより豊かに過ごすことができるよう、

ライフステージ等に応じた多様な学習ニーズを把援し、魅力的な学びの場や学んだ成果を発表でき

る場の提供など、生涯を通じて学ぶことができる環境づくりが必要です。

④生涯教育の推進に重要な役割を担う社会教育においては、地域コミュニテイ、 NPO、企業などさ

まざまな主体が持つ知識や経験を、学校教育や家庭教育と連携し、地域の課題解決、学習環境の整

備に生かしていくことが求められています。

|議.護摩遊離:護験禁護 霊 雲慈雲 . ・
l環境生活部 l
①「新しいみえの文化振興方針」に基づき、「人材の育成」については、次代を扱う若い世代や文化振

興を担う専門人材の育成に取り組むとともに、「文化の拠点機能の強化Jについては、各県立文化胞

設が、それぞれの独自性を生かして、②~⑥のとおり多彩で魅力的な公演や展示、講座等を開催し

つつ、文化交流ゾーン構成施設が連携 協力して、集積の利点を生かした施設運営や事業展開をさ

らに溜ります。また、東京オリンピック・パラリンピックや翌年の三重とこわか国体・三重とこわ

か大会の機運を逃すことなく、本県の文化の魅力を国内外へ発信します。

②県総合文化セン亨ー(文化会館、生涯学習センヲー)においては、音楽や演劇、伝統芸能など、多彩

で魅力的な文化芸術公演や、県内高等教育機関や博物館等と連携したセミナ一、子どもたちが本物

の文化を体験できるアウトリーチ事業等を実施し、県民の皆さんに多様な文化と学びの場を提供し

ます。

③総合博物館においては、活動理念である「ともに考え、活動し、成長する博物館」のもと、多様な

主体や利用者との連携・協創を進めるとともに、三重の多様で農かな自然や歴史文化等をテーマに

した魅力的な展覧会や教育事業、アウトリーチ活動を行います。

④県立美術舘においては、地域への誇りと愛着を高めるため、本県ゆかりの作家や海外の美術作品を

紹介する展覧会や、文化・教育関係機関をはじめとする多様な主体と連携した参加体験型の教育普

及活動等、幅広い関心層に応えることができる展示、普及活動に取り組みます。

⑤斎宮歴史博物館においては、史跡斎宮跡発掘 50周年を記念した特別震をはじめ、さいくう平安の社

等を活用した地域との連携、歴史体験プログラム等の教育普及に取り組みます。また、発掘調査で

は、最初期の飛鳥時代の中枢部の解明を進めるとともに、その成果について、映像展示の作成に

着手し、 PRア二メも活用しながら斎宮の魅力を国内外に発信します。

⑥県立図書館においては、広域ネットワークを活用した全県域へのサービスや先進的なサービスを提

供するとともに、県内図書館職員を対象にした研修を実施することにより、県内図書館の利用拡大

を図ります。
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l教育委員会 1
⑦歴史的・文化的に価値の高い文化財を調査し、保存・継承のため指定・登録等の措置を講じます。

また、改正文化財保護法に基づき県の文化財保存活用大綱を策定するとともに、市町や文化財所有

者等による文化財の保存・継承への取組を支援します。さらに、県民の皆さんが文化財の価値をよ

り一層実感できるよう、三重にある文化財の素晴らしさを、パネル展示やHP、SNSなどを通じ、

県内外に情報発信します。

③社会教育に携わる人々の活動を充実させるため、 PTAや子ども会等の社会教育関係団体や、

NPO等の団体、大学等の高等教育機関、放課後子ども教室や家庭教育支援の関係者等の多様な主

体が、情報を交換・共有し、相互のつながりを形成する機会を提供します。また、社会教育関係者

の資質向上を図るため、国の政策や社会教育の進め方等に係る研修会を実施します。

⑨熊野少年自然の家では、利用者満足度の向上のため施設設備の適切な維持補修を行うほか、指定管

理者等とともに新たな事業プログラム実施や広報PR改善に努め、年間を遜じた利用者の拡大や収

益の改善の取組を進めていきます。また、鈴鹿青少年センターでは、指定管理者とともに閑散期の

利用率の向上や新たな利用者の拡大に努め、令和元 (2019)年度の見直し検討結果に沿った取組を

進めます。

|当選挙業 ;三I司
il環境生活部 1
①(一部新)文化活動連携事業{基本事業名 22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】

(第2款総務費第5項生活文化費 3 文化振興費)

予算額:(R1) 1 5， 3 5 5千円 → (R2) 1 7， 60 2千円

事業概要 「人材の青成j など「新しいみえの文化振興方針」で定める 5つの方向に係る各種取組

について、専門的な視点から評価を行います。また、三三重の文化芸術のレベルアップの

ために、アートマネジメント人材や舞台技術者の育成等に取り組みます。さらに、三重

県にゆかりのある映画に関する偉人の顕彰等を実施し、本県の魅力を発信します。

②(一部新)特定歴史公文書等保存利用事業

{基本事業名:22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】

(第2款総務費第5項生活文化費 3 文化振興費)

予算額:(R1) 7， 9 1 9千円 → (R2) 8， 8 90千円

事業概要:r三重県公文書等管理条例Jrこ基づき、歴史的資料として重要な公文書害等(特定歴史公文

書等)を総合博物館で保存し、県民の皆さんの利用促進を図ります。

③文化交流機能強化事業【慕本事業名:22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実]

(第2款総務費第5項生活文化費 3 文化振興費)

予算額 (R1) 2， 0 1 4千円 → (R2) 3， 1 2 9千円

事業概要文化交流ゾーンが三重の文化振興・生j産学習・人材育成・地域づくりに一層賞献する「学

び体験交流の場」となるよう、「文化交流ゾーン連携・経営推進会議」を活用しなが

ら、利用者の増加に向けたゾーン全体の情報発信や各施設の独自性を生かした中長期的

な連携事業の展開に取り組みます。
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④豊かな体験活動推進事業【基本事業名:22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】

(第2款総 務費第51貫生活文化費 3 文化振興費)

予算額:(R1) 1 2， 9 6 8千円 → (R2) 6， 9 9 7千円

事業概要 次代を担う子どもたちの感性を青み、本県の文化の継承、発展につなげるため、芸術家

を学校iこ派遣するなど、本物の文化を体験・体感する機会を提供します。

⑤総合文化センター管理運営事業【基本事業名:22701 文化にふれ殺しみ、創造する機会の充実】

(第2款総務費第5項生活文化費 8 総合文化センター費)

予算額:(R1) 721，650千円 → (R2) 6 9 9， 3 0 7千円

事業概要回総合文化センタ一利用者が快適かつ安全に利用できるよう、管理運営を行い、指定管理

者制度のもと県民の芸術文化活動および生涯学習活動ならびに男女共同参画活動を支

援する体制を整備します。

⑤文化会館事業[基本事業名目 22701 文化にふれ親しみ、創造する機会の充実】

(第2款総務費第5項生活文化費 8 総合文化セン宇一費)

予算額:(R1) 4 7， 9 3 2千円 → (R2) 7 2， 5 54千円

事業概要.芸術性の高いオペラ、バレエ等から高い人気を誇る歌舞伎等の伝統芸能まで、多彩で魅

力的な文化芸術公演やアウトリーチ活動、人材育成に取り組みます。

⑦生渡学習センタ一事業{基本事業名:22703 学びとその成果を生かす場の充実]

(第2款総務費第5項生活文化費 8 総合文化センタ 費)

予算額:(R1) 1 0， 8 7 1千円 → (R2) 9， 7 0 1千円

事業概要.多様化・高度化する県民の生涯学習ニーズに応えるため、県内の高等教育機関、各穏団

体等との連携により、多様で時宜を得たテーマによる学習機会の提供を行うとともに、

地域において生涯学習分野で活動する方々を支援するための研修会を開催します。

⑧総合博物館展示等事業【慕本事業名 22703 学びとその成果を生かす場の充実]

(第2款総 務費第5項生活文化費 9 博物館費)

予算額:(R1) 1 9 9， 6 5 6千円 → (R2) 6 0， 7 9 9千円

事業概要・北斎や広重が描いた三重の名所絵をはじめ、標本の面白さや三重県ゆかりの力をテーマ

にした魅力的な展覧会等を開催するとともに、学校や地域と連携し、移動展示やフィー

ルドワーク等のアウトリーチ活動を展開し、三重の自然と歴史文化の魅力を発信します。

⑨(一部新)美術館展示等事業【基本事業名 22703 学びとその成果を生かす場の充実】

(第2款総 務費第5l頁生活文化費 10 美術館費)

予算額:(R1) 6 9， 4 1 2千円 → (R2) 7 9， 3 5 0千円

事業概要:三震ゆかりの薗家をはじめ、日本を代表する絵本作家且画家や 20世紀の巨匠の魅惑的

な作品、人類が長い歴史の中で育んできた香りの文化に関わる美術を紹介する展覧会等

を開催するとともに、誰もが利用しやすい美術鎗をめざした調査・研究・発表や、多様

な主体と連携した参加体験型の教育普及活動等に取り組むなど、県民が美術Iこふれ親し

む機会を提供します。
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⑬斎宮歴史博物館展示・普及事業{基本事業名:22703 学びとその成果を生かす場の充実]

(第2款総務費第5項生活文化費 11 斎宮歴史博物館費)

予算額:(R1) 1 4. 1 8 2千円 → (R2) 1 O. 3 3 0千円

事業概要:史跡斎宮跡発掘 50周年を記念した特別展をはじめ、近鉄山回線・斎宮駅潤業 90周年を

記念した企画展の開催や、さいくう平安の杜等を活用した歴史講座等を実施し、史跡斎

宮跡の魅力発信に取り組みます。

⑪(新)みやこ斎宮を核とした観光コンテンツ拡充事業

【基本事業名 22703 学びとその成果を生かす場の充実】

(第2款総務費第5項生活文化費 11 斎宮康史簿物館費〉

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 2 6. 3 3 3千円

事業概要:初期斎宮に係る発掘現場の映像や史跡斎宮跡PRアニメによる情報発信を行うとともに、

県内外の大学生を対象にした斎宮教育プログラムを実施し、若い世代に斎宮の魅力を発

信します。

⑫(一部新)図書錯管理運営事業【義本事業名:22703 学びとその成果を生かす場の充実】

(第2款総務費第5項生活文化賞 8 総合文化センター費)

予算額:(R1) 1 5 6. 2 7 2千円 → (R2) 1 5 6. 9 2 6千円

事業概要 市町立図書館等と構築した図書館総合情報ネットワークや図書の相互貸借に係る物流

ネットワークを適切に運用するとともに、図書館職員向けの研修会の開催や市町立図書

館等に対して先進的な取組事例を紹介するなどの支援を行います。

i教育委員会 i
⑬文化財保存管理事業[基本事業名:22702 文化財の保存・活用'継承】

(第 10款教育費第6項社会教育費 6 文化財保護費)

予算額:(R1) 6. 3 5 9千丹 → (R2) 6. 9 0 9千円

事業概要:県内の貴重な文化財を調査し、文化財保護審議会の審議を通じて、指定等の適切な保存

措置を講じるとともに、文化財保存活用大綱を策定し、県としての総合的な方向性を示

します。また、国・県指定等文化財の情報発信を行うとともに、適切に保存されるよう

巡視を行います。

⑬地域文化財総合活性化事業{基本事業名 22702 文化財の保存・活用・継承]

(第 10款教 育費第6項社会教育費 6 文化財保護費)

予算額:(Rl) 9 O. 0 0 0千円 → (R2) 9 O. 000千円

事業概要:国・祭指定等文化財の所有者等が行う修復等の保存事業について、技術的な助言と必要

な経費に対する支援を行うとともに、所有者等による公開・活用等への取組を促進しま

す。
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⑬世界遺産熊野参詣道保存管理費【慕本事業名・ 22702 文化財の保存・活用・継承}

(第 10款教育費第6項社会教育費 6 文化財保護費)

予算額・ (R1) 3 1 0千円 → (R2) 48 0千円

事業概要:世界遺産「紀伊山地の霊場と参詣道」の保存と活用のため、文化庁や奈良・和歌山県お

よび関係市町と連携した取組を行います。また、新たな文化資産の情報収集を行うとと

もに、地元の関係団体や市町担当者に対する専門的な知識と技術に関する講習会や、広

く県民を対象とした講演会等を開催します。

⑬世界に誇る三重の文化財記録事業【基本事業名 22702 文化財の保存活用 継承】

(第 10款教育費第6項社会教育費 6 文化財保護費)

予算額:(R1) 8 0 4千円 → (R2) 4 1 9千円

事業概要 これまでに作成した海女漁関連行事!こ係る記録挟像のインタ ネット公開を行うなど、

We bを活用した情報発信を進めるとともに、全国の「海女漁の技術」関係県との連携

強化を進めます。

⑪壊蔵文化財センター管理運営費【基本事業名:22702 文化財の保存・活用・継承]

(第 10款教育費第6項社会教育費 6 文化財保護費)

予算額 (R1) 8. 6 4 1千円 → (R2) 6. 3 9 1千円

事業概婆:埋蔵文化財の必要な発掘調査や適切な保存管理を行うとともに、県民への公開・普及を

行います。また、子どもたちが郷土への愛着を持てるよう文化財を活用した出前授業等

を行います。

⑬社会教育推進体制整備事業{基本事業名・ 22704 社会教育の推進と地域の教育力の向上】

(第 10款教育費第6項社会教育費 1 社会教育総務費)

予算額:(R1) 1. 7 0 5千円吋 (R2) 1. 5 2 4千円

事業概要目社会教育の振興を図るため、市町における社会教育委員や社会教育担当職員等を対象に

研修や情報交換を行います。また、地域諜題の解決に資する学習機会を提供するととも

に、地域におけるコーヂィネート機能を高めることで社会教育の活性化を図ります。

⑬鈴鹿青少年センタ 費【基本事業名:22704 社会教育の推進と地域の教育カの向上】

(第 10款教育費第6項社会教青費 1 社会教育総務費)

予算額:(R1) 6 7. 1 4 6千円 → (R2) 6 2. 6 5 9千円

事業概要・心身ともに健全な青少年を育成するため、鈴鹿青少年センターを指定管理により運営し、

施設利用者の増加や対象者の拡大および社会教育の普及・振興を図ります。また、令和

元 (2019)年度の施設見直しに係る方向性に基づいた検討を進めます。

⑫熊野少年自然の家費【基本事業名:22704 社会教育の推進と地域の教育力の向上]

(第 10款教育費第6項社会教育費 1 社会教育総務費)

予算額 (R1) 5 2. 2 1 3千円 → (R2) 7 9. 6 7 5千円

事業概要.自然の中で心身ともに健全な少年を育成するため、熊野少年自然の家を指定管理により

運営し、施設利用者の増加および社会教育の普及・振興を図るとともに、効率的な管理

運営を行います。また、老朽化した外援の改修工事などを行います。
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施策 231 県民の皆さんと進める少子化対策

【主担当部局.子ども・福祉部】

属議議室長言語録菱総量五言語謀総縦言語源容認蕊国|
「希望がかなうみえ 子どもスマイルプランj に基づき、県をはじめとするさまざまな主体が連携

して少子化対策の取組を進めることにより、企業や団体等のさまざまな主体との協鄭が進み、結婚・

妊娠・子育てなどの希望がかない、全ての子どもが豊かに育つことのできる環境づくりが進んでいま

す。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

応援プロジェク|

ト」に参加した

企業・団体数(累

言十)

県が関わって実 i
施した「みえの

親スマイルワー

fみえの育児男

子プロジェク

ト」に参加した

企業・団体数

三E重県内事業所労働条件等実態調査(雇用経済部雇用対策課実施)において、育児休業を取
得した男性従業員の割合

国が掲げている第3次少子化社会対策大織における数値目標「男性の育児休業取得率 13%J
を「第2期子どもスマイルプラン」の最終年度(令和6年度)の毘標値とし、毘標達成に向
け年 1，7ポイントの上昇をめざし設定しました。

105 

/ 企業・団体

/ 11市町| / / 29市町

/ 

/ / 180 

企業.B君体 企業・団体

100 
企業・団体

(30年度)
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①結婚や妊娠、出産、家族のあり方などについては、個人の考えや価値観が尊重されることが大前提

ですが、県民の結婚や出産等について、理想と現実にギャップが生じていることから、さまざまな

主体の参画を得ながら、「希望がかなうみえ 子どもスマイルプランJIこ基づき少子化対策の取組を

さらに進めていく必要があります。

②子どもの権利を尊重する f三重県子ども条例JIこ基づ、き、企業や団体等のさまざまな主体と連携し、

イベントの実施等を通じて子どもが豊かに育つことのできる地域社会づくりに取り組んできました。

引き続き、取組を継続するとともに、子どもの自己肯定感を高め、「生き抜いていくカ」を育む必要

があります。また、子どもの携帯電話 スマートフォンの所有率が高まっており、イン亨ーネット

を通じて有害情報にふれたり、犯罪やトラブルに巻き込まれる事案が発生していることから、子ど

もが適正にインターネットを利用できるよう啓発を進める必要があります。

③地域のつながりの希薄化や少子化の進行などの家庭をめぐる環境が変化するとともに、共働き家庭

の増加や家庭の小規模化などの家庭のあり方が多様化し、子育てに悩みや不安を感じる保護者が増

加している中、平成 28(2016)年度に fみえ家庭教育応援プラン」を策定し、市町や三重県PTA

連合会と連携して家庭教育の応援に取り組んできました。今後も各家庭の実情に応じた家庭教育応

援の取組を社会全体のつながりの中で進めていく必要があります。

④イクボスの推進や fみえの育児男子プロジェクトj等の取組により、企業等で働く男性の育児休業

取得への関心が高まっている中、仕事と子育ての両立支援制度は整いつつあるものの、男性が育児

休業を取得しやすい職場風土となっておらず、実際の取得が進んでいない現状があります。一方、

パ トナーの家事・育児の参加時間が長いと、第2子以降の出生割合が増えるという誠査結果等が

あり、職場や地域社会の中で、男性の育児参画が大切であるという考え方をより広めていく必要が

あります。

①子どもスマイルプランについて、引き続き、呂標達成に向けて PDCAサイクルを屈しながら進行

管理を行います。また、企業や間体、関係機関等と遼携した少子化対策の気運醸成やウェブサイト

による情報発信を進めます。さらに、園の地域少子化対策重点推進交付金を活用した取組を進める

とともに、市町の少子化対策の取組が推進されるよう国の交付金活用に向けたノウハウの提供やそ

れぞれの実情に応じた支援を行います。

②「みえ次世代育成応援ネットワーク」加捜企業・間体をはじめとしてさま吉まな主体と連携し、地

域全体で子どもの自己肯定感を育み、豊かな育ちを支える取組を進めるとともに、子どもの声を直

接受け止め、子ども自身が解決に向かうよう支える相談篭話「こどもほっとダイヤル」を引き続き

実施します。また、野外体験保育の普及を関係機関と遠浅して進めます。さらに、三重県青少年健

全育成条例に慕づく立ち入り調査の実施や、青少年のインヲーネットの適正利用が進むよう啓発活

動を進めます。

③地域における子育て家庭の応援や家庭教育応援の取組を促進するため、引き続き市町や三重県PT

A連合会等と連携し、保護者同士のつながりを作るためのワークショップを開催します。

④男性の育児参画をより一層推進するため、引き続き「みえの育児男子プロジェクトJによる普及啓

発や情報発信、ネットワーク作りに取り組みます。また、企業等における男性従業員の育児休業の

取得促進等に資するイクボスの取組がさらに広がるよう県内企業・@l体等に働きかけを行います。
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護主義鵜 総務議I
①少子化対策県民運動等推進事業【基本事業名・ 23101 子ども・子育てを応援する気運嬢成]

(第3款民 生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 1 1. 5 1 3千円 → (R2) 1. 9 7 9、千円

事業概要:結婚したい人が結婚でき、子どもを産みたい人が安心して産み育てられる地域社会づく

りをめざして、「少子化対策推進黒渓会議」を開催し、さまざまな主体の参画を得ながら、

これまでの取組成果や課題をふまえ、少子化対策を推進する気運醸成を図ります。

②子どもの育ちの推進事業[基本事業名・ 23102 子どもの育ちを支える地域社会づくり]

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 1 5. 6 2 4千円 → (R2) 1 3. 50 7千円

事業概要 fみえ次世代育成応援ネットワークj加盟企業・団体をはじめとするさまざまな主体と

連携し、子どもの豊かな育ちを支える取組を進めるとともに、三重県子ども条例の普及

啓発や子どもからの相談電話「こどもほっとダイヤル」を実施します。

③子ども・若者対策事業費{基本事業名:23102 子どもの育ちを支える地域社会づくり】

(第3款民 生費第1項社会福祉費 7 子ども対策費〕

予算額:(R1) 3 1. 3 0 1千円 → (R2) 2 5. 2 5 2千円

事業概要・令和元 (2019)年度に改正する f三重県青少年健全音成条例Jに基づく自画撮り被害防

止の啓発に加え、青少年のネット被害防止等のために、関係機関と連携し、子どもを持

つ親等に対して、フィルタリングサービスの必要性、家庭における携帯電話利用のルー

ルづくり等の啓発を引き続き進めます。また、条例に基づく立ち入り調査等を実施しま

す。

④親の学び応援事業【基本事業名:23103 家庭教育応援の充実]

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額 (R1) 7. 6 0 3千円 → (R2) 4. 66 6千円

事業概要家庭教育応援の充実に向けて、モデル的!こ取り組む市町を支援し、県内への普及を進め

るとともに、保護者同士が子育てについて悩みや意見交換を行うワークショップの開催

や、ワークショップの進行役の養成に取り絶みます。また、野外体験保育の普及のため

に、保育所等の管理職向けの研修、害事例研究会の開催、主体的に取り組もうとする保育

所等へのアドバイザ一派遣を行います。

⑤(一部新)男性の育児参画普及啓発事業{慕本事業名:23104 男性の育児参画の推進】

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額:(R1) 3. 1 9 2千円 → (R2) 2. 3 9 0千円

事業概要:男性の育児参蘭の気運を高めるよう、さまざまな育児への関わり方の事例等の周知を通

じて普及啓発や情報発信を進めます。また、仕事と育児の両立に向けた職場環境づくり

を進めるため、「みえのイクボス向盟」加盟企業等においてイクボスの取組が促進される

よう取り組みます。
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(施策232 .~â婚妊賑出産の援
[主担当部局.子ども 福祉部】

語審議議言語録 i禅譲厳選議議員総議主選議 .I 
結婚・妊娠・出産の希望がかなう地域社会の実現に向けて、社会全体で結婚や家族形成を希望する

人を応援する取組が進んでいます。また、不妊に悩む夫婦の負担が軽減され、妊産婦やその家族が安

心して子どもを産み育てることのできる環境づくりが進んでいます。

母子保健コー
ディネーター
養成数(累計)

190人

目標JJjEI 
の説明

県の研修等により養成した母子保健コーディネーヲーの数

2年度目標値
の考え方

市町において母子保健を担当している保健闘が、母子保健コーディネーヲーとして従事可能
となるよう令和5年度の呂標値を 270人とし、目標達成に向け年約 30入を養成することを
めざし、目標値を設定しました。

取

携

体

の

連

盟

援

で
支

い

業

い

つ

企

会

に

た

出

組

し

不妊治療に職場

の理解があると

感じている人の

割合

51. 0% 

48.6% 

産婦健診冒産後

ケアを実施して

いる市町数

22市町

19市町
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①子どもたちが家族の大切さや自らのライフデザ、インについて考える機会が少なくなっていることか

ら、子どもたちを含めた若い世代が妊娠・出産や性に関する正しい知識を習得し、自らのライフデ

ザインを考える機会を提供することの必要性が高まっています。

②未婚の人が結婚していない理由として「出会いがない」、「理想の相手に出会えていなしリが上位を

占めており、さまざまな出会いの機会の情報提供が必要です。また、結婚後には現在と同じ、また

は近隣の市町に住みたいと考えている人が多く、各地域において出会いや結婚を応援する取組が広

がることが必要です。

③晩婚化に伴う妊娠・出産年鈴の上昇により不妊に悩む夫婦が増加していることから、妊娠・出産に

ついての希望がかなうよう、特定不妊治療等に対する経済的支援を行うとともに、精神的な負担を

軽減するための専門的な相談等の取組が必要です。また、仕事をしながら不妊治療を受ける人も増

加していることから、不妊治療と仕事の両立支援のための取組が必要です。

④核家族化や地域社会でのつながりの希薄化等jこより育児の負担感や不安感を解消できない親が増加

しており、地域において妊産婦・乳幼児やその家族が必要な時に必要なサービスが受けられるよう

な出産支援体制の構築が求められています。

|議議議護機織際線 機.議室三雲錯目
①子どもたちが家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性に関する正しい知識を習得し、自らのライ

フデザインを考える基盤ができるよう、ライフプラン教育に携わる養護教諭や保健師等を対象とし

た研修会や講演会を開催するとともに、パンフレットやWebコンテンツを提供するなど普及啓発

に取り組みます。また、思春期の性の悩みや計画していない妊娠、妊婦健診朱受診などの妊娠等に

悩みを抱える若年層が相談しやすい体制整備を進めます。

②結婚を望む人のニーズに応じた出会いの機会の情報提供を行うため、市町や企業、団体等が行う、

多様な出会いの場づくりの支援を行うとともに、近隣市町が連携した取組や従業員の出会いや結婚

を応援したい金業と出会いイベントを実施する団体が連携した取組など、さまざまな主体が連携し

各地域において出会いや結婚を応援する取組が広がるよう支援を行います。

③特定不妊治療費(男性不妊治療含む)助成による経済的負担の軽減を図るとともに、不育症治療な

ど県独自の不妊治療劫成事業に取り組む市町を支援します。また、不妊専門相談センヲ における

電話相談、面接相談を実施するとともに、相談時間の延長など相談体制のさらなる充実に取り組み

ます。

④不妊治療と仕事の両立に向けて、労使や医療関係者等と連携して不妊治療と仕事の両立を応援する

機運の醸成を図るとともに、職場における不妊治療への理解を深め、治療を受けやすい環境づくり

を推進するため、企業や働きながら治療を受ける方への相談休制や情報提供の充実を図ります。

⑤小児、思春期・若年のがん患者が経済的な理由で妊娠の可能性をあきらめることなく、将来子ども

を産み育てる希望がかなえられるよう、がん治療前に行う妊平性温存治療に対し助成をします。

⑥県内のどの地域においても安心して子どもを産み、育てられ、子どもが健やかに育つ三重県の実現

に向けて、各市町!こおいて妊娠・出産から育児に至るまでの問、切れ目なく母子保健サ ピスが提

供されるよう、母子保健コーディネーターの養成を行うとともに、「子育て世代包括支援センヲー」

の設置をはじめ、各市町の実情!こ応じた母子保健体制の構築に向けた支援を行います。さらに、予

防可能な子どもの死亡を減らすための検討を関係者と協力して行います。
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①思春期ライフプラン教青事業【慕本事業名:23201 思春期世代におけるライフデザインの促進】

(第4款衛生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額 (R1). 1， 4 6 8千円 → (R2) 1， 4.8 8千円

事業概要，家庭生活や家族の大切さ、妊娠・出産や性の多様性を含む性に関する医学的に正しい知

識を習得し、自らのうイフプランを考える基盤ができるよう、産婦人科医、教育委員会

等と連携し、息春期保健指導セミナーを開催するなど啓発に取り組みます。また、大学

生や若手従業員等を対象に研修会等を開催します。

②若年j警における児童虐待予防事業【基本事業名:23201 思春期世代におけるライフデザインの促進】

(第4款衛生費第1環公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額・ (Rl) 2， 3 74千円 → (R2) 2， 3 9 3千円

事業概要予期せぬ妊娠などにより不安を抱えた若年妊婦等に対し、「妊娠レスキューダイヤル『妊

娠 sosみえ~J による電話相談を行います。また、相談事業の推進に向けた検討会を開

催するとともに、妊娠相談にかかる人材を育成します。

③みえの出逢い支援事業[基本事業名・ 23202 出逢いの支援}

(第3款民生費第1項社会福祉費 1 社会福祉総務費)

予算額 (Rl) 6，541千円 → (R2) 6， 49 4千円

事業概要 「みえ出逢いサポートセンタ-Jにおける出会いイベント等の情報提供のほか、結婚を望

む人のより身近な地域で出会いの場づくりの取組が進むよう、市町や企業、団体などが

行う取組の支援をより一層進めるとともに、さまざまな主体と連携し、引き続き気運の

醸成に取り組みます。

④(一部新)不妊相談・治療支援事業{慕本事業名:23203 不妊に悩む家族への支援]

(第4款衛生愛第1t頁公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額:(Rl) 4 7 4， 2 6 9千円 → (R2) 4 6 1， 3 6 4千円

事業概要:特定不妊治療費や男性不妊治療費への助成を行うとともに、不斉症治療費等への助成を

行う市町への補助を行います。また、「不妊専門相談センター」において不妊や不育疲に

関する相談や、治療に関する情報提供を行います。さらに、不妊治療と仕事の両立に向

けて、企業向けセミナーや相談会を開催するとともに、当事者が相談しやすい体制整備

を行い、仕事をしながら不妊治療を受けやすい環境づくりを推進します。あわせて、若

年がん患者が、生殖機能への影響が大きいがん治療の前に受ける生殖機能の温存治療に

対する劫成を行います。
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⑤(一部新)出産・脊児まるっとサポ トみえ推進事業

[基本事業名・ 23204 切れ巨のない妊産婦'乳幼児ケアの充実】

(第4款衛 生費第1項公衆衛生費 1 公衆衛生総務費)

予算額 (Rl) 1， 8 1 1千円 → (R2) 1 3， 48 2千円

事業概要.各市町の母子保健活動の核となる人材を育成するとともに、事業推進のための情報交換

会や研修会を開催します。また、妊娠届出待アンケートから産婦健康診査事業まで継続

したデータを評価、検討するとともに、看護系大学教員を母子保健体制構築アドバイザ

ーとして市町に派遣し、専門的視点から助言等を行うなど、各市町の実情lこ応じた母子

保健体制の整備を支援します。また、予防可能な子どもの死亡を減らすため、死に至る

経緯等のさまざまな情報をもとに死函を多角的に究明し、効果的な予妨対策を検討しま

す。
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(施策233 ..(r~て支阿児
【主担当部局:子ども・福祉部】

I露謀議重量三言語厳重a筆頭重議議室長編言語 総量霊I
生まれ育った環境に関わらず、全ての子どもが健やかに、夢と希望を持って育つことのできる環境

が整っています。また、子育て支援サービス等が地域のニーズや実情に応じて提供されることにより、

安心して子育てのできる体制整備が進んでいます。さらに、就学前教育・保育を担う幼稚園、認定こ

ども題、保育所の機能向上が図られ、全ての子どもが質の高い幼児教育・保育を受けることのできる

環境が保障されています。

保育所等の待
機児意数

目標項目
の説明

2年度目標値

の考え方

保育士等キヤリ l
アアップ研修の

修了者数(累計)

放課後児童クラ|

ブの待機児童数

ている市町数

iC LMと個別

の指導計画」を|

導入している保

育所・幼稚園等

の割合

~ 

ニコン|

Jユ|
2市

(30年度)

/" 

53.8% 
(30年度)

。人

Jに基づき、県内市町が作成した同ブラ
も、令和3年4月1B時点で待機児童を解消する計爾となっているた

をO人としまし

6，日00人

37人

I~ ~I----~I~ //----1 _______ /----1 22市町

58.5% I /" /" 67. 5% 
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①施設整備などにより保育所等の定員は増加していますが、共働き家庭や女性の継続就業率の増加な

どにより、保育所等への入所希望者が増え、保育所等における待機児童数は高止まり状態となって

います。また、幼児期における教育は、生i震にわたる人格形成の基礎を培う重要なものであること

から、幼稚園 認定こども国・保育所が家庭や地域と一層連携し、就学前教育の充実を図っていく

ことが求められています。

②平成 30(2018)年度に新しい保育所保育指針等が実施されるとともに、令和元(2019)年 10月には

幼児教育 E 保育の無償化が実施されました。今後も、保育人材の確保等による待機児童の解消や幼

児教育問保育のより一層の震の向上、幼稚園等の子育て支援の充実を図っていく必要があります。

③就学前の保育ニーズ、の増加とともに、小学校入学後に放課後児童クラブの利用を希望する家庭が増

えており、施設整備などにより利用できる小学校区の割合は増加していますが、 部の地域におい

て十分な受け皿が確保されておらず、待機児童は解消されていません。引き続き、放課後児童クラ

ブの施設整備や従事する人材の確保、安定的な運営への支援が必要です。また、必要とするときに

病児・病後児保育が利用できる環境整備がJ必要です。

④令和2(2020)年度から高等教育の無償化が始まり、低所得者層の教育支援の充実が図られます。

f貧医の連鎖」によって子どもたちが生まれ育った環境に友右されることなく、未来に希望を持ち、

夢や志に向かっていけるよう、より実効的な子どもの貧困対策を推進することが必要です。

⑤平成29(2017)年6月に開院した「巣立子ども心身発達医療センターJIこおいて、専門的な診療機

能を充実させるとともに、市町の総合相談窓口の中心となる人材育成や、発達様がい児の支援ツー

ルである rCLM(CheckList inMie)と個別の指導計画jの保育所等への導入を促進してきまし

た。しかし、地域の専門医の不足といった状況も相まって、初診診療の待機期闘が長期化していま

す。そのため、発達支援が必要な子どもとその家族に対する適切な医療-福祉・教育サービスが、

身近な地域において途切れることなく提供される体制の整備が必要です。

①第2期「三重県子ども・子育て支援事業支援計画」に基づ、き、幼児教育・保育の総合的な提供等が

図られるよう、保育所や認定こども園等に対する給付を行う市町に対して支援を行います。また、

令和元(2019)年 10月から実施された「幼児教育・保育の無償化」について、制度が円滑に進められ

るよう、窓口である市町や保育所等に対して、要した費用の一部負担や丁寧な相談支援等を行って

いきます。

②待機児童の解消に向けて、保育所等の整備や低年齢児保育充実のための保育士加配に取り組む市町

に対して支援を行います。また、潜夜保育土の現場復帰支援や新任保育土の就業継続支援、保育土

修学資金貸付等を行い、市町や高等学校と連携して保育士確保に向けた取組をより一層進めます。

さらに、「保育士・保育所支援センター」のWebペ ジを活用して、きめ細かな情報発信等を行い、

新たな雇用につなげていきます。あわせて、保育±等の処遇改蕃を推進するため、要件となってい

るキャリアアップ研修を計画的に実施します。

③保育所における ICT等を活用した作業負担の軽減、効率化等の取組を支援することで、早期離職

の防止等による保育士の人材確保を図ります。また、工夫しながら働きやすい職場環境づくり等を

進める取組に対する表彰制度を創設し、保育現場のモチベーション向上に取り組むとともに、保育

士が保育業務に専念することができる労働環境の整備を促進し、質の高い保育の提供につなげてい

きます。
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④放課後児童クラブおよび放課後子ども教室の設置・運営を支援するとともに、引き続き放課後児童

支援員等の研修を実施し、人材の確保と資質向上に努めます。また、病児 病後見保育の充実に向

けて、医療機関や保育所等での施設整備を支援するとともに、多くの子育て家庭や環係団体の参加

が見込まれるイベントなどの機会をとらえて、県内の病児・病後児保育施設を紹介し、事業の促進

を図ります。これらの取組を遥じて、市町が地域の実情に応じて実施する地域子育て支援事業の推

進を支援します。

⑤私立幼稚習を設置'経営する学校法人に対して、個性豊かで特色ある教育が推進されるよう支援す

るとともに、引き続き、子ども子育て支援新制度への移行を希望する私立幼稚園が円滑に移行でき

るよう支援していきます。

⑥就学前教育を担う人材の資質向上を推進するため、幼稚国教諭や保育土等の専門性を高める新任研

修や圏内研修への支援等を実施します。

⑦ f第二期三重県子どもの貧困対策計薗jに基づき、教育の支援、生活の支援など関係機関と連携し、

総合的に取り組みます。また、身近な地域での支援体制の充実に向け、市町等に対し体制整備に係

るノウハウの提供や地域の子どもの貧困対策に関わる人材育成を行うなど取組を進めます。

⑧「第四期三重県ひとり親家庭等自立促進計画jに慕づき、三重県母子父子福枝センターと連携し、

就業相談や職業紹介を行うとともに、高等職業訓練促進給付金の支給など資格・技術取得の支援等

を行います。また、日常生活支援を行う市町への支援を行います。

⑨ひとり親家庭や生活困窮家庭(生活保護世帯を含む)に対する学習支援が、身近な地域で利用でき

るよう、先進事例の紹介や情報提供、学習支援に取り組むE主体聞の交流を図ります。また、ひとり

親家庭の子どもへの学習支援を行う市町を支援します。

⑬県立子ども心身発達医療センターを子どもの発達支援の拠点として、引き続き、専門性の高い医療、

福祉サービスを提供します。また、地域における支援体制の構築に向けて、市町における専門人材

の育成支援の充実に取り組むなど、地域の関係機関との連携強化を進めます。さらに、初診申込み

の際のアセスメントの強化や、地域の医師を対象とした発達樟がい児の診察に関する実践的な研修

を行うことにより、身近な地域での発達障がい児の早期診療を可能とする体制を整備します。

⑪途切れのない発達支援体制の構築に向けて、 rcLMと個別の指導計画Jの改良に取り組むとともに、

研修や普及啓発事業等を実施し、幼稚園・認定こども園 保育所への導入をさらに促進します。

l 環境生活部 11 

⑫家庭の経済状況に関わらず、子どもたちが私立学校で安心して学べるよう、就学支援金および奨学

，給付金を支給し、保護者等の経済的負担の軽減を行います。また、令和2年度から実施される「高

等教脊の無償化」や「私立高等学校授業料の実質無償化」について、学校法人等と連携し、適切に

対応していきます。
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l 教育委員会 l 

⑬高等学校教育に係る経済的負担の軽減を図るため、きめ細かに修学支援制度を周知するとともに、

就学支援金および奨学給付金の支給ならびに修学奨学金の貸与等を行います。また、小中学校にお

ける「新入学学用品費等」の入学前支給がさらに進むよう、引き続き市町の状況を把握するととも

に、国の就学援助に係る財政支援等の動向について市町へ情報提供を行います。

⑬就学前の子どもの生活習慣の確立を促すため、生活習慣チェツクシートの活用を促進するとともに、

「三重県保幼小の円滑な接続のための手引きjのさらなる活用やモデル事業の成巣の普及に取り組

みます。また、震の高い幼児教育・保育を一体的・総合的に推進する体制整備や、保育者の専門性

の向上に取り組みます。
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①教育・保育給付事業【基本事業名:23301 幼児教育・保育の充実】

(第3款民生費第2t頁児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 6.624. 929千円 → (R2) 7. 4 6 1. 2 7 0千円

事業概要:保育所や認定こども園等に対し、市町が支弁する施設型給付費や地域裂保育給付費、幼

児教育・保育の無償化に伴い必要となった費用の一部負担等をすることにより、幼児教

育・保育の総合的な提供等を図ります。

②(一部幸庁)保育対策総合支援事業【基本事業名:23301 幼児教育・保育の充実】

(第3款民生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 7 9. 5 8 9千円 → (R2) 7 6. 40 3千円

事業概要:待機児童の解消や保育基盤の護備等を図るため、保育土確保のための保育士，保宵所支

援センターの運営や保育士修学資金等の貸付を行うとともに、外国につながる子どもな

ど、家庭環境に配慮が必要な児童のための保育土加配等を支援します。また、保育土を

補助する人材を確保することにより、保育士の負担軽減、早期離職防止を図ります。さ

らに、保育現場の労働環境整備に向け、 ICT等を活用して事務作業の効率化の方法な

どを見える化し、保育土の業務のプロセス改善が自発的に進むことを支援するとともに、

県内の保育所等を対象に、工夫をしながら働きやすい職場環境づくり等を進めている取

組を募集し、表彰を行います。

③保青土等キャリアアップ研修事業【基本事業名:23301 幼児教育-保育の充実】

(第3款畏生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 1 5. 9 8 0千円 → (R2) 1 5. 9 8 0千円

事業概要保育土等の処遇改善を進め、保育現場におけるリーダー的職員の育成や保育土等の専門

性の向上を図るため、織務内容に応じた研修を実施します。

④地域子ども・子育て支援事業【基本事業名:23301 幼児教育・保育の充実】

(第3款民生費第2項児童福祉費 1 児薫福祉総務費)

予算額 (R1) 5 3 6. 6 7 7千円 → (R2) 6 0 4. 9 7 7千円

事業概宴会ての子育て家庭および子どもを対象として、病児・病後児保育事業や地域子育て支援

拠点事業など、地域の実情に応じたさまざまな子ども 子育て支援の取組を実施する市

町を支援します。

⑤放課後児童対策事業費補助金【基本事業名目 23302 放課後児童対策の推進}

(第3款民生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 1. 0 0 7. 6 9 9千円 → (R2) 1. 0 8 9. 3 6 5千円

事業概要・保護者が昼濁家庭にいない小学生の適切な遊びゃ生活の場を確保し、その健全な育成を

図るため、放課後児童クラブの設置や運営支援を行います。
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⑥放課後子ども教室推進事業[基本事業名・ 23302 放課後児童対策の推進]

(第3款民 生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額 (R1) 4 3. 47 5千円 → (R2) 3 9. 7 1 7千円

事業概要放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づくりの推進を図るため、放課後

子ども教室の運営支援を行います。

⑦保育専門研修事業[基本事業名・ 23301 幼児教育・保育の充実】

(第3款民 生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 1 O. 6 3 0千円 → (R2) 1 O. 8 2 3千円

事業概要 多様化高度化する保育ニーズ等に対応するため、新規採用保育士や子青て支援員(地

域保育コース・放課後児童コース)、放課後児童支援員の認定資格研修や資質向上研修、

保育現場で求められる専門性の向上に向けた研修等を行います。

⑧私立幼稚園等振興等補助金【基本事業名:23301 幼児教育・保育の充実}

(第 10款教育費第9項私立幼稚密費 1 私立幼稚園費)

予算額:(R1) 1. 1 2 7. 4 0 6千円 → (R2) 1. 1 2 6. 9 3 0千円

事業概要:私立幼稚園や認定こども園を設置・経営する学校法人に対して、経常費の一部を助成す

ることにより、幼児教育の水準の維持向上、医児の就匿上の経済的負担の軽減および幼

稚園等の経営基盤の安定化を図ります。また、幼稚園教識の処遇改善に取り組む学校法

人に対して、経費の一部を助成します。

⑨認定こども園等整備事業【基本事業名:23301 幼児教育=保育の充実】

(第 10款教育費第9環私立幼稚匿費 1 私立幼稚園費)

予算額田 (R1) 61.752千円 → (R2) 5 8. 6 7 0千円

事業概要.認定こども園の施設整備を行うとともに、認定こども闘等における教育の質向上を図る

ための研修を笑施します。また、国務改善のために要する経費等への支援を行うなど、

質の高い環境で子どもを安心して育てることができる体制の整備を図ります。

⑩子どもの貧函対策推進事業[基本事業名:23303 子どもの貧困対策の推進]

(第3款民 生費第2項児童福祉費 3 母子福祉費)

予算額 (R1) 1 5 9千円 → (R2) 8 1 4千円

事業概要:子どもの貧困対策推進会議において、学習支援や市町の取組に係る好事例の紹介や情報

交換を行い、関係者間の連携を深めるとともに、生活実態調査の結果をふまえ、子ども

の貧困対策に取り組む団体等を支援します。

⑪(一部新)児童扶養手当事業費【基本事業名 23303 子どもの貧困対策の推進]

(第3款民 生費第2項児童福祉費 1 児童福祉総務費)

予算額:(R1) 8 4 4. 1 6 1千円 → (R2) 6 4 4. 8 7 5千円

事業概要.父又は母と生計を向じくしている児童を養育しているひとり親家庭等の生活の安定と自

立を助け、児童の福祉の増進を図るため児童扶養手当を支給します。さらに、児童扶養

手当等現況届受付作業時において、紙申請書からシステムへ入力する作業を、 AI-OCR
の導入により自動化し、事務の効率化と正確性の確保を図ります。
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⑫ひとり親家庭自立支援事業【基本事業名:23303 子どもの貧困対策の推進】

(第3款民 生費第2項児童福祉費 3 母子福祉費)

予算額 (R1) 40. 976千円 → (R2) 48. 484千円

事業概要:ひとり親家庭の母または父が、安定した雇用と収入を確保できるよう、高等職業司11練促

進給付金の支給等の就業支援を行うとともに、安心して子育てができるよう、家庭生活

支援員の派遣による日常生活支援やひとり親家庭の子どもの学習支援を行う市町への

支援を行います。

⑬(一部新)医療支援事業[慕本事業名:23304 発達支援が必要な子どもへの支援]

(第1款子ども心身発達医療センタ 愛第p覧子ども心身発達医療センター費 1 子ど

も心身発達室療センター費)

予算額・ (R1) 2 1. 8 2 5千円→ (R2) 2 7. 8 8 5千円

事業概要:身近な地域における途切れのない発達支援体制の構築に向けて、 ICLMと偲別の指導

計画」の幼稚園-認定こども園・保育所への導入を促進するとともに、市町の総合支援

窓口の中心となる人材を育成します。また、発達障がい児の早期診断、早期支援のため、

地域の医療機関への実践研修等の技術的支援を行うとともに、市町、療育機関など関係

機関とのネットワークの構築等を進めます。

皇霊主」
⑬(一部新)私立高等学校等就学支援金交付事業【基本事業名:23303 子どもの貧困対策の推進】

(第 10款教育費第8項私学振興費 1 私学振興費)

予算額:(R1) 1. 6 9 7. 5 7 3千円 → (R2) 2. 5 1 3. 4 6 0千円

事業概要・私立学校に通う子どもたちが安心して学べるよう、就学支援金等の支給を行うことによ

り、保護者等の経済的負担の軽減を図ります。

⑮(新)私立専門学校授業料等減免補助金【基本事業名:23303 子どもの貧困対策の推進】

(第 10款教 育費第8項私学振興費 1 私学振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 2 7 7. 5 0 0千円

事業概要.真に支援のt必要な生徒が私立専門学校で学べるよう、授業料の減免を行う学校法人等!こ

助成を行うことにより、修学に係る経済的負担の軽減を留ります。

塑呈主」
⑬(一部新)就学前教育の質向上事業{基本事業名目 23301 幼児教育=保育の充実]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額・ (R1) 1. 0 9 6千円 → (R2) 4. 2 5 8千円

事業概要 幼稚園'認定こども園・保育所において、幼児教育の質の向上と保幼小の円滑な接続を

一体的!こ推進する体制を構築するため、教育委員会に幼児教育センターを設置し、専門

的な知識を有する幼児教育スーパーバイザーを配置するとともに、幼児教育アドバイザ

ーを市町へ派遣し、研修支援等を行います。
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⑫高等学校等進学支援事業[基本事業名:23303 子どもの貧困対策の推進]

(第 10款教育費第1項教育総務費 4 教育指導費)

予算額:(R1) 2 6 4， 6 3 9千円 → (R2) 2 3 1， 2 4 4千円

事業概要高等学校・高等専門学校の生徒に対する修学奨学金の貸与等により、経済的な理由で修

学が関難な生徒を支援します。

⑬高校生等教脊費負担軽減事業【基本事業名ー 23303 子どもの貧底対策の推進】

(第 10款 教育費第1項教育総務費 4教育指導費)

予算額 (R1) 3， 9 2 1， 5 1 6千円 → (R2) 3， 8 3 0， 5 6 5千円

事業概要就学支援金や奨学給付金等を支給し、高等学校等における保護者等の教育費負担の軽減

を図ります。
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(施策241 ~l技ストツの推進
【主担当部局:地域連携部国体・全国障害者スポーツ大会局]

[謀総選養護言語きま暴言編言議議室言語j議言語
令和 3 (2021)年の三葉とこわか霞体で天臭杯=皇后杯を獲得するとともに、その後も安定的な競

技力を維持しスポーツの魅力を発信し続けることで、本県選手の活躍をとおして、県民の皆さんが夢、

感動、勇気を得るとともに、郷土を愛する意識や一体感が醸成されています。

スポーツ施設の整備により競技環境が向上することで、競技スポーツを通じた入づくりが進んでい

ます。また、一般利用者も快適に施設を利用できるようになっています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

全国大会の入賞

数

とこわか運動

(県民運動)の

取組数(累計)

県営スポーツ施

設年間利用者数

国民体育大会における正式競技の参加点(ブロッウ大会を含む)と冬季大会および本大会の
競技得点の合計による都道府県ごとの男女総合順位

令和3年の三重量とこわか閤体における天皇杯・皇后杯の獲得および大会終了後の安定した競
技力の確保をめざすためには、計画的に競技力を向上させる必要があり、令和2年度の目標
を10位以内としました。

195 

670取組

1，114，700 
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①平成25(2013)年に三震県競技力向上対策本部を立ち上げ、計画的に競技力向上対策を進めてきた

ところ、令和元 (2019)年の第74回国民体育大会(いきいき茨城ゆめ国体)では、天皇杯順位(男

女総合成績)は 14位、皇后杯順位(女子総合成緩)は20位までI1廃位を上げることができました。

②令和3(2021)年の三重とこわか国体での天皇杯・皇后杯獲得!こ向けて、さらに競技力の向上を図

るとともに、三重とこわか国体での本県選手の活躍や地域の盛り上がりが、その後の安定的な競技

力の維持や、スポ ツを通じた人づくりに生かされるよう、取組を進めていく必要があります。

③平成30(2018)年のイン合一ハイ開催の成果を生かすとともに、スポーツの楽しさや躍動感を共有

する「応援村 OUEN-MURAJの取組をはじめ、東京2020オ1)ンピック・パラリンピック澗

催の気運を三重とこわか国体・三重とこわか大会につなげる必要があります。

④三重県では 46年ぶりの開催となる圏内最大のスポーツの祭典である国民体育大会「三重とこわか国

体」と三重県では初めての開催となる全国障害者スポーツ大会「三重とこわか大会」の成功に向け

て、市町や競技団体等と連携しながら、県民力を結集した大会となるよう、オール三震で着実に準

備を進めていく必要があります。

⑤三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向けて必要なスポーツ施設の整備と、大会後におい

ても引き続き必要となる施設の受入れ環境を向上させる必要があります。

①三重とこわか閏体の開催がいよいよ翌年に迫る中、三重とこわか国体での天皇杯，皇后杯獲得を確

実なものとするため、鹿児島国体で目標とする男女総合成績 10位以内をめざすとともに、各競技

団体の現状に即した効果的な強化対策に着実に取り総みます。

②三重とこわか国体における少年種別の選手の多くが高校生となり、選手の顔ぶれが明らかになって

くることから、これらの選手やチームに的を絞った育成・強化を周ります。また、 トップアスリー

トの県内定着を進め、本県のチーム・選手団を完成させるとともに、競技用具や練習環境の整備な

ど確実に勝てる体制づくりを進めます。

③三重とこわか国体の後も継続して三重県の競技スポーツを担う人材育成につなげるため、「チーム

みえ=コーチアカデミーセンヲー」の取組を進め、指導者の資質向上を図るとともに、指導体制の

確保に取り組みます。

④三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催がいよいよ翌年に迫る中、両大会の成功に向け、会場

地市町や競技@j体等と緊密に連携するとともに、簡素・効率化を図りつつ、創意工夫を凝らした両

大会となるよう、県民の皆さんと共にオール三重で開催準備に取り組んでいきます。

⑤県民力を結集した三重とこわか霞体 三重とこわか大会とするため、とこわか運動(県民運動)の

取組が県内全域で行われるよう、市町や競技団体と連携し、学校や企業などあらゆる主体に幅広く

働きかけていくとともに、運営ボランティア、情報支援ボランティア等の養成を行います。

⑤三重とこわか匿体・三重とこわか大会に向けて、県営スポーツ施設での競技が円滑に運営できるよ

う、必要な整備・改修を行います。あわせて多くの県民の皆さんに快適な利用環境を提供できるよ

う、より 震のサービス向上に努めます。
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①競技力向上対策事業【基本事業名:24101 競技力の向上]

(第2款総務費第 12:rw スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額 (R1) 6 9 1， 5 2 2千円 → (R2) 8 4 2， 8 8 6千円

事業概要:令和2年度の目標である男女総合成績 10位以内を獲得するため、大会での活躍が期待

できるジュニア・少年選手の強化、 トップアスリートの県内定着やその環境整備など、

各競技団体の現状に即した効果的な強化対策に着実に取り組み、三重とこわか国体での

天皇杯・皇后杯獲得を確実なものとしていきます。また、三重とこわか国体後も安定的

な競技力を維持するため、「チ ムみえ・コーチアカデミーセンター」の取組を進め、

指導者の資質向上と指導体制の構築を図ります。

②三重とこわか国体・三震とこわか大会開催準備事業

【基本事業名:24102 三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R1) 8 1 3， 6 6 2千円 → (R2) 1， 6 0 5， 6 2 3千円

事業概要:市町や競技図体等と連携し、三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催準備を着実に

進めます。広報では、イメージソングやダンスを活用し、節目の時期!こ罪者催機運の醸成

に向けたイベントを実施するなど、これまで以上に広報活動を展開します。また、多く

の方に両大会を支援していただきたいため、とこわか運動(県民運動)の取組促進や募

金・企業協賛の取組を進めます。あわせて、三重県らしさを慮り込んだ開冒閉会式の式

典に向けて検討を重ねるとともに、選手や致督等が万全の態勢で競技に臨めるよう、市

町におけるリハーサル大会や施設整備への支援、宿泊施設の確保や輸送=交通対策に取

り組みます。さらに、両大会をスムーズに運営できるよう、競技役員や各種ボランティ

アを養成します。

③三重県国民体育大会運営基金積立金

【基本事業名:24102 三重とこわか国体'三重とこわか大会の開催】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R1) 200，854千円 吋 (R2) 2 1 5， 3 3 0千円

事業概要:令和3年の三重とこわか醤体の運営に必要な財源の確保を図るため、財政負担の平準化

の観点から、基金への積立を行います。

④ (新)三重とこわか大会プレイベント開催事業

{基本事業名:24102 三君主とこわか国体 三君主とこわか大会の開催】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R1) 一 千円 → (R2) 3， 8 3 6千円

事業概要:三重とこわか大会から新しく正式競技となるボツチャの交流大会 f三重とこわかボッチ

ャ杯(仮称)Jを開催します。また、三震とこわか大会において、誰もが楽しめる情報

環境を整備するため、この機会を利用し、 ICTを活用した支援ツールの実証実験を行

います。
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⑤三震交通G スポーツの杖鈴鹿事業{基本事業名 24103 スポーツ施設の充実】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 2スポーツ施設費)

予算額 (R1) 4 6 6， 7 0 9千円 → (R2) 7 0 5， 8 4 1千円

事業概要目指定管理者制度に基づいて、利用者のニーズに応じた効率的・効果的な管理運営を行う

とともに、三重とこわか屋体・三重とこわか大会に向けた施設の改修等を行います。

⑥三重交通G スポーツの社伊勢事業【基本事業名:24103 スポーツ施設の充実】

(第2款総 務費第 12項スポーツ推進費 2スポーツ施設費)

予算額・ (R1) 7 5， 8 3 7千円 → (R2) 1 5 6， 6 5 6千円

事業概要.指定管理者制度に基づいて、利用者のニーズに応じた効率的・効果的な管理運営を行う

とともに、三重とこわか国体且三重とこわか大会!こ向けた施設の改修等を行います。

⑦県営松阪野球場事業【基本事業名:24103 スポーツ施設の充実】

(第2款総 務費第 12項スポーツ推進費 2スポーツ施設費)

予算額:(R1) 2 1， 1 2 2千円 → (R2) 1 8 8， 1 7 8千円

事業概要:指定管理者制度に基づ、いて、利用者のニーズに応じた効率的 効果的な管理運営を行う

とともに、三重とこわか冨体に向けた施設の改修等を行います。

⑧県営ライフル射撃場事業{基本事業名:24103 スポーツ施設の充実】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 2スポーツ施設費)

予算額・ (R1) 1 7， 4 0 2千円 → (R2) 80 2千円

事業概要 指定管理者制度に基づいて、利用者のニーズ!こ応じた効率的・効果的な管理運営を行い

ます。
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施策242 地域スポーツと障がい者スポーツの推進

【主担当部局:地域連携部国体・全国障害者スポーツ大会局】

議厳重量言言語護菱重要議版差益審議長議議言語 露三I
スポーツを「するJrみるJr支える」といったさまざまな形で参適している人が増え、日常にスポ

ーツがあることによって、スポーツを通じた地域の活性化が図られ、地域が持続的に発展しています。

また、大規模大会で培われたレガシーが次世代に継承されることによって、交流と活気にあふれる

人づくり、まちづくりが進んでいます。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

県内スポーツ大

会等への参加者

数

累が主催する障

がい者スポーツ

「みえ県民意識調資」で、「週1回以上、運動やスポーツ(散歩、ぶらぶら歩き、ジョギン
グ、キャンプ、野球、テニスなど(日常生活での工夫した運動も含む))を実施しているJ
と呂答した県民(成人)の割合

聞の「第2織スポーツ基本計蘭」における目標値(成人の遡 1回以上運動スポーツ実施率(令
和3年度に 65%程度)に並ぶよう、令和3年度まで毎年4%増加することをめざします。

3， 900人

大会等への参加 I 3， 800人

者数 I (30年度)
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①「第2次三重県スポーツ推進計画j に基づき、スポーツを「するJrみるJr支える」ための機会の

提供や機運醸成に取り組むことにより、県民の皆さんが日常的にスポーツに触れ親じむための潔境

づくりを進め、スポーツを通じた地域の活性化につなげていく必要があります。

②大規模大会の開催を一過性のものとせず、「するJ人だけでなく「みるJr支える」人も含めたスポ

ーツへの関心を持続させるとともに、大会のレガシーをスポーツによるまちづくりにつなげていく

必要があります。

③臼本で初めての開催となる「ボッチャ国際大会J(平成 30(2018)年3月)や日本パラ水泳選手権

大会(平成 30(2018)年 12月)の開催誘致など、樟がい者スポーツを「するJrみるJr支える」

ことへの関心や理解を高める取組を進めました。三重とこわか大会の開催を好機ととらえ、障がい

のある人への運動・スポーツの参加機会の提供や障がい者スポーツを支える人材の育成等、障がい

者スポーツの裾野の拡大によりー鳥取り組む必要があります。

①県民の皆さんが運動・スポーツに触れ、親しむための機会を創出するとともに、引き続き、総合型

地域スポ ツクラブへの効果的な支援を行い、運動・スポーツに参加する人々の拡大を~ります。

②県内のスポーツイベントと三重とこわか国体・三震とこわか大会の一体的なPRにより、相乗的な

周知効果を高めるとともに、東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催を契機として、スポ

ーツに参画する(する・みる・支える)ための機運醸成に取り組みます。

③東京 2020オリンピック・パラリンピックに向けて、地方から感り上げるオリンピック要火リレー

とパラリンピック聖火フェスティパルについては、すべての地域の皆さんが「オール三重Jで何ら

かの形で参画することにより、地域の活性化が図られるよう取り組みます。

④既に誘致が決まっている東京 2020オリンピック・パラリンピック事前キャンプについては、的確

に受入態勢を整え、選手にとって満足度の高いものとなるよう支援するとともに、スポーツの推進

に向けた機運醸成と交流促進をより一層進め、スポーツを通じた活気あるまちづくりにつなげてい

きます。

l子ども・福祉部 11

~障がいのある人の自立と社会参加を推進し、障がいへの理解促進を図るため、全庖障害者スポーツ

大会に選手を派遣するとともに、ふれあいスポレク祭や県障がい者スポーツ大会を開催します。ま

た、さまざまな機会をとらえ、障がい者スポーツの裾野の拡大に取り組みます。

⑥三重とこわか大会に向けて、引き続き選手や競技団体の育成を進めるとともに、俸がい者スポーツ

指導員など、障がい者スポーツを支える関係者の養成に取り組みます。

⑦東京 2020パラリンピック出場選手など、県内在住の国内競技団体強化指定選手について、その競

技活動を支援します。
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①地域スポーツ推進事業

【基本事業名:24201 地域スポーツ活動の推進とスポーツを通じた地域の活性化】

(第2款総務費第 12項スポツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R1) 39.728千円 → (R2) 3 7. 9 2 0千円

事業概要・県民の皆さんがスポーツを「するJrみるJr支える」ための機運の醸成を図るため、

みえのスポーツフォーラムの開催などスポーツ推進月間における取組を行うととも

に、総合型地域スポーツクラブに対する効果的な支援やスポーツ関係団体が行う事

業の支援等を行います。

②地域スポ ツイベント凋催事業

【基本事業名:24201 地域スポーツ活動の推進とスポーツを通じた地域の活性化}

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(引) 15.584千円 → (R2) 1 5. 5 84千円

事業概要:察畏の皆さんがスポーツに親しむ機会の充実を図るため、引き続き、みえスポーツフ

エスティバルおよび美し国三重市町対抗駅伝を開催します。

③スポーツを通じた地域の活性化支援事業

【慕本事業名 24201 地域スポーツ活動の推進とスポーツを通じた地域の活性化]

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R1) 243千円 → (R2) 1 9 8子円

事業概要.市町が取り組むスポーツによる地域活性化・まちづくりの支援のため、研修会を開催

します。また、 Jリーグクラブの誕生をめざした調査研究等を行うとともに、 rJクラ

ブ誕生とスタジアム建設を推進する県民会議j に参画し検討を進めていきます。

④東京 2020大会に向けた「オ ル三重」推進体制構築事業

[基本事業名:24202 大規模スポーツ大会のレガシーを活用したまちづくりの推進】

(第2款総務費第 12項スポーツ推進費 1スポーツ推進費)

予算額:(R 1) 3 6. 1 1 8千円 → (R2) 1 7 6. 0 1 8千円

事業概要:オリンピック票火リレーおよびパラリンピック聖火フェステイパルについては、市町

および関係機関等と連携し、安全かつ確実に実胞するとともに、すべての地域の皆さ

んに「オ ル三重jで関わっていただけるよう取り組みます。また、東京 2020大会の

事前キャンプについては受入態勢を整え選手逮を支援するとともに、県民の皆さんと

チームとの交流を図ります。
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1子ども・福祉部 1
⑤障がい者スポーツ推進事業【慕本事業名・ 24203 障がい者スポーツの裾野の拡大}

(第3款 民生費第1項社会福祉費 2庫がい者福祉費)

予算額:(Rl) 5 5， 6 9 7千円 → (R2) 5 7， 2 4 9千円

事業概要・三重とこわか大会に向けて、選手や競技団体の育成を進めるとともに、障がい者スポ

ーツ指導員など、障がい者スポーツを支える関係者の養成に取り組みます。また、東

京 2020パラリンピック出場選手など、県内在住の園内競技団体強化指定選手につい

て、その競技活動を支援します。
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(施策251 令部助活性化

【主担当部局.地域連携部南部地域活性化局】

陰謀議選議泌総燥機言語操縦繰言語忍
南部地域において働く場の確保が図られ、定住が促進されているとともに、生まれ育った地域に住

み続けたいというあらゆる世代の地域住民の思いがかなう地域社会が創られています。

目標項目

の説明

2年度呂標値

の考え方

て、暮らしの改

善や仕事の童IJ出

に結びついた件

数(累計)

県および市町の

施策を利用した

県外から南部地

域への移住者数

(累計)

南部地域における若者の定着率を測るため、 25 歳~34 歳人口を 20 年前の 5歳~14 歳人口で
割った億

南部地域における若者の定住率が逓減傾向にある中、各年度の減少幅を縮小させ、令和5年
度において 50%を維持することをめざし、令和2年度の目標を設定しました。

504入
(30年度)

7件

840人 1，350人
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①南部地域!立、第一次産業の衰退に加え、大規模な工場誘致による雇用の場の確保も難しいことなど

から、若者世代の人口の流出と高齢化に歯止めがかからない状況が続いています。定住につながる

よう、南部地域活性化基金を活用し、より直接的な働く場の確保lこ向けた取組や住民の生活に寄り

添った取組を支援することで、持続可能な地域社会の実現を留ることが求められています。

②若者の定着には、若者に魅力的な働く場が必要であり、民間企業の進出等による雇用創出を図るた

め、市町と民間事業者等が連携して、働く場の確保に取り組む必要があります。

③進学等のタイミングで多くの若者が南部地域を離れていることから、一足は南部地域を離れたとし

ても将来的に戻ってくるために、地域の魅力や仕事を知る取組が必要です。

④生まれ育った地域に住み続けたいという思いがあるものの、日々の生活における不便さや地域の謀

題から、地域を離れる住民がいます。市町やさまざまな主体が行う生活サービスの維持、確保のた

めの取組を支援し、生まれ育った地域に住み続けたいという患いがかなう地域の実現が必要です。

⑤南部地域は過疎 高齢化により地域を支える世代の人ロ流出が進み、地域の活力の維持が課題とな

っています。地域づくりに関わる関係人口(度会県民)の取組を進めるとともに、地域おこし協力

隊のネットワーク化を図り、隊員の定住=定着を進めていく必要があります。

臨櫨醐i臨i賢輔輪購騨輯轟轟輔題雛題蟻露露議題 鱒欝

①南部地域各市町の効果的な取組を促進するため、南部地域 13市町や有識者、県で構成する南部地

域活性化推進協議会において、情報共有や課題の解決に向けた検討を行い、南部地域活性化基金等

により市町の取組を支援していきます。

②若者の定着を図るため、a';問事業者等と連携した開発プロジェクトやこれを契機とした新たなビジ

ネスの展開に必要な誠査、試験研究など、雇用の創出、魅力的な働く場の健保に向けた市町の取組

を支援します。

③南部地域の高校生や大学生等が地域への愛着を持ち、理解を深めることで地元就職、 Uターン就職

につながるよう、地域の企業および商工団体等と連携し、企業の誇る取組や経営者の地域に立すする

思いを若者やその保護者、教員などに伝える市町の取組を支援します。

④誰もが安心して暮らしていけるよう、地域が抱える課題に応じた生活サーピスについて、市町が行

うモデル的な取組を支援します。

⑤関係人口(度会県民)をさらに拡大するとともに、県民が有する様々なスキルを生かし、地域支援

を行う「活動人口」の育成にも取り組み、協創による地域活性化を自指します。また、地域おこし

協力隊の任期終了後の定住・定着に向け、隊員の人材育成やネットワーク化を進めていきます。
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I:露 j襲撃 際線器 :三雲 - 器濃密割|
① 南部地域活性化基金積立金【基本事業名 25101 住み慣れた地域で暮らし続けるための取組】

(第2款総 務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 3 2， 1 00千円

事業概要:南部地域における働く場の確保等南部地域の活性化を図る市町の取組を支援するため、

南部地域活性化基金への積立を行います。

②(新)若者の働く場の確保支援事業

【慕本事業名:25101 住み慣れた地域で暮らし続けるための取組】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 一 千円→ (R2) 8， 400千円

事業概要 若者の働く場を確保するため、南部地域で行われる開発プロジェクトを契機に、民間

事業者等と連携して新たなビジネスを創出する取組や、複数の体験プログラムと ETC
を組み合わせた周遊プランの商品化など集客を促進し産業を活性化する市町の取組

について、南部地域活性化基金等を活用して支援します。また、若者の地元就職、 υ
ターン就職を促進するため、地域の企業や商工悶体等と連携し、企業の誇る技術や、

経営者・社員の地域への恩いなど働く“人"の魅力に触れる場づくりを行い、若者の

地域内における就職意欲の向上を図るとともに、保護者等の地域の企業に対する環解

を深める市町の取組について、南部地域活性化基金等を活用して支援します。

③(新)暮らしやすい地域づくり支援事業

{基本事業名 25101 住み慣れた地域で暮らし続けるための取組]

(第2款総 務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額 (R1) 一 千円→ (R2) 2， 0 0 0千円

事業概要・誰もが住みl潰れた地域で安心して暮らし続けていけるよう、地域における生活サーピ

スを維持し、確保していくために市町が民間事業者等と連携して行う取絡について、

南部地域活性化基金等を活用して支援します。

④(一部新)地域づくり人材支援事業 【基本事業名:25102 地域で暮らしたくなる取組】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 5， 7 5 6千円 → (R2) 3， 0 1 2千円

事業概要:度会県民が、地域に関心を持つ「関係人口Jから、地域活動を行い地域との関係性を

より深める「活動人口jへと一歩を踏み出せるよう、度会県民と地域とのコーディネ

ートおよび活動の受入環境の整備を行います。また、地域おこし協力隊等を対象に初

任者研修や実践的な研修を行うとともに、隊員の任期終了後の定住・定着を促進する

ため、 OB・OGを含めた隊員のネットワーク化に取り組みます。
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(麟252 (*紀州地域の活性化

【主担当部局:地域連携都南部地域活性化局】

|謀総重量泌総務総i言語録室長通達議選
東紀州地域は、多様で豊かな自然や歴史風土の中で、豊かでゆとりある暮らしが実現できる地域で

す。地域の人びとだけでなぐ、都市部の人びとにとっても魅力的な地域をめざして、地域のさまざま

な主体が連携し、地域の自然や歴史と共に生きる暮らしを大切にしながら、地域経済が活性化され、

持続可能な地域社会が維持されています6

目標項B
の説明

2年度呂標値
の考え方

熊野吉道の来訪

者数

東紀州地域の事
業者等が商品や
サ ービスの改

観光旅行者が東紀州地域において支出した観光消費額の平成 30(2018)年を 100とした場合
の伸び率

「三重県観光振興計箇(令和 2 年度~5年度)J をふまえ、東紀州地域における観光消費額
も段階的に増加させ、令朝日5年におおむね向様の伸び率を健保することをめざして設定じま
した。

380千人

110件 160件

良、業務拡大に I 83件
取り組んだ件数 I(30年度)
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①東紀州、i地域では、過疎・高齢化の進行や若年層の流出などに伴い、県内でも特に人口減少が懸念さ

れており、持続可能な地域社会の形成!こ向けた方策が求められています。

cz伝統文化の担い手の高齢化が進み、その継承が危ぶまれつつあります。地域の大切な財産である伝

統文化を次世代に継承し、地域の活力向上につなげるため、新たな担い手を発掘し、創出しようと

する地域の機運醸成が必要となっています。

③令和元 (2019)年度の熊野古道世界遺産登録 15周年の取組により、従来の圏域や世代を越えたー

体感が生まれ、交流人口の増加、地域の賑わいにつながってきています。こうした成巣を一過性の

ものとせず、住む人にも訪れる人にも魅力的で個性豊かな地域づくりを進める必要があります。

④今後、圏内旅行市場の縮小が懸念され、外国人旅行者の増加が見込まれる中、東紀州地域が選ばれ

る観光地となるために、旅行者のニーズを的確にとらえ、国内外からの誘客促進などの取組をさら

に進める必要があります。

⑤東紀州地域l立、地理的条件もあって地域経済が低迷しており、また、観光関連産業を含めた産業分

野には小規模な事業者も多いことから、さまざまな主体が連携して、商機拡大に向けた取組を進め

るなど、地域経済の活性化を図る必要があります。

①持続可能な地域社会に向けた碁盤づくりを進めるため、地域のコーディネーターとしての役割を担

う東紀州地域振興公社を軸に、東紀州地域の観光振興、産業振興、まちづくりの取組を促進します。

②地域の伝統文化の担い手づくりに向けて、次世代を担う子どもや若者に、東紀州地域の生活の中!こ

息づく価値や魅力を伝え、地域への誇りと愛着心を育む取組を進めます。

③東紀州地域ならではの地域資源を生かすとともに、熊野古道世界遺産登録 15周年のネットワ ク

を活用し、伊勢から熊野を結ぶ環境づくりなど!こ取り結みます。また、 15周年をきっかけに醸成さ

れた地域の一体感と想いを次の 20周年につなげていくよう取り組みます。さらに、集客交流の拠

点となる施設を十分に活用し、交流入口の拡大に取り組みます。

④東京 2020オリンピック・パラリンピックなどのピッグイベントを生かし、国内外に向けて、熊野

古道をはじめとする東紀州地域ならではの魅力の発信に取り組みます。また、東紀州地域における

こ次交通の利便性向上、新たな旅行需要の喚起などに向けて、外国人旅行者の受入環境整備に取り

組みます。

⑤地域産品のブランド力強化や販路拡大など地域経済の活性化につながる取組を支援するとともに、

観光関連産業が地域をけん引する産業となることをめざし、観光の産業化!こ向けて取り組みます。

①東紀州地域振興推進事業{基本事業名:25201 持続可能な地域社会に向けた基盤づくり]

(第2款総務費第61頁地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 3. 6 5 5千円 → (R2) . 1 O. 2 5 5千円

事業概要:持続可能な地域社会に向けた基盤づくりを進めるため、地域のコーディネーターの役割

を担う東紀州地域振興公社を馳として、地域が一体となり、観光振興を中心に、産業振

興、まちづくりを促進する取組を進めます。
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②地域の誇り次世代継承プロジェクト事業

【基本事業名:25201 持続可能な地域社会に向けた基盤づくり】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額・ (R1) 4， 0 1 0千円 → (R2) 2， 9 8 8千円

事業概要:熊野古道や腐辺地域の豊かな自然、歴史、文化等の価値を次世代に継承するため、東紀

州、i地域の子どもたちが、熊野古道やその周辺の自然・歴史・文化等を体験し、地域の「本

物」に触れることにより、地域への関心や理解を深める取組を実施します。

③(一部新)Easy Access to東紀州!プロジェクト推進事業

【基本事業名 25202 地域資源を生かした観光地域づくり]

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 3， 8 8 6千円 → (R2) 9， 7 5 5千円

事業概要:旅行者の周遊性・滞在性を高めるため、インターネットにつながる環境があれば、誰で

も利用できる、多言語版「旅行ルート作成システム」を導入するほか、外国人旅行者向

けのパスフリ一切符を造成し、和歌山県の熊野三山工リアを周遊する外国人を三重県側

へ引き込む仕組みを構築します。また、民治等を活用したビジネス体制の構築、観光専

門人材の育成、デ-1;;1分析による観光マーケティング戦略づくりの取組を進めます。

④熊野古道活用促進事業【基本事業名:25202 地域資源を生かした観光地域づくり]

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額 (R1) 1 3， 0 6 0千円 → (R2) 1 0， 7 8 7千円

事業概要・熊野古遂セミナ一等により東紀州地域の魅力を発信するとともに、伊勢路ナビ等で伊勢

から熊野までの観光スポットを紹介し、国内外からの誘客を函ります。また、欧米豪の

外国人旅行者向けのプロモーションを展開し、東紀州地域の認知度向上と誘客促進に取

り組みます。さらに、世界遺産の巡礼道を生かした協力・連携に関する覚書を締結した

スペイン バスク自治州と連携し、情報発信と交流に取り組みます。

⑤世界と結ぶ東紀州インバウンド事業 【基本事業名:25202 地域資源を生かした観光地域づくり]

(第2款総 務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額 (R1) 9， 3 8 0千円 → (罰2) 2， 658千円

事業概要:東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催にあわせて、奈良県、和歌山県や中部

各県等と連携し、欧米豪を中心とする個人の外国人旅行者 (FI T)を主なターゲ、ツト

に、東紀州地域の戦略的な情報発信と誘客促進に取り組みます。

⑥東紀州、!地域集客交流推進事業 【慕本事業名:25202 地域資源を生かした観光地域づくり】

(第2款総 務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 6 9， 5 5 0千円 → (R2) 7 0， 1 5 3千円

事業概要熊野古道センターにおいて熊野古道を核とする企蘭獲や地域と連携した交流イベン卜等

を調催するとともに、情報発信機能や案内機能のさらなる充実を図ります。
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⑦選ばれる東紀州地域を目指して産業活性化支援事業

【基本事業名:25203 地域資源を生かした産業振興】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額・ (Rl) 7， 2 9 8千円 → (R2) 1 1， 2 5 9千円

事業概要・東紀州地域の市町や関係団体が連携して行う地域産品の高付加価値化や販路拡大等、選

ばれる東紀州地域をめざす取組を支援します。また、観光サービスのブラッシュアップ

等、来訪者の満足度の向上を図る取紐を支援します。
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【主担当部局:農林水産部】

謀総選挙芸言語滋認識縫謀総量議員議窓際滋怒沼繍|
地域の魅力を最大限に活用し、心嚢かで‘安心できる農山漁村に、多くの入が住みたい、住み続けた

い、あるいは訪れたいと感じ、農山漁村の活性化が進んでいます。

目標項目

の説明

2年度医標値

の考え方
4年間で合計 70取組を実施することをめざして目標を設

多面的機能維 / 54. 9% 
持-発揮のため

の地域活動を行

う農業集落率
53.7% 

ため池および排

7]<機場の整備に / 3，574ha I / / 4， 376ha 

より被害が未然

に紡止される扇 3， 357ha 
積
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①農山漁村!ま、豊かな自然環境、良好な景観や食文化など多彩な地域資源を有していますが、地理的・

経済的条件を背景とした人口減少や高齢化に伴う人材不足などから、その魅力を十分に生かしきれ

ていない状況となっています。農山漁村の緩興を~るため、これまで「三重まるごと自然体験構想」

に基づき三重が誇る豊かな自然を「体験Jという形で生かし、都市住民との交流の拡大を図ってき

た結果、新たなビジネスが生まれる等、農山漁村の活性化につなげることができました。引き続き、

「自然体験」を推進するとともに、「食べるJr泊まるj といった魅力を組み合わせるなど、さらな

る交流の拡大等を図り、農山漁村の活性化に取り組む必要があります。

②農山漁村の人口減少や高齢化による集落機能の低下に伴い、農業および農村の持つ国土の保全、水

源のかん養、自然環境の保全、良好な景観の保全、文化の伝承など多面的機能の維持に支障が生じ

ています。大切な財産である農山漁村の多商的機能を維持・発揮させるためには、地域内外のさま

ざまな主体の参画・協働による農地・水路・農道など地域資源の適切な保全管理などにより、農業

を継続させることが必要です。

③頻発・激甚化する自然災害に伴い、農業用ため池における堤休の決壊や、老朽化が進んでいる排水

機場の機能低下などから、農村地域に被害を及lますおそれがあります。持続可能な農村における安

全で安心な暮らしを守るためには、ハード・ソフトの両面から妨災・減災対策などを進めることが

必要です。

①国内外の人びとがより長〈滞在し、地域住民等との交流が図られるよう、さまざまな主体と連携し

農山漁村の地域資源を活用したビジネス創出に取り紐みます。また、健康の視点を加えリニューア

ルする「三重まるごと自然体験構想 2020Jに基づき、市町を越えた連携による「食べるJr泊まる」

を組み合わせた滞在交流の推進や、企業等と連携した効果約な情報発信などに取り組みます。

②農業・農村の持つ多面的機能を発揮させるため、若い世代や女性などの多様な人材や企業等さまざ

まな主体が参画する地域資源の維持・保全活動に取り組む体制づくりを進めます。また、地域資源

の維持 保全活動や、中山間地域の農業生産活動、有機農業など環境にやさしい農業生産活動等に

取り組む組織を支援します。

③安全・安心な農村づくりに向け、現在見直しを進めている f三重県農業農村整備計画」に沿って、

農業用ため池や排水機場等の耐震老朽化対策などのハード整備と、地域の妨災意識向上に向けた

啓発活動や防災体制構築などのソフト対策を組み合わせた農村地域の防災減災対策に取り組みま

す。
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閣議鱒 三 I
①(新)自然体験活動のフィールドを生かした新たな価値協創事業

【基本事業名:25301 人や産業が元気な農山漁村づくり}

(第6款農林水産業費第1項農業費 1農業総務費)

予算額 (R1 ) 一 千円→ (R2) 8， 4 0 0千円

事業概要:健康経営やアクティビティに関心の高い企業やインバウンド等を対象に、アクティブレ

ストの場として県内の自然体験活動のフィールドが選ばれるよう、キャンベーンを実施

します。また、市町を越えた「自然体験JI食JI泊」の組み合わせによるインバウンド

向け評価裂モニターツアーを実施し、受入体制強化や魅力的なプログラムへのブラッシ

ュアップを行います。

②三重まるごと自然体験展開事業[基本事業名:25301 人や産業が元気な農山漁村づくり}

(第6款農林水産業費第1項農業費 1農業総務費)

予算額 (R1) 1 5， 2 7 7千円 → (R2) 1 2， 5 5 7千円

事業概要:三葉県が誇る豊かな自然を f体験j という形で生かし、邑内外から人を呼び込み交流の

拡大を図るため、自然体験活動を展開する人材の育成、活動団体を核とした連携の促進、

県内外への積極的な情報発信などに取り組みます。

③中山間地農業ルネッサンス推進事業【基本事業名 25301 人や産業が元気な農山漁村づくり】

(第6款農林水産業費第1項農業費 4農業振興費)

予算額:(R1) 3， 0 6 1千円 → (R2) 3， 0 0 0千円

事業概要:収益力向上や担い手の確保など、中山間地域農業の抱える課題を解決するため、地域農

業の特色を生かした多様な取組の実践につなげるための人材育成や、モデル事例の普及

促進!こ取り組みます。

④多面的機能支払事業【基本事業名:25302 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮】

(第6款農林水産業費第3項農地費 8農村振興費)

予算額:(R1) 1， 0 9 3， 3 6 6千円 → (R2) し 103，864千円

事業概要・農業目農村の有する多面的機能の維持・発揮を図るため、農地ー農道・水路等の地域資源の

保全や景観形成などに向けた地域の共同活動を支援するとともに、農村の地域資源を保

全していく体制の獲備に取り組みます。

⑤中山間地域等直接支払事業{基本事業名:25302 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮】

(第6款農林水産業費第3項農地費 7中山間振興費)

予算額:(R1) 2 1 7， 1 0 0千円 → (R2) 2 1 7， 1 6 0千円

事業概要田中山間地域等における多面的機能の維持田発揮を図るため、農業の生産条件の不利性を

補正する直接支払を実施するとともに、将来にわたって営農が継続される体制の整備に

取り組みます。
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⑥農業環境価値創出事業[基本事業名 25302 農山漁村の有する多面的機能の維持・発揮】

(第6款農林水産業費第1項農業費 1 2農業経営対策費)

予算額 (R1) 1 8， 8 5 3千円 → (R2) 2 0， 3 1 0千円

事業概要:有機農業や IPM (総合的病害虫!坊除)など、環境にやさしい農業への取組を支援する

とともに、有機JAS認証制度等に係る指導入材の育成などに取り組みます。

⑦県営中山間地域総合整備事業【基本事業名:25303 安全・安心な農村づくり]

(第6款農林水産業費第3項農地費 7中山間振興費)

予算額・ (R1) 4 7 2， 6 1 5千円 → (R2) 4 5 8， 6 5 0千円

(686，415千円 → 909，650千円

※2月補正含みベース)

事業概要，農業の生産条件等が不利な中山潤地域の実情をふまえ、それぞ、れの地域の立地条件に沿

った農業生産基盤の整備を効率的に行うとともに、営農飲雑用水等の農林生活環境の整

備を総合的に推進します。

⑧県営ため池等裳備事業[基本事業名:25303 安全・安心な農村づ、くり]

(第6款農林水産業費第3項農地費 3農地妨災事業費)

予算額:(R1) 1， 1 6 6， 6 4 9千円 → (R2) 1， 1 8 8， 1 6 4千円

(2，067，999千円 → 1，268，419千円

※2月補正含みベース)

事業概要.農業用ため池の決壊による被害を防止するため、耐震性能不足や老朽化した農業用ため

池の整備を行います。

⑨慕幹土地改良施設防災機能拡充保全事業【基本事業名:25303 安全且安心な農村づ、くり】

(第6款農林水産業費第3項農地費 3農地防災事業費)

予算額・ (R1) 9 1 2， 2 0 5千円 → (R2) 8 8 1， 5 7 5千円

(1，080，205千円 → 1，705，450千円

※2月補正含みベース)

事業概要・集中豪雨等の自然災害から生命や財産を守るため、排水機場の整備を行いますo

⑬基幹農業水利施設ストックマネジメント事業[基本事業名目 25303 安全・安心な農村づくり]

(第6款農林水産業費第3項農地費 2土地改良費)

予算額:(R1) 6 2 4， 1 1 0千円 → (R2) 4 8 5， 1 4 8千円

(708，110千円 → 956，298千円

※2月補正含みベース)

事業概要老朽化が進んでいる農業水利施設の機能保全を図るため、長寿命化および適切な予防保

全対策を実施します。
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⑪図体営ため池等整備事業{基本事業名目 25303 安全・安心な農村づくり]

(第6款農林水産 業費 第3項農地費 3農地妨災事業費〕

予算額:(Rl) 4 4 3， 5 2 7千円 → (R2) 2 0 0， 2 8 0千円

(443， 527千円 → 443，830千円

※2月補正含みベース)

事業概要・破堤した際、人家等に被害が及ぶ恐れのあるため池の耐麓調査や整備にかかる実施計画

の策定を支援します。
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[主担当部局:地域連携部】

!議選議選言語言語豪華議議記長豪語議室議選m議議l議
移住を考える人が一人でも多く三重県に移住し、自分に合った新しい暮らしを実現するとともに、

地域の人々と交流を深めていくことで、地域に活力が生まれています。

目標項目
の説明

票および市町の施策を利用した累外からの移住者数(平成27(2015)年度以降の累計)

2年度目標債
の考え方

令和 5年度の目標3，070人(累計)を達成するため、毎年度、前年度の実績を上回るよう、
段構的に移住者数の増加に取り組むこととし、目標債を設定しました。

1，480件

移住相談件数

移住支援事業に

よる移住就業者

数

51人

186 

R2.2.12全員協議会提出資料



①平成 27(2015)年4月から東京有楽町に設置している「ええとこやんか三重移住相談センター」

や、大阪および名古屋での移住相談デスク等において、市町と連携し、きめ細かな移住相談や三重

の暮らしの魅力発信!こ取り組んでおり、県および市町の施策を利用した三重県への移住者数は、平

成 27(2015)年度から平成30(2018)年度までの4年間で1， 000人を超えています。

②東京での移住杷談件数は全体の8割を超えていますが、関東からの移住者数は全体の 3割にとどま

っているため、東京での移住相談が移住の実現につながるよう、より効果的な情報提供や取組が必

要です。

③移住相談者のうち、約半数を 20代 30代の若者が占めていることから、地方で活躍したいと考え

ている若者を対象にした効果的な取組が必要です。

④市町においては、全ての市町に移住格談窓口が設置され、空き家パンク制度が 25市町で運用される

など、移住者の受入体制の整備が進められてきています。そうした中、県では空き家の利活用等に

ついて独自のネットワークを持つ民間団体と協定を結び、空き家を活用した移住の取組事例などの

情報提供を市町に行っています。移住希望者が安心して三重に移住し、自分に合った暮らしを続け

ていけるよう、市町の受入体制の充実とともに、地域において移住者を受け入れる気運の醸成が必

要です。

こやんか三重 移住相談センヲー」を中心に、きめ細かな相談対応を行っていきます。ま

た、移住を希望する首都圏の若者が移住者や地域と継続的に関わることで、地域を知り、地域とつ

ながり、地域で活躍の場を見つけ、移住につなげていく仕組みづくりに取り組みます。

②市町と連携して、県内企業等の求人情報を掲載する就業マッチングサイトを通じて東京圏から移

{主・就職した人を支援します。

③市町の担当者会議や研修会を通じて、県と市町の連携を深め、空き家の利活用や地域における移住

者を受け入れる気運の醸成など、移住促進に向けた課題や効果的な手法等について情報共有するこ

とで、市町の取組を支援します。

l雇用経済部 l
④東京閣をはじめとする都市部から祭内企業への就職・定着を促進するため、就業マッチングサイト

の掲載求人数の拡大を図るなど、サイトの魅力向上に努めるとともに、「ええとこやんか三重移住

相談センヲー」において、県内企業の情報発信や就職相談、 U. I 9ーン就職セミナ一等を実施し

ます。

l農林水産部 11

⑤市町や農林漁業者をはじめ農林漁業体験畏宿などと連携し、農林水産業や農山漁村の暮らし等を体

験するプログラムの実施を支援するとともに、都市部で開催される移住相談会等において、体験プ

ログラム等のPRを実施します。
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1i建議鱗喜怒援護謎綴織縫際緊滋縫 滋Z

① (一部新)ええとこやんか三重移住促進事業

【基本事業名:25401 きめ細かな移住相談と総合的な情報発信の推進】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額・ (R1)3 5. 3 5 6千円 → (R2) 3 6. 844千円

事業概要:Iええとこゃんか三重 移住相談セン安一」を中心に、きめ細かな相談対応を行うと

ともに、新たに、移住を希望する首都宮の若者が、三重県に移住した人や地域の人た

ちと継続的につながり、交流するためのプラットフオームづくりに取り組みます。

②移住支援事業{基本事業名ー 25402 移住受入体制の充実}

(第2款総 務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 7. 6 5 0千円 → (R2) 3 5. 9 5 5千円

事業概要:東京圏からの移住を促進するため、就業マッチングサイトを通じて移住・就職した人

を対象に、市町と連携して、移住に要する費用の支援を行います。

③移住促進のための市町支援事業【基本事業名:25402 移住受入体制の充実】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 2 8 9千円 → (R2) 1 6 0千円

事業概要:市町の移住受入体制をさらに充実させるため、県と市町との連携を図る市町担当者会

議を開催するとともに、移住促進の効果的な手法等を検討する研修会を実施します。

l雇用経済部 l
④就業マッチングシステム運営事業[基本事業名:25402移住受入体制lの充実】

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 9. 09 7千円 → (R2) 6. 7 5 5千円

事業概要'東京闘の若者等の県内中小食業等への就業促進を図るため、「ええとこやんか三重移

住格談センター」に配置する就職相談アドバイザーと連携し、県内中小企業等の求人

広告を掲載するマッチングサイトを運営するとともに、当該サイトを活用する県内中

小企業等を対象に求人広告の作成支援に取り組みます。

l農林水産部 i
⑤移住促進に向けた農山漁村魅力発信事業【基本事業名:25402 移住受入体制の充実}

(第6款農林水産業費第3項 農地費 7中山間振興費)

予算額:(R1) 6 8 2千円 → (R2) 3 8 1千円

事業概要:農林漁業体験民宿等や市町担当者間でのノウハウの共有を進め、移住希望者のニーズ

に合わせた受入れが継続的に行える体制を構築します。また、これら各地の取組を都

市部において情報発信します。
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(蹴255 付との連一
【主担当部局:地域連携部】

|謀議議論言語きま議総量泌謀総樋j踊議j 怨言|
県と市町の連携した取組により、地域の誰もがいきいきと活躍し、暮らし続けることができる地域

づくりが進んでいます。

呂標項目
の説明

2年度目標値

の考え方

持・向上に向け i

て行う市町と県

の研修会等の関

木曽岬干拓地の

利用率

過疎離島田半

島地域で県との

連携により実施

に資する事業数

置する地域会議の検討会議で、それぞれ毎年2項震の成果を得ることを芭擦として設定しま
し

ノ/ 12回

11回
(30年度)

1/ =;7t/ 71/ 
40.0% 

23.7% 

/1 12事業| / / 15事業

10事業

(30年度)
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①人口減少および少子高齢化が進展する中で、コミュニティの維持や生活サービス機能の確保等、さ

まざまな課題が顕在化しています。持続可能で活力ある地域社会を実現するため、県と市町が連携

し、県民の皆さんと共に地域づ、くりに取り組んでいく必要があります。

②人口減少の進展に伴い、地方自治体の経営資源が制約されていくことが予測される中、持続可能な

形で行政サービスを提供し続け、その水準をいかに維持・向上していくかが課題となっています。

市町においては、基礎自治体として自主性、自立性を確保しつつ、新しい時代に求められる

Soc i ety 5.0やSDGsの視点を取り入れた効率的かつ効果的な行財政運営が行われる必要があり

ます。また、国から要請のある防災 減災、国土強靭化に向けた取組、公営企業の経営改革、第2

期となる地方版総合戦略の推進等が円滑に行われる必要があります。

③木曽山申干拓地、大仏山地域等については、関係機関との連携のもと、それぞれの地域の状況に応じた利活

用を図っていく必要があります。また、宮)11の流量泊復の取組について、継続して調整・検討を行っていく必

要があります。

④三重県の過疎地域における人口は、昭和 45(1970)年から平成27(2015)年までの 45年間で約 44%

減少しています。今後も人口減少と高齢化が加速する過疎・離島・半島地域が持続可能な地域社会

を構築することができるよう、市町と連携して地域活性化や定住促進などに取り組むことが必要で

す。また、現行の過疎対策法が令和 2 (2020)年度末で期限を迎えることから、引き続き過疎地域

を支援していくため、新たな法制定などについて、市町と連携し、国に働きかけていくことが必要

です。

に最も身近な自治体である市町との連携を強化して、地域における課題の解決や、地域・市町

の実情に応じた地域づくりの支援に取り組みます。

②地方自治制度、地方公務員制度、地方財政制度の適切な運用のみならず、公営企業の経営改革、第

2期地方版総合戦略の推進等について、市町の自主性を尊重しつつ、適正な行財政運営や地域の活

性化につながるよう、市町に対する助言や情報提供を行います。

③木曽岬干拓地については、分譲地の都市的土地利用の促進に向けて、立地を希望する企業に対し、

立地・操業に結びつくよう、関係市町と連携しながら誘致等!こ取り組みます。また、引き続き適切

な維持管理を行うとともに、土地利用計画に基づ、く利用に向けて取組を進めていきます。大仏山地

域については、引き続き散策路等の適切な維持管理と利用促進に取り組むとともに、将来の多様な

主体による塁山の保全・活用に向けた検討を進めていきます。また、宮)11の流量回復等の課題につ

いては、宮川流域振興調整会議を活用して検討を進めていきます。

④過疎・離島・半島地域の振興を図るため、地域の活性化・定住促進につながる市町の取組を支援し

ます。また、新たな過疎j去の制定に向け、市町と連携して、必要な支援策等を国に働きかけます。

l 総務部 1 
⑤AIやRPA等 10T技術の活用を透じて効率的かつ効果的な行政運営をめざすスマート自治体が

三重県全体で進むよう、市町に対する支援を行います。
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①(新)持続可能な地域コミュニティづくり推進事業

【基本事業名:25501 市町との連携・協働による地域づくり】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 3， 555千円

事業概要 「県と市町の地域づくり連携・協働協議会Jの仕組みを活用し、住民がま体となった地

域のコミュニティづくりがより多くの地域に広がるよう取り絡むとともに、若者の力を

地域コミュニティの活性化に生かすための取組を検討し、地域での実践につなげます。

②宮川l流域圏づくり推進事業[基本事業名:25501 市町との連携・協働による地域づくり]

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 1， 9 6 5千円 → (R2) 1， 2 7 8千円

事業概婆・地域が主体的に取り組む地域づくりを促進していくため、引き続き「宮川流域ルネッサ

ンス協議会」に参画し、宮)11流域額づくりを推進します。

③木曽岬干拓地整備事業【基本事業名:25503 木曽岬子拓地等の利活用の推進】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額・ (R1)1， 3 2 5， 9 2 2千円 → (R2) 1， 5 9 7， 9 1 0千円

事業概要:県土地開発公社が国から先行取得した土地の買戻し、排水機場の修繕や維持管理等を行

うとともに、土地利用計画に基づ、く土地利用に向けて取組を進めます。

④特定振興地域推進事業[慕本事業名:25503 木曽岬干拓地等の利活用の推進】

(第 2款総務費第6~実地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 1 1， 0 9 5千円 → (R2) 1 1， 1 9 2千円

事業概要:大仏山地域に整備した散策路等の適切な維持管理と利用促進に取り組むとともに、将来

の多様な主体の参画に向けた検討を進めます。

⑤奥伊勢湖環境保全対策協議会負担金【基本事業名:25503 木曽岬干拓地等の利活用の推進】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額:(R1) 5， 0 0 0千円 → (罰2) 5， 000千円

事業概要:奥伊勢湖環境保全対策協議会に参画し、奥伊勢湖の蓑かな自然環境を守るための活動を

支援します。また、宮)11の流量回復等の課題については、宮)11流域振興調築会議を活用

して検討を進めます。

⑥地域活性化支援事業【基本事業名 25504 過疎・離島・半島地域の振興】

(第2款総務費第6項地域振興費 1地域振興費)

予算額 (R1) 2， 64 5千円 → (R2) 2， 6 8 9千円

事業概要過疎地域等条件不利地域において、魅力と活力ある地域づくりを推進するため、市町が

行う住民の身近な生活課題の解決や地域の特色を生かした活性化のための新たな取組

に対して支援します。
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1 総務部 1 
⑦(一部新)スマート自治体促進事業【基本事業名:25502 市町行財政運営の支援】

(第2款総務費第6項地域振興費 3情報対策費)

予算額‘ (Rl) 7.472千円 → (R2) 1 4. 3 0 0千円

事業概要.県と市町が一体となって、 RPAやAI等の導入に係る課題共有や先進事例の研究を進

める検討会議を運営するとともに、シナリオ作成・操作をテーマとする実践的研修等の

RPA人材育成支援、 AI技術を活用して市町が抱える行政課題の解決を殴る実証事業

等を行います。
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施策311 農林水産業の多様なイノベーシヨンの促進とブランド力の向上

【主担当部局:農林水産部]

自室謀議議議菱重言語謀議議長言語i言語忍芸際社
さまざまな主体によって創出された県産農林水産物の魅力を生かした新たな価値が、多様な商品=

サービスとして広く提供されることで、県民の皆さんの重量かな暮らしや「持続可能なもうかる農林水

産業j の実現につながっています。

フー

イノベショ

ンJや新たなブ

ランド認定か

ら生み出され

る県内事業者

の 商品等の売

目標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

企業等と連携し

たスマート農林

水産業の実践数

(累計)

県産農林水産物

のブランド力向

上に取り組む事

業者数(累計)

農林水産業の国

際認証等を活用

した章者たなマッ

チングによる取

引件数(累計)

9億円

4億円

農林水産資i車、を高付加価値化する「みえフードイノベーションプロジェクトj から生み出さ

れた県内事業者の荷品等の売上額および新たに「三重量ブランドj に認定された事業者の商品

等の売上額の合計

県内事業者の商品等の売上額と新たに三重ブランドに認定された商品等の売上額の合計額

を令和5年度に 30億円とすることを自標として設定しました。

25件

10件

18者 57者

7者

25件 85 j牛

10 j牛
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①食のグ口ーバル化の進展をはじめ、東京 2020オリンピック E パラリンピックを契機とした新たな需

要やインバウンドの拡大、スマ ト技術の普及など、農林水産業を取り巻く状況が大きく変化する

中、農林水産物などの地域資源を活用した競争力の高い商品・サービスの開発や新たな市場の開拓

等を、分野横断的なイノベーションの促進や先端技術の導入により加速する必要があります。

②農林水産物の効率的な生産や品質向上、利用拡大に向けて、さまざまな知識・情報・データの共有

や組み合わせなどを進め、農林水産技術の研究開発に取り組むとともに、開発した技術を生産現場

等へ移転する必要があります。

③伊勢志摩サミットや東京 2020オリンピックーパラリンピックを契機としたプロモーションの実施に

より、「三重ブランドjをはじめとするストーリー性のある県産農林水産物への関心・評価が高まっ

ていることから、これらが有する本質的な価値に着目したブランドカの向上と消費者等に的確に魅

力を伝えていく取組を強化する必要があります。

④東京 2020オリンピック・パラリンピックへの食材供給やその先の取引拡大に向けて、引き続き、関

係者が一丸となってGAP等の認証取得を推進するとともに、供給体制やプロモーションの強化等

を図り、認証取得をビジネスチャンスの拡大につなげる必要があります。

①「みえフードイノベーショシネットワーク」の取組により、会員同土の交流促進や特徴のある県産

農林水産物の素材提案などを行うことで、新たなプロジェクトの創出や商品化に向けた取組を進め

ます。また、 6次産業化支援については、引き続き、 6次産業化サポートセンターを設置し、現場

の課題やニーズに応じた研修会や個別支援を行うとともに、売上額の増加を図るため、販路拡大に

取り組む事業者へのフォローアップの充実を殴ります。

②農林水産物の効率的な生産や品質向上を図るとともに、産学宮遼携によるヂ ヲプラットフオーム

を活用しながら、競争力の高い商品・サービスの頻発やデーヲをフル活用したスマート農林水産業

の促進に取り組みます。また、農畜林水産分野の各研究所が主体となり、さまざまな知識・情報目

ヂ タの共有や組み合わせなどを進め、それぞれの生産現場における諜題解決や商品化に必要な技

術の研究開発!こ取り緩むとともに、実証研究を通じて得られた成果の現場への技術移転に取り組み

ます。

③県産農林水産物のブランドカ向上を図るため、ブランド戦略の作成や消費者等に共感を生む「効果

的な伝え方」の習得等を支援するとともに、「三重ブランド」の情報発信力を強化するため、 PRツ

ール等の利用促進や、認定事業者の連携による情報発信機会の創出等により、首都圏をはじめ県内

外への認知度向上を図ります。また、「第3次三重県食育推進計画」に基づく食育推進を、市町等関

係機関と連携して取り結みます。

④東京 2020オリンピック・パラリンピックの開催年度であり、間大会終了後に販路拡大や生産体制の

充実などのレガシーを次世代に継承していくため、引き続き、原産食材の戦略的なプロモ ション

を行っていきます。また、 GAP等の認証取得と活用を促進するとともに、国内外における販路拡

大等に向けた生産者と事業者のマッチングなどに取り組みます。
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①みえフードイノベーシヨン総合推進事業

{基本事業名:31101 新価値言語出と戦略的プロモーションの展開】

(第6款農林水産業費第1項農業費 4農業振興費)

予算額:(R1) 7 6， 6 6 9千円 → (R2) 7 2， 5 1 9千円

事業概要:rみえフードイノベーション」のさらなる拡大を図るとともに、ネットワーク活動を遥

じた県産農林水産物の活用促進に取り組みます。また、 6次産業化サポートセンヲーに

より、 6次産業化に取り組む意欲ある生産者等への支援を実施します。

②(新)みえスマートフードチェーン促進事業

【慕本事業名:311 02 農林水産技術の研究調発と移転】

(第6款農林水産業費第1項農業費 2農林水産振興費)

予算額:(R1) 一千 円 → (R2) 8， 3 7 2千円

事業概要:生産現場から加工、流通、販売にいたる、さまざまな事業者が連携して、みえの農業の

特色を生かした、デ タサイエンスに基づくスマートフードチェーンシステムの構築を

図ります。

③植物工場実証パイロット事業【基本事業名・ 31102 農林水産技術の研究開発と移転】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 4農業試験研究費)

予算額 :(R1) 9，788千円 → (R2) 7， 943千円

事業概要目農業研究所に設置した太陽光利用型植物工場において、県内野菜生産額の多いトマト、

イチゴについて、低コスト化、周年栽培の実証を行うとともに、実証技術を普及・拡大

させるための人材育成に取り組みます。

④農業技術高度化研究開発推進事業【基本事業名:31102 農林水産技術の研究開発と移転】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 4農業試験研究費)

予算額:(R1) 1 8 8， 9 6 9千円 → (R2) 1 9 5， 6 7 6千円

事業概要因等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内農業の振興に生かすことができる高度な技術を開発するための研究やスマート農業

技術の実証に取り組みます。

⑤畜産業技術高度化研究罪再発推進事業【基本事業名:31102 農林水産技術の研究開発と移転】

(第6款農林水産業費第2t頁畜産業費 3畜産業試験研究費)

予算額・ (R1) 5， 1 5 2千円 → (R2) 2， 8 0 0千円

事業概要:国等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内畜産業の振興に生かすことができる高度な技術を開発するための研究に取り組みま

す。
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⑥林業技術開発事業【基本事業名:31102 農林水産技術の研究開発と移転]

(第6款農林水産業費第4項林業費 1 0林業試験研究費)

予算額・ (R1) 8， 887千円 → (R2) 6， 3 50千円

事業概要因等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内森林・林業-木材産業の振興に生かすことができる高度な技術を開発するための研

究に取り絡みます。

⑦水産業技術高度化研究開発推進事業【基本事業名 31102 農林水産技術の研究開発と移転}

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1 0 水産業試験研究費)

予算額:(R1) 4 1， 4 2 3千円 → (R2) 3 3， 00 3千円

事業概要:頭等から交付される競争的研究資金を活用し、他の公設試験研究機関等と連携しながら、

県内漁業が抱える漁業生産技術の課題解決やさらなる技術向上のための研究開発!こ取り

紐みます。

⑧戦略的ブランド化推進事業[基本事業名:31103 ブランド力向上の推進】

(第6款農林水産業費第1項農業費 2農林水産振興費)

予算額:(R1) 2， 8 6 8千円 → (R2) 2， 3 3 7千円

事業概要:特に優れた県産品とその事業者を三重ブランドとして認定し情報発信するとともに、ブ

ランド化を進める人材の育成に取り組み、県産農林水産物のイメージアップとブランド

カ向上を図ります。

⑨(新)みえの農林水産情報発信スマート化事業[基本事業名:31103 ブランドカ向上の推進】

(第6款農林水産業費第1項農業費 2農林水産振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 6， 46 9千円

事業概要:県産農林水産物のデータの見える化と情報発信のスマー卜化を推進することにより、み

えの食が有する本質的な価値への共感を呼び込み、県産農林水産物を活用した商品およ

びサービスの付加価億向上を図ります。

⑬食で生みだす幹づくり・輪づくり推進事業【基本事業名 31103 ブランドカ向上の推進]

(第6款農林水産業費第1項農業費 2農林水産振興費)

予算額:(R1) 4， 2 9 3千円 → (R2) 4， 1 48千円

事業概要・「第3次三重県食育推進計画」に基づき、さまざまな関係団体等と連携し、食育に関する

情報発信や地域における食育活動、学校給食への地場産物活用等の促進に取り組むととも

に、消費者に対して地域の持続可能な農業生産iこ向けた生産者の取組についての普及啓発

や地産地消活動の促進に努めます。
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⑪東京オ 1).パラを契機としたみえの食材イノベーション事業

{慕本事業名:31104 農林水産業の冨際認証取得の促進と活用】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 2農林水産振興費)

予算額・ (R1) 4， 1 9 6千円→ (R2) 1， 9 6 5千円

事業概要東京 2020大会の開催に合わせた首都習でのイベント等において、食材情報の発信を行う

ことで、県産食材の認知度を上げ恒常的な取引につなげるとともに、みえの食を通じた、

とこわか霞体・とこわか大会の成功に向けた機運醸成を図ります。

⑫「広がれGAPの輪」推進支援事業{基本事業名・ 31104 農林水産業の国際認証取得の促進と活用]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 12農業経営対策費)

予算額:(R1) 2 2， 4 5 2千円 → (R2) 1 0， 5 5 3千円

事業概要 :GAPの取組の拡大を図るため、指導員等が中心となり畠際水準GAPの実践や認証取

得の支援を行うとともに、 GAP農産物の認知度向上や販売促進のためのフェア開催な

どに取り組みます。

⑬畜産農場認証制度等導入推進事業【基本事業名:31104 農林水産業の国際認証取得の促進と活用】

(第6款農林水産業費第2項畜産業費 1畜産振興費)

予算額:(R1) 5， 0 1 3千円 → (R2) 2， 4 3 8千円

事業概要:農場HACCPやJGAP家畜・畜産物等畜産農場にかかる認証の取得をサポートでき

る指導員を育成するとともに、指導員を核とした地域推進チームによる個別の指導を通

じ、生産者の認証取得を支援します。
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【主担当部局・農林水産部】

隆盛挙事長滋養護事樋遊髪室差益議議員議 I 
県民の皆さんの「食JIこ対する多様なニーズに応え、安全で安心な農産物が生産され、安定的に供

給されることにより、本県農業の持続的な発展と県民の皆さんの健全な食生活の実現につながってい

ます。また、収益性と高付加価値化を意識した農業の戦略的な振興や多様な担い手が共生する営農体

制の構築、若者が魅力を感じる働きやすい農業の実現のための取組が進められ、次代を担う農業人材

が活躍しています。

農業産出等額

目標項毘 |農業生産によって得られた農産物、これらを原料とする加工農産物の生産額の合計(農林水
の説明 |産省生産農業所得統計・三重県調べ)(経営所得安定対策等による交付金等を含む)

2年度目標億 |農産物単価を現状水準と想定(経曽所得安定対策等による支援措置を想定)したうえで、米
の考え方 iの需給見通し、麦・大豆等の振興方針、園芸 畜産の生産動向をふまえて設定しました。

米、小麦、大豆

の自給率(カロ

リーベース)
78. 0% 

(30年度)

認定農業者のう

ち、他康業従事
/ 35.0% I / / 40.0% 

者と間程度の所

得を確保してい 34. 3% 

る者の割合 (30年)

基盤整備を契機 45. 2% 55.2% 

とした農地の担

い手への集積率 43.0% 
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①安全・安心な農産物等の安定供給を図るため、三重県の食料自給力の維持向上に努めるとともに、

本県の強みである豊かな食材や多様な食文化など「食」の魅力と、伊勢志摩サミットや東京 2020

オリンピック パラリンピック等を契機に高まった評価等を最大限に活用し、持続可能なもうかる

農業の実現につなげていくことが求められています。

②農業就業人口に占める 65歳以上の割合は 75%(平成27(2015)年)と高いことから、本県農業が

将来にわたって持続できるよう、効率的かつ安定的な農業経営の実現に向け、 TP P 11や臼欧EP

A等によるグローバル化に対応しながら、 AI等の ICTの活用によるスマート化を進めるととも

に、雇用力のある農業法人や次世代農業の主軸となる農業ビジネス人材、新規就農者などの確保・

育成に取り組む必要があります。また、家畜伝染病など地域や産地!こ大きな影響を及ぼすリスクに

適切に対応していくことが必要です。

③中山間地域など、担い手が不足している地域では、集落営農など農業経営の共同化や地域資源を生

かした付加価値づくり等を進めることにより、さまざまな地域の関係者が参E察する地域営農体制の

構築につなげていく必要があります。

④効率的かつ安定的な農業経営の実現に向けて、担い手への農地集積・集約化等を通じた生産コスト

の削減や高収益作物への転換等を促進することが重要なことから、引き続き、営農の高度化・効率

化に向けた生産基盤の護備を計画的に進めていく必要があります。

①「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本計画」に基づき、収益性と持続可能性の向上

をめざした農業の戦略的な振興や若者が魅力を感じる働きやすい農業の実現に向けた取組を進めま

す。

②安全・安心な農産物の安定的な供給に向け、地域特性を生かしたブランド米や新たなマーケット等

に対応した麦 E 大豆等の生産拡大による水田農業の推進、加工・業務用の野菜など多様な需要に対

応できる園芸産地の育成、果樹の高品質化や伊勢茶のブランド化の推進、花き花木の需要拡大、畜

産物の生産コストの低減や高付加価値化などに取り組むとともに、関係団体等と連携し、果樹や茶・

牛肉などの輸出拡大に向けた取組を進めます。さらに、主要農作物の種子に関する条例の制定に向

けて取り組むとともに、稲・麦・大豆の優良種子の安定供給に努めます。加えて、 CSF等家畜伝

染病の発生による畜産物への風評被害の未然防止対策に取り組みます。

③効率的かつ安定的な農業経営を実現するため、人・農地プランの実質化と合わせた農地中間管理事

業等による農地の集積・集約化やスマート農業の実装化など農業経営休の経営発展!こ向けたサポ

トに取り組みます。また、次代の農業を担う人材確保に向け、新規就農者に加え、震用力のある農

業法人の経営者の育成や産地の遊休資産を就農希望者等にあっせんする体制づくりに取り組みます。

さらに、農業経営体の職場環境や人材を宵成する体制の整備を図り、農業の「働き方改革j につな

げます。加えて、家畜伝染病の発生により影響を受けた農場の経営支援に取り組みます。

④地域の特性を生かした農業及び農村の活性化に向け、集落や産地において、地域資源を生かしなが

ら、新たな価値の創出をめざす地域活性化プランの取組を進めます。また、地域農業の生産維持や

生産性の向上に向け、小規模農家や高齢農家等が参画した集落営農の綴織化や法人化を図るととも

に、農地集積と 体的に実施する基盤整備事業の導入などを通じて、地域営農体制の構築に取り組

みます。

⑤営農の高度化、効率化を図るため、ほ場の大区画化や農業用水路のパイプライン化などの農業生産

基盤の整備を引き続き計画的に進めます。
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|薬議選議
①産地パワーアップ事業【基本事業名:31201 持続可能なもうかる農業の実現]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 6農作物対策費)

予算額田 (R1) 6 0 5. 1 6 5千 円吋(R2) 40. 7 9 8子円

事業概要.地域農業再生協議会が策定した産地パワーアップ計箇に基づき、農業者や農業者団体に

よる高収益な栽培体系への転換や共再利用施設の機能向上等の取組を支援します。

②三重の水田農業構造改革総合対策事業{基本事業名:31201 持続可能なもうかる農業の実現]

(第6款農林水産業費第1項農業費 6農作物対策費)

予算額: (R1) 1 2 4. 7 0 8千円 →(R2) 3 3 1. 9 4 5千円

事業概要:水田農業の経営基盤を強化するため、新たなマーケットに対応した米づくり、麦・大豆

等の生産拡大、経営所得安定対策の推進や優良種子の安定供給などに取り絶みます。

③園芸特産物生産振興対策事業【基本事業名:31201 持続可能なもうかる農業の実現】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 6農作物対策費)

予算額:(R1) 2 8 5. 3 8 5千円 → (R2) 5 9. 3 3 9千円

事業概要:県産璽芸品目の生産振興に向けて、生産施設等の整備や農業用ハウスの紡災対策を支援

するとともに、野菜および果樹の価格安定対策や県内外における茶および花き花木の消

費拡大などに取り組みます。

④スマート農業果樹産地導入モデル整備事業[基本事業名・ 31201 持続可能なもうかる農業の実現】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 6農作物対策費)

予算額:(R1) 4. 9 7 0千円 → (R2) 1. 2 7 5千円

事業概要・県南部のかんきつ産地において、スマート農業を導入するための園地整備方針や再整備

するエリア等を検討し、豊富地再整備の基礎となる穣場条件等を調査します。

⑤(新)海外に拠点を持つ旅行事業者等と連携した販路縄拓事業

{基本事業名:31201 持続可能なもうかる農業の実現}

(第6款農林水産業費第 1項農業費 6農作物対策費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 3. 7 90千円

事業概要:伊勢茶やみかんの輸出拡大!こ向け、海外に拠点を持つ旅行事業者等との連携により、現

地企業による商品開発等新たな手法を取り入れて海外市場の開拓に取り組みます。

⑥卸売市場流通対策事業【基本事業名:31201 持続可能なもうかる農業の実現]

(第6款農林水産業費第1項農業費 6農作物対策費)

予算額:(R1) 1 3 2. 9 9 5千円 → (R2) 1 2 9. 0 1 9千円

事業概要・卸売市場法および三重県卸売市場条例に基づ、き、県内卸売市場の指導・監督を行うとと

も!こ、三重県地方卸売市場の円滑で鍵全な運営を確保するため、計画的な施設整備等を

行います。
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⑦高収益型畜産連携体育成事業 f基本事業名:31202 持続可能なもうかる畜産業の実現]

(第6款農林水産業費第2項畜産業費 1畜産振興費)

予算額:(R1) 436..130千円 → (R2) 4 6 8. 1 7 3千円

事業概要・苦言度経営の競争力強化を図るため、生産性向上などのために必要な畜産施設等の整備を

支援することで、高収益型畜産連携体の育成につなげます。

⑧みえの畜産物供給体制確立事業[慕本事業名 31202 持続可能なもうかる畜産業の実現】

(第6款農林水産業費第2項畜産業費 1畜産振興費)

予算額 (R1) 1 6. 6 6 8千円 → (R2) 8. 7 0 7千円

事業概要 畜産物への多様な需要に向け、高品質ブランド和牛の生産体制やエコフィード等の利活

用による ECO畜産物供給体制の構築等に取り絡みます。

⑨中小家憲経営対策事業【基本事業名 31202 持続可能なもうかる畜産業の実現}

(第6款農林水産業費第2t頁畜産業費 1斎産振興費)

予算額:(R1) 4. 5 2 3千円 → (R2) 7. 9 3 2千円

事業概要・効率的で生産性の高い畜産経営体の育成、体質強化等に係る支援を行い省産業の振興を

図るとともに、 CSF等家畜伝染病の発生による畜産物への風評被害の未然防止対策に

取り組みます。

⑩食肉センタ一流通対策事業【基本事業名:31202 持続可能なもうかる畜産業の実現】

(第6款農林水産業費第2項畜産業費 1畜産振興費)

予算額:(R1) 1 0 5. 1 5 6千円 → (R2) 94. 2 5 1千円

事業概要.食肉の安定的な流通を確保するため、県内の基幹食肉処理施設の運営や機能充実の取組

を支援します。

⑪地域活性化プラン推進事業{基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 4農業振興費)

予算額 (R1) 1. 8 6 3千円 → (R2) 1. 2 7 5子円

事業概要:地域の農業者をはじめ、さまざまな関係者の創意工夫のもと、農地、景観、文化、人材

など地域資源を有効活用する集落や産地等の取組を支援することにより、農産物の高付

加価値化や地域の取組の発展、人材の確保・育成等、新たな価値創出につなげます。

⑫農地中間管理機構事業【基本事業名・ 31203農業の多様な担い手の確保・育成}

(第6款農林水産業費第 p買農業費 1 3農林漁業経営体育成費)

予算額: (R1) 1 6 7. 2 1 7千円吋 (R2) 1 6 5. 7 6 9千円

事業概要:担い手への農地集積・集約化を加速するため、「農地中間管理事業の推進に関する法律」

に基づき、農地中間管理事業を推進します。
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⑬三重の農業若き置の票プロジヱクト総合対策事業

{基本事業名:31203 農業の多様な担い手の縫保・育成】

(第6款農林水産業費第1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額 (R1) 7. 3 0 2千円 → (R2) 7. 1 6 8千円

事業概要 県農業大学校に設置した「みえ農業版MBA養成塾j において、農業法人等での雇用型

インターンシップや食品産業事業者と連携したフードマネジメント講座など、産学宮連

携による人材育成プログラムを実施し、農業ビジネス人材を育成します。

⑩新規就農者総合支援事業【基本事業名:31203 農業の多様な担い手の確保・育成]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額・ (R1) 2 3 4. 3 8 0千円 → (R2) 2 0 6. 2 3 2千円

事業概要‘国の「農業人材力強化総合支援事業」の活用により、次世代を担う農業者となることを

志向する者に対し、就農前の研修を後押しする資金および就農直後の経営確立を支援す

る資金を交付し、青年の就農意欲の喚起と就農後の定着を図ります。

⑮(新)次代の農業を創る多様な働き方総合推進事業

【基本事業名目 31203 農業の多様な担い手の確保，育成】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 5農林漁業担い手対策費)

予算額: (R1) 一千 円 → (R2) 3. 9 5 0千円

事業概要:多様な人材の確保・育成やその人材を農業経営体等とマッチングする仕紹みの構築とと

もに、「働きやすさjや fやり申斐j を持てる職場環境・人材の育成体制の整備など「働

き方改革Jの取組を推進し、多様な労働力を生かして新たなビジネスに挑戦する農業経

営体等を育成します。

⑬農業経営体育成普及事業{基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成]

(第6款農林水産業費第1項農業費 3農業改良普及費)

予算額:(R1) 4 7. 7 8 5千円 → (R2) 48. 648千円

事業概要・農業者の経営発獲を促進するため、先進的技術の導入やマーケティング能力の向上、経

営改善に向けた支援に取り組むとともに、地域資源を生かした新たな価値の創出や集落

営農の推進を図るなど、地域営農体制の構築に向けた普及活動を展開します。

⑫農業のスマート化促進事業[基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成]

(第6款農林水産業費第1項農業費 4農業振興費)

予算額: (R1) 4. 8 9 9千円 → (R2) 4. 5 0 0千円

事業概要:若者が魅力を感じる働きやすい農業の実現に向けて、伊賀米および伊勢茶のり ヂィン

グプロジェクト等を通じて、労働環境改善、技術習得の円滑化、生産性や所得の向上な

どにつながるスマート農業の取組を促進します。
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⑬農業経営近代化資金融通事業【基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成】

(第6款農林水産業費第 1項農業費 7農水金融対策費)

予算額:(R1) 6 4， 6 1 2千円 → (R2) 5 9， 98 9千円

事業概要.農業者の経営改善に向けた取総への支援を目的とし、設備'運転資金等に必要な資金の

円滑な融通を図るため、利子補給措置等を講じます。

⑬農用地利用集積特別対策事業【基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成]

(第6款農林水産業費第 1項農業費 1 3農林漁業経営体育成費)

予算額:(R1) 1 2 9， 7 2 3千円 → (R2) 9 7， 2 5 3千円

事業概要:農地中間管理事業等による担い手への農地集積を促進するため、地域における人農地

プランの作成支援や機構集積協力金の交付に取り級みます。また、担い手の経営発展に

向け、集落営農の法人化などを支援します。

⑫農業経営基盤強化促進事業[基本事業名:31203農業の多様な担い手の確保・育成】

(第6款農林水産業費第 1環農業費 1 3農林漁業経営体育成費)

予算額:(R1) 193，494千円 → (R2) 1 8 8， 3 0 7千円

事業概要 認定農業者等の育成、農業経営の法人化、集落営農の組織化などの担い手育成対策を総

合的に実施するとともに、人 農地プランが策定された地域の中心経営体等に対し、農

業用機械・施設等の導入を支援します。

⑫高度水利機能確保基盤整備事業【基本事業名:31204 強い農業のための基盤づくり】

(第6款農林水産業費第3項農地費 2土地改良費)

予算額ー (R1) 1， 1 2 4， 0 1 1千 円 → (R2) 1， 4 6 9， 7 6 0千円

(3，444， 376千円 → 2，591，785千円

※2月補正含みベース)

事業概要:農地を集積し大規模営農に取り組む意欲ある農業経営体の効率的な営農の実現!こ向け、

ほ場の大区画化や用水路のパイプライン化なと、農業生産基盤の整備に計画的に取り組み

ます。

⑫県営かんがい排水事業【基本事業名:31204 強い農業のための基盤づくり}

(第6款農林水産業費 第3t頁農地主主 2土地改良費)

予算額・ (R1) 5 2 3， 6 2 5千円 → (R2) 9 3 7， 4 5 0千円

(1. 438， 550千円 → 1，085，950子円 ※2月補正含みベース)

事業概要.農業生産の基礎となる農業用水の確保、適期=適量供給および農地排水の改良を図るた

め、水田、畑等における基幹的な農業水利施設の整備・更新を行います。

⑫間体営災害耕地復j日事業【基本事業名:31204 強い農業のための基盤づくり】

(第 11款災害復!日費-第 1項農林水産施設災害復|巨費 1耕地災害復旧費)

予算額・ (R1) 1， 2 8 9， 4 7 5千円 → (R2) 1， 2 7 5， 9 8 0千円

事業概要平成 30年および令和元年に被災した農地、農業用施設について、市町と連携して早期復

!日に取り総みます。
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(施~3 13 0*業 の 慨 森 づくり

[主担当部局:農林水産部】

|謀議長露言語言語重量菱総鱗議長室議員議員総 設|
循環型資源である県産材が社会のあらゆる場面で活用され、林業活動がビジネスとして活発に展開

されることにより、森林資源の持続的な活用と育成が進むとともに、県民の皆さんがさまざまな形で

森林づ《りに参画しています。

県産材素材生
叢量

毘標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

公益的機能増進|

森林整備扇積

(累計)

林業人材育成人

数(累計)

地域に密着した

森林環境教育・

木育指導者数

400千ni

県内で生産される木材の供給景

令手口5年度に現状値から 20千rrf増加させることを目標値としており、令和2年度は現状値
から 5千d増加させることを目標として設定しました。

~ 3， 650ha 

1， 476ha 
(30年度)

//| 125人

竺L| |て/仁/i/2∞人

85人

(30年度)
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①水源のかん養や国土の保全、地球温緩化防止など、森林の持つ公益的機能を十分に発揮させるため、

間伐等の森林整備を促進するとともに、市町を主体とした適正な森林の経営管理を円滑に進める必

要があります。また、集中豪雨や台風等による豪雨災害が多発するなど、自然災害の発生リスクが

高まっており、「災害に強い森林づくり」をより一層進める必要があります。

②県内の森林資源の大半は、本格的な利用時期を迎えているものの、木材価格の低迷による採算性の

悪化などから、その多くが伐採されず、活用されない状況が続いています。一方で、大型合板工場

や木質バイオマス発電所の稼働によって合板用途や木質チップ原料の需要は増大しています。この

ため、森林資源の循環利用による持続可能な森林経営を促進するとともに、森林施業の低コストイじ

ゃ生産体制の強化を図り、素材生産量の増大lこ叡り組む必要があります。

③住宅着工戸数が伸び悩む中、内装材等木材の建築用途でのさらなる利用促進、公共建築物や商業施

設等中大規模の非住宅建築物等の需要の獲得など、新たな販路の拡大に向けた取組を推進し、県産

材の需要を拡大していくことが必要です。

④林業従事者が減少傾向にある中、森林・林業の振興や地域の活性化につなげるため、「みえ森林・林

業アカデミー」において、新たな視点や多機な経営感覚を持った人材の確保田育成に取り組んでい

ます。引き続き、社会状況の変化やニーズに対応した講座を実施し、産学官の連携のもと、次代を

担う林業人材を育成する必要があります。さらに、自伐裂林業などさまざまな主体による自立的な

林業活動を促進する必要があります。

⑤森林は県民共有の財産であるとの認識のもと、森林づくりを社会全体で進めるためには、森林づく

りに取り組む活動団体を増加させ、森林環境教育や木育を推進する必要があります。また、指導者

や活動団体と学校などをつなぐコーディネート機能の強化や、森林環境教育・木育活動のフィール

ドや施設の整備、活動指導者の確保 E 育成が必要です。

①間伐等による環境林の裳備や少花粉苗木への植替えを促進するとともに、市町による森林の経営管

理が円滑に実施できるよう、支援体制の充実を図ります。また、流木となるおそれのある渓流沿い

の樹木の伐採・搬出や、流域防災機能の強化を図るための笛的な森林整備、航空レーザ測量による

詳細な森林資源情報の抱擦と活用を促進するほか、新たに、大規模な停電を未然に防止する計闘伐

採を進めるなど、これまで以上lこ災害!こ強い森林づくりを市町と連携して進めます。

②素材生産量の増大を図るため、低コスト生産技術の普及や搬出間伐を促進するほか、施業の集約化

や路網整備、高性能林業機械の導入等の基盤整備を促進します。

③従来の住宅に加え、公共施設や民間の商業施設等における「三重の木」等県産材の需要を拡大する

ため、県内の工務庖や建築士を対象とした中大規模木造建築物等の設計に係る研修会の開催や製材

事業者等とのマッチングの機会を設けるほか、市町の営繕担当者等を対象とした木造・木質化に係

る勉強会を開催します。また、首都皇室の公共団体等への働きかけを継続するとともに、海外での説

明会等の開催や国際見本市でのPR活動のほか、より付加価値の高い製品の開発等を行うことによ

り、新たな販路の開拓に取り組みます。

④新規就業者の確保を図るため、首都圏等で開催される就業・就職フェアへの参加や、新たな担い手

となる高校生への林業職場体験研修を引き続き開催します。みえ森林町林業アカデミ において、

カリキュラムのブラッシュアップを図るとともに、充実した教育環境の実現に向け、必要な施設の

整備や資機材の導入を進めます。また、搬出間伐等に必要な技術、知識を習得するための現地講習

会を開催するなど、自伐型林業の取絶を支援します。
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⑤森林づくりへの県民参画を進めるため、企業や森林ボランティアなどへの情報提供、森林とふれあ

う自然歩道等の整備やイベントの開催などを行います。また、森林環境教宵・木育の取組を広げて

いくため、みえ森づくりサポートセンターのさらなる活用を促進するほか、森林をフィ ルドとす

る自然環境キャンプを各地域で震調するとともに、みえ子ども森林，林業アカデミー(仮称)の組

織化!こ向けた取組を進めます。さらに、三重県民の森など県内の既存施設への常設裂の木育体験施

設の整備や、自然公習の闘地や歩道等を活用した森林環境教育のフィーjレドの環境整備等に取り紐

むほか、みえ森と緑の県民税を活用した市町による地域の実情に応じた森林づくりを促進します。

E護婦蚕三:笠.i三三三 雲密室察亘書慈雲量I
①地域森林計画編成事業【基本事業名 31301 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】

(第6款農林水産業費第4項林業費 9森林総務費)

予算額 (R1) 3. 6 5 5千円 → (R2) 5. 9 5 2千円

事業概要・地域特性に応じた森林政策の推進自標と森林整備の指針を明らかにするため、 4つの森

林計画区ごとに地域森林計画を樹立します。また、三重県水源地域の保全に関する条例

の普及と適正な執行に努めるほか、森林GISの運用・管理を行います。

②新たな森林経営管理体制支援事業

{基本事業名:31301 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】

(第6款農林水産業費第4項林業費 9森林総務費)

予算額 (R1) 47. 7 8 7千円 → (R2) 42. 7 2 9千円

事業概要・市町が主体となった「新たな森林経営管理制度」が円滑に進むよう、みえ森林経営管理

支援センタ一等を通じた市町への支援体制を充実するとともに、市町や林業経営体が行

う森林義備等が促進されるよう、担い手の確保や少花粉スギ・ヒノキの種子の生産体制

の強化を行います。

③災害に強い森林づくり推進事業[基本事業名:31301 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮]

(第6款農林水産業費第4項林業費 5造林費)

予算額:(R1) 4 0 8. 3 8 0千円 → (R2) 3 8 O. 0 0 0千円

事業概要:rみえ森と緑の県民税Jを活用して、「災害に強い森林づくり」を進めるため、流木となる

おそれのある渓流沿いの樹木の伐採・搬出等とともに、 j台山施設等に異常に堆積した土砂

や流木の撤去等を行います。

④森林情報基盤整備事業【基本事業名:31301 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】

(第6款農林水産業費第4項林業費 9森林総務費)

予算額 (R1) 1 1 5. 9 4 6千円 → (R2) 1 4 7. 2 4 3千円

事業概要:災害に強い森林づくりを効果的に進めるため、航空レーザ潰IJ量を実施して森林資源等の

詳細な情報を取得し、客観的な評価に基づく整備が必要な森林の把握等を行います。
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⑤森林環境創造事業【基本事業名・ 31301 森林の適正な管理と公益的な機能の発揮】

(第6款農林水産業費第4項林業費 9森林総務費)

予算額田 (R1) 2 1， 6 7 5千円 → (R2) 1 9， 7 8 7千円

事業概要:森林の有する公益的機能が持続的に発揮されるよう、環境林において森林所有者等が市

町と協定を締結した森林を公共財と位置づけ、強度間伐等により針葉樹と広葉樹の混交

林へ誘導するなど、市町による森林の適正な管理を促進します。

⑤特定森林再生事業{基本事業名・ 31301 森林の適正な管理と公益約な機能の発揮】

(第6款農林水産業費第4項林業費 5造林費)

予算額:(R1) 6， 9 1 1千円 → (R2) 2， 70 1千円

事業概要 自然条件等により、森林所有者の自助努力では更新が困難な森林において、森林所有者

と市町が協定を締結し、緊急的に実施される再造林等や、重要インフラ施設にi隣接し、

台風等の自然災害により被害を及ぼす恐れのある森林について、市町等公的主体が森林

所有者及び施設管理者と協定を締結して実施する間伐等を支援します。

⑦林業・木材産業構造改革事業【基本事業名:31302 r線の循環」の推進と県産材の利用の促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額:(R1) 4 2 7， 9 4 0千円 → (R2) 2 8 2， 6 3 5千円

事業概要目林産物等の安定的な供給・利用の確保を図るため、搬出間伐や、森林作業道、高性能林

業機械の整備等に支援します。

③原木安定供給促進事業【基本事業名・ 31302 r緑の循環」の推進と県産材の幸IJ用の促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額:(R1) 千円→ (R2) 一 千円

(69，520千円 → 50，289千円 ※2月檎正含みベース)

事業概要，地域材の競争力強化を図るため、体質強化計画に基づき、合板工場に原木を安定的に供

給する事業者が行う間伐材の生産および路網整備等を支援します。

⑨森林経営計画作成推進事業【基本事業名 31302 r緑の循環jの推進と県産材の利用の促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額:(R1) 3 0， 6 1 0千円 → (R2) 1 8， 3 7 6千円

事業概要・森林経営計画の作成に必要な、森林組合等による森林情報の収集 整理、立木諮査や路

網調査、説明会・個別訪問等による合意形成活動のほか、森林境界の明確化の実施に対

し支媛します。

⑬造林事業【慕本事業名:31302 r緑の循環Jの推進と県産材の利用の促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 5造林費)

予算額 (R1) 4 5 1， 8 6 3千円 → (R2) 4 3 7， 6 2 8千円

事業概要 森林の有する多面的機能の維持 増進や持続的林業生産活動等を推進するため、植栽、

下刈り、間伐、枝打ち等の森林整備や、獣害防護柵、森林作業道の裳備等を支援します。
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⑪林道事業{基本事業名:31302 i緑の循環」の推進と県産材の利用の促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 6林道費)

予算額 (R1) 389，819千円 → (R2) 4 1 5， 8 7 1千円

(429，385千円 → 457，871千円 ※2月補正含みベース)

事業概要:木材の生産や搬出に必要となる林道を開設するとともに、輸送力の向上と通行の安全の

確保等を図るため、既設林道の改良等を実施します。

⑫(一部新) iもっと県産材を使おうj推進事業

【基本事業名:31302 i緑の循環」の推進と県産材の利用の促進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額・ (R1) 3，638千円吋 (R2) 4， 3 4 6千円

事業概要:i三重の木J等県産材の情報発信、)11よこから)11下までのネットワーク強化、首都圏でのP

R活動等のほか、展示効果が見込まれる県施設の木質化や木造・木質化に向けた相談窓口

の設置に取り総むなど、住宅および公共建築物等における県産材の利用拡大を図ります。

⑬中国等アジア喜男に向けた県産材輸出促進事業

【基本事業名:31302 i緑の循環j の推進と県産材の利用の促進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 2林業振興指導費)

予算額:(R1) 2， 8 3 3千円 → (R2) 2， 1 1 2千円

事業概要 中国等アジア圏への県産材の輸出を促進するため、輸出先企業を対象とした県産材製品

の魅力を伝える説明会等の筒催や、国際見本市における PR活動等のほか、より付加価

値の高い新たな県産材製品の販路開拓に取り組みます。

⑬量豊かな森と地域を担う人づくり事業{基本事業名:31303 林業・木材産業を担う人材の育成]

(第6款農林水産業費第4項林業費 1林業総務費)

予算額:(R1) 2， 4 9 3千円 → (R2) 2， 3 9 6千円

事業概要:地域の森林資源を有効に活用するため、自伐型林業など多様な主体による林業経営活動

を支援するほか、高校生等への就業体験の開催、労働災害の削減に向けた安全衛生指導

員の養成や労働現場の巡回指導等の取組を支援します。

⑬みえ森林・林業アカデミー運営事業【基本事業名:31303 林業・木材産業を担う人材の育成】

(第6款農林水産業費第4項林業費 1林業総務費)

予算額 (R1) 46，807 千円 → (R2) 4 6， 9 2 3千円

事業概要:iみえ森林・林業アカデミ Jにおいて、既就業者を対象とした基本コースのほか、市町

職員講座や各種選択講座の実施、中大規模の木造設計を行える建築士の養成や市町の営

繕担当者等を対象とした研修会を行います。

⑬(新)みえ森林・林業アカデミー拠点整備事業

{基本事業名:31303 林業・木材産業を担う人材の育成】

(第6款農林水産業費第4項林業費 1林業総務費)

予算額:(R1) 一 千円→ (R2) 1 9， 6 1 6千円

事業概要:iみえ森林-林業アカデミーJにおける安全で安心、かつ充実した教育環境を実現し、

効率的な講座運営を行うため、子どもから大人までを対象とした森林・林業の人材

育成等に関する新たな拠点施設の整備を進めます。
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⑫森を育む人づくりサポート体制整備事業[基本事業名 31304 みんなで支える森林づくりの推進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 B緑化対策費)

予算額・ (R1) 6 7. 6 7 0千円 → (R2) 9 5. 8 2 3千円

事業概要:森林環境教育や木育、森林づくり活動!こかかる相談窓口となる「みえ森づくりサポート

センターj を運営し、情報発信や森林環境教育プログラムの提供、指導者の育成等を行

うほか、森林環境教育・木育の体験施設の整備や、地域との連携による自然公園施設等

を活用した森林環境教育を実践する取組を行います。

⑬みえ子ども森林'林業アカデミ 自然体験事業

{基本事業名目 31304 みんなで支える森林づくりの推進】

(第6款農林水産業費第4項林業費 8緑化対策費)

予算額:(R1) 3. 449千円 → (R2) 3. 5 7 0千円

事業概要，子どもたちの健全な心身の育成と森林 林業に関する織業意識の醸成を図るため、野外

体験指導者等と連携して、県内各地で、新たなプログラムに慕づく自然環境キャンプを

実施します。

⑬(一部新)みえ森と緑の崇民税市町交付金事業

【基本事業名:31304 みんなで支える森林づくりの推進]

(第6款農林水産業費第4項林業費 8緑化対策費)

予算額田 (R1) 5 5 O. 0 0 0千円 → (R2) 5 2 7. 7 5 0千円

事業概要:iみえ森と緑の県民税」を活用し、市町が創意工夫した森林づくりの施策を展開するとと

もに、面的な森林整備や植栽地の獣害防止等の流域の防災機能を強化する対策や、ライフ

ライン沿いの危険木を事前伐採する対策に、県と市町が連携して取り組めるよう交付金を

交付します。
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[主担当部局'農林水産部】

謀議員議員厳重謀議長言語謀議選総語議論議. 議疑応援髭:I

水域環境の保全を図りながら、水産資源の適切な管理や競争力のある養殖業の確立とともに、多様

な担い手の確保や水産業者等の経営力の強化などにより、水産業が安定的に継続されることで、県民

の皆さんの多様なニーズに応える水産物が供給されています。

漁業産出額

目標項巨
の説明

2年度目標値
の考え方

プランj策定地

区における漁業

所得の増加率

沿岸水産資源の

資源評価対象種

の漁獲量に占め

る割合

拠点漁港におけ

る耐震 E 耐津波

対策を実施した

施設の整備延長

(累計)

海面漁業(養殖を含む)の度出額

「もうかる水産業j に向けた取組を展開していくことで、海面漁業(養猫を含む)の産出額
を4年間で 4.9%増加させることを目標として設定しました。

100 
(30年度)

34. 0% 58.0% 
(元年) (4年)

26. 0% 
(29年)

/ 566m I / / 716m 

493m 
(30年度)

212 

R2.2.12全員協議会提出資料



①漁場環境の感化や資源量の減少、消費者の魚離れなど本県の水産業を取り巻く環境が厳しい中、将

来にわたって、漁業が継続的に行われ、漁業者が一定以上の所得を確保できるよう、水域環境の保

全を図りながら、水産資源の適切な保存 管理!こよりその維持・増大を図るとともに、競争力のあ

る養殖業を確立していく必要があります。

②漁業就業者の高齢化と減少が急速に進む中、さまざまな世代の漁業者がいきいきと働き、次の世代

に継承できる魅力ある水産業・漁村を確立できるよう、多様で意欲のある若者が漁業に就業し、漁

業者自らが高い付加価値を創出するなど、多様な担い手の確保・育成や水産業者等の経営力の強化

を図っていく必要があります。

③南海トラフ地震など大規模地震発生の緊迫度がより高まるとともに、台風や豪雨など頻発 激甚化

する風水害等への対応の強化が求められる中、災害lこ強く生産性が高い水産業と安心で快適な漁村

を構築できるよう、漁村地域の妨災 z 減災対策や水産業の持続的な発展に資する基盤整備および活

力ある漁村づくりを推進していく必要があります。

綴通類縁j遊離護憲.察..議室護:縫 綴 I 塁 翠I
①今年度!こ制定予定の「三重県水産業及び漁村の振興に関する条例(仮称)Jに定める基本理念の実現

に向けて、水産業及び漁村の振興に関する施策の総合的・計画的な推進を図るため、基本計画を策

定し、水産業の健全な発展と豊かで活力のある漁村の構築を図ります。

②水産資源の維持・増大を図るため、科学的知見をふまえた精度の高い資源評価と資源評価結果を漁

業者にフィードバックする仕組みの構築、海女をはじめ漁業者が主体的に取り組む資源管理の促進、

重姿魚種の種苗生産や放流など効果的な栽培漁業の推進、地元漁業者と連携した密漁防北対策等に

取り組みます。また、競争力のある養殖業の構築のため、 AI技術等を活用した養殖業のスマ ト

化による生産性・所得の向上、色落ちしにくい黒ノリ品種の開発など貧栄養化への対応等に取り組

みます。真珠振興については、三蓑県真珠振興計図やみえの真珠振興宣言に掲げた真珠の生産性・

品質向上や海外への情報発信等の取組を着実に進めるとともに、令和元 (2019)年7.FJごろに発生

したアコヤガイの外套模が萎線した症状やへい死について、情報提供や経営支援等の対策に取り組

みます。

③多様な担い手確保や水産業者等の経営力向上に向けて、漁師塾や真珠塾などによる新規就業者の定

着支援、先進技術や省力化機器の導入等による高齢者が長く安全に働ける環境づくり、 AI技術等

を活用した作業の効率化・省力化等による働き方改革の促進、漁業経営体の協業化・法人化、事業

承継の仕組みづくり等に取り組みます。また、活力キをはじめとする水産物の輸出促進、首都圏等

への県産水産物の販売促進、衛生管理の高度化、海女漁業の魅力発信等に取り組みます。

④地震や頻発・激甚化する風水害等からの被害を軽減し、災害に強〈生産性の高い水産業や安心で快

適な漁村を構築するため、漁港施設および海岸保全施設の地震目津波対策の実施や、水産業BCP

の策定、予防保全が必要な施設の計閥的な補修理補強、藻場 干潟の造成、漁場の環境改善、多酋

約機能の発揮等に取り組みます。また、内水面域の活性化を図るため、内水面資源の保全・活用、

漁場環境の保全・管理等に取り組みます。
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際議選議
① ICTを活用した新たな資源管理システム構築事業

[基本事業名:31401 水産資源の維持=増大と競争力のある養殖業の構築]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 5資源管理費)

予算額:(R1) 6. 1 3 3千円 → (R2) 3. 84 9千円

事業概要:水産資源の持続的・安定的な利用のため、国の水産政策の改革をふまえ、科学的根拠に

基づく精度の高い資源評価を実施するとともに、資源評価結果を漁業者にフィードバッ

クする仕組みを構築します。

②(新)海女による豊かな海づくり事業

【基本事業名・ 31401 水産資源の維持・場大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 4. 4 3 8千円

事業概要・「海女による豊かな海づくり」のため、関係機関と連携し、海女による藻場の管理の仕

組みづくり、海の環境変化に対応したアワビ種苗生産の検討、海女によるアワピ養殖の

検討、サスティナブルな海女漁業の魅力発信に取り組みます。

③穫首生産推進事業{基本事業名・ 31401 水産資源の維持，増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 5資源管理費)

予算額:(R1) 5 6. 6 6 2千円 → (R2). 6 2. 7 0 5千円

事業概要:県内のっくり育てる漁業の促進を図るため、三重県栽培漁業センター(浜島)の施設を

活用してクルマエビ、ヒラメ、アワビ等の放流用種苗の大量生産を行います。また、ア

コヤガイ大量へい死に係る緊急対策として、アコヤガイの種苗生産を行います。

④漁業取締事業【基本事業名 31401 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 3漁業取締費)

予算額:(R1) 2 6. 8 8 7千円 → (R2) 2 5. 1 6 3千円

事業概要:漁業秩序を維持するため、関係機演と連携しながら、漁業取締業務を実施するととも

に、漁業取締船の機能の維持管理を行います。

⑤(新)スマート水産業実証体制構築事業

{基本事業名:31401 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 1. 8 8 7千円

事業概要:水産業が将来にわたり安定的に継続していくために不可欠な新技術を関係者と連携して

研究する等、水産業のスマート化の普及促進を留るための体制を構築します。
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⑥魚類養殖における AI . I CT技術導入促進事業

【基本事業名:31401 水産資源の維持 増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額田 (R1) 2， 8 5 6千円 → (R2) 1， 8 0 0千円

事業概要:A I・ICTを活用して養殖魚(マダイ等)の給餌・遊泳行動パターンを解析すること

で、小規模経営体が導入可能な完全自動給餌システムの開発などに取り組みます。

⑦(新)次世代型海藻養殖による豊かな伊勢湾再生事業

{基本事業名 31401 水産資源の維持'増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 一 千 円 → (R2) 4， 7 7 1千円

事業概要各種環境情報のビッグデー告をクラウド上!こ集約し、 AI処還することで、海況の可視

化、将来予測を行うプラットフォームを整備するとともに、その情報を活用したノリの

適正養殖管理技術の開発を行い、海況に適応した養殖管理マニュアルを作成します。

⑧真珠養殖における AI . I CTを活用したスマート化促進事業

【基本事業名:31401 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額 (R1) 8，827千円 → (R2) 5， 9 9 4千円

事業概要:高度な技術と経験が必要な真珠養殖業について、優秀な養殖業者の養殖技術の見える化

や ICT等を活用した環境予測技術など、優良技術の継承や真珠の生産性の向上のため

の技術開発に取り組みます。また、 ICTブイによる漁場環境の情報提供や適正養殖管

理マニュアルの普及により、アコヤガイへい死等の被害の軽減につなげます。

⑨(新)環境調和型真珠養殖システム構築事業

【基本事業名・ 31401 水産資源の維持・増大と競争力のある養殖業の構築]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 一 千 円 → (R2) 2， 7 0 3千円

事業概要.持続的かつ環境に配慮した真珠養殖システムを構築し、黒産真珠のブランドイメージの

向上を図るため、真珠養殖業者等の関係者と連携し、養殖廃棄物のコンポスト(堆肥)

化技術の開発と普及、漁場におけるアコヤガイの餌育試験や感染症の可能性の検討など

のアコヤガイ大量へい死の原因究明、海外でのPRに取り組みます。

⑬水産業・漁村を支える担い手の確保育成事業

[基本事業名:31402 多様な担い手の確保 z 育成と経営力の強化】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1 1水産業経営対策費)

予算額:(R1) 3 1 3千円 → (R2) 1 6 7千円

事業概主主:漁村が他地域からの人々を持続的に受け入れ、漁業を守り、地域の活力を維持していく

ため、漁協が運営する漁師裂の実施地区の拡大を支援します。
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⑪(新) rユニバーサル水産業」による持続可能な漁村構築事業

[基本事業名:31402 多様な担い手の確保・育成と経営力の強化】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額・ (R1) 千円 → (R2) 3， 48 0千円

事業概要:高齢者や女性などの多様な担い手が、ライフステージやライフスタイルに合わせて、水

産業に関わる「ユニバーサル水産業」の実現に向けて、ロボット技術を活用した機器の

導入による省力化等の効果を評価検証し、ノウハウの蓄積、利用促進に向けた情報発

信等に取り組みます。

⑫地域漁業協業化・法人化モデル構築支援事業

{基本事業名:31402 多様な担い手の確保・育成と経営カの強化】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1 1水産業経営対策費)

予算額:(R1) 4 5 3千円 → (R2) 2 0 7千円

事業概要:漁村地域において2つ以上の漁業種類の経営体が協業、法人化を進める取組等に対して、

中小企業診断士、社会保険労務土、税環土といった専門家等を派遣し、事業計百の作成、

協業化・法人化に必要な手続き等の指導・助言を行います。

⑬漁業近代化資金融通事業[基本事業名:31402 多様な担い手の確保・育成と経営力の強化】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1 1水産業経営対策費)

予算額:(R1) 6 1， 8 9 8千円 → (R2) 70， 0 8 6千円

事業概要:施設・機器等の導入時や経営の安定化を図る際に、漁業者等が低利の融資を受けられる

ょう、融資機関!こ対して県が利子補給を行います。また、アコヤガイ大量へい死の被害

を受けた真珠養殖業者が融資を受ける際に、融資機関等に対して無利子化および保証料

無償化のための助成を行います。

⑬漁業共済推進事業費【(31402)多様な担い手の確保・育成と経営力の強化]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1 1水産業経営対策費)

予算額・ (R1) 1 8， 0 1 5千円 → (R2) 1 7， 8 2 8千円

事業概婆・異常気象などによって漁業者が受ける損失を補てんする漁業共済への加入を促進すると

ともに、発生が予測できない赤潮による損失に備え、養殖共済の赤潮特約に係る掛け金

の一部を補助します。

⑮アジア経済圏等に向けた県産水産物輸出促進事業

[基本事業名:31402 多機な担い手の確保・育成と経営カの強化]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1水産業振興費)

予算額:(R1) 3， 2 9 0千円 → (R2) 2， 6 7 0千円

事業概要目闘の掲げる水産業の成長産業化、「もうかる水産業」への転換を図るため、水産物需要

の高まっているアジア経済圏等を対象に、競争力のある県産水産物の輸出を戦略的に展

開していきます。
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⑬(新)県産水産物の品質向上による水産業の成長産業化事業

{基本事業名:31402 多様な担い手の確保・育成と経営力の強化]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 1氷産業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 9 2 6千円

事業概要:水産業が将来にわたり安定的に継続していくために必要な漁業者の所得向上をめざし、

水産資源の持続可能な利用を担保する水産エコラベル認証の取得促進や、品質管理の強

化に取り組み、県産水産物の差別化を図るとともに、新たな販路の開拓を進めていきま

す。

⑫県営水産生産基盤整備事業

[基本事業名目 31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産碁盤整備費)

予算額:(R1) 6 9 3， 2 0 0千円 → (R2) 8 5 1， 5 0 0千円

事業概要:水産物の生産機能の強化および緊急物資輸送手段の確保を図るため、耐震岸壁号、耐津波

防波堤等の整備を実施します。

⑬県営漁港施設機能強化事業

【基本事業名・ 31403 災害に強く生産性が高い水産基撲の整備と活力ある漁村の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産基援整備費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 2 1， 0 0 0千円

事業概要:勢力を増す台風等の自然災害による高潮・波浪等の越波や浸水被害に備えるため、防波

堤等の整備を実施します。

⑬県単漁港改良事業

【基本事業名:31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産基盤整備費)

予算額田 (R1) 23，754千円 → (R2) 3 0， 7 6 6千円

事業概要:災害に強〈安全な地域づくりや水産物の安定的な供給を図るため、小規模な施設の改良

や、県管理漁港における BC P (業務継続計画)の策定 運用に取り組みます。

⑫海女漁業等環境基盤整備事業

【基本事業名:31403 災害に強く生産性が高い水産慕盤の整備と活力ある漁村の構築]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産基盤整備費)

予算額:(R1) 456， 237千円 → (R2) 4 6 7， 1 0 0千円

事業概要:沿岸海域において、海女漁業等の漁業生産力の向上や水質浄化機能の回復、水産資源の

生息場の環境改善を図るため、藻場造成に取り組みます。
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③伊勢湾アサリ漁業環境基盤整備事業

[基本事業名:31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築]

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産基盤整備費)

予算額:(R1) 1 2 0， 4 0 0千円 → (R2) 1 1 9， 9 3 7千円

事業概要・伊勢湾のアサリ資源の復活に向けた取組を支援するため、伊勢湾での作j零および干潟造

成を行うとともに、アサリ稚員の移殖マニュアルの普及・啓発に取り組みます。

⑫広域漁場整備事業

【基本事業名:31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築】

(第6款農林水産業費第5環水産業費 6水産基豊主義備費)

予算額:(R1) 2 1， 0 0 0千円 → (R2) 1 5 7， 5 0 0千円

事業概要:カツオ等の回遊性魚類の漁場を形成し、安定的な漁獲量の維持及び操業の効率化を図る

ため、浮魚礁を設置します。

⑫強い水産業づ、くり施設整備事業

【基本事業名 31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築]

(第6款農林水産業費第 5t頁水産業費 1水産業振興費)

予算額 (R1) 1 9 7， 1 7 2千円 → (R2) 4 5， 3 2 4千円

事業概要:水産業の生産性を高めるため、漁協等が行う共同利用施設等の整備への支援を行います。

⑫水産多菌的機能発揮対策事業

【基本事業名 31403 災害に強く生産性が高い水産基盤の整備と活力ある漁村の構築}

(第6款農林水産業費第5項水産業費 6水産基盤整備費)

予算額:(R1) 8， 9 5 8千円 → (R2) 8， 9 5 8千円

事業概要:漁業者を中心!こした活動組織が取り組む藻場・干潟の保全等の活動を支援するとともに、

県内外の優良な取組事例を収集し、成果報告会等の場において、県内活動組織間で情報

共有を図ります。

⑧内水面域振興活動推進事業

【基本事業名:31403 災害に強く生産性が高い水産基擦の整備と活力ある漁村の構築】

(第6款農林水産業費第5項水産業費 5資源管理費)

予算額 (R1) 1， 2 8 3千円 → (R2) 1， 4 8 7千円

事業概要・内水道資源の維持・増大を図るため、内水商漁連が行う稚アユ放流や漁業被害をもたら

すカワウ駆除等への支援を行います。
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(施策321 令小企業小規模企業の振興

【主担当部局:雇用経済部]

|謀総量議長選議選議選 i議室長泌総議繰鵜 量援護言I
f三重県中小1E業・小規模企業振興条例」に基づく施策・事業に取り組むことにより、中小食業・

小規模企業が、直面する経営課題に自ら気づいて対応し、 ICTの利活用をはじめとした生産性の向

上や、円滑な事業承継‘防災・ j威災対策等が進んでいます。

1]( 

向上計闘の認

定を受けた中
小企業・小規模

企業のうち、収
益等が向上ま
たは維持した

目標項目

の説明

2年度目標値

の考え方

上計画や経営革 l

新計画の認定を

受けた件数(累

計)

事業承継計画の

作成件数および|

特例承継計額の

確認件数の合計

(累計)

県内中小企業・

小規模企業にお

ける BCP等の

./ 

2， 579件
(30年度)

/ 

~ 

68.0% 

3，315件

100件|

360件|
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①中小企業・小規模企業は、県内企業数の 99.8%を占め、本県の経済をけん引し、地域社会の持続的

な形成および維持に寄与しています。こうした重要性の認識のもと、平成26(2014)年4月に施行

した「三重県中小企業・小規模企業振興条例」に基づき、中小企業・小規模会業の振興に取り組ん

でいます。条例施行前と比べ、県内の経済指標は改善傾向にありますが、中小企業 E 小規模企業に

とっては、景気回復の実感は乏しい状況にあります。また、社会構造が変化し、中小企業・小規模

企業が新たな課題に直面する中、より一層きめ細かな支援を行うことで、成長を続ける三重県経済

をさらに発展させ、厚みを増していく必要があります。

②人口減少等の大きな構造変化により、本県の有効求人倍率は高止まりしています。また、中小企業・

小規模企業と大企業とは、依然として収主主性!こ格差があります。こうした中、中小企業・小規模企

業には、人材の確保・育成!こ加えて、ロボットやクラウドシステム、キャッシュレス決済、 AI等

の ICTを活用した生産性の向上が求められています。

③平成 30(2018)年における県内企業の経営者の平均年齢は 58.5歳となり、今後 10年の聞に団塊世

代の経営者の大量引退が想定されています。一方、県内中小企業・小規模企業のうち、事業承継に

具体的jこ取り組んでいる企業は3割以下にとどまっており、早急な対策が必要です。

④自然災害が頻発する中、県内中小企業・小規模企業の事業継続計画 (8C P)の策定割合は1割以

下で、他県と比べても低い叡合となっています。中小企業・小規模企業が防災，減災対策に取り組

むメリット!立、被災時の被害低減だけでなく、平侍の業務の標準化や効率化を進めるきっかけにも

つながることから、これを推進する必要があります。

①中小企業・小規模企業が、社会情勢の変化による新たな課題に対応し、持続的な発展につなげられ

るよう商工会、商工会議所、中小企業団体中央会等の商工館体や(公財)三葉県産業支援センヲー

と連携し、中小企業・小規模企業に対して伴走裂支援を行います。

②中小企業・小規模企業が生産性向上や、販路拡大、人材の育成 E 確保等の経営課題に自ら気づき、

計画的に課題の克服をめざす三重県版経営向上計箇の認定を行い、中小企業・小規模企業の経営力

向上を支援します。

③令和元 (2019)年 10月に策定した「三重県キャッシュレス推進方針」に基づき、中小企業，小規

模企業におけるキャッシュレス決済の導入を推進し、生産性向上を図るとともに、箇的な展開によ

る地域の活性化をめざします。

④地域商業において重要な役部を果たす商応街の活性化を支援するため、商庖街等が実施する勉強会、

先進事例調査、今後の取組に対する検討等に対してアドバイスを行うとともに、高底街等における

課題解決を図るための専門家等の派遣や制度改正への対応等に関する情報提供を行います。

⑤中小企業・小規模企業を取り巻く状況をふまえ、三重県中小企業融資制度の見直しを行い、円滑な

資金供給の面から企業の安定・成長を図ります。

⑤平成 30(2018)年3月に策定した f三重県事業承継支援方針jに基づき、関係機関が連携して、早

期・計画的な事業承継の準備、円滑な事業承継の実施、後継者による経営車新等への挑戦を促進す

るなど、「プレ承継ム「事業承継」、「ポスト承継j の各段階に応じたきめ細かな支援を総合的・集

中的に実施します。
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⑦中小企業・小規模企業が、実効性のある防災・減災対策を進めることができるよう、商工会・商工

会議所や市町と連携し、企業の規模や事業の特性に応じた最適な事業継続計額 (8C P)等の策定

を促進します。また、令和元 (2019)年7月の f中小企業強靭化法jの施行に伴い、商工会・商工

会議所には、小規模企業の経営発達や防災減災対策を支援する機能の強化が求められており、支

援体制の拡充に向けた取組を進めます。

I警鐘整三三重 三i三夜夜.言語I 泌総総司l
①(一部新)経営向上ステップアップ促進事業

{基本事業名:32101 中小企業・小規模企業の経営力の向上】

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(R1) 1 2. 1 8 8千円 → (R2) 1 9. 2 2 9千円

事業概要:中小企業 E 小規模企業の挑戦を後押しするため、経営課題の抽出・発見やその解決!こ向

けた取組を行う企業に対し、商工団体等関係機関と一体になって、三重県版経営向上計

廊及び経営革新計画の作成支援やブラッシュアップ、フォローアップを行います。特に、

中小企業・小規模企業が ICT等を活用して生産性向上をめざす取組に対して、専門家

派遣を増やすなどE重点的に支援します。

②小規模事業支援費補助金【基本事業名:32101 中小企業・小規模企業の経営カの向上】

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 1. 3 9 3. 4 2 5千円 → (R2) 1. 4 1 9. 9 0 4千円

事業概要・小規模事業者等の振興と安定を図るため、商工会・商工会議所等の行う小規模事業者等

の経営・技術の改善・発達に向けた伴走型支援の充実を図ります。また、小規模事業者

等に対する支援体制を強化するため、商工会・商工会議所等の経営支援機能の強化に取

り組みます。

③(新)キャッシュレス推進事業{基本事業名:32101 中小企業-小規模企業の経営力の向上】

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) し 595千円

事業概要:商庖街等の一定エリアにおいて、中小企業-小規模企業のキャッシュレス決済導入を推

進するとともに、売上拡大や業務効率化につながるキャッシュレス決済の新たな活用手

法を見出すことで、庖告書の生産性向上や地域の活性化を図ります。

④中小企業金融対策事業【基本事業名 32101 中小企業・小規模企業の経営力の向上】

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 3 0 8. 3 8 2千円 → (R2) 2 6 8. 1 9 2千円

事業概要・県内中小企業・小規模企業の資金供給の円滑化を図るため、地域金融機関の協力を得て

三重県中小企業融資制度を運用し、信用保証協会への保証料補劫と金融機関への利子補

給機劫を行います。また、市町が地域独自の金融支援を行う場合、県がその一定割合を

補助します。
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⑤(一部新)事業承継支援総合対策事業【基本事業名:32102 事業承継の円滑化】

(第7款商 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額 (R1) 14.230千円 → (R2) 1 6. 1 7 7千円

事業概要:中小企業・小規模企業の後継者難による廃業を食い止めるため、関係機関が連携し段階

に応じた総合的な支援を実施します。また、これまでの事業承継診断により判明した課

題を解決するため、より身近な地域において専門家によるミニセミナ の開催を支援す

るほか、「事業承継サポート資金j を創設し、一定の要件の下で、経営者保誌を非徴求

とし、資金繰りを支援します。

⑥(新)中小企業妨災 減災対策推進事業

{基本事業名 32103 防災・減災対策による事業継続力の強化]

(第7款商 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額‘ (R1) 一千 円 → (R2) 6. 6 5 3千円

事業概要:自然災害等による中小企業・小規模企業の事業活動への影響を軽減するため、事業継続

力強化計画等の策定支援を行うとともに、中小企業・小規模企業が取り組む防災，減災

対策に必要な資金の円滑な供給を支援する f防災・減災対策支援資金」を創設し、サプ

ライチェーンの強化や身近な防災・滅災対策を促進します。
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(施策3'22 (t…酌t興

{主担当部局:震用経済部】

言語重量溺認蕊磁編鋭厳総量~議議議
第4次産業革命等が進展する中、県内ものづくり企業が、産学宮連携や自社の特徴・強みを生かし、

技術的な課題解決をはじめ、自動車産業の構造変化!こ対応し、航空宇宙等の新たな分野・事業にチャ

レンジするなど、持代の変化に適応することで、引き続き、本県経済をけん引しています。また、そ

れを支える技術人材の育成が進んでいます。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

課題解決に向け l

た共同研究等に

激り緩んだ企業

数(累計)

技術人材育成講|

座等の参加企業

数

四日市コンビ十

卜の競争力強

化・先進化に向

けた取組数

110件

次世代自動車や航空宇宙等の次世代ものづくり産業をはじめとする県内ものづくり産業の
振興に向け、県内企業が、県の技術支援や技術交流会等を活用し、新たに製品告書発や事業化
等につなげた件数

新たな製品調発や事業化等につながる取組を促進することにより、平成30年度実績 (25件)
から毎年1件ずつ増加させることをめざし、令和2年度の巨標伎を 26件に設定しました。

/' 36社

~ 100社

/ 5件

4件
(30年度)
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①本県では、北勢地域を中心として、我が国の基幹産業である自動車産業、電機・電子産業、石油化

学産業等の大企業やそれを支える中小企業・小規模企業が数多く立地しています。

今後、第4次産業革命やグローバル競争の激化、人口減少による圏内市場の縮小や生産年齢人口の

減少等に対応するためには、県内ものづくり企業が新たな技術等を積極的に取り入れ、イノベーシ

ョンによる新しい価値の創出につなげるための支援が必要です。

②新技術の開発、技術の高度化、コスト削減、人材育成など、ものづくり企業にとって大きな課題lニ

対応するため、企業の状況に応じた中長期的な視点に慕づいた支援を行うとともに、行政をはじめ、

研究機関、高等教育機関、産業支援機関が一層の連携を図り、新たな製品開発や事業化等につなげ

る必要があります。

③「コネクテッド」、 f自動化」、「電動化jなど自動車関連産業は rl00年に一度j の大変革期を迎え

ています。本県の基幹産業である自動車関連産業が構造変化に迅速に対応できるよう、黒内ものづ

くり企業の技術開発や技術人材育成等の取組を進めるl必要があります。

④国産航空機の完成による新たな市場や今後の技術動向等もふまえ、引き続き、本県が強みを発揮で

きる分野を生かして、県内ものづくり企業の航空宇宙分野への挑戦を支援する必要があります。

⑤圏内市場の縮小や厳しい国際競争に晒されている石油化学産業において、今後とも四日市コンビナ

ートが競争力を維持・強化できるよう、ビッグデー夕、 loT'AI等を活用したコンビナートの

スマート化による生産性向上を促すとともに、それを担う技術人材を育成する必要があります。

⑥技術革新への対応や海外生産へのシフト、国内需要の低下等から、ものづくり企業は業穫にとらわ

れない、新たな事業展開や取引拡大が求められていることから、多様な産業分野でのマッチングの

機会を創出していく必要があります。

①累内ものづくり企業が抱える技術的課題の解決や基盤技術の強化のため、県工業研究所が保有する

設備や知見等を活用し、引き続き「町の技術室」として技術相談や依頼試験、機器開放等のきめ細

かな支援を行うとともに、みえ産学官技術連携研究会の活動を通じた共荷研究等に取り組みます。

②高度部材イノベーションセンター (AMI C)を中心に、東京大学や三震大学等の先端的な研究を

行う高等教育機関との産学宮連携による共同研究等を通じ、県内ものづくり企業の新たな製品凋発

や高付加価値化を促進します。

③県内企業の次世代ものづくり産業への参入や事業拡大を促進するため、次世代自動車等で必要とさ

れる技術、素材、部品の開発等を支援するとともに、「みえ航~宇宙産業振興ビジョンj に基づき、

商談機会の提供や特区制度を活用した設備投資支援等を行います。

④本県のものづくり産業の競争力強化を図るため、次世代自動車や航空宇宙等をはじめとする次世代

ものづくり産業をけん引する技術人材を、関係機関と連携しながら育成します。

⑤本票のものづくりを支える四日市コンビナートの競争力強化を図るため、呂田市市等と連携し、産

学官による協議の場を通じて課題やニーズを共有し、コンビナートのスマート化による生産性向上

等の検討に取り組むとともに、 10T.A I等を活用したプラント技術人材の育成等を支援します。

⑥県内ものづくり企業の新たな取引先の開拓や新分野への進出等を促進するため、大手企業等との技

術交流会を開催し、中小企業等が大手企業の開発技術動向を知る機会を創出するとともに、県内

金融機関や商工会議所等の支援機関とも連携を進め、多様な産業分野での商談機会の創出を図りま

す。
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喜重奏襲業
①中小企業・小規模企業の課題解決支援事業

【基本事業名・ 32201ものづくり基盤技術の強化・産学官連携の促進】

(第7款商 工費第1項 商工業費 9 工業試験研究費)

予算額 (R1) 7 5， 7 3 5千円 → (R2) 5 1， 8 3 5千円

事業概要:県内中小企業'小規模企業が抱える技術課題を解決するため、企業ニーズに応じて共同

研究等を実施するとともに、依頼試験や機器開放、人材育成等を実施することにより技

術支援を行います。

②高度部材に係る研究開発促進事業

【基本事業名:32201ものづくり基按技術の強化・産学官連携の促進】

(第7款商工費第1項商工業費 3 商ヱ業振興費)

予算額:(R1) 1 5 6， 0 4 9千円 → (R2) 7 8， 1 2 8千円

事業概要:高度部材イノベーションセンター (AMI C)を拠点に、「中小企業の課題解決J、「技

術人材育成J、産学官連携による f最先端部材等の共同研究j に取り絶み、県内ものづ

くり中小企業等の新たな製品開発や高付加価値化を促進します。また、三重大学や東京

大学地域未来社会連携研究機構など県内外の高等教育機関との連携を強化します。

③みえ産学官連携基盤技術開発研究事業

【基本事業名:32201ものづくり基盤技術の強化・産学官連携の促進]

(第7款商工費第1項 商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 8 7， 7 4 8千円 → (R2) 1 0 4， 7 3 7千円

( 134，007千円 → 124，757千円 ※2月補正含みベース)

事業概要:産学官が分野横断的に連携し、企業の新技術導入を促進する研究会を潤催し、県内もの

づくり企業の基盤技術力の向上や、地域経済をけん引する産学官プロジェクトの創出を

図ることによって、県内ものづくり企業の競争力の強化や付加価債額の増大につなげま

す。

④航空宇宙産業振興事業

【基本事業名:32202次世代ものづくり産業の振興に向けた人材育成と事業環境整備】

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 1 5， 9 4 4千円 → (R2) 1 1， 1 5 6千円

事業概要:世界的な成長産業である航空宇宙産業の振興を図るため、「みえ航空宇宙産業振興ピジ

ヨンJに基づき、技術等の習得を支援する人材育成、認証取得の支援等による参入促進、

国際戦略総合特区制度を活用した事業環境整備などに取り組みます。
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⑤(  部新)次世代自動車開発支援事業

【基本事業名:32202次世代ものづくり康業の振興に向けた人材育成と事業環境整備]

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(Rl) 3， 00 8千円 → (R2) 7， 1 4 1千円

事業概要:電動化なと、次世代自動車に向けた動きが加速する中で、県内中小自動車関連企業自らが

提案能力を身lこつけ、次世代自動車分野等の新たな参入領域へのビジネス展開を促進す

るために、県内ものづくり中小企業等が保有する強み(固有技術)を引き出し、さらに

レベルアップを図るための支援を行います。

⑥四日市コンビナート競争力強化事業【基本事業名:32203四日市コンビナートの競争力強化]

(第7款商 工費第n質商工業費 3 商工業振興費)

予算額 (Rl) 9 5 3千円 → (R2) 744千円

事業概要，四日市臨海部工業地帯を、引き続き競争力を有する石油化学産業の集積地としていくた

め、ピ、ツグデータや loT'AI等のヂジ告ル技術を活用したスマ トコンビナート化

による生産性向上や技術人材育成により競争力強化・先進化を進めます。

⑦霞内販路開拓支援事業【基本事業名:32204ものづくり企業の販路開拓の促進】

(第7款商 工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額・ (Rl) 2， 4 1 6千円 → (R2) 2， 500千円

事業概聖書 中小企業，小規模企業の販路拡大の機会を創出し、新たな取引先の開拓を支援するとと

もに、川下企業のニーズの把握や、ネットワークの構築強化を図るため、 J11下企業等

との技術交流会(展示会・個別商談等)を開催します。
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(施策323 0山 5.0時問問出

{主担当部局:雇用経済部]

臨謀議議議終妥結;鋪謀議室議選議員選 I 
Society 5.0時代につながる新しい視点・発想やデー告の利活用等により、さまざまな産業分野に

おいて、新しい商品・サ ピスが創出され、将来の地域社会の担い手である若者にとって魅力がある

しごとが増えています。

済をけん引す I / I 27件
ることが期侍
される産業分
野における高
品・サービスの
創出等の件数
(累計)

醒輯輯轟轟轟輯輯璽輯購罷醒盤語盤醸輯翻醸謹韓国瞳麓謹盤轟輯轟轟轟轟轟轟轟輯輯覇

回標項目 |県の支援を受けて、さまざまな褒業分野において、新たな発想や 10T等の利活用による新
の説明 |事業展開や、商品・サービスの創出等につながった件数

2年度呂標億 I r三重県事業所アンケート」で得られている企業の取組意向や令和2年度で予定している事
の考え方 |業規模等を考慮して、令和2年度の目標債を 27件に設定しました。

済をけん引する | / 225人

ことが期待され

る産業分野にお

ける人材の育成

産学官連携プラ
/ 

ットフォームを
2件| / / 12件

活用したプロジ

ェクト数(累計)

新エネルギーの
694千世帯

導入量(世帯数
(元年度)

換算)
668千世帯
(30年度)
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①産業を取り巻く社会経済情勢等!立、固まぐるしく変化し、従来の社会モデルが通用しない時代に入

っています。また、生産年齢人口が減少し、若者の県外流出が課題となっている中、クリエイチイ

ブな視点や新たなテクノロジーを活用して、新しい価値や事業等を生み出すことにより、新たな産

業や若者にとって魅力的なしごとを創出することが求められています。

②世界の産業の主戦場が、ピッグデ-5を取得して loTやAIと組み合わせ、市場を獲得していく

ような領域にシフトし、産業構造や就業構造さえも転換させていく中では、 Society5.0時代の到来

を見据え、 loT'AI等 ICTの導入活用およびデータ活用を進め、産業振興や課題解決につな

げていく必要があります。

③今後の食品市場規模!土、圏内市場が縮小していく一方で、世界市場!立大きく拡大することが想定さ

れており、消費者のライフスタイルの変化や海外現地ニーズを的確にとらえ、新商品の開発や魅力

あるサービスの提供など、新たな価値を創出できる人材の確保・育成を進める必要があります。

④高齢化が進展する中、ヘルスケア(医療・健康・福祉)分野の製品・サービスに対するニーズも多

様化しています。このため、研究開発等の促進やヘルスケア産業の活性化をめざすライフイノベー

ションの取組を推進する必要があります。

⑤環境や住民生活に十分配慮し、地域との共生が図られた安全で安心な新エネルギーの導入が求めら

れています。 loT'AIの活用等により、さらなる省エネ推進とともに、需要に対応したエネル

ギ の安定供給が必要です。

⑥三重県RDF運営協議会総会決議に基づ、き、 RDF製造団体から三重ごみ毘形燃料発電所への RD

F搬入が終了したことに伴い、令和元 (2019)年9月 17Bをもって周発電所における焼却・発電を

終了しました。今後!立、 RDF焼却・発電事業を円滑に終了する必要があります。

① fみえ産業振興ビジョン」の具現化に向けて、知恵や知識、技術の fKUMINAOSHI (組み

合わせ・繋ぎ直し)Jにより、新しい価値を生み出し、三重県経済が成長していけるよう、ものづく

り産業の第4次産業革命への適応、多様な魅力(特性)を生かした付加価値の創出、人口減少社会

での地域課題の解決への貢献、産業プラットフオームの強化に取り組みます。

②起業や新たな事業展開をめざすスタートアップの自律的・継続的な創出を目的として、県内の先輩

起業家、首都圏等で活躍する三重県出身の若手起業経験者等、本県にゆかりのあるクリエイティブ

人材等とのネットワークから支援を受けたスタートアップが、その経験をふまえて後輩起業家の支

援を行い、起業家支援ネットワークを拡大していく仕絡み fMI Eスタートアップ=ヱコシステム」

の構築に取り組みます。

③「空飛ぶクルマ」の活用による様々な地域課題の解決、新たなビジネスの創出をめざして、民間事

業者による機体開発に向けた実証実験の支援や、県内事業者による「空飛ぶクルマ」の活用等、「更

の移動革命」の促進に取り組みます。
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④「みえデータサイエンス推進構想(仮称)J に基づき、産学官連携によるデ-)1活用プラットフオ

ームを運営し、データ活用プロジェクトによる新街品・サービスの創出や地域課題解決の推進に取

り組むとともに、人材の育成に取り組みます。また、同構想による取組の 環として、「三三重県 i

oT推進ラボj の仕組みを活用することにより、県内中小企業等における 10T'AI等 ICTの

導入・利活用の促進に取り組みます。さらに、 fオープンガパメント推進協議会」に引き続き参画

し、オープンデータの活用や職員のデータリテラシーの向上等について、先進他地域と連携した取

組を進めます。

⑤食品見本市への出展支援や国内外に商流を持つバイヤーを招へいした商談会を凋催し、商談機会と

ともにバイヤ一等からのこーズを捉える機会を創出します。また、「みえの食Jのイメージを向上

させ、新たな市場を獲得するため、クリヱイチイブ人材等との多様な連携を推進し、洗練されたサ

ービスや新商品の開発等を支援します。

また、令和2 (2020)年3月に設立する食の人財育成プラットフオームを通じて、商品やサービ

ス!こ新たな価値を創出できる人材の育成・確保に取り組みます。

⑥「三重県新エネルギービジョン」に基づき、県民や事業者に対して啓発や研修等を行うとともに、

エネルギーの地震地消によるまちづくりや、関連技術の開発を支援します。

il医療保健部 1
⑦ヘルスケア分野のさまざまな製品・サービスを部出するため、医療・福祉現場等のニーズと県内も

のづくり企業の持つ技術等とのキッチングや、県内外の事業者聞のマッチングに取り組みます。ま

た、産学官民が連携して取り組む「みえライフイノベーシヨン総合特区計画」に基づく取組の周知

に努めるとともに、企業等の製品開発活動に必要なコーディネートを行います。

D聖
⑧関係市町等と連携し、 RDF焼却発電事業の円滑な終了に向けて取り組むとともに、施設撤去な

どを進めます。

|議議議選 . 終 詔|
!雇用経済部 i

①(一部新)スタートアップ支援事業

【基本事業名:32301 新たな発想や技術による新事業の創出]

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(引) 3.406千円 → (R2) 1 3. 1 0 8千円

事業概要:創業・第二創業(スタートアップ)を促進するため、若い世代に対するマインド醸成や、

創業に積極的な自治体と連携した支援に取り組みます。また、スヲ トアップの自律

的・継続的な創出を日的として、県内外の先輩起業家、本県にゆかりのあるクリエイテ

イブ人材等とのネットワークから支援を受けたスタートアップが、その経験を踏まえて、

後輩起業家の支援を行い、起業家支援ネットワークを拡大していく仕組み iMI Eスタ

ートアップ・エコシステム」の構築に取り組みます。
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②空の移動革命促進事業【基本事業名:32301 新たな発想や技術による新事業の創出】

(第7款高 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額 (R1) 1 4， 7 3 0千円 → (R2) 3 0， 2 4 8千円

事業概要:交通、観光、防災、生活等のさまざまな地域諜題の解決、新たなビジネスの創出をめざ

して、民間事業者による機体開発に向けた実証実験の支援や、県内事業者による「空飛

ぶクルマ」の活用等、 f空の移動革命」の促進に取り組みます。

③(新)デーヲサイエンス推進事業

【基本事業名:32302 1 C Tやデータの利活用による産業振興】

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 2 1， 4 3 2千円

事業概婆 「みえヂ一安サイ工ンス推進構想(仮称)Jに基づき、産学官が連携し、県内中小企業等

における ICT等の導入・利活用の促進、データを活用した新商品・サービスの創出・

地域課題の解決につなげるため、セミナーの開催やデータ活用プロジェクトの創出・推

進支援、リカレント教育のプログラム研究等の事業を実施します。

④食の高度人材輩出プラットフオーム構築事業【基本事業名 32303 r食」の産業振興]

(第7款商 工費第 p直商工業費 3 商工業振興費)

予算額・ (R1) 2， 1 6 8千円 → (R2) 5， 748千円

事業概要食関連産業の高付加価値化を担う人材を育成するため、食関連産業を支える多様な業界

(食品製造業、宿泊業、飲食庖等)や教育研究機関、行政などの関係者で構成する協議

体(事業体)により、食関連産業の人材育成・確保に取り組みます。

⑤食のローカル・プランデイング推進事業【基本事業名:32303 r食」の産業振興】

(第7款商 工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額 :(R1) 8，694千円 → (R2) 8， 3 3 2千円

事業概要・「みえの食」のブランドイメージを向上させ、国内外で新たな市場を獲得し、本県の食

関連産業の拡大を図るため、本県の食関連産業の特長を生かした多様な連携を推進し、

洗練された商品やサービスを創出することで付加価値を高め、販路の拡大に取り組みま

す。

⑥(新)食品産業の輸出向け HACCP等対応筋設整備事業

【基本事業名・ 32303 r食」の産業振興】

(第7款商工費第1項商ヱ業費 3 商工業振興費)

予算額 (R1) 一 千 円 → (R2) 1 4 0， 0 0 0千円

( 一千円→ (R2) 5 3 0， 0 0 0千円※2月補正含みベス)

事業概要目海外への県産品の販路拡大にあたり、輸出先が求める条件(施設認定等)として HAC

CP等jこ対応した施設整備が必要となっていることから、事業者の施設の改修及び新設

を支援します。
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⑦石油貯蔵施設立地対策事業

【基本事業名:32305 新エネルギーの導入促進とエネルギー関連技術の開発】

(第7款商工費第1項商ヱ業費 3 商工業振興費)

予算額:(Rl) 135，087千円 → (R2) 1 3 4， 9 8 2千円

事業概要:石油貯蔵施設に対する理解を深め、石油貯蔵施設の設置・運営等の円滑化を図るため、

石油貯蔵施設立地周辺市町が実施する消防施設等の公共用施設整備事業等を支援しま

す。

⑧新エネルギー導入促進事業

{基本事業名:32305 新エネルギーの導入促進とエネルギ一関連技術の開発}

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(Rl) 8， 3 9 4千円 → (R2) 1 3， 540千円

事業概要:r三重県新エネルギービジョン」に基づき、多様な主体の協創による、新エネルギーの

導入促進、省エネの推進、言語エネ・蓄エネ・省工ネ技術を活用したまちづくり、環境・

エネルギー関連産業の振興等に取り組みます。また、太陽光発電事業者に保守点検の重

要性を理解してもらい、適切な実漉を促すとともに、太陽光発電設備の保守点検を行え

る事業者を育成するための研修を実施します。

⑨エネルギ 関連技術隣発事業

【基本事業名:32305 新エネルギーの導入促進とエネルギー関連技術の開発】

(第7款海工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(Rl) 2， 3 7 6千円 → (R2) 1， 8 8 1千円

事業概要:環境・エネルギ 関連分野への県内企業の進出を促進するため、県工業研究所が中心と

なって、企業間のネットワークの構築や充実を図るとともに、太陽エネルギー利用等の

環境・エネルギ 分野における企業との共同研究など!こ取り組みます。

l 医療保健部 11

⑩みえライフイノベーシヨン総合特区促進プロジェクト事業

【基本事業名・ 32304 ライフイノベーションの推進】

(第4款衛生費第4項 医 薬 費 4 薬務費)

予算額 (R1) 2 1， 7 7 2千円 → (R2) 1 4， 8 9 3千円

事業概要企業・研究機関等のニーズ収集等を行うとともに、県内外医療=福祉機器メーカ一等の

ニーズと県内ものづくり企業の持つシーズとのマッチングを行います。

企業庁

⑪電気事業[基本事業名:32305 新エネルギーの導入促進とエネルギー関連技術の開発】

(第 1款電気事業費用第1項営業費用 1 一般管理費)

予算額 (R1) し 714，890千円 → (R2) 2 9 7， 4 5 1千円

事業概要.関係市町等と連携し、 RDF焼却発電事業の円滑な終了に向けて取り組みます。また、

RDF焼却・発電施設の撤去等に向けた取組を進めていきます。
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施策324 戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進

[主担当部局:震周経済部】

li謀議議暴言言言語豪華菱総量言語意義霊長副議議議
成長が期待される産業や国際競争力のある産業など多様な産業において、活発に事業活動を行える

環境づくりが進むとともに、国内外の企業による察内への投資が持続的!こ行われ、雇用の維持・創出

や地域経済の活性化につながっています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

企業立地件数

(累計)

操業環境の改善

に向けた取組件

数(累計)

億円)の 100%達成をめざして、令和2年度末までに 25%達成することを目標に設定しまし

50件

7件

①グローパル競争が激化する中でも県内産業が持続的に発展していくため、航空宇宙や次世代自動車

関連、「食」関連など、今後成長が期待される分野の投資に加え、マザー工場化等を促進していく

必要があります。一方、少子高齢化の加速や若者の流出による生産年齢人口の減少に対応するため、

スマート工場化や本社機能の移転、県南部地域における投資などを促進していく必要があります。

②経済のグローバル化が進展する中、新たなノウハウや最新技術を取り込み、県内企業の技術力向上

やイノベーション創出につなげるため、市町や園、日本貿易振興機構 (JETRO)など関係機関

と連携して、外資系企業の立地を促進していく必要があります。
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③国内外における操業環境の優位性を保つため、操業に関する規制の合理化や法手続きの迅速化を図

る必要があります。また、県内の産業用地が減少傾向にあることから、新たな企業誘致や県内企業

の再投資を促進するため、産業用地を確保する必要があります。

④背後圏の産業を物流面で支える総合港湾として、四B市港がその機能を十分に発揮する必要があり

ます。

①企業投資促進制度の活用やワンストップサービスの提供などにより、成長産業分野への投資やマザ

一工場化、スマート工場化、研究開発施設など高付加価値化や拠点機能の強化につながる投資、県

南部地域における地域資源を活用した産業への投資を促進します。また、ものづくり基盤技術の高

度化や付加価値の高いサービスの提供などに取り組む中小企業且小規模企業の設備投資を促進しま

す。さらに、市町等と連携しながら、地域経済牽引事業の促進を図ります。

②市町や日本貿易振興機構 (JETRO)、グレーター'ナゴヤ・イニシアティブ (GN 1)協議会、

三重県外資系企業誘致推進会議などとの連携を密にしながら、外資系企業の誘致に取り組みます。

外資系企業ワンストップサーピス窓口の活用を進めるとともに、外資系企業や日本貿易振興機構

(JETRO)をはじめとする連携機関に対する本県の操業環境情報の効果的な提供、外資系企業

が初めて察内に立地する際に重要なポイントとなる認知度向上に向けた情報発信支援を行います。

さらには、急増するインバウンドの取り込みなどに向けた外資系ホテルの誘致に取り組みます。

③規制の合理化や法手続きの迅速化に関する課題を掘り起こすため、企業からの聞き取りを継続的に

行うとともに、明らかになった課題の解決に向けた検討を企業や市町とともに進めます。また、新

たな産業用地の確保については、言十箇が進められている産業用地の開発に係る許認可等の手続きが

円滑に進むよう、関係部局との調整を行うとともに、土地利用状況、インフラ整備等を踏まえた新

たな候補地の検討や、民間の開発計画および工場跡地等の未利用地の情報収集を関係市町と連携し

て進めます。

④四日市港が背後圏産業の競争力の維持・強化に物流面から貢献できるよう、四日市港管理組合が行

う港湾・海岸施設の防災 減災対策、老朽化対策、コンテナ耐震強化岸壁の整備促進などの機能強

化の取組や、国内外の企業や船会社に対するポートセールスを支援し、四日市港の利用促進に取り

組みます。

①県内投資促進事業[基本事業名:32401付加価値創出!こ向けた企業誘致】

(第7款商工費第1項商工業費 2 工業開発費)

予算額・ (R1) 1. 9 0 2. 6 0 0千円 → (R2) 1. 8 0 5. 4 3 7千円

事業概要:地域経済の活性化や雇用機会の創出を図るため、マイレ ジ制度を取り入れた企業投資

促進制度を活用し、成長産業、マザー工場化、スマ ト工場化、研究開発施設、外資系

企業の拠点などに関する県内投資への支援を行います。また、国の特例制度の認定支援

及び本県独自の支援制度により、企業の本社機能移転・拡充を促進します。さらに、県

内中小企業のものづくり基盤技術の高度化や集客交流産業の高付加価値化等に関する、

地域への高い経済波及効果が見込まれる投資を支援します。

235 

R2.2.12全員協議会提出資料



②外資系企業誘致促進事業【基本事業名・ 32401付加価値創出に向けた企業誘致]

(第7款商工費第1項商工業費 2 工業開発費)

予算額 :(R1) 8.604千円 → (R2) 8. 1 9 1子円

事業概要:外資系企業による県内への投資を呼び込むため、国・日本貿易振興機構(JETRO)及

びグレーター・ナゴヤ・イニシアティブ(GN 1)協議会との連携や海外ミッション等で

構築したネットワークの活用、外資系企業ワンストップサービス窓口の活用などによる

誘致活動に取り組みます。

③1i::業操業環境向上事業{基本事業名・ 32402操業しやすい環境づくり】

(第7款商工費第1項商工業費 2 工業開発費)

予算額:(R1) 7 3 0千円 → (R2) 5 7 9千円

事業概要:企業の操業環境の向上を図るため、市町等と連携して、規制の合理化及び法手続きの迅

速化や新たな事業用地の確保!こ向けた検討など、新たな県内投資における課題の解決を

支援します。

④凶B市港振興事業{基本事業名:32403羽日市港の機能充実と活用】

(第8款土木費第4項 港 湾 費 3 港湾諸費)

予算額:(R1) 1. 5 2 9. 3 2 9千円吋 (R2) 1. 4 8 O. 2 7 8千円

事業概要:沼田市港の振興と物流を強化するため、四日市港管理組合による岸壁や護岸の改修、客

船の誘致・受入れにかかる取組を支援します。
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(施策331 .~界から選町三重の観光
【主担当部局:雇用経済部観光局】

謀議員議室主総妥協議室I議選議議室~暴言語
県民の皆さん、観光地域づくり法人(DMO)、観光関連事業者、市町等と一体となって、オール

三重で戦略的な観光マーケティングの仕組みを確立し、三重の強みを生かした観光ブランデイングや

観光の魅力づくり、観光産業の慕盤づくり、快適な旅行環境整備に取り組むことにより、三重が旅の

目的地として世界から選Itれ続け、観光産業が三重県経済をけん引する産業の っとして持続的に成

長するとともに、地域全体の発展につながっています。

目標演目
の説明

2年度目標値
の考え方

観光客満足度

県内の延べ宿治

者数

県内の外国人延

べ宿泊者数 34万人

(30年)

95.0部以上

910万人

45万人 68万人

①観光産業は、県内総生産の 3%(平成 28(2016)年)を超えており、本県経済の稼ぎ手として、持

続的に成長することが期待されています。
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②本県では、伊勢志摩サミットやお伊勢さん菓子博2017、イン5ーハイ等の好機を生かし、オール三

重で観光振興に取り組んだ結果、平成30(2018)年の観光入込客数は4年連続で増加し、過去最高

の4，261万人を記録しました。また、観光消費額についても 6，338億円と 4年連続で増加し、神宮

式年遷宮のあった平成26(2013)年に次ぐ過去2番呂となるなど、観光で地域の稼ぐ力を伸ばす「観

光の産業化j に向けた取組が着実に実を結びつつあります。

③日本の観光を取り巻く状況は、人口減少および少子高齢化の進展、旅行ニーズの多様化、インバウ

ンドの急増、キャッシュレス化の進展、 ICTの進歩、観光産業の担い手不足等大きく変化してお

り、本県の観光の発展のためには、こうした新たな課題にもしっかりと対応していく必要がありま

す。

④令和2(2020)年の東京2020オリンピック・パラリンピック、令和3(2021)年の三重とこわか医

体・三重量とこわか大会、令和7(2026)年の大阪・関西万博等のイベント、令和9 (2027)年のリ

ニア中央新幹線東京・名古屋問先行開業、令和 16(2033)年の次期神宮式年遷宮等を見据え、オー

ル三重で観光振興に取り組むことが必要ですo

⑤旅の目的地として世界から選ばれ、持続的に成長する三重の観光の実現に向けて、国内外の観光客

の多様なニ ズを的確にとらえるためのデジタルマ ケティングの仕組みを確立し、三重県観光の

ブランヂィングや観光地の魅力づくりに取り組むとともに、続光産業の高付加価値化や観光康業の

生産性向上、受入れ環境整備に向けた取組を進めていくことが必要です。

① 80GsやSociety6. 0の観点を取り入れて策定する三重県観光振興基本計画に基づき、旅行者回

線!こ立った観光振興の取組を、県、市町、県民、 OMO、観光事業者、観光関係団体がそれぞれの

役割を担いながら、連携・協力しオール三重で推進します。

②観光客の行動スキームである「旅への興味Ji情報収集Ji計画・予約Ji巨的地Ji旅行後」の各段

階に応じて、多様なデータを収集・分析することで観光客の関心や晴好!こ沿った観光コンテンツや

サービスをヲイムリーに提供するなど、戦略的な観光マーケテイングの仕組みを確立し、効果的な

プロモーションや地域の魅力づくりにつなげます。

③動画や 8N8等を活用し、旅行者の関心や晴好に合わせた情報を提供するなど、自然や文化、食、

体験など「三震ならではの価値」を生かし、「三重に行かなければ味わうことのできない」新たな

価値を、旅行者の目線もふまえてオール三重で創造するとともに、客が客を呼ぶサイクルの確立に

向けたプランディングを展開します。

④個人の外国人旅行者 (F1 T)や欧米諸国・富裕層及び首都圏 関西圏等大都市圏からの誘客・宿

j自を促進するため、鉄道、航空などの交通事業者や国・他府県、 JNTO等関係機関と連携し、発

地での情報発信や誘客プロモーシヨンに取り組みます。

⑤観光関連事業者やOMO、市町等と連携しながら、体験メニューの創出など地域ならではの資源を

生かした観光地の魅力づくりや圏内外に向けた情報発信を促進します。また、本県観光の新たなゲ

ートウェイとして、クルーズ船のさらなる誘致と受入態勢の向上に取り組みます。

⑥三重ならではの特色を生かし、ターゲットを明確にしたセールスプロモーションを行うことで、国

際会議の開催につなげ、 MICE開催地としてのブランド価値を高めます。

⑦観光防災やバリアフリー観光を推進するとともに、 AI等最新の情報通信技術を生かした観光案内

など、誰もが安全・安心に、ストレスフリーに旅行できる環境整備を促進します。
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議選重義 I 
①三重県版観光スマートサイクル確立事業

【基本事業名:33101 世界の人びとを魅γする三重の観光地づくり】

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額 (R1) 5 8， 3 7 7千円 → (R2) 4 9，. 7 5 8千円

事業概要・スマートフォン等を活用し、観光客に楽しんでもらいながら、マーケテイングにつなが

る仕組みを構築し、より魅力的な観光コンテンツの開発やサービスの提供につながるよ

う取り組みます。また、インバウンドの増加に向け、動画を活用したブランディングプ

ロモーションを実施するとともに、 AIやMaaS等の活用による受入環境整備を行い

ます。

②(新)観光デジタルファースト推進事業

【基本事業名:33101 世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり】

(第7款商 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(R1) 一千円→ (R2) 1 1， 2 7 2千円

事業概要:外国人旅行者がインターネットを通じて、より容易かつ詳細に三重の旅の魅力を知り具

体的な旅行プランを描けるよう、 SNSや口コミサイトなどに現れる外医人旅行者の生

の声を収集・分析することにより、外宙人旅行者から見た三重県の評価、興味のあるこ

となどを招握するとともに、外巨人毘線での情報発信の強化などに取り組みます。

③(一部新)海外誘客推進プロジェクト事業

【基本事業名:33101 世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり】

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額・ (R1) 48， 102千円 → (R2) 2 0， 2 8 9千円

事業概要・外国人個人旅行者の誘客強化のため、 SNS公式アカウントと投稿キャンペーンを活用

したWeb上での観光情報の発信、海外レップ(営業代理人)等を活用した誘客キャン

ペーンを行うほか、台湾からの教育旅行誘致に取り組みます。なお、新たな取組として

英語圏に向けた情報発信や、より個人旅行者に重点を置いたキャンベーシを展開します。

④(新)観光事業者における生産性向上推進事業

{基本事業名:33101 世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり】

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 9， 2 8 6千円

事業概要戦略的なマ ケテイング活動につなげるため、アンケートシステムで収集したデーヲや

分析結果を地域DMO等と共有するシステムを構築するととも!こ、分析内容をふまえ、

県内の意欲ある地域全体で、生産性向上につなげるビジネスモデル的な取組の実践を支

援します。
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⑤みえ観光の産業化推進委員会負担金

【基本事業名:33101 世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり】

(第7款商 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額・ (R1) 4 9. 40 1千円 → (R2) 3 4. 6 7 8千円

事業概要観光の産業化と持続可能な観光地域づくりを推進するため、県内の地域DMO等観光地

域づくりを行う団体への支援、交通事業者等との連携による大都市圏でのプロモーショ

ン、クル ズ船寄港時における受入体制の充実・強化等に取り組みます。

⑥海外MICE誘致促進事業

{基本事業名 33101 世界の人びとを魅了する三重の観光地づくり]

(第7款商工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額 (R1) 1 6. 24 5千円 → (R2) 1 6. 3 2 7千円

事業概要:開催地域への大きな経済波及効果を生み出す国際会議等MICEの隠催を促進するため、

主催者が国際会議を開催しやすい環境づくりや、首都圏・関西圏を中心とした営業活動

による誘致拡大!こ取り組みます。

⑦観光事業推進費【基本事業名:33102 人にやさしい観光の基盤づくり]

(第7款商 工費第1項商工業費 7 新産業振興費)

予算額:(R1) 2 4. 5 9 6千円 → (R2) 2 3. 4 6 3千円

事業概要:新たな「三重県観光振興基本計画」に基づき、県民や多くの関係者とともに観光事業の

推進を図るため、観光客の動向の分析に必要な観光客実態調査、三重県版バリアフリー

観光の推進、観光防災等に取り組みます。
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(施策332 ~ Aの戦略的な時動

[主担当部局:雇用経済部】

|議言語言語言語言語議議論説厳紛議議扇 震蕊I認可
戦略的な営業活動により、三重が世界に誇る産業の持つ魅力や価値に国内外から共感が集まり、本

県の認知度が高まることで、県産品等の販路拡大や観光客の増加、県内への企業誘致など、産業・地

域経済の活性化につながっています。

67ω5% 

自標項目 l首都圏・関西圏におけるアンケートで、「購入したい三重県産品があるj、「観光旅行で三重
の説明 |に行きたい」と考えている人の割合

2年度目標値 |平成 30年度実績は 66.6%であるところ、令和5年度に 70.0%とすることを邑標に、毎年約
の考え方 I 1ポイント程度伸ばすことをめざし、令和2年度の邑標値を 67.5%に設定しました。

るネットワ ク l /' 600件

を生かしたイベ

ント実施件数

(累計)

首都圏常業拠点 ~ 19. 1万人

「=重テラス」

の利用者数
18.5万人
(30年度)

伝統産業・地場

産業の技術等の / 100件| / / 460件

活用、連携によ

り商品開発、販

路開拓、情報発

信に取り組んだ

事業者数(累計)
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①令和2(2020)年に東京2020オリンピック=パラリンピック、令和3(2021)年に三重とこわか国

体・三重とこわか大会、令和7(2025)年に大阪・関西万博、令和8(2026)年に愛知県でアジア

競技大会が開催されます。これら圏内・県内で開催されるピ、ツグイベントの機会を生かして、県産

品の販路拡大や観光客の増加に向けた戦略的な営業活動を行うa:要があります。また、これまでの

取組によりつながった三重ファンと協働して魅力発信していくことが必要です。

②三重テラスl立、第2ステージ(平成30(2018)年度から令和4(2022)年度まで)に入り、首都圏

における認知度向上、三重の応援団等のネットワーク構築、販路開拓のノウハウの蓄積、首都圏メ

ディアとの関係構築等の第1ステージ(平成25(2013)年度から 29(2017)年度)の成果の活用が

求められています。また、集客に向けた取組を強力に進めるとともに、魅力的なイベント内容目商

品・メニューや庖員のおもてなしにより、お客様の満足度を高めるよう、運営の質をさらに向上さ

せることが必要です。

③関西圏においては、近年インバウンドが急増しており、令和7(2025)年には大阪・関西万博も開

催されることから、これらの動向を的確にとらえ、三重の魅力発信、観光誘客、県産品の販路拡大

につなげていくため、営業活動をさらに強化していく必要があります。

④伝統産業・地場産業等は、地域の伝統や技術、原料など、三重の嵐土!こ根づいた魅力(特性)を生

かした貴重な産業です。あらためてその魅力を再認識し、昨今のライフスタイルの変化や消費者二

一ス、に対応できる新たな魅力や価値を創出し、広く発信することが必要です。

①三重県営業本部では、三重の認知度を一層向上させるため、ビッグイベントの機会を生かし、県関

係課、市町、関係団体等と連携した取組を進めます。このうち、大阪・濁酉万簿に関しては、三葉

県営業本部の中で庁内体制を整え、具体的な方策を検討します。

また、包括連携協定を締結した企業等と連携しながら三重県フェア等を開催することにより、東京

2020オリンピック'パラリンピックが開催される首都圏をはじめ、関西圏、中部圏及び海外におい

て、三重の魅力発信に努めます。

②三重テラスでは、三重の応援団や応援企業などの三重ファンと連携した取組を行うほか、首都圏メ

ディア・ SNSを活用した情報発信に取り組みます。

また、首都闘における東京オリンピック・パラリンピック関連イベント(例:r応援村 OU E N-

MURAJ)を活用して、世界の人びとに三重の魅力を発信します。

③関西圏では、令和2(2020)年度からスヲートする新たな関西闘営業戦略に基づき、大阪・関西万

博の開催に向けた動きや急増するインバウンドなど、関西圏における社会経済情勢の変化の把握!こ

努めつつ、県内市町・団体、事業者、県関係課と連携し、 f効果的な情報発信j、「観光誘客」、「県産

品等の販路拡大」、 f移住、 U.Iターン就職の促進、企業誘致」等の営業活動を展開するとともに、

これらを支える「多様なネットワ クの充実・強化Jに取り組みます。

④伝統産業・地場産業では、新たにインバウンド需要をターゲツトとし、デザイナーや他事業者等と

の多様な連携による商品開発や、食材など他の産品と一体となったプロモーションの実施により、

販路開拓に向けた取紐を支援します。また、伝統産業 地場産業の後継者育成や若手職人の技術向

上のための取絡を支援します。

⑤「三重の日本酒j について、県内酒蔵等とともに、フランスにおいてシェフ、ソムリ工、バイヤ一

等への強力なプ口モーションを継続し、一層の販路開拓及びブランド価値の向上に取り組みます。
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①戦略的営業活動展凋推進事業{基本事業名:33201 営業本部の展開}

(第7款商工費第1項商工業費 1 商工業総務費)

予算額 :(R1) 9.892千円 → (R2) 1 O. 1 5 8千円

事業概要 地域のブランドカの向上、県内への誘客や販路拡大を図るため、三葉テラスを中心に、

臼本橋エリアの関係団体や他県アンテナショップ等の企画・イベント等と連携じ、言都

圏でのさらなるネットワークの強化と拡大に取り組むとともに、三重の魅力を強力に情

報発信する営業活動を展開します。

②首都圏営業拠点推進事業【基本事業名:33202 首都圏営業拠点の強化}

(第7款商工費第1項商工業費 3 商ヱ業振興費)

予算額:(R1) 9 8. 4 0 0千円 → (R2) 9 6. 2 2 2千円

事業概要:首都習における三重の認知度の向上、さらには祭産品の販路拡大や県内への誘客につな

げるため、首都圏における営業活動の拠点であり、三重の魅力を集めたショールームで

ある首都圏営業拠点 f三重テラス」の効果的な管理・運営を行います。

③関西圏営業基盤繕築事業【基本事業名:33203 関西圏営業活動の強化】

(第7款商工費第1項商工業費 1 商工業総務費)

予算額:(R1) 4. 9 9 4千円吋 (R2) 6. 5 8 8千円

事業概要・関西濁における三重の認知度の向上、さらには県内への誘客や県産品の販路拡大につな

げるため、関西圏における消費者やマスコミ等に三重の魅力を情報発信するとともに、

より効果的な営業活動を展開します。

④伝統産業・地場産業の新たな市場開拓促進事業

【基本事業名:33204 伝統産業・地場産業、地域資源の魅力増進]

(第7款商工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額:(R1) 5.690千円 → (R2) 4. 7 5 7千円

事業概要:あらためて伝統産業・地場産業の魅力を認識し、昨今のライフスタイルの変化や消費者

ニーズに対応できる新たな魅力や価億を富IJ出し、広く発信することを支援します。また、

優れた商品開発の機運を高めるとともに、事業者の後継者育成、若手の技術向上販路

開拓をめざす取組を促進します。

⑤日本酒の魅力発信販路拡大支援事業

【基本事業名:33204 伝統産業・地場産業、地域資源の魅力増進】

(第7款商工費第1環商工業費 3 商工業振興費)

予算額田 (R1) 5. 2 2 4千円→ (R2) 5. 2 2 0千円

事業概要:r三重のB本酒」の海外に向けた販路拡大及びブランド価値の向上を図るため、フラン

ス・パリ市内において、ヨーロッパの富裕層をターゲットとして、日本に関心の高いシ

ェフ、バイヤ一、一般消費者等にプロモーションを実施し、事業者の取組を支援します。
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【主担当部局.雇用経済部】

協議禅譲議泌総菱総額録繰総量i舗 議 選 終 言 語隊I
平成28(2016)年の伊勢志摩サミット開催で大きく向上した本県の知名度や、これまで、培ってきた

さまざまな強みを生かし、産学官が一体となった取絡により、ものづくり産業や食・観光など県内企

業の海外展開が進むとともに、優れた企業の誘致や、グローバル人材の相互交流により地域に新たな

活力と価値が創造されています。

目標項目

の説明

2年度自標値

の考え方

った企業数(累

計)

国際的な視野を

持つ若者の育成

に取り組んだ件

数

20社

14件

8件

①グローパル化の進展に加え、人口減少による園内市場の縮小が見込まれることから、企業の海外展

開は喫緊の課題となっています。県内中小企業の海外展開は他県と比べ遅れている傾向にあること

から、タイや台湾をはじめ、これまで本県が関係を構築してきた国や地域とのネットワークを生か

しながら、海外展開をめざす中小企業を積極的に支援していく必婆があります。とりわけ、タイで

はバンコクの「三重タイイノベーションセンタ一回 1Jを拠点として、食関連のビジネスを展開す

る好機を迎えています。
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②伊勢志摩サミットでは、三重県の魅力が国内外!こ発信されるとともに、海外留学や海外研修等に参

加する高校生が2割以上増えるなど、県内の若者が海外に日を向ける絶好の機会となりました。こ

うしたサミットのレガシーを生かし、県民が主体的に行う国際的な活動をさらに広げていくことで、

グ口ーパルな視野を持って将来地域で活躍する人材の育成に取り総んでいく必要があります。

注) 1 三重タイ イノベーションセンター:三重県とタイ政府が協力してバンコクに設置した食などの産業連携の拠点。平
成 30(2018)年 11月隠所。

①県内企業のニーズやみえ国際展開推進連合協議会での意見を踏まえ、企業の国際展開やインバウン

ド、食の販路隠拓等を推進するための海外ミッション団を派遣します。また、三重県産業支援セン

ヲーや日本貿易振興機構 (JETRO)、県内金融機環等と連携して設置している「三重県国際展

開支援窓口」を活用して中小企業の海外ビジネスを支援します。加えて、日本貿易振興機構 (JE 

T RO)が実施する貿易相談や商談支援などの各種メこユーの活用を促進します。

②「三重タイイノベーシヨンセンヲ 」において、空イ事業者に対して本県の食の魅力発信や食品加

エ技術の PRを行うことで食の販路拡大を密るとともに、食品加工にかかる現地の人材育成!こ貢献

します。

また、技術力向上講座を実施することで現地食業の品質向上を図り、ひいては当該企業と取引のあ

る県内企業の品質・競争力向上につなげます。

③県内大学等と連携した国際インターンシップの受入を推進することにより、県内企業の高度外国人

材獲得を促進するとともに、海外の優秀な人材に三重県ファンになっていただくよう取り組みます。

④大使館・領事館等の活動への協力や、姉妹提携等!こ基づく自治体間交流、民間の交流団体と連携し

たPR事業の実施や、国際協力機矯 (JI CA)や国際環境技術移転センタ (ICETT)など

国際協力団体の活動への支援など、様々な交流活動を進めるとともに、屋際的な視野を持つ若者の

育成に積極的に取り組むことにより、県民が世界に目を向けるきっかけとなるよう働きかけを行っ

ていきます。

⑤ポストサミットの取組として、 MICEの誘致や「みえ国際ウィーク」の実施、伊勢志摩サミット

記念鎗「サミエール」を活用した情報発信などを進めていきます。

①県内中小企業国際展開促進事業【基本事業名:33301 海外事業展開の推進]

(第7款商 工費第 1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額・ (R1) 7， 1 8 2千円 → (R2) 1 5， 4 7 3千円

事業概要県内企業の国際競争力向上を図り、成長著しいアジアをはじめ海外市場の獲得を本県産

業の発展!こつなげるため、三重県国際展開支援窓口を構成する日本貿易振興機構 (JE 

T RO)や三重県産業支援センタ一、県内金融機関等の各支援機関と遠携し、県内中小

企業・小規模企業の閏際展開を支援します。
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②三重・担イ産業人材育成協力事業{基本事業名:33301 海外事業展開の推進】

(第7款商 工費第1項商工業費 3 商工業振興費)

予算額 (R1) 6. 1 1 4千円 → (R2) 5. 4 6 7千円

事業概要目タイをはじめとする ASEANにおける県内企業の競争力強化につなげるとともに、県

内企業が優秀な技術者を確保する機会を拡大するため、タイ企業の技術力向上と現地で

の技術者育成に取り組みます。

③(一部新)冨際ネットワーク強化推進事業【基本事業名:33302 国際交流の推進】

(第7款商 工費第1項商工業費?新産業振興費)

予算額 (R1) 2. 9 7 2千円 → (R2) 8. 42 2千円

事業概要:産業・観光における企業等の国際的な活動を支援し、海外販路の拡大や企業誘致、県内

への誘客!こつなげるため、姉妹・友好提携先や駐B大使館、国際的な活動!こ取り組む民

間団体等とのネットワークを維持・強化し、本県の情報発信、海外からの情報収集を行

います。また、中国河南省との友好提携を発展させるため、訪問団の受入れなどを行い

ます。

④(一部新)国際ウィーク等推進事業{基本事業名:33302 国際交流の推進]

(第7款禽 工費第1項商工業費 1 商工業総務費)

予算額:(R1) 8. 6 5 8千円 → (R2) 3. 02 9千円

事業概要:伊勢志摩サミットのレガシーを三重の未来に生かすため、伊勢志摩サミット記念館 fサ

ミエール」を活用した情報発信や「みえ国際ウィークjなどのポストサミット事業に取

り紹みます。また、本県とつながりのある海外大学の学生に短期インターンシップ等に

より本県を深く知っていただくジャパントリップの誘致を進めます。
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施策 341 次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援

【主担当部局:雇用経済部]

ii謀総選!童話言語重量挙 i挙協議選縁組重量隣 諸医長滋三I
県内で働きたいという意欲のある若者が、その能力を発揮しながら、いきいきと働き続けることが

できるとともに、安定した就労により経済基盤を確立することで、安心して次世代を育てることので

きる環境が実現しています。

呂標項目
の説明

2年度目標値

の考え方

おしごと広場み

え等に登録した

求職者の就職率

イン亨ーンシッ

プ実施率

60.1% 

43.0% 52. 0% 

①人口減少，高齢化の進行や、若者・子育て世代の転出超過などにより、県内中小企業では、労働力

不足が深刻化しています。特に若者の県外流出が大きな課題となっており、県内高等教育機関卒業

生の県内企業への就労を促進するとともに、県外の大学へ進学した学生を就職時に三重県へ呼び戻

す取組が必要です。

②県外の大学へ進学した学生や iターン希望の学生が県内企業でのインターンシップや就職を希望し

ても、どのような企業があるのか、県内企業にはどのような魅力があるのかなどを知ることが難し

い状況です。
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③労働力不足を解消するためには、新規学卒者に加え、離職者・転職希望者等の幅広い人材の県内企

業への就職・定着が必要であるとともに、無業者などの潜在的な労働力を確保することが重要です。

④いわゆる就職氷河期世代は、雇用環境が厳しい時期!こ就職活動を行った世代であり、現在も、本意

ではない非正規雇用や無業の状態である人が一定数存在します。こうした状況にある人を対象!こ、

安定した就労lこ向けた支援の充実が求められています。また、若年無業者の職業的自立が課題とな

っており、就労に向けて、地域で包括的に支援する仕組みが求められています。

⑤生産性向上や競争力の強化など、県内産業界のニ ズをふまえながら、新規学卒者や離転職者、夜

職者等を対象とした多様な職業訓練を実施していくことが求められています。

①県内企業への就職を促進するため、三重労働局等の関係機関と連携しながら、おしごと広場みえに

おいてワンストップで総合的な就労支援サービスを提供するほか、合同企業説明会の開催など学生

と県内企業との交流機会の創出や、県内企業の情報発信等に取り組みます。また、県外大学との就

職支援協定の締結を引き続き進めるとともに、 SNSの活用や大学主催の保護者会への出席など、

さまざまな方法で情報を発信することで、県内企業のさらなる認知度向上に努めます。

②学生が県内企業の魅力を知り、就職につなげることができるよう、県内企業のさまざまな魅力を集

めたデ一世ベース「みえの企業まるわかり NAVIJ(ウェブサイト)による情報発信を引き続き進

めるとともに、就職支援協定締結大学や県内経済団体等と連携し、インヲ ンシップ情報サイト(令

和元 (2019)年度に構築)を活用したインヲーンシップの取組を促進します。

③離職者や転職希望者等の果肉への就職・定着を進めるため、察内企業の求人情報が検索・参照でき

るマッチングサイトの活用を図るとともに、就職・転職セミナ一、職場体験など、多様な支援メニ

ューを準備することで、離職者や転職希望者等一人ひとりの実情に応じた支援に取り組みます。企

業に対しては、採用力強化セミナ を開催し、中途採用などの幅広い人材確保のノウハウを提供し

ます。

また、無業者については、三重労働局等の関係機関と連携しながら、地域若者サポートステーショ

ンを活用し、各穣講座や訓練等を提供することで職業的自立につなげます。

④就澱氷河期世代の不本意に非正規雇用で働く人や長期無業状態にある人が、安心して働き、いきい

きと活躍できる社会を実現するため、就労支援機関やひきこもり支援機関などの関係機関と一層連

携しながら、相談から就職までのー嚢した支援を行います。また、就労体験や就労訓練の受入先と

なる企業等を開拓するとともに、市町等との情報共有や企業とのマッチングを行います。さらに、

きめ細かなニースゃを把握するため、県内における就職氷河期世代に係る実態調査を実施します。

⑤産業界のニーズをふまえ、新規学卒者や離転職者など、様々な人材を対象とした多様な職業訓練を

実施して修了生の就職促進を図るとともに、県内企業の技術者等の技能向上を図るため、引き続き

在職者訓練に取り組みます。

⑥労働者の技能と地位の向上を図るため、引き続き、技能検定を実織し、県内企業を支える技能者の

育成を行っていきます。また、外層人技能実習制度の変更に伴う受検申請の増加に対応できるよう、

試験実施体制の整備を図ります。
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①おしごと広場みえ運営事業{基本事業名:34101 若者等の雇用支援】

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 3 1， 7 0 5千円 → (R2) 3 0， 7 9 6千円

事業概要:若年求職者、大学生等の安定した就労や職場定着を図るため、三重労働局等と連携し、

fおしごと広場みえJを拠点とした就職相談や各種セミナーの開催に取り組むとともに、

県内企業の人材確保ニーズと若者の就労ニーズとのマッチングを図るなど、総合的な支

援を実施します。

②U. Iターン就職加速化事業【基本事業名:34101 若者等の雇用支援]

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 8， 3 6 7千円 → (R2) 6， 2 8 8千円

事業概要:U' 1.ヲーン就職を促進するため、就職支援協定締結大学と連携しながら、 Webを活

用して、県内の企業情報やインターンシップ情報の発信等に取り組みます。また、若者

に選ばれる企業づくりを支援するため、県内企業!こ対してインターンシッププログラム

の作成支援や採用力強化セミナーを開催します。

③(新)就職氷f時期世代再チャレンジ応援緊急対策事業{基本事業名:34101 若者等の雇用支援}

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 一 千 円 → (R2) 1 4， 7 0 0千円

事業概要:就職氷河期世代の安定した就労!こつなげるため、正規雇用を希望していながら不本意に

非正規雇用で働く人や長期無業状態にある人を対象に「おしごと広場みえjの活用、関

係機関との連携により、相談から就職に至るまでのー賞した支援を実施するとともに、

就労体験や訓練の受入先となる企業等の開拓に取り組みます。また、よりきめ細かな対

応を行うため、県内における就職氷河期世代の実態調査を実施します。

④若者 子育て世代の県内就労総合対策事業【基本事業名:34102 人材の育成・確保支援】

(第6款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 94，705 千円 → (R2) 7 1， 8 9 2千円

事業概要，県内外の若者等の県内企業への就労促進を図り、黒内定斎につなげるため、地域の関係

機関等が一体となり、若者・子育て世代にとって魅力のある働く場づくりや非正規社員

の正社員への転換促進などに取り組みます。

⑤公共職業訓練費【慕本事業名:34102 人材の育成・確保支援】

(第5款労働費第2項職業訓練費 2 技術学校費)

予算額:(R1) 4 1 1， 7 0 6千円 → (R2) 4 1 6， 3 4 7千円

事業概要:県内産業の担い手となる人材を育成するため、津高等技術学校において、求職者側、求

人側双方のニーズに応じた訓練カリキュラムを策定し、学卒者等を対象とした施設内訓

練を実施するとともに、離転職者を対象とした委託訓練を実施します。
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⑥技能振興事業[基本事業名:34102 人材の育成・確保支援】

(第5款労働費第2環職業訓練費 1 職業訓練総務費)

予算額:(Rl) 5 0， 8 5 7千円 → (R2) 5 6， 5 2 8千円

事業概要技能検定の普及啓発、表彰制度の運用等により、技能の重要性を広く PRするとともに、

優れた技能を持つ後継者を育成するため、研修会や技能体験講座等を開催します。また、

外国人技能実習生の技能検定受検者増に対応するため、必要な支援を行います。
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【主担当部局.雇用経済部]

|謀総量言語言語説委I縞繰謀総量~暴露議議室主 l
誰もが働き続けられる職場環境づくりに向けて、企業、経済団体、労働団体、行政等が主体的に取

り組むことにより、性別や年齢、国籍、障がいの有無等に関わりなく、意欲や能力を十分発揮してい

きいきと働いているとともに、家庭生活も充実し、仕事と生活を調和させています。

民標項目
の説明

「三重県内事業所労働条件等実態調査」における競査対象事業所(従業員規模 10人以上 300
人未満の県内事業所から抽出)のうち、「多様な就労形態を導入しているj と回答した県内
事業所の割合

令和5年度に 81.4%の11::業が多様な就労形態を導入していることをめざして、毎年約2ポイ
ント増加させることとし、令和2年度の目標債を 74.8%に設定します。

2年度白標値
の考え方

61. 1% 
る障がい者の法

定雇用率達成企
58. 3% 

外国人雇用に係

るセミナ一等を

活用した事業者

の満足度

90. 0% 

①働く意欲のある全ての人が、多様な働き方を選択し、自らの能力・スキルを発揮することにより、

いきいきと働き、地域の中で活躍できるよう、柔軟な就労形態の導入など、企業における働き方改

革の取組を促進し、企業の生産性向上や人材確保，定着につなげる必要があります。

②安心して働き続けるためには、雇用等に不安を抱える労働者に対する労働相談等のセーフテイネッ

ト機能の充実が求められています。

③働く意欲のある女性が、妊娠・出産・子育て等のさまざまなライフイベントを迎えても、希望する

形で就労することができるよう支援する必要があります。
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④生産年齢人口が減少する中、働く意欲のある高齢者がこれまで、培ってきた経験や能力を発揮できる

ょう、高齢者の心身の状況等に応じた多様な就労機会を提供することが求められています。

⑤県内の民間企業における障がい者の法定雇用率達成企業の割合は、近年改善しているものの、一層

の雇用促進に向けて、ステップアップカフェなどを活用した気運の醸成や働きやすい職場づくりの

支援に取り組むとともに、多様な働き方についての検討を進める必要があります。

⑥外国人労働者は、日本語能力や仕事上のルールに関する知識等が十分でないことが多い中で、外国

人に対する受入れ環境が十分整っていない企業が一定数存在すると見込まれるため、安心して就労

できるよう、環境を整備することが必要です。

①平成 31(2019)年4月から働き方改革関連法が順次施行されており、企業の規模、業種にかかわら

ず、誰もが働きやすい職場環境や柔軟な働き方を実現するため、健康経営の視点も入れながら、ア

ドバイザーの派遣や「みえの働き方改革推進企業J登録・表彰制度等の取組を進め、働き方改革を

県内に広く普及していきます。

②相談内容が年々複雑・多様化していることから、労働相談室を引き続き設置し、震係機関と連携し

ながら、的確な対応に努めます。

③働く意欲のある女性が、妊娠 出産骨子育て等のさまざまなライフイベントを迎えても、希望する

形で就労することができるよう、引き続き、一人ひとりのニーズに合わせて再就職を支援するとと

もに、県内高等教育機関の学生を対象に、就労継続の意識啓発を進めていきます。

@働く意欲のある高齢者の雇用を促進するため、引き続きシルバー人材セン51ーの取組を支援すると

ともに、新たに、地域の各主体による高齢者雇用の仕組みを構築し、高齢者の心身の状況等に応じ

た多様な就労機会を創出します。

⑤障がい者が希望や能力、適性を生かして働き、ともに働くことが当たり前の社会となるよう、職業

訓練ー職場実習の機会を提供するとともに、ステップアップカフェや三重県障がい者雇用推進企業

ネットワ クなどの取組を通じて企業や県民の理解をより一層促進します。また、 ICTの活用や

障がい者が活躍できる多様な働き方を検討し、普及するとともに、障がい者が働きやすい毅場づく

りに取り組みます。

⑥外国人が安心して就労できる環境づくりを進めるため、職場定着に向けた外国人向け社内研修の実

施や適切な労働環境の確保を図るためのセミナ一等を開催し、企業における受入体制の整備促進を

図るとともに、多言語による相談支援体制jの整備や職業訓練・職場体験機会の提供に取り組みます。

①働き方改革取組拡散事業[基本事業名:34201 働き方改革の推進}

(第5款労働費第1項 労 政 費 3 労働福祉費)

予算額:(R1) 1 4. 9 0 2千 円 吋 (R2) 7. 7 0 8千円

事業概要誰もがいきいきと働くことができる職場環境づくりや柔軟な働き方を実現するため、働

き方改革に意欲のある中小企業等を対象に、アドバイザーによる支援を行うとともに、

健康経営の視点も含めた働き方改革を促進するため、啓発などに取り組みます。
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②労働格談室運営事業【基本事業名:34201 働き方改革の推進】

(第5款労働費第 1項 労 政 費 2 労働教育費)

予算額:(則) 12，352千円 → (R2) 1 1， 6 5 2千円

事業概要・労働者が抱える労働問題を解決するためのセ フテイネット機関として、 f三重県労働

相談室Jを運営し、相談員が電話や面談等による助言を行うほか、より専門的な相談に

ついては弁護士相談を行います。また、関係機関と連携して、外国人の方からの相談対

応にも取り組みます。

③(新)生涯現役促進地域連携事業[基本事業名:34201 働き方改革の推進】

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 1 0， 1 2 1千円

事業概要:働く意欲のある高齢者が、これまで‘培ってきた経験や能力を発揮して働くことができる

ょう、地域の各主体による協議会を設置し、協議会が行う高齢者の雇用・就業に関する

ニーズ調査やモデル地域における高齢者震用促進の取組を支援します。

@:障がい者ステップアップ推進事業【基本事業名 34202 障がい者の雇用支援]

(第S款労働費第1漠 労 政 費 1 労政総務費)

予算額:(R1) 7， 0 1 1千円吋 (R2) 6， 5 2 4千円

事業概要.県内企業の障がい者雇用を促進するため、優良事例の普及・啓発、支援制度の周知、

職場定着推進!こ向けた企業の人材育成などの取組を進めます。また、ステップアップカ

フェを活用した障がい者雇用に関する理解の促進や、障がい者雇用に関する企業間ネッ

トワークの支援などに取り組みます。

⑤(新)障がい者のディ一セント・ワーク推進事業【基本事業名・ 34202 障がい者の雇用支援】

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額・(司1) 一千 円 → (R2) 5， 7 5 7千円

事業概婆ー就労を希望する障がい者が、希望や特性、体力等に応じて働き続けるため、職場定着に

つながるイ士総みづくりを進めます。さらに、障がい者が今ある働き方に合わせるだけで

なく、多様な選択肢の中から自らに適した働き方を選択できるよう、 ICTを活用した

在宅ワークや柔軟な勤務形態などの環境整備を促進します。

⑤(新)外国人の受入環境整備促進等事業【基本事業名:34203 外国人の雇用支援】

(第5款労働費第1項 労 政 費 1 労政総務費)

予算額・ (R1) 千円 → (R2) 5， 8 2 9千円

事業概要外国人材の受入を円滑に行うため、企業における受入体制の整備を促進するためのセミ

ナ一等を開催し、適切な労働環境の確保を図ります。また、外国人留学生等が安心して

県内企業に就職することができるよう、察内企業との出会いと就職の機会を提供します。
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(施策351 (i@:路網港湾整の推進

[主担当部局.県土整備部]

i謀総訴事言語録護婦ま樋義毒殺縫j議議議
東海環状自動車道や近畿自動車道紀勢線など高規格幹線道路の整備が進み、幹線道路やこれらにア

クセスする道路等の整備、道路・港湾施設等の適切な維持管理に取り組むことで、県民の皆さんの安

全ー安心が高まるとともに、地域間の交流・連携が広がり、地域の経済活動が活性化しています。

目襟項目
の説明

2年度目標値
の考え方

橋梁の修繕完了

率

県管理港湾にお

ける岸壁等の道

新実施延長(累

計)
240m 

100国

280m 470m 

】R

258 

R2.2.12全員協議会提出資料



①新名神高速道路の県内区間全線開通をはじめ、多くの幹線道路等の整備が進み、地域聞の交流通

携が促進されるとともに、地域の安全・安心が高まるなどの整備効果があらわれてきていますが、

都市部における慢性的な渋滞の発生、近い将来に発生が懸念される南海トラフ地震等の大規模自然

災害への備えなど多くの課題があります。このため、引き続き道路整備や新たな道路ネットワーク

の検討を進める必要があります。道路整備については、地域のニーズにきめ細かに応えるため、バ

イパス整備等の抜本的な整備に加え、待避所の設置など柔軟な対応を織り交ぜた整備を推進してい

く必要があります。また、令和3(2021)年の三重とこわか国体・三重とこわか大会の開催に向け、

県内外からの来場者の安全、利便性の向上を図るため、道路整備が急務となっています。さらに、

県内への誘客促進や地域活性化のため、東海環状自動車道および令和元 (2019)年!こ全線事業化が

実現した近畿自動車道紀勢線の早期整備に向けた取総を進める必要があります。

②交通事故対策や交通弱者への対策を進める中で、通学児童や未就学児の安全確保が全国的な課題と

なっており、道路利用者の安全確保に向けた道路施設の機能向上を図る必要があります。また、道

路利用者が安全・安心・快適に利用で、きるよう、老朽化の進行により維持管理コストの増大が予想

されている橋梁等道路施設の効果的・効率的な修繕や剥離が進んだ区画線の引き直しを実施する必

要があります。さらに、道路施設の老朽化対策等を可視化する「維持管理の見える化」を進める必

要があります。

③県管理港湾については、老朽化した施設について、利用者の安全性や港湾の機能を確保するため、

施設の維持管理を行ってきました。しかし、建設後 50年を経過する施設が今後、急速に増加する

ことから、老朽化対策が喫緊の課題となっています。このため、引き続き、施設の適切な維持管理

と老朽化対策が必要です。また、港湾は大規模地震発生時に防災上の拠点となることから、緊急物

資輸送ルートの機能を確保する取組を進める必要があります。

①産業活動や観光交流の拡大に伴い経済の好循環の端絡が見られる中、交通需要への対応や交通渋滞

の解消、地域のさらなる安全・安心の向上、地域住民の生活の震の向上をめざし、東海環状自動車

道、熊野尾鷲道路(1I期)、熊野道路、紀宝熊野道路、新宮紀宝道路等の高規格幹線道路や、北勢

バイパス、中勢バイパス、桑名東部拡幅(伊勢大橋架替)等の直轄国道の整備促進を図るとともに、

鈴鹿四日市道路の早期事業化に向けた取組を推進します。具体的な取総として、沿線への企業立地

など、事業進展に伴うストック効果の発現状況や、観光集客への波及効果など幹線道路の整備は確

実に地域の生産性向上および地方創生に寄与することを客観的データで示しながら、地域住民や企

業等の道路利用者と協力し、国等に道路の早期整備や鈴鹿四日市道路の早期事業化を要望していき

ます。さらに、生産性と成長力を引き上げるため、新たな道路ネットワ クの構築をめざし、鈴鹿

亀山道路、名神名阪連絡道路の事業化に向け、国等と連携して誠査・検討を進めます。

②高規格幹線道路や直轄国道の整備効果を最大限lこ生かす道路ネットワークの形成や、地域ニーズへ

の的確な対応に向けて、待避所の設置など早期に効果を発現できる柔軟な対応を織り交ぜながら、

計画的かつ効果的・効率的な県管理道路の整備を推進します。特に令和2(2020)年度は、六軒鎌

田線や磯部大王線(志島バイパス)等の供用をめざします。
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③通学児童や未就学児の安全確保を図るため、危検笛所の対策を実施し、道路施設の機能向上を図り

ます。また、道路利用者が安全ー安心・快適に利用できるよう、橋梁等道路施設について、計扇的

な点検、効果的 効率的な修繕を実施するとともに、剥離が進んだ区画線については継続的に引き

直しを実施するなど、適切な維持管浬を進めます。さらに、道路施設の老朽化対策等を可視化する

「維持管理の克える化Jの取組を進めます。

④港湾施設が将来にわたり必要な機能を十分発揮するよう、点検・補修等の維持管理を実施するとと

もに、津松阪港(大口地区、新堀地区)および宇治山沼港において老朽化対策を進めます。また、

緊急物資輸送ルートの機能を確保するため、長島港において臨港道路橋梁(江ノ浦大橋)の耐震対

策を進めます。

i議選挙業 I 
①主主轄道路事業負担金【基本事業名:35101 高規格幹線道路および直轄医道の繋備促進]

(第8款土木費第2項道路橋りょう費 3 道路橋りょう新設改良費)

予算額:(R1) 9. 0 9 7. 6 6 6千円 → (R2) 9. 0 9 7. 6 6 6千円

(9.297.666千円 → 11.201.666千円 ※2月補正予算含みベース)

事業概要:I習が行う道路事業に対して負担金を支出することにより、県内の幹線道路網の形成を促

進します。

②道路改築事業【碁本事業名:35102 県管理道路の整備推進】

(第8款土木費第2t頁道路橋りょう費 3 道路橋りょう新設改良費)など

予算額:(R1) 1 O. 7 5 5. 0 6 5千円 → (R2) 1 1. 0 0 O. 6 6 6千円

(11.724.965千円 → 13.249.866千円 ※2月補正予算含みベース)

事業概要・道路ネットワークの形成や、地域ニーズへの的確な対応に向けて、計額約かつ効果的・

効率的な道路整備を進めます。また、通学児童の安全確保を図るため、通学路交通安全プ

ログラムに位置付けられた要対策箇所等の歩行空間の整備を進めます。

③道路維持修繕事業[慕本事業名:35103 適切な道路の維持管理]

(第8款土木費第1項土木管理費 1 土木総務費)など

予算額 (R1) 1 O. 1 9 3. 2 5 0千円 → (R2) 1 O. 3 1 4. 4 3 8千円

(10.904.692千円 → 10.89.0.795千円 ※2月補正予算含みベース)

事業概要 未就学児の安全確保を図るため、危険箇所の対策を実施し、道路施設の機能向上を図り

ます。また、道路利用者が安全・安心・快適に利用できるよう、橋梁等道路施設につい

て、計画的な点検、修繕を実施するとともに、翠IJ離が進んだ区画線については継続的に

引き直しを実施するなど、適切な維持管理を進めます。

④港湾事業【基本事業名:35104 票管理港湾の機能充実】

(第8款土木費第4項 港 湾 費 2 港湾建設費)

予算額司 (R1) 6 8 7. 2 5 0千円 → (R2) 6 9 5. 2 5 0千円

(687.250千円 → 926.250千円 ※2F.1補正予算含みベース)

事業概要:港湾施設の定期点検・補修を実施するとともに、岸壁等の老朽化対策を進めます。また、

臨港道路橋梁の耐震対策を進めます。
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施策352 安心を支え未来につなげる公共交通の充実

[主担当部局:地域連携部】

謀総露戦泌総選 i季語言語議議室語通議言語
誰もが行きたいところへ移動できる社会の実現をめざし、持続可能で地域最適な移動手段の確保や、

新技術を活用した次世代モピリティの導入等に、園、市町、事業者、関係者等と連携して、取り組む

ことで、高齢者をはじめとする累民の皆さんや来訪者の安心感や利便性が高まっています。

また、国内外とのさらなる交流を促すため、中部国際空港や関西国際空港の機能強化や、リニア中

央新幹線の早期整備に向けた取締が進んでいます。

と
者

送
用

鉄
利

の
の

内
ス

県
バ
数

目標項目 I !車内の鉄道 (JRと私鉄の全線)とパス(三重交通パス、三岐パスおよび八風パスの会路線)
の説明 |の利用者数の合計

2年度目標値 |人口減少などにより公共交通の利用者数は減少傾向にあることから、直近の実績値を維持す
の考え方 !ることが重要と考え、自標値を設定しました。

地域公共交通会

議等において、 / 7件 i / / 13件
生活交通の確保

に向け、新たな

交通手段の導入

について検討を 5件
開始した件数

(累計)

高齢者を中心

としたモピリ / 8地域! / / 14地域

ティ マネジメ

ントの取組を 6地域
行った地域数
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線に演する啓発

活動の実施件数

(累計)

10件

①パスについて、人口減少や運転士不足などにより滅便や縮小が進む中、複数市町等をまたぐ幹線バ

ス等を匿と協調して支援するとともに、利用者の少ない路線の利用促進等による収支改善を図る必

要があります。また、市町の地域公共交通会議に参加するなどにより、県内路線バスやコミュニテ

イパス等公共交通の維持・活性化に向けた検討を進める必要があります。

②鉄道について、人口減少などにより厳しい経営環境が続いていることなどから、路線の維持・活性

化を図るため、地域鉄道事業者が実施する安全対策等を国等と協調して支援するとともに、沿線市

町や関係府県等と連携し;在来線や地域鉄道の利用促進に取り組む必要があります。

③車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、市町等と連携を図りながら、制度の垣根を

越えた取組を進める必要があります。また、高齢者の多様なニーズや地域の実情!こ応じた自動運転

技術やMa a S CMobil ity as a Service)註) 1等の次世代モピリティの導入、新たな移動手段の確

保に関係機関と連携して取り組む必要があります。

④モピリティ・マネジメントの推進を図るため、高齢者を対象としたセミナ やパスの乗り方教室を

実施するなど、公共交通への理解と活用を促す取絶を市町や企業等と連携して進めていく必要があ

ります。

⑤「三重県自転車活用推進計酒」に基づく施策等を、着実!こ進める必要があります。

⑥中部屋際空港の機能強化に向けて、引き続き、「中部国際空港利用促進協議会J等関係者との連携を

~りながら、受港の利用促進に取り組む必要があります。

⑦リニア中央新幹線の一日も早い全線開業の実現や、名古屋・大阪潤のルート・駅位置の早期確定に

向けた取組を進める必要があります。そのため、リニア中央新幹線の名古屋・大阪聞の環境アセス

メントの円滑な着手や、その後の速やかな工事着手に向けた事前準備を進めるとともに、県内の気

運醸成を図る必要があります。

注)1 MaaS:出発地から目的地まで、利用者にとっての最適経路を提示するとともに、複数の交通手段やその他のサ
ビスを含め、 話して提供するサービス。

①複数市町等をまたぐ幹線パス等に箇と協調して支援するとともに、「特lこ利用状況が悪〈、存続に

向けた取総が必要」とされたパス路線の利用促進に取り組みます。また、市町の地域公共交通会議

jこ参加し、コミュニティバス等公共交通の維持や活性化に向けた協議や「地域公共交通網形成計薗」

の策定や進捗管理!こ関する協議を進めるなど、引き続き、県内パス路線の維持・活性化を図るため

の取組を進めます。
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②鉄道について、地域鉄道事業者が実施する安全対策等に国や沿線市町と協調して支援するとともに、

f三重県鉄道網整備促進期成同盟会J、「凋西本線整備・利用促進連盟」、 iJ R名松線沿線地域活性

化協議会j などにおける利用促進活動に取り組みます。

③車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、地域の実情に応じた、福祉をはじめとする

関係分野と連携した取組や次世代モピリティ等を活用した取組などをモデル事業として、市町、事

業者等とともに進めます。また、 MaaS等の新技術を活用した新たな移動手段の導入について検

討を行う地域や市町の取組に参画し、支援するとともi二、こうした取組を核としながら新たな移動

手段を導入する地域の拡大を図ります。さらに、自動運転の導入検討や、交通データのオープン化

等に取り組む交通事業者等に対して積嬢的に支援します。

④モビリティ・マネジメントの推進について、運転免許返納後、円滑に公共交通を活用した移動が可

能となるよう、高齢者等に対し、啓発活動や情報提供などを行います。また、学生や子どもを対象

とした啓発活動などについても、市町等と連携し、公共交通への理解と活用を促す取組を進めます。

⑤「三重県自転車活用推進計画Jに基づく施策等が着実に進められるよう、関係機関等と連携します。

⑥中部国際空港について、「中部国際空港利用促進協議会」の事業を活用し、企業や若年層の荊JF脅促

進に取り組むほか、 LCC向けの第2ターミナルが令和元 (2019)年9月にオープンしたことから、

LCCをはじめとするエアライン、鉄道やパス、高速船と連携して、広域周遊を促進するための取

組や利便性の向上を継続して行います。

⑦リニア中央新幹線について、「三重・奈良・大阪リニア中央新幹線建設促進会議Jおよび i1)二ア

中央新幹線東海三県一帯連絡会議」の2つの枠組みにおいて、一日も早い全線開業の実現に向けた

取組を進めます。また、 JR東海との連携を密!こし、必要な情報の収集・整理等を進めるとともに、

県民の皆さんのりこア事業!こ対する潔解や協力を得られるよう、効果的な啓発を行い、気運醸成を

図ります。

霊童謀議選 I 
① (一部新)地方パス路線維持確保事業

【慕本事業名:35201 持続可能な移動手段の確保と次世代モピリティの導入支援】

(第2款総務費第6環地域振興費 4交通政策費)

予算額:(R1) 2 7 2， 8 1 4千円 → (R2) 3 5 6， 3 2 2千円

事業概要・地域聞を結ぶ幹線パスの運行経費等に固と協調して補助するほか、県の生活交通確保対策協

議会、市町の公共交通会議等において、地域公共交通の維持・活性化に取り組みます。また、

地域間幹線系統の利便性向上や路線維持に向け、利用目的等調査を行います。

②鉄道利便性安全性確保等対策事業

[基本事業名:35201 持続可能な移動手段の確保と次世代モピリティの導入支援】

(第2款総務費第6項地域振興費 4交通政策費)

予算額 (R1) 1 2 0， 4 6 8千円 → (R2) 1 3 8， 8 1 8千円

事業概要.地方自治体を含む中小鉄道事業者が行う鉄道の安全性-利便性の向上を図るための施設整備

等や、鉄道事業者が行う施設の耐震対策について、国や沿線市町等と協調して支援します。
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③ (新)次世代モピリティ等を活用した円滑な移動手段確保事業

[基本事業名:35201 持続可能な移動手段の確保と次世代モピリティの導入支援】

(第2款総 務費第6項地域振興費 4交通政策費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 1 0， 500千円

事業概要 車を持たない高齢者などの円滑な移動を支援するため、福祉分野等と連携した取組や自動運

転パス、 AI配車システムを活用したデマンドタクシーなどの次世代モピリティ等を活用し

た取締を支援します。また、こうした取組を核としながら新たな移動手段を導入する地域

の拡大を留ります。

④モピリテイ田マネジメントカ育成事業[基本事業名:35202 モビリティ・マネジメントカの向上】

(第2款総 務費第6項地域振興費 4交通政策費)

予算額 (R1) 9 3 8千円 → (R2) 92 2千円

事業概要:rモピリティ・マネジメント」に関する研修や啓発に市町や交通事業者等と連携して取り組み

ます。また、自転車活用推進計画に基づく取組を関係機関とともに進めます。

⑤ (新)これからの移動手段チャレンジ事業【基本事業名:35202 モピリティ・マネジメントカの向上】

(第2款総務費第6項地域振興費 4交通政策費)

予算額:(R1) 千円 → (R2) 5， 740千円※みんつく予算

事業概要 次世代モビリティを活用した移動手段に隣するセミナーの開催や試乗会など、新たな視点で

の高齢者向けモピリティ マネジメントの取組を実施します。

⑥航空関係費【基本事業名 35203 圏内外との交流を生む広域交通網の充実】

(第2款総 務費第61頁地域振興費 4交通政策費)

予算額:(R1) 1 6， 3 3 9千円 → (R2) 1 6， 3 3 9千円

事業概要 中部国際空港利用促進協議会や関西国際空港会体構想促進協議会等の活動を通じて、本県へ

のインバウンドの増加等に資する両空港の利用促進や機能の充実などに取り組みます。

⑦(  部新)リニア中央新幹線関係費[基本事業名:35203 国内外との交流を生む広域交通網の充実】

(第2款総 務費第6項地域振興費 4交通政策費)

予算額:(R1) 9， 0 0 0千円 → (R2) 9， 000千円

事業概要，三重 奈良・大阪ルートおよび県内駅位置の早期確定、 日も早い全線開業の実現!こ向けた

取組などを沿線府県市等と連携して進めるとともに、県内ルートおよび駅位置の選定に向け

て、 JR東海が進める環境アセスメントの準備作業に協力します。また、さまざまな啓発活

動を通じ、県民等の気運醸成に積複的に取り組みます。
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(施策353 C~~で附甘い討幻
[主担当部局:県土整備部】

隣暴言語言語言語議毒薬編語草謀議選議議事j議員議 終浴室[
新都市計百区域マスヲープランに示す都市計画の目標や方針に沿って人口減少・超高齢社会に対応

した集約型都市構造の形成(コンパクトなまちづくり)が進んでいます。また、都市基盤の整備や、

地域の個性を生かした景観形成、住環境の整備、建築物の安全性確保の取組が進むことにより、誰も

が魅力を感じ、安全で快適な住まいまちづくりが進んでいます。

1区域域マスタープ
ランの内容に
沿って都市計
画決定(変更)
が仔われた都
市計酒区域の
数(累計)

I ?璽明君 事 官 官 1
目標項目
の説明

2年度隠標値
の考え方

線共同溝整備の

合計延長(累計)

県営および市町

営住宅の長寿命

化工事達成割合

改定後の新都市計画区域マス告ープランで示された土地利用規制(区域区分)の基本方針お
よび土地利用(用途地域、地域地区)や都市施設などに関する都市計画の決定方針に沿って
都市計画決定(変更)を行った都市計画区域の数

都市計画区域マス舎一プランの改定年度である令和2年度は、並行して作業を進めること
で、 1区域の都市計画決定(変更)を行うことを毘標としました。

22.8% 
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①人口減少・超高齢社会に対応した持続可能性が高い集約型都市構造の形成に向けて、土地手IJ用や都

市施設等に関する都市計画決定や、街路の歩道整備等、都市基盤の整備を進めてきました。引き続

き持続可能性の高い集約型都市構造の実現とともに、発生が懸念される南海トラフ地震等の大規模

災害に対応したまちづくりに向けて、都市計画の策定や都市基盤の整備が求められています。また、

県や市が景観計画を策定するなど、良好な景観づくりに向けた取組を進めてきました。地域の個性

豊かで魅力ある景観を生かしたまちづくりを推進するため、引き続き、市町が主体となった景観づ

くりの取組や、地域の景観特性!こ配慮した公共事業等の推進が求められています。

②県営住宅の適切な維持管理を進めるとともに、耐久性・省エネ性能等を備えた長期優良住宅の普及

促進と認定を行ってきました。また、住宅の確保に特lこ配慮を要する高齢者等への支援の充実を図

っています。引き続き、誰もが安全・安心で豊かな住生活を享受できる良質な住宅への転換や高齢

者をはじめ住宅の確保に特に配慮を要する方々への支援が求められています。

③建築物の安全性確保に向けて、建築主事を置く市と連携して、適法な新築建築物の確保とともに、

既存建築物の適正な維持保全の促進に努めてきました。引き続き、建築基準法や都市計箇法等に基

づく許認可や指導・助言を行うことにより、安全・安心な建築物、宅地の確保を図ることが求めら

れています。

①人口減少・超高齢社会等に対応したまちづくりの形成に向けて、新都市計画区域マス亨ープランを

定めるとともに、それに沿った都市計画の策定を進めます。また、街路における通学路等の安全対

策や緊急輸送道路となっている区間の電線殺の地中化等による都市基盤の整備を進めます。さらに、

市町の景観づくりに向けた取組の支援、慮外広告物の設置の適正化や安全対策の充実等により、地

域の個性を生かした良好な景観まちづくりの取組を進めます。

②三重県公営住宅等長寿命化計画に基づ、き県営住宅の長寿命化工事に取り組むとともに、市町営住宅

の長寿命化に向けた技術的助言等の支援を行います。また、県営住宅について、子育て世帯の優先

枠や入居要件緩和の周知等により入居率を高める取組を進め、居地内のコミュニティの確保等!こつ

なげます。民間住宅については、長期優良住宅の普及促進による良質な住宅への転換や空き家対策

等による既存住宅のストック活用を図るほか、住宅確保要配慮者向け民間賃貸住宅の普及促進や相

談会の開催など居住支援の取組を進めます。

③建築基準法に基づ、き、新築建築物等に対しては、確認審査や完了検査等を適確に実施するとともに、

不特定多数の者が利用する既存建築物については、定期調査報告の内容確認を行い、必要な改善指

導を行うなど、適正な維持保全の促進!こ取り組みます。また、良好な宅地水準および立地の適正性

を確保するため、都市計画法に基づき開発許可申請の審査、開発工事の完了検査を適確に行います。

①都市計画策定事業[基本事業名:35301 安全で快適なまちづくりの推進]

(第8款土 木費第5項都市計画費 1 都市計画総務費)

予算額・ (R1) 14，760千 円 → (R2) 5， 6 5 8千円

事業概要 人口減少・超高齢社会、地震 z 津波等大規模災害に対応したまちづくりに向け、 f都市

計画区域マスタープラン」の改定を行います。
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②街路事業【基本事業名 35301 安全で快適なまちづくりの推進】

(第8款土木費第6項都市計画費 3 街路事業費)

予算額:(R1) 2. 3 2 5. 6 0 4千円 → (R2) 1. 5 1 9. 8 8 3千円

(2.436. 570千円 → 1.959.882千円 ※2月補正含みベース)

事業概要:街路における通学路等の安全対策や緊急輸送道路となっている区間の電線類の地中化等

による都市基盤の整備を進めます。

③みえの景観づくり推進事業【基本事業名:35301 安全で快適なまちづくりの推進】

(第8款土木費第5項都市計画費 1 都市計画総務費)

予算額:(R1) 5. 32 8千円 → (R2) 4. 9 7 4千円

事業概要:r三重県景観計画j等に基づ、き、良好な景観づくりに取り組むとどもに、三重県屋外広

告物条例に基づき、屋外広告物の設置の適正化や安全対策に取り組みます。

④公営住宅管理事業【基本事業名・ 35302 安全で快適な住まいづくりの推進】

(第8款土木費第6項 住 宅 費 1 住宅管理費)

予算額田 (R1) 6 6 1. 2 4 9千円 → (R2) 6 4 5. 9 8 2千円

事業概要住宅に困窮する低額所得者に低廉な家賃で県営住宅を提供するとともに、県蛍住宅の点

検および修繕を行うなど適切な維持管理を実施します。

⑤(新)空き家対策支援事業[基本事業名:35302 安全で快適な住まいづくりの推進】

(第B款土木費第6項 住 宅 費 1 住宅管理費)

予算額:(R1)一千円→ (R2) 4. 000千円

事業概要市町が実施する行政代執行(略式)による特定空家の除却工事および移住定住者等によ

る空き家の 1)フオーム工事への助成事業に対し、空家等対策の推進に関する特別措置法

に基づき財政支援を行います。

⑥建築基準法施行事業【基本事業名 35303 適確な建築・開発行政の推進】

(第8款土木費第1項土木管理費 3 建築指導費)

予算額:(R 1 ) 1 1. 1 3 7千円 → (R2). 1 1. 1 6 0千円

事業概要不特定多数の者が利用する既存建築物の適正な維持保全のための指導・助言を行うとと

もに、新築建築物等の完了検査など建築基準法の遵守を促します。
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施策354 水資源の確保と土地の計画的な和用

【主担当部局，地域連携部】

E重量毒事言語言語菱重義錨;喜重量審議議選i議議議 議 議以1
水や土地は、限られた貴重な資源であり、県民の皆さんの生活や経済活動にとって不可欠な基盤で

す。安全で、安心な水資源がいつでも安定して使用できる基盤整備が進むとともに、市町、関係機関等

と連携した供給体制が確保され、水が大切に使用される社会が構築されています。

また、百十酒的かつ適正な土地利用が図られ、自然環境と調和のとれた豊かな県土が次世代に引き継

がれています。

宮標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

管路の耐震適合

率

地籍調査の効率

化に取り絡んだ

市町数

大規模災害時の浸水想定区域や土砂災害警戒区域などの被災想定区域等で地籍調査を推進
する市町数

直近の地籍調査の実績を考慮したうえで、単年度ごとに 1市町増加することをめざし、自標
値として設定しました。

63.6国

19市町

18市町
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①水道事業については、人口減少などの社会情勢の変化jこ対応するため、経営安定化への取組が必要

となっているとともに、大規模地震による被害発生時などにおいては、水の供給等、行政区域を越

えた連携の重要性が高まっています。また、県が供給する水道用水、工業用水の施設についても、

地震による被害や経年による老朽化が懸念されています。こうした中で、将来にわたって県民の暮

らしの安全・安心の確保と地域経済の発展に寄与していくため、持続可能な水の安全・安定供給の

実現に向けて、引き続き取り組んでいく必要があります。さらに、渇水時における水不足を解消す

るため、安定的な水資源の確保に取り組む必婆があります。

②土地は限られた貴重な資源であることから、計画的かつ適正な土地利用を図る必要があります。ま

た、円滑な土地利用を図るため、地籍調査を市町等と連携し推進していますが、地籍調査の進捗率

!土、平成30(2018)年度末において 9，6%で全国平均 52出と比べて低い状況にあることから、県内の

地籍調査を着実に進めていくという考え方のもと、効果的かつ効率的に地籍調査を進める必要があ

ります。

重要鶏妻練場麗嘉義椴; 議議議議) 議議怒喜善 襲警 I
l 地域連携部 11

①生活や産業活動に不可欠な水を安定して供給するため、長良川河口堰建設事業に伴う工業用水に係

る管理費等について、引き続き一般会計から工業用水道事業会計に出資し、長期的な視点から水資

源の確保を図ります。

②効果的かつ効率的な地籍調査の実施にあたっては、南海トラフ地震等の大規模災害時に備えた妨

災・復旧対策の推進や、インフラ整備の円滑化など、国の予算の方針にも着目し、限られた財源の

中で、緊急性が高いと考えられる地区を重点的に推進します。また、市町に対して、新技術の導入

や、圏直轄事業の成果を活用した地籍調査などを推進するよう、著者及啓発や情報提供を行うことで、

市町の理解や協力が得られるよう努めます。加えて、休止市町に対しても、引き続き、地籍調査の

重要生や効果を説明し、事業の再開に向けた働きかけを行っていきます。

11 環境生活部 11

③闘の交付金を活用するなどして、水道事業等における施設整備や耐震化などのライフライン機能強

化の促進を図ります。引き続き、認可等に係る指導監督および立入検査を行うとともに、水道法改

正に対応しつつ、水道の基援強化に向けた取組を進めます。また、県内市町水道事業者との情報伝

達訓練など、災害時における応急給水活動の連携強化lこ向けた取組を行います。

E豆ヨ
④「安全で安心な水道用水」と「良質な工業用水Jを安定して供給するため、引き続き IS09001を活

用し、品質管理の徹底と業務改善に取り組むとともに、老朽化対策や耐震化等の筋設の改良を計画

的、効率的に実施します。
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l弾薬業 i疑終謀総経賂謀議 I 
11 地域連携部 i
①工業用水道事業会計出資金【基本事業名:35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】

(第2款総務費第6項地域振興費 5資源対策費)

予算額:(R1) 276，009千円 → (R2) 3 2 1， 1 7 0千円

事業概要県勢振興のため先行的に確保している水源の工業用水に係る管理費等について、一般会

計から工業用水道事業会計!こ出資します。

②地籍調査費負担金{基本事業名:35402 土地の基礎調査の推進】

(第2款総務 費第6項地域振興費 5資源対策費)

予算額:(R1) 220，428千円 → (R2) 2 2 8， 0 0 7千円

(257，526千円 → 259，539千円 ※2月補正含みベース)

事業概要土地取引の円滑化や土地資産の保全、災害復旧の迅速化等に資するため、地籍調査を実

施する市町に対して、その取組を支援します。

l環境生活部 l
③水道事業等指導事業{基本事業名:35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3環境指導費)

予算額:(R1) 6， 1 2 4千円 → (R2) 5， 49 2千円

事業概要:水道事業認可、水質検査精度管理事業、水道事業者への立入検査および交付金事業に係

る指導監督を行うことで、安全・安心な水の安定供給を図ります。また、水道法改正に

対応するよう水道義盤強化に向けた取組を進めます。

④生活基盤施設耐震化等補助金[基本事業名:35401 7]<資源の確保と水の安全 安定供給】

(第4款衛生費第6項環境保全費 3環境指導費)

予算額 (R1) 1 ， 1 1 5， 4 7 2千円 → (R2) 1， 4 7 9， 1 9 8千円

事業概要:水道事業等を行う市町等に対し国交付金を財源とした助成を行い、水道施設の耐震化や

老朽化対策および水道事業の広域化の取組を支援します。

⑤水道事業会計支出金【基本事業名 35401 水資源の確保と水の安全・安定供給]

(第4款衛生費第6項環境保全費 3環境指導費)

予算額:(R1) 4 3 5， 0 3 5千円吋 (R2) 6 8 9， 1 5 4千円

事業概要.水道広域化施設等に対し、一般会計から水道事業会計に出資・補助を行い、地方公営企

業の経営健全化を促進し、その経営基擦の強化を図ります。

匡霊ヨ
⑥水道施設改良事業【慕本事業名:35401 7]<資源の確保と水の安全・安定供給】

(第 1款資本的支出 第 1項建設改良資 1 業務設備及び改良費他)

予算額:(R1) 4， 2 1 1， 8 2 9千円 → (R2) 6， 2 2 9， 2 3 0千円

事業概要・水道用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北中勢および南勢志摩水道局

水供給事業の施設の更新や改良等を計画的に行います。
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⑦工業用水道施設改良事業【基本事業名:35401 水資源の確保と水の安全・安定供給】

(第 1款資本的支出 第1項建設改良費 1業務設備及び改良資他)

予算額田 (R1) 7. 8 2 5. 9 2 0千円吋 (R2) 6. 1 2 1. 7 5 9千円

事業概要:工業用水を安定的に供給できる施設機能を維持するため、北伊勢工業用水道事業等の施

設の更新や改良等を計霞的に行います。
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令和 2年度当初予算行政運営の取組取組概要
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行政運堂1 「みえ県民力ビジョン」の推進

[主担当部局:戦略企画部】

|掻重量挙 E議議選議齢総議室~議長義
第三次行動計百に慕づく施策を通じて、「新しい豊かさ」を享受できる三重づくりを県民の皆さんと

の協創により進めることで、三葉県らしい、多様で、包容力ある持続可能な社会が実現し、取組の成

果が票渓の皆さん!こ届き、幸福実感が高まっています。

呂標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

各施策の rilJ指 l

襟Jの達成割合

広域的な課題解

決に向けた新た

な連携取組数

累計)

/ 

~ 

地域活動を行つ I~年/1度5)% | ている県民の割

il' 

1合 (48.2%(平成26年度))を参考にしつつ、県民の皆さん
祭政運営の基本姿勢に掲げていることや、さまざまな主体が取り組んだ成果
であることから、 70%が妥当

80.0% 

10件! ~ ~ 40件

23.5% 

①「みえ県民力ビジョン」に基づく施策の進行管理は、「みえ成果向上サイクル(スマートサイクル)J

により行ってきましたが、各施策の「県民指標Jの達成割合は目標に到達していない状況です。引

き続き、各施策や事業の成果を県民の皆さんに届けられるよう、新たな課題への対応も含め、着実

に取組を進めていく必要があります。
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②「三重県まち・ひと・しごと創生総合戦略J(以下、「総合戦略Jという。)に基づき、自然減対策と

社会減対策を車の高輪として人口減少の課題に取り組んできました。しかしながら、人口減少に歯

止めがかかっておらず、多岐にわたる分野の取組を有機的かつ効果的に結びつけ、相乗効果が発揮

されるよう、あらゆる施策を総動員していく必要があります。

③県民の皆さんの幸福実感を把握し、今後の県政運営や各種計画の策定に活用するため、「みえ県民意

識調査jを実施しています。引き続き、県政運営の方向性を決定する参考となるよう、「みえ県民意

識調査」の調査内容・方法を検証、検討していく必要があります。

④県境を越えて取り組むべき課題の解決に向けて、他の自治体等と連携し、各種取組を進めてきまし

た。引き続き、全霞知事会はもとより、共通の課題を有する自治体等と連携し、県単独では解決す

ることが難しい課題に効果的・効率的に取り総んでいく t記要があります。

⑤県民の皆さんのNPO活動(市民活動、ボランティア活動等を含む)に対する理解、参画を促すこ

とで協創の裾野を広げる取組を進めてきました。公益的活動を行う NP 0 (市民活動団体、ボラン

ティア団体等を含む)やそれらを支援する中間支援団体が、さまざまな主体との協創を図りながら、

多様化、複雑化する地域の諸課題に対応していく必要があります。

|繕議室義援綿織顧 言議塁.量
l戦略企画部 11

①令和2 (2020)年度は、第2期総合戦略と一体化した県の中期の戦略計画である第三次行動計画が

スタートします。総合戦略の基本目標等を含む各施策の包標を達成するため、 fみえ成果向上サイク

ル(スマートサイクル)Jに位置づける政策協議等を通じて、各部局に対し必要な支援や助言を行う

など、的確な遂行管理を行っていきます。

②みえ県民意識調査については、今後の県政運営に活用するため、これまでの調査結果等をふまえ、

第 10問調査を実施します。

③「三重県国土強靭化地域計画」の推進に向けて、「みえ成果向上サイクル(スマートサイクル)Jに

基づき的確な進行管理を行っていきます。また、社会情勢の変化や国の動きをふまえ、「三三重県国土

強靭化地域計画Jの改訂を進めるとともに、県内市町における国土強靭化地域計画の策定に向けた

支援を行っていきます。

④国が主導するマイナンバー制度が円滑に運用されるよう、次期システム更改等に適切に対応すると

ともに、個人情報保護等に配慮しつつ、関係部局と連携した制度への的確な対応等を行っていきま

す。

⑤戦争の悲惨な実態と教訓が風化することのないよう、未来を担う若い世代をはじめとする多くの県

民の皆さんに、戦争の悲惨さと平和の大切さを伝える機会づくりに取り組んでいきます。

⑥総合教育会議の開催等を通じ、各部局の人づくりにかかる施策の総合諮整を行い、「三重累教育施策

大織JIこ掲げる慕本方針をふまえ、教育・人づくり政策の計蘭的な推進を図ります。

⑦県境を越えて取り組むべき共通の課題や広域的な課題に関し、知事と他の自治体等の長が調査・研

究や提言・提案、連携事業等の実施について協議する場を設けることによって、各部局の施策推進

よ必要な他の自治体等との連携した取組を進めます。

||環境生活部 1
③県民 人ひとりが自らを社会の担い手として認識し、 NPO活動について理解、参画し、さまざま

な主体との協創によって地域課題の解決に向けた取組を促進するため、「みえ黒民交流センヲー」を

拠点として、 NPOに関する県民の皆さんへの情報発信、 NPOや中間支援組織の基盤 機能強化

に取り組みます。
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|警警察奪三主主三塁;三三三三霊 I
j|戦略企画部 1
①(一部新) 行動計画進行管理事業{基本事業名:40101 rみえ県民カピジョン」の進行管理】

(第2款総務費第2項 企 画 費 3 企画費)

予算額:(R1) 2 6. 5 6 1千円 → (R2) 7. 7 1 3千円

事業概要:r三重県経営戦略会議」や f三重県地方創生会議」等の意見をふまえ、「第三次行動計

画」ならびに「第2期まち・ひと・しごと創生総合戦略」の着実な進行管理を図りま

す。

また、社会情勢の変化や国の動きをふまえ、「三重県国土強靭化地域計画」の改訂を進

めるとともに、県内市町における国土強靭化地域計画の策定に向けた支援を行います。

さらに、地方愈l生の実現に向けての大きな原動力となる SDGsについて、県の取組

の情報発信や普及啓発を行うとともに、脱炭素社会推進に若者の声を取り入れるしく

みを作ります。

②計薗推進諸費 [基本事業名:40101 rみえ県民力ビジョン」の進行管理】

(第2款総務費第2項 企 箇 費 3 :1i::菌費)

予算額:(R1) 4.082千円 → (R2) 4. 0 8 1千円

事業概要:県民の皆さんの幸福実感の推移等を把握し、県政の運営に活用するため、「みえ県民意

識調査」を行います。

③番号制度等整備関係諸費【基本事業名:40101 rみえ県民力ビジョンjの進行管理】

(第2款総務費第2項 企 画 費 3 企蘭費)

予算額 (R1) 1 5. 5 8 0千円 → (R2) 1 5 3. 0 0 2千円

事業概要:マイナンバ 制度が円滑に運用されるよう、次期システム更改等に適切に対応すると

ともに、個人情報保護等に配慮しつつ、関係部局と連携した制度への的確な対応等を

行います。

④未来につなぐ平和発信事業【基本事業名:40101 rみえ県民力ビジョンj の進行管理】

(第 2款総務費第2~頁企画費 3 企酋費)

予算額・ (R1) 1. 0 7 5千円 → (R2) 8 7 0千円

事業概要:被爆地広島との交流などを透じて、被爆-戦争関係資料を展示するとともに、県内の

若者に平和の尊さを伝えていく機会を設けます。

⑤人づくり政策推進費【基本事業名 40101 rみえ県民力ビジョン」の進行管理】

(第2款総務費第2項 企 画 費 3 企画費)

予算額田 (R1) 1 7 4千円 → (R2) 1 2 9千円

事業概要:知事と教育委員会が協議する総合教育会議を開催し、教育 人づくり政策を推進しま

す。
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⑥ (一部新) 広域連携推進費[基本事業名 40102 広域連携の推進】

(第2款総務費第2項企画費 1 企画罷整費)

予算額 (R1) 1 1， 6 7 0千円 → (R2) 1 3， 2 2 4千円

事業概要 全国知事会等に参画し、広域的課題解決に向け、他の自治体等と連携した取組を行い

ます。

また、東京 2020オリンピック パラリンピックの開催期間中等!こ各地域で設置される

「応援村 ou印刷RAJにあわせて、県民参加型のイベントを実施します。

⑦中部圏・近畿圏連携強化費【基本事業名・ 40102 広域連携の推進]

(第2款総務費第21頁企画費 1 企画読護費)

予算額:(引) 3，082千円 → (R2) 2， 9 2 8千円

事業概要:中部国・近畿圏の知事会等に参画し、広域的課題解決に向け、他の自治体等と連携し

た取組を行います。

1環境生活部 l
⑧ NPO活動支援推進事業{基本事業名:40103 県民の社会参画の促進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額 (R1) 5， 4 3 7千円 → (R2) 5， 6 2 2千円

事業概要 :NPO法に基づく認証・認定事務、設立手続きや会計実務等に係る周知・棺談・助言

等を実施します。

⑨みえ県民交流センタ一指定管理事業【基本事業名 40103 県民の社会参画の促進】

(第2款総務費第5項生活文化費 1 生活対策費)

予算額:(R1) 3 0， 1 8 8千円 → (R2) 3 1， 1 0 4千円

事業概要・市民活動 .NPOに関する情報発信、 NPOや中間支援組織の基盤・機能強化に資す

る講座の開催、「みえ県民交流センターj の適切な管理・運営を実施します。
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行政運営2 行財政改革の推進による県行政の自立運営

【主担当部局.総務部】

i議機菱総長員養護豪華言語議員選 喜三.際社
県民の皆さんからの信頼回復と、「挑戦する風土・学習する組織jへの取組がさらに進み、高い意

欲と能力を持つとともにコンブライアンス意識が向上した職員が育ち、日本一、幸福が実感できる三

重、{動きやすい県庁となっています。

目標項自

の説明

2年度毘襟値
の考え方

実践CfMIE職

員力アワード」

への応募)

コンブライアン

スの徹底に取り

組んだ所属(知

事部局等、教育

委員会、警察本

「第三次三重県行財政改革取組Jにおける全ての異体的取組のうち、達成した取組の割合

ロードマップ(工程表)に基づき、令和5年度に全ての具体的取組が達成できるよう呂標値
を設定しました。

86% 

84. 9% 

100% 100% 
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①自治体においても働き方改革を進め、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート自治体を

めざしていく必要があります。また、県民の皆さんの信頼を損なうような不適切な事務処理等が発

生しており、一層のコンブライアンスの推進が求められています。こうした現状をふまえつつ、県

政を取り巻く社会経済情勢の変化や厳しい財政状況等に的確に対応するためには、さらなる行財政

改革に取り組む必要があります。

②行政ニーズの複雑化・高度化や厳しい行財政環境の中で、引き続き、現場を重視し、県民の皆さん

と共に「協創」の取組を進めるとともに、自ら考え、未来を切り開くための取組!こも果敢に挑戦で

きる人材育成を進める必要があります。また、織員の能力が最大限に発揮できる職場づくりに一層

取り組み、県民サービスの向上につなげていく必要があります。

③職員の危機管理意識の向上を図るため、研修等を実施していますが、危機への対応に改善を要する

ケースもあることから、引き続き意識向上を図ることで危機の未然防止の実効性を高めるとともに

危機の対応能力の向上を図る必要があります。

④職員が心身ともに健康で、職場においてその能力を十分に発揮することが求められているため、職

員自身のこころと体の健康への関心を喚起し、セルフケアに対する意識の向上を図る必要がありま

す。

際機瞬発義援議機種 総議 :議接怒I
1 総務部 1 
①現在策定を進めている「第三次三重県行財政改革取組」を着実に推進できるよう進行管理を行いま

す。

②より一層簡素で効率的・効果的な組織体制の整備を図るとともに、三重とこわか国体・三重とこわ

か大会の準備やスマート患治体を推進するための組織体制の整備に取り組みます。

③現在検討を進めている新たな推進方針に慕づき、ワーク・ライフ'マネジメン卜を推進します。

④県民の皆さんからの信頼回復と「挑戦する風土・学醤する組織J、「時代の変化に的確に対応できる

多様な人材育成」に向けて、現在見蔑しを行っている「三重県職員人づくり基本方針」に基づき、

自ら考え、未来を切り開くための取組にも果敢に挑戦できる人材育成を進めます。

⑤県民の皆さんの信頼を債なうような不適切な事務処理事案や不祥事の再発防止に向け、引き続き、

コンブライアンスミーテイングの開催や研修の充実等により、コンブライアンスの j醤の浸透、組

織風土としての定着をめざして取り組みます。また、三重県公文書等管理条例の運用を還して、公

文書の適正管理の徹底に取り組みます。加えて、法令等を遵守しつつ、適正!こ業務を執行するため

内部統制制度の整備・運用を行います。

⑥「県職員育成支援のための人事評価制度J等の適切かつ円滑な運用により、引き続き職員の意欲・

能力の向上と組織力の向上に取り組んでいきます。

⑦職員の安全を確保し、こころと体の健康保持・増進を図るため、ストレスチェックをはじめとする

総合的なメンタルヘルス対策の実施や、職場における健康管理等、安全衛生管理に取り組みます。

1防災対策部 1
③研修等を通じて、危機発生の未然防止や危機発生時等に的確な対応が行えるよう、引き続き職員の

危機対応力の向上に取り組みます。
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i議義重義 謹総議滋I
盟主J
①行政改革推進事業{基本事業名 40201 県民の皆さんに成果を届けるための仕事の進め方改革

の推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 4行政改革推進費)

予算額:(R1) 1 0， 8 7 8千円 → (R2) 2， 8 2 3千円

事業概要挑戦する嵐土・学習する組織づくりなど、三重県行財政改革取組における各取組を進

めるとともに、庁内におけるワーク・ライフ・マネジメントの推進に取り組みます。

また、法令等を遵守しつつ、適正に業務を執行するため、内部統制制度を整備し、運

用します。

②政策評価等推進事業【基本事業名:40201 県民の皆さんに成果を届けるための仕事の進め方改

革の推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 4行政改革推進費)

予算額:(R1) 784千円 → (R2) 7 4 6千円

事業概要'施策や事業展開の評価を的確に行い、評価結果等を「成果レポーれとして取りまと

めて公表することにより、県民の皆さんとの情報共有を殴ります。また、施策の呂標

達成に資するため、外部有識者からの意見を参考に事業の見直しを行います。

③文書管理事務費【基本事業名:40201 県民の皆さんに成果を届けるための仕事の進め方改革の

推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 3文書費)

予算額:(R1) 13，643千円 → (R2) 2 3， 2 1 4千円

事業概要:三重県公文書等管理条例に基づき、文書の引継ぎ、保存及び廃棄等、文書の適正管理

の徹底に取り組みます。また、公印の適正な管理、文書収発の円滑な処理並びに保存

文書の整理及び適正管理!こついての周知や研修を実施します。

④人事管理事務費【基本事業名・ 40202 不適切な事務処理および不祥事o(ゼロ)をめざすコン

ブライアンスの推進]

{基本事業名:40203 人材育成の推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 2 人事管理費)

予算額:(R1) 9 4， 1 0 7千円 → (R2) 3 8， 1 7 9千円

事業概要: I三重県職員人づくり基本方針」に基づ、き、自ら考え、未来を切り開くための取組に

も果敢に挑戦できる人材育成を進めます。また、コンブライアンスの推進!こ継続的に

取り組むことにより、職員のコンブライアンス意識の向上を図ります。

⑤職員健康管理運営費【基本事業名:40203 人材育成の推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 2人事管理費)

予算額 (R1) 9 8， 1 1 1千円 → (R2) 9 2， 9 44千円

事業概要:健康診断等の健康管理事業や総合的なメンヲルヘルス対策事業などを実施し、職員自

らがこころと体の健康づ〈りに取り組むことができるよう支援します。
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11 防災対策部 11

⑥危機管理推進事業【慕本事業名 40201 県民の皆さんに成果を届けるための仕事の進め方改革

の推進】

(第2款総務費第2項 企 画 費 5 危機管理費)

予算額・ (R1) し 258千円→ (R2) 1， 0 1 1千円

事業概要目危機発生の未然防止に努めるとともに、危機発生時に迅速・的確な対応ができるよう、

職務に応じた職員研修などを行います。
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行政運営3 行財政改革の推進による県財政の的確な運営

【主担当部局:総務部}

|言語録議量挙通言語重量総量~議言語
将来世代に負担を先送りすることなく持続可能な財政運営が行われ、県の政策が効果的!こ展開され

ています。

目標項目
の説明

2年度目標値
の考え方

県債残高

県税徴収率

新規歳入確保取

組数(累計)

当初予算における経常的支出額を経常的収入額で除した率

令和5年度に 99.0%を達成することを毘標に、今後の財政見通しを考慮のうえ、令和2年度
の目標値を 99.7%としました。

7， 679億円

98.90% 

36件

18件
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①県財政は、これまで公債費の抑制など財政健全化の取組を進めてきた結果、第二次行動計画の県民

指標に掲げた県債残高や「三重県財政の健全化に向けた集中取組」の数値目標である経常収支適正

度が順調に改善するなど、成果があらわれつつあります。しかしながら、引き続き公債費が高水準

にあること、社会保障関係経費が増加すると見込まれることなどから、今後も、財政の健全化lこ向

けた取組を進める必要があります。

【参考】県債(臨時財政対策債等を除く)の令和元 (2019)年度末残高見込:7， 677億円(目標:7， 684 

億円)、令和元 (2019)年度の経常収支適正度:99.8% (目標:100%以下)

②税収確保対策については、個人住民税の特別徴収義務者の指定を徹底するなど市町と連携した取組

をき建施した結果、県税収入未済額の縮減、徴収率の向上等の成果をあげることができました。今後

も一層の税収確保対策を進める必婆があることから、引き続き県民の皆さんが納税しやすい環境の

整備拡充や滞納整理の強化に努めるなど、効果的な取組を行う必要があります。

③公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進するため、「みえ公共施設等総合管理基本方針」に基づ

き、県有財産の有効活用や未利用財産の売却等による歳入確保に一層取り組む必要があるとともに、

引き続き公共施設等の適切な質と量の確保に取り組む必要があります。

医豪語繰織騨樹 三菱 議 総量警護慈雲II
①県財政の健全化に向けて、引き続き、経常的な支出の抑制に取り組むとともに、その成果を県民の

皆さんに届けることができるよう、メリハリのある予算編成を行います。

②未利用財産の売却や自動販売機設置場所の貸付拡大等に向け、財産の利活用に取り組むとともに、

クラウドファンディングの活用やネーミングライツの導入の促進等、引き続きあらゆる歳入確保に

取り組みます。

③県税に係る高額滞納事案については、早期調査に着手し、復索、公売等を含めた滞納整理を進めま

す。自動車税については、すみやかに財産調査を進め、滞納処分の早期着手に努めるとともに、 11

月と 12月を差押強化月間とし、当該期間に集中的な差押を実施し、年度末までに処理を完結する「単

年度整理」の徹底を図ります。また、従来のコンビニ納付、クレジットカード給付、 MMK設置庖

での納付に加え、スマートフォン決済アプリを導入するなど、窯民の皆さんがより納税しやすい納

税環境について周知を行い、税収確保に取り組みます。加えて、特別徴収促進取組については、市

町と設置している個人住民税に関する課題検討会等における検討結果を全市町と共有し、さらなる

特別徴収の促進等を図ります。

④ fみえ公共施設等総合管理基本方針」に基づく具体的な取組を進めるため、利用者の安全・安心の

確保や施設の長寿命化に向け、引き続き各部局と情報共有等を行うとともに、点検・修繕履歴の

情報蓄積を進め、予妨保全の観点からメンテナンスサイクルを実施し、本庁・地域総合庁舎の長寿

命化を図ります。

①予算調整事務費{基本事業名:40301 持続可能な財政運営の推進】

(第2款総務費第1項総務管理費 5予算識整費)

予算額 (R1) 1， 7 6 8， 7 5 1千円 → (R2) 2， 1 0 5， 9 5 9千円

事業概要・予算編成、提出議案の作成等を行うとともに、財務会計予算編成システムの運用を

行います。また、企業会計への元利償還金相当額の繰出しを行います。
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② (一部新)電算管理費【基本事業名:40302 公平・公正な税の執行と税収の確保]

(第2款総務費第4項 徴 税 費 2賦課徴収費)

予算額:(Rl) 4 2 3. 8 4 4千円 → (R2) 3 3 9. 9 6 3千円

事業概要.県税事務を効率的かつ適正、迅速に行うための総合税システムの運用を行います。

③ (新)法人事業税交付金・市町交付金[基本事業名 40302公平・公正な税の執行と税収の確保】

(第 13款諸支出金第5項法人事業税交付金 1法人事業税交付金)

予算額:(Rl) 一千円 → (R2) 2. 8 2 1. 9 9 3千円

事業概要:地方税法の規定により、法人事業税収入額の 3.4%(令和3年度以降は 7.7%)に相

当する額を、県内市町に対し、当該市町における法人市町民税法人税割の前3年度の

平均額で按分して交付します。

④ (一部新)滞納整理事務費{基本事業名 40302 公平・公正な税の執行と税収の確保】

(第2款総務費第4項 徴 税 費 2賦課徴収費)

予算額:(R1) 2 6. 4 3 8千円 → (R2) 3 1. 345千円

事業概要滞納件数の大部分を占める自動車税や高額滞納事案等について、早期に滞納整理を行

うことで、収入未済額を縮減し税収の確保を図ります。また、滞納処分のさらなる早

期着手を図るため、預貯金調査の電子化を行います。

⑤県庁舎等維持修繕費{基本事業名:40303 最適な資産管理と職場環境づくり】

(第2款総務費第1項総務管理費 6財産管理費)

予算額:(Rl) 9 4 6. 8 9 5千円 → (R2) 1. 0 1 9. 0 4 6千門

事業概要:庁舎や織員公舎等の計画的な維持修繕を行います。
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(行政運営4 (~正な会計事務の確保
[ま担当部局:出納局】

2総議 l議題言語道議議議議議員総
会計事務の担当職員一人ひとりが、高いコンブライアンス意識を持って、法令や規員IJに基づいた適

正な会計事務を行うとともに、財務会計制度を取り巻く動向を把握し的確に対応することにより、県

の会計事務に対する県民の皆さんの信頼が高まっています。また、県歳入金の収納方法が多様化し、

県民の皆さんの利便性が向上しています。

する事後検査
による指導件
数および県の
会計事務に是
正・改善を求め
る監査意見数
(実施 1か所

あたり)

O. 74件

O. 72件 O. 66件

醒轟轟聾轟轟轟轟轟轟盟関聾聾盟聾醒謹盟盤藍盟璽盟盤聾璽瞳轟轟轟轟輔輔輯輔

自標項目
の説明

2年度毘標値
の考え方

出納局が行う会

計支援の有議度

出納局が所管す

る電算システム

出納局が実施する事後検査による指導数を実施箇所で除した数値と、定期監査結果の財務事
務の執行!こ関する意見を震査実施箇所数で除した数値の平均値

令和5年度目標億の達成に向けた段階約な目標数値として設定しました。

93. 2% 

82.5% 90.0% 

の手IJ用満足度 I 80.0% 
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①適正な会計事務の確保のため、きめ細かな相談、事前・事後の検査とフォローアップ、会計事務

の基礎から専門的な業務に係る各種研修を実施し、担当職員のさらなる能力向上や会計事務にお

けるコンブライアンスの徹底を図る必要があります。

②公平・公正で透明性の高い入札・契約制度を確保するため、国の会計制度、社会情勢の変化など

をふまえ、必要な会計規則等の見直しを行うとともに、適正な財務会計制度の運用を行う必要が

あります。

③厳しい財政状況が見込まれる中、資金を適正に管理するとともに、極めて低い金利水準が続く状

況においても、運用益確保のため、より効率的な運用について検討していく必要があります。

④会計事務職員が担当する業務を適正かつ円滑に実施するため、電算システム(財務会計システム、

電子譲達システム(物件等))を安定的に稼働させる必要があります。

機鰐犠義援鞠蜘I譲お援護霊 1滋 滋 霊 童 綴 護 護 機 重量
①事務処理ミスの縮減に向けて、会計事務jこ関する棺談、検査、各種研修の実施や検査後のフオロ

アップなど、織員や所属のニーズに合わせたよりきめ細かい会計支援を行うとともに、各種研修を

通じて会計事務担当者の能力向上やコンブライアンスの日常化につなげていきます。新任班長研修

において会計事務研修を実施するなど、不適切事案の再発紡止に向け取り組みます。あわせて、チ

ェックリスト等の定着化や、「少人数職場におけるはじめての会計事務職員ハンドブック」の活用を

働きかけ、各所属における会計事務の円滑な執行や業務改善、チェック機能の向上を支援していき

ます。

②資金を適正に管理するとともに、低金利が続く中、元本の安全性と流動性を確保しながら、債券に

よる長期の運用を継続するとともに、運用益の確保に努めていきます。

③令和2年1月から稼働した次期財務会計システムにおいて、会計事務を担当する職員が適正かつ向

滑に業務を遂行できるよう、システムの安定稼働と円滑な運用!こ努めます。

④令和2年4.F.1から稼働する次期電子調達システム(物件等)においては、システムの安定稼働と、

システム利用者がスムーズに業務を進めることができるよう、受注者、発注者双方に新システムの

研修を実施するなど、円滑な運用iこ向けた取り絡みを進めます。

⑤集歳入金の収納方法について、県民の皆さんの利便性を向上させるため、キャッシュレス決済の導

入に向け準備を進めていきます。

①会計支援費【基本事業名:40401 会計事務の支援】

(第2款総 務費第1項総務管理費 9 会計管理費)

予算額・ (R1) 3 6. 4 5 1千円 → (R2) 3 6. 2 3 2千円

事業概要:所属で処理する会計事務が適正に行われるよう、検査、相談、研修などの会計支援を

行います。

②出納管浬費【慕本事業名:40402 公金の適正な管理・執行】

(第2款総務費第1項総務管理費 9 会計管理費)

予算額 :(R1) 96.980千円 → (R2) 9 6. 6 1 3千円

事業概要田県の収入支出に係る白々の出納事務を的確に行うとともに、資金の安定的な確保や安全

かつ効率的な運用を行います。
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③ (一部新)財務会計管環費【基本事業名:40402 公金の適正な管理'執行】

(第2款総務費第1項総務管理費 9 会計管理費)

予算額・ (R1) 2 2 3. 9 4 0千円 → (R2) 1 0 4. 6 0 8千円

事業概要:会計事務の執行を支援するため、財務会計システムの安定稼働と円滑な運用を行う

とともに、キャッシュレス決済の導λに向けた準備を進めていきます。

④電子調達システム管理費{基本事業名:40401 会計事務の支援】

(第2款総務費第1項総務管理費 9 会計管理費)

予算額:(R1) 1 7 7. 2 9 1千円 → (R2) 34. 586千円

事業概要:入札事務の執行を支援するため、電子調遠システム(物件等)の安定稼働と円滑な運

用を行います。
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(行政運営50悶の充実

【主担当部局:戦略企画部】

三事義雄泌総謹厳重量持議議議総量j議員選j I 
県民の皆さんの行動につながる県政情報が発信され、県政に対する意見や評価が適切に把握される

など、充実した広聴広報活動が行われています。これにより、県民の皆さんの県に対する理解や共感、

信頼が深まり、県政への積極的な参画や提案など、協創の三重づくりが進み、県民の皆さんとの接点

の拡大と充実が関られています。

目標項尽
の説明

2年度目標値
の考え方

県が行っている l 
広聴広報活動の

実施件数

「みえ県民意識調査」で、県の広報活動により県の情報が伝わっていると「感じるJrどち
らかといえば感じる」と自答した県民の割合

得たいと思う県情報が得られていると感じる県民の割合 28.6%(平成 30年度実績)を参考
に、毎年度 5%ずつ増加を図り、 5年度には県民の皆さんの2人に 1人が実感していること
をめざすものであり、 2年度の白襟債を 35.0%としています。

~ 6， 150件

県 広報プ口 モーレ/ 47， 500人

ションのファン

数

公文書や個人情

報の標示決定等 / 0.5%以下| / / O. 5%以下

における開示

非開示判断の適 0.25% 

正度
(30年度)
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① I C T (情報通信技術)の普及拡大による広報媒体・コミュニケーション構造の多様化や、激化する

地域間競争に対応していくため、令和元 (2019)年度に改訂する(予定)i三重県広聴広報アクショ

ンプランJIこ基づき、戦略的・計画的な広報活動および政策形成につながる広聴活動の実現に取り

組む必要があります。

②戦略的・計画的な広報活動を展開していくためには、集広報紙をはじめ、テレビやラジオ、新聞、

フリーペーパー、イシターネット等、さまざまな広報媒体を効果的に組み合わせたメディアミック

スでの情報発信を行うとともに、報道機関への資料提供の質を高め、発信するコンテンツの品質管

理を徹底する必要があります。また、県民の皆さんの理解、共感が得られ、県民の皆さんの行動に

つながる情報発信を進めるため、身近で親しみやすい「拡散性の高い情報コンテンツづくり」の視

点での取組が必要です。

③県政!こ対する幅広い f察民の声j を集約して県政に反狭していくためには、県民の皆さんからの声

に誠実に答え、改善を図るとともに、提言、意見などを求めていくことが必要です。

④県民の皆さんや、企業、間体等のさまざまな活動!こ生かせるよう、基礎資料となる各種統計情報を

積額的かつ正確に、わかりやすく提供することが必要です。

⑤県民の皆さんの参加による公正な県政を推進していくためには、行政情報を積極的に公開し、情報

公開制度を適正に運用していくとともに、保有する個人情報を逓正に管理していくことがa:要です。

蹟篭.i!路謡鞠醸瞳醤盟醸関聾額郵撞轟轟聾語彊離職韓襲襲鵠輯麓鶴

①広聴広報会議等で各種広聴広報ツールの周知や部局間の情報の共有を~るとともに、パブリシティ

活動の質の向上に向けて職員研修を実施することで情報発信力や広聴機能の強化を行い、会庁が一

体となった戦略的 計E底的な広聴広報活動を展開していきます。

②大規模災害や危機管理、救急医療情報をはじめ、県民の皆さんに知っていただきたい情報を的確に

扇!するとともに、より県情報が身近に感じていただけるよう、「伝えるJから「伝わるj、「届ける」

から「つながる」広聴広報の観点で、県広報紙や県ホームページ、フリーペーパー、テレビ、 SN

S等の多様な広報媒体への情報発信、パブリシティ活動!こ取り組みます。

③「拡散性の高い情報コンテンツづくり」の視点、で、県プロモーションサイト「つづきは三重で」で

の情報発信を行うとともに、首都豊富等におけるマスメディアを活用した県の魅力発信、若者への訴

求力の高いウヱブメディアでの情報発信を強化することで、県の認知度向上や三重県ファンを増や

すためのプロモーシヨン活動を展開していきます。

④累ホームページについて、利用者の皆さんが必要な情報を入手しやすいよう環境を整えるとともに、

引き続き改善に取り紐みます。あわせて、ウェブアクセシピリテイの水準維持やシステムの安定運

用及びセキュリティ対策に取り絡みます。

⑤「県民の声」制度を適正に運営するとともに、広穂ツールである「みえ出前トーク」、 ie-モニ安一」

を活用した広聴活動の充実に引き続き取り組みます。

⑥迅速かっ正確な統計調査の実施、審査、集計等を行い、調査結果を分かり易〈公表するとともに、

統計関係者の功績を表彰し意欲を高めていただくことで、統計調査の円滑な実施を図ります。主要

経済指標等の最新の統計情報をインヲーネット(1みえDataBoxJ)で提供するほか、各種統

計資料を適切に作成、刊行するとともに、統計の普及と利活用の推進及び統計調査への理解促進を

図ります。

⑦情報公開・偲人情報保護制度の適正な運用、個人情報の漏えいの防止などを図るため、職員研修の

充実等に取り組み、職員等の一層の意識の向上を図り、帝IJ度を適正に運用します。
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運葦警護霊-三認雲雲言霊! 蕊否認 雲霞雲
① (一部新)県政情報発信事業{基本事業名 40501 効果的な広聴広報機能の推進】

予算額:(R 1) 1 1 1. 0 1 1千円 → (R2) 1 1 O. 4 5 8千円

事業概要:県民の皆さんが、利用しやすい方法でより確実に情報が入手できるよう、広報紙「県

政だより みえ」や定期刊行物(フリーペーパー)等を活用して、県の情報を提供し

ます。また、新たに校正ソフトを導入し、県が情報発信する文章の適正化の向上およ

び労務コストの削減を図ります。

②報道等事業【基本事業名・ 40501 効果的な広聴広報機能の推進】

予算額:(R1) 8. 32 5千円 → (R2) 7. 84 5千円

事業概要:県政情報を迅速かつ幅広く周知するため、ニュース性のあるタイムリーな情報提供に

努めるなど、積極的にマスメディアを活用したパブリシティ活動による情報発信を行

います。また、知事定例会見等の会議録作成にAIを活用し、業務負担および労務コ

ストの削減を図ります。

③電波広報事業{基本事業名:40501 効果的な広聴広報機能の推進】

予算額:(R1) 6 O. 4 3 3千円 → (R2) 5 9. 9 2 6千円

事業概要 県政の重要課題や取組、県主催イベント、イメージアップにつながる県の魅力をより

多くの視聴者に届けるため、テレビの情報番組で効果的に発信します。また、県政情

報や生活情報、安全・安心、 i坊災情報などをラジオでタイムリーに発信します。

④広務広報アクションプラン推進事業{基本事業名:40502 戦略的なプロモーションの推進】

予算額 (R1) 20.239千円 → (R2) 1 7. 0 6 4千円

事業概要:三重県が魅力的な地域として認知され、県外の若者等に移住先の候補地として選定さ

れるよう、テレビ、雑誌等のマスメディアに対する取材誘致や、ウェブメディアを活

用した情報発信を行います。また、さらなる県の認知度向上・イメージアップに向け

て、ソーシャルメディアの活用や黒プ口モ シ2ンサイトの運営を行います。

⑤インターネット情報提供推進事業[基本事業名目 40501 効果的な広聴広報機能の推進】

予算額 (R1) 3 5. 2 3 7千円 → (R2) 3 1. 0 3 3千円

事業概要・県民の皆さんが、必要な情報を確実に入手で、きるよう、黒ウェブサイトを活用して、

県の情報を効果的・効率的に提供します。

⑥広聴体制充実事業【基本事業名:40501 効果的な広聴広報機能の推進】

予算額:(R1) 1 4. 8 9 1千円 → (R2) 1 3. 3 5 2千円

事業概要県民の皆さんから寄せられる意見から県民ニーズを的確に把握し、県政運営に反映で

きるよう、「みえ出前トークJ等の効果的な運用や職員研修の実施等、全庁的な広聴

機能の充実を図ります。

⑦国勢調査費[基本事業名:40503 統計情報の効巣約な発信と活用の促進】

予算額.:(R1) 一千 円 → (R2) 8 2 4. 8 5 8千円

事業概要人および世帯にかかる基本的項目を誠査し、その実態に関する統計を作成することで、

各種行政施策の基礎資料を得ることができるよう、県内に常住するすべての人を対象

に国勢認査を実施します。
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③統計情報編集費{基本事業名:40503 統計情報の効果的な発信と活用の促進】

予算額田 (Rl) 1， 2 5 3千円 → (R2) 94 2千円

事業概要:県民の皆さんや自治体・企業・教育研究機関等が統計情報を利活用できるよう、統計

情報を編集し、県統計情報のインターネット上の総合窓口である「みえDa t a B 0 

XJや刊行物で提供します。

⑨情報公開・個人情報保護制度運営費[基本事業名 40504 行政情報の積極的な公開と個人情報

の適正な保護】

予算額 (R1) 4， 5 2 0千円 → (R2) 4， 5 3 5千円

事業概要職員研修の実施や職員からの相談等への対応を通じて、情報公開 個人情報保護制度

に対するより一層の環解と意識の向上を図り、両制度の適正な運用に努めます。
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(行政運堂60マート開の推進

【主担当部局:総務部】

防毒華麗言語i童謡様厳重鴎言語 忍I吾妻: I 
ICTの新しい技術の活用により、生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート自治体に向

けた取組が進み、職員の働き方の質が高まるとともに、県民サーピ、スの向上につながっています。

また、スマート自治体を支える情報通信基盤の整備と情報セキュリティの確保が進み、安心かつ快

適に利用できる環境が繋っています。

治
実
の

自
を
員

ト
展
職

一
進
る

マ
の
す
合

ス
体
感
割

10% 60% 

目標項目
の説明

スマ ト自治体に係る「職員アンケート」で、 10Tを活用したスマート自治体の取組によ
り、効率的な業務環境の整備が進展し、働き方が変わったと実感する職員の割合

令和5年度目標値の達成に向けて、取組を段階的に進展冒加速させていくことを勘案し、設
定しました。

2年度回襟値
の考え方

パイルワークや

サテライトオフ

ィス等)を利用

し

電子申請目届出

システムによる

申請件数

60所属

20， 500件 22， 000件

18， 765件

(30年度)
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①県民ニーズに的確に対応しつつ、多様でかつ柔軟な働き方を推進していくため、{動き方改革を進め、

生産性の向上と正確性の確保を両立させたスマート自治体をめざして、 ICTの新しい技術の活用

に積極的に取り組んでいく必要があります。

② ICTを活用して、より多様で、使いやすい行政サービスやオープンデータ等による行政情報の提

供を行い、農民・行政相互の情報交流を進めていく J必要があります。

③スマート自治体を支える情報通信基盤の安定運用に取り組むとともに、費用対効果や信頼性のさら

なる向上に向けて、効率的に業務を遂行で、きる情報通信基盤の整備を進めていく必要があります。

また、高度化・巧妙化しているインターネット等からの脅威に対し、情報セキュリティの確保に取

り組む必要があります。

麟臨時麟盟麗聾鐘麗輯窟 融嘩鞠謹輔鶴醤溜酪灘輯盤務鑓轍 盛時

①スマート自治体の推進に向けて、 AIやRPA等の新たな技術のさらなる活用、ペーパーレス化等

による業務改善を進めるとともに、柔軟かつ弾力的な働き方に向け、モパイルワークの導入、オフ

ィス環境の整備等を進めていきます。また、 ICTの新しい技術の業務改善への活用・導入を推進

する「スマート人材」の育成など、スマート自治体に向けた推進体制の構築に取り組みます。

②電子申請・届出システムや地理情報システム、オープンデータ等について効果的な活用事例の紹介、

操作研修の実施などにより、随時利用促進を働きかけるとともに、必要に応じてより詳しい操作説

明などの積懐的な支援を行うことで利用拡大を図り、多様で使いやすい行政サービスや行政情報の

提供に取り組んでいきます。

③行政WANやグループウェア等の情報送信義盤の安定運用に努め、効率的に業務を遂行で、きるよう

職員一人一台パソコンの更新等に引き続き取り組みます。また、三重県情報ネットワークについて

は、費用対効果や信頼性のさらなる向上に向けて、妨災対策の充実や働き方改革の推進も視野に入

れた次期ネットワークの構築を進めていきます。

④各部局が保有する情報システムの最適化について、予算要求前審査等の PDCAサイクルの仕組み

を運用していく中で取り組んでいきます。また、研修や訓練を通じて情報セキュリティ意識の向上

を図り、情報化の基盤となる人材の育成を推進していきます。

① (新)スマート自治体推進事業【基本事業名:40601 スマート自治体に向けた新しい技術の活用】

(第2款 総務費第1項総務管環費 4 行政改革推進費)

予算額:(Rl) 一千円 → (R2) 3 7， 7 8 6千円

事業概要目 AI…OCRの活用による RPA対象業務の拡大など、 AIやRPA等新たな技術の

さらなる活用や、 ICTの新しい技術の業務改善への活用・導入を推進する「スマート

人材j の育成など、スマート自治体の推進に向けた取組を進めます。

② 申請 届出等オンライン受付システム整備推進事業[基本事業名:40602 1 C Tを活用した行政

サービスの提供】

(第2款総 務費第6項地域振興費 3 情報対策費)

予算額:(R1) 1 7， 9 6 1千円 → (R2) 1 7， 7 8 6千円

事業概要:電子申請・届出システムの安定運用や利用拡大に努め、県民サービスの向上lこ取り組み

ます。
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③ (一部新)情報ネットワーク維持管理費【基本事業名:40603 情報通信基盤の整備とセキユリテ

イの確保】

(第 2款総務費第6~産地域振興費 3 情報対策費)

予算額 (R1) 3 0 2， 9 6 2千円 → (R2) 9 1 5， 5 8 7千円

事業概要:情報ネットワークの安定運用に努めるとともに、より費用対効果が大きく、信頼性の高

い次期ネットワークの構築に敬り組みます。さらに、次期ネットワークでのモパイルワ

ークの実施を見据えた実証研究や、インヲーネットを通じて職員・外部関係者等を結ぶ

We b会議システムの導入、すでに試行中である部長級会議等を対象としたペーパーレ

ス会議システムの本格導入に取り組みます。

④ セキュリティ対策推進事業{基本事業名:40603 情報通信基盤の整備とセキュリティの確保]

(第2款総務 費第6項地域振興費 3 情報対策費)

予算額:(R1) 1 0 2， 1 4 2千円 → (虫2) 1 1 1， 7 2 0千円

事業概要 バックアップ宙線の確保やウイルス対策ソフトの更新、自治体情報セキュリテイクラウ

ドの安定運用等に努めるとともに、研修や訓練を通じて情報セキュリティ!こ対する職員

の意識の維持・向上に取り組みます。

⑤ IT投資の効率化事業{基本事業名・ 40603 情報通信基盤の整備とセキュリティの確保]

(第2款総務 費第6項地域振興費 3 情報対策費)

予算額・ (R1) 2 0 7， 7 2 7千円→ (R2) 44， 1 5 5千円

事業概要:各部局が保有している情報システムの適正化を図るため、外部専門家の助言を受けなが

ら、 PDCAサイクルによるシステムの審査、評価、支援を行うとともに、統合サーバ

等の共通機能基盤について、安定運用の確保とさらなる利用促進に取り組みます。
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(行政運営7 (~共事業推進の支援
【主担当部局:県土整備部]

議室議総睡蓮華蓋議議室i議議選
公共事業の実施プロセスの公正性・透明性を確保し、事業を適亙かつ着実に実施することにより、

公共事業の成果が県民の皆さんに届き、公共事業への信頼感が向上しています。

目標項目
の説明

2年度目標伎

の考え方

公共事業の平準

化率

入札参加者の地

域・社会貢獄度

「三重県公共事業評価審査委員会」と「三重量県入札等監視委員会Jの調査審議において適正
とされた割合の平均値

公共事業は、実施プロセスの公正性・透明性を確保するとともに、事業を適正に実施するこ
とが必要不可欠であることから‘毘襟債を 100覧としました。

80. 0% 

85. C部

84. 0% 

闘隠語謹雲 際線謹..総裏話建議燦綴路線 ; I 
①公共事業評価については、「三重県公共事業評鏑審査委員会Jにおける調査審議により公共事業の適

正化に取り組んできました。引き続き、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した評価を行い、公

共事業の適正な執行に取り組む必要があります。

②入札契約制度については、「三重県入札等監視委員会」の調査審議をふまえ、制度の改善、適正な運

用!こ取り組んできました。引き続き恥公共事業を取り巻く状況の変化に対応した制度の改善等に取

り絶む必要があります。

③地域経済を取り巻く環境が厳しく、人口減少・高齢化の流れが加速する中、将来にわたり、地域の

社会基盤の整備・維持管理や災害対応を担う建設企業の育成に取り組む必要があります。
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④令和元 (2019)年6月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」、「建設業法」および「公共工

事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」の担い手三法が改正され、働き方改革の推進や生

産性の向上などに取り組む必要があります。

①「三重県公共事業評価審査委員会」の調査審議を受け、公共事業を取り巻く状況の変化に対応した

事業の評価を行い、適正な執行に取り組みます。

②「三重県入札等監視委員会Jの調査審議を受け、公共事業の公正性・透明性を確保しつつ、公共事

業を取り巻く状況の変化に対応した入札契約制度の改善、適正な運用に取り組みます。

③「三重県建設産業活性化プラン」に基づき、入札契約制度の改善と適正な運用に取り組み、公共工

事の品質を確保するとともに、技術力を持ち地域に貢献できる建設企業の育成に取り組みます。

④週休二日市jの拡大、施工時期の平準化および ICTの活用などを進めることにより、働き方改革の

推進や生産性の向上に取り組むとともに、各種耳主総の拡大を市町へ要請します。

⑤公共事業の適正な執行のために、電子調達システムや設計積算システムなどの安定運用を図ります。

また、設計積算システムi立、令和3(2021)年度中の次期運用開始をめざし、更新業務を進めます。

障重霧:震密室i塗三三I霊童三i逗霊璽霊寝室 i盗塁璽E
①公共事業評価制度事業【基本事業名:40701 公共事業の適正な執行・管理}

(第8款土 木愛第 1項土木管理費 1 土木総務費)

予算額:(R1) 8 7 8千円 → (R2) 74 3千円

事業概要:r三重県公共事業評価審査委員会」を開催し、公共事業の再評価・事後評価を行います。

②入札等監視委員会開催事業【基本事業名 40701 公共事業の適正な執行・管理】

(第8款土 木費第1壌土木管理費 2 建設業指導監督費)

予算額:(R1) 4 0 6千円 → (R2) 3 9 6千円

事業概要目「三重県入札等監視委員会」を開催し、入札契約制度の改善等を行います。

③(一部新)公共工事設計積算システム事業[基本事業名・ 40701 公共事業の適正な執行・管理】

(第8款土木費第1項土木管理費 1 土木総務費)

予算額:(R1) 25，336千円 → (R2) 1 3 5， 8 8 1千円

事業概要設計積算システムについて、全国標準積算基準デ一世を利用するなど設計積算業務の省

力化を図ることができるようシステムの更新を行います。
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令和 2年度当初予算議会事務局取組概要
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[主担当部局議会事務局]

議員量泌総説委 j 言言怒経渓芸濃諮問|
三重県議会では、分権時代を先導する議会をめざし、県民自治の観点から、真の地方自治の実現に

取り組むという基本理念及びそれを実現するための基本方向を定め、地方自治の本旨に基づく県民の

皆さんの負託に的確にこたえ、もって県民福祉の向上及び県勢の伸展に寄与します。

三謀議室謀議 医盗塁盗塁盗塁皇室I塗.三三盗三三 : .. 
①議員任期4年聞を見据えた活動を計画的に行っていくため、 4年間の主な議会の取組内容を議会活動

計頭として策定しました。今後は、取組成果の確認と継続的な改善を進めます。

②県民の皆さんの多様な意見を議会に取り入れるため、広聴活動に積極的に取り組んでいます。令和元

年度は、地域に出向いて県民の皆さんの意見をお聞きする「みえ現場de県議会」を2回開催します。

11月には「水産業の振興Jをテーマに、尾鷲市!こおいて開催し、現状や課題等について意見交換を行

いました。令和2年2月には、「若者の県内定着の促進j をテーマ!こ、津市での開催を予定していま

す。今後も、引き続き県民の皆さんの多様な意見を聞く機会を設けていきます。

③議会経費の縮減のため、令和元年5月から令和5年4月までの議員報酬を 1割、政務活動費を3割減

額するとともに、政務活動費のより一層の透明性を図るため、平成28年度分から領収書等を県議会ホ

ームページで公開しています。

④議会における選挙区及び定数の議論に資するため、「選挙区及び定数に関する在り方調査会」を設置し、

専門的・学術的な観点から、人ロ減少・地方創生時代における議会の在り方や果たすべき役割、一票

の格差や地域聞の均衡等について調査を行っています。

⑤「三重県産材利用促進に関する条例検討会」を設置し、三葉県産材の利用促進に向けた条例の方向性

の検討を行っています。

⑤議員提出条例として制定され、平成 29年4月1日から施行された「三重県手話言語条例」を踏まえ

た「三重県議会における三重県手話言語条例に基づく取組方針」に基づき、代表質問及び予算決算常

任委員会総括質疑の中継映像に手話通訳を導入しました。今後も、手話に関する取組を総合的かつ

計碩的に実施していきます。

勝機械悌駒場
①令和元年度に策定した議会活動計闘に沿って、効果的かつ効率的な議会活動を行います。

②県民の代表機関である県議会の活動が、県民に分かりやすく、県民が参加しやすい開かれた議会運

営を行います。令和2年度は「みえ高校生県議会」の開催!こ取り組みます。

③議会本来の機能として、知事を始めとする執行機関の事務の執行について、監視及び評価を行いま

す。

④提出された議案の審議等を行うほか、県民本位の立場から独自の政策提言や条例案などの政策立案

に取り組みます。令和2年度は、 f三重県産材利用促進に関する条例Jの制定に向けて取り組みま

す。

⑤地方分権の進展に的確に対応するため、引き続き議会改革を推進し、他の自治体議会との交流・連

携を深めていきます。

⑥調査研究その他の活動に資するために交付する政務活動費について、今後も使途の透明性の確保に努

めます。
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①県議会広聴広報推進事業[基本事業名 ー】

(第 1款議会費第 1項議 会 費 1議会費)

予算額:(R1) 1 2 2. 3 4 2千円 → (R2) 1 2 O. 6 7 5千円

事業概要.本会議等のテレビやインターネットによる中継、「みえ県議会だより」の発行、新商

広報及び「みえ現場de県議会」など議会の広聴広報活動を行います。

②議会運営事業【基本事業名・一]

(第 1款議会費第1J:頁議会費 1議会費)

予算額 (R1) 9 O. 5 1 3千円 → (R2) 9 O. 56 7千円

事業概要・本会議や委員会の開催など、議会運営!こ関する諸事務を行います。

③政策立案機能強化事業【基本事業名:ー]

(第 1款議会費第1項議会費 1議会費)

予算額:(R1) 2. 50 8千円 → (R2) 4. 6 5 6千円

事業概要:議会及び議員の政策立案機能の強化や議会改革の推進を図るため、各種検討会や全議

員を対象にした勉強会等を実施します。
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